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１．はじめに 

 科学技術・学術審議会において建議された「地震予知のための新たな観測研究計画（第２次）の推進

について」及び「第７次火山噴火予知計画の推進について」のもと、平成 16 年度から地震と火山の二
つの計画が進められた。両計画が平成 20年度をもって終了することを受け、それに先立つ平成 19年１
月に科学技術・学術審議会測地学分科会から、「地震予知のための新たな観測研究計画（第２次）の実

施状況等のレビューについて」及び「第 7次火山噴火予知計画の実施状況等のレビューについて」が報
告された。この報告を踏まえて、同年６月に「地震及び火山噴火予知研究計画に関する外部評価報告書」

が取りまとめられ、両計画に基づく研究について一層の連携を図ることとされた。この評価を受け、同

年８月の科学技術・学術審議会測地学分科会地震部会/火山部会合同会議において、二つの計画を統合す
る方向で検討することが決定され、次期計画検討委員会を設置した。ここで次期計画の建議案の策定を

始め、意見公募を経て、平成 20年７月には「地震及び火山噴火予知のための観測研究計画」（以下、「地
震火山噴火予知観測研究計画」という。）が科学技術・学術審議会において建議された。 
 地震火山噴火予知観測研究計画では、計画を推進するために、科学技術・学術審議会測地学分科会地

震火山部会の下に、計画実施機関の委員で構成する観測研究計画推進委員会を平成21年５月に設置し、
年度ごとに観測研究成果報告の取りまとめを行うこととした。 
 本報告は、地震火山噴火予知観測研究計画の平成 22 年度の成果の概要を取りまとめたものである。
第２章では当該年度の代表的な成果を報告することとしているが、本報告では第２章を「平成 22 年度
に発生した大地震及び火山噴火に関する成果」とし、東北地方太平洋沖地震と霧島山（新燃岳）噴火を

取りまとめた。とくに平成 23年 3月 11日に発生した東北地方太平洋沖地震では、平成 23年度にはい
ってからの研究成果も可能な限り収集し、平成 23年 7月現在の報告として取りまとめた。 
なお、本計画の実施機関は以下の通りである。 

・国立大学法人等：北海道大学、弘前大学、東北大学、秋田大学、東京大学、東京工業大学、 
名古屋大学、京都大学、鳥取大学、高知大学、九州大学、鹿児島大学、 
立命館大学、東海大学 

・独立行政法人：情報通信研究機構、防災科学技術研究所、海洋研究開発機構、産業技術総合研究所 
・政 府 機 関：国土地理院、気象庁、海上保安庁 
 

「地震及び火山噴火予知のための観測研究計画の推進について」における観測研究計画 

地震予知に関する研究計画は昭和 40年から、火山噴火予知に関する研究計画は昭和 49年から、それ
ぞれの予知計画として推進されてきた。しかし、地震及び火山噴火は同じ地球科学的背景を持った自然

現象であり、これまでの研究の進展により、地震と火山とが密接に関連する地殻及びマントルの諸過程

を統一的に理解する研究の道が開かれてきた。 
平成 21 年度から始まった地震火山噴火予知観測研究計画では、地震及び火山噴火の「予測システム

の開発」をより明確に志向した研究に重点を置くこととし、以下の４項目を柱として推進する。 
（１） 地震・火山現象予測のための観測研究の推進 
（２） 地震・火山現象解明のための観測研究の推進 
（３） 新たな観測技術の開発 
（４） 計画推進のための体制の強化 
 上記項目のうち「（１）地震・火山現象予測のための観測研究の推進」は、地殻やマントルで進行し

ている諸過程を把握し、予測シミュレーションモデルへのデータ同化に基づく地殻活動の予測及び噴火
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シナリオに基づく火山活動の予測に関する研究を行うものであり、次のような中項目に分けられている。 
１） 地震・火山現象のモニタリングシステムの高度化 
２） 地震・火山現象に関する予測システムの構築 
３） 地震・火山現象に関するデータベースの構築 
 また、「（２）地震・火山現象解明のための観測研究の推進」は、「（１）地震・火山現象予測のための

観測研究」を行うために、地殻やマントルで進行している諸過程の正しい理解とそのモデル化のための

観測研究を行うものであり、次のような中項目に分けられている。 
１） 日本列島及び周辺域の長期・広域の地震・火山現象 
２） 地震・火山噴火に至る準備過程 
３） 地震発生先行・破壊過程と火山噴火過程 
４） 地震発生・火山噴火素過程 
 また、「（３）新たな観測技術の開発」は、地震・火山現象に関する現象理解や予測の高度化を進める

ために、新たな観測技術の開発や既存技術の高度化を行うものであり、次のような中項目に分けられて

いる。 
１） 海底における観測技術の開発と高度化 
２） 宇宙技術等の利用の高度化 
３） 観測技術の継続的高度化 
 「（４）計画推進のための体制の強化」は、計画全体を組織的に推進する体制の整備や、基礎的な観

測体制の強化を図るものである。計画の目標達成に向けて、定期的な進捗状況の把握、実施計画及び研

究成果の取りまとめ、研究の評価を実施することを目的として、平成 21 年度から科学技術・学術審議
会測地学分科会地震火山部会に観測研究計画推進委員会が設置された。観測研究計画推進委員会では、

国立大学法人等、独立行政法人、政府機関の組織がそれぞれの機能に応じた役割分担と密接な協力連携

を行い、本報告書も同委員会により編集されている。 
 
本報告書について 

 地震火山噴火予知観測研究計画は、国立大学法人等、独立行政法人、政府機関の 192題の実施計画（個
別課題）により推進されている。平成 22 年度の個別課題の成果は、「平成 22 年度年次報告 機関別」
に取りまとめられている。この各機関の個別課題の成果をもとに、計画の項目別に成果を取りまとめた

ものが、本報告書「平成 22年度年次報告 成果の概要」である。 
 本報告書では、学術的成果を、難解な学術用語をなるべく避け、平易な文章で表現することを心がけ

て作成した。しかし、専門用語を使用しなければ概要説明する上で冗長となることがあり、その場合に

は用語解説の頁で用語を解説した。 
 また、参考資料編に[項目別の成果]を添付した。これは研究者が計画の項目別に学術報告として成果
を取りまとめたもの＊である。成果が詳細に報告されているので参考にされたい。 
 
＊東京大学地震研究所には、地震火山噴火予知観測研究計画で立案された研究を推進する目的で地震・火山噴火予知研究

協議会が設置され、この研究計画に参加している全国の大学が連携し、研究機関と協力しながら研究を推進している。ま

た、科学技術・学術審議会測地学分科会地震火山部会観測研究計画推進委員会は大学、研究機関、行政機関が連携して計

画の推進を図っている。地震・火山噴火予知研究協議会には、地震火山噴火予知観測研究計画に書かれた項目に区分し、

項目毎に効率的かつ調和的に研究を推進するために、12の計画推進部会が設置されている。参考資料編の[項目別の成果]
は、この計画推進部会長が項目別に平成 21年度の学術的成果を取りまとめたものである。
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２．平成 22 年度に発生した大地震及び火山噴火に関する成果 

 

２‐１．平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震 

・何が起こったのか 

 平成 23 年東北地方太平洋沖地震は、マグニチュード 9.0、震源断層の大きさが約 500km×200km、

最大滑り量は50mにも達するという推定結果もある超巨大地震であった。宮城県牡鹿半島の東方沖、

日本海溝から約 100km 西方の海底下で始まった断層滑りは、約 40 秒間に直径 100km 程度の領域に

拡がった（図 1）。この時点で断層の広がりは、すでに 2003 年十勝沖地震（マグニチュード 8.0）

と同程度となっている。十勝沖地震の場合は最大滑り量が 7m 程度であり、地震発生後 20 秒以内に

断層の滑りは止まっている。一方、東北地方太平洋沖地震では、その後も断層が滑り続けた。 

 断層滑り開始から約 40 秒後、東へ拡がった滑りの先端は海溝に近づき、急激に滑りが加速し、

海溝付近では滑り量が最大となったと思われる。この理由については、断層滑りの領域が海底面に

達したことにより断層が動きやすくなって一気に加速したことによる、あるいは、断層運動により

発生した熱のため断層が滑りやすくなったためなど、いくつかの可能性が指摘されている。いずれ

にしても、断層浅部での滑り量が大きかったため、海底面が大きく隆起して、巨大な津波が発生し

た。さらに、海溝付近の海底では岩盤がやわらかく、大きな滑りが岩盤の局所的変形をもたらし、

津波をさらに大きくした可能性も考えられている。 

 以上が、観測データから推定された東北地方太平洋沖地震開始から約 3 分間に起こったことであ

る。この地震の断層滑り量の分布については、種々の観測データに基づいた推定が行われている。

得られた結果は、いずれも破壊開始点付近に大きな滑り量が推定されている点で共通性が見られる

ものの、詳しく見ると相互に異なっている点もあり（図 3）、今後も東北地方太平洋沖地震の地震像

についての詳細な研究が必要である。 

 

・東北地方太平洋沖地震発生までにわかっていたこと 

 東北地方太平洋沖地震のような超巨大地震が日本海溝沿いに発生することは、これまでほとんど

予想されていなかった。沈み込む太平洋プレートは年代が古く、冷たくて重いため、若くて軽いプ

レートの沈み込むチリ沖やアラスカ沖とは違って断層の固着が弱いという解釈が 1970 年代になさ

れていた。また、1990 年代末頃以降の観測により、大地震後の余効滑りが顕著であることも明らか

になっていた。そのため、この地域では地震だけではなく、余効滑りでもひずみエネルギーを解放

し、発生しうる地震の規模は最大でもマグニチュード 8 クラスと思われていた。図 3 に 20 世紀に

発生したマグニチュード 7 クラスの大地震で破壊された固着領域（アスペリティ）を示している。

これらの地震の主なアスペリティは 50km×50km 程度の領域に限られており、そこではプレート境

界がしっかり固着しているが、その周辺はずるずると滑っている（固着が弱い）ため、普段は地震

を起こさないと考えられていた。図 3 に示すように、宮城県沖では、アスペリティは 1978 年や 1936

年の陸に近い側のものと、1981 年の海溝に近い側の東西 2 か所に分かれて存在している。これらが

単独で滑るとマグニチュード 7 クラスの地震となり、まれに連動しても、滑り量はせいぜい倍程度

で、マグニチュード 8 クラスの地震になると考えられていた。最近になって 869 年の大津波を起こ

した貞観地震（図 2）の滑り量は 7m 以上で、マグニチュード 8.4 以上の地震であることが推定され

ていた。それ以外にも数百年間隔で大津波が発生していることは徐々にわかってきたが、その原因

となった地震の実体は十分に解明されていない。 
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プレート境界の固着の強弱の判断のために有効な地殻変動データは、ほとんどが陸域での観測で

得られたものであったため、陸域から遠く離れた海溝付近のプレート境界面の固着状態を推定する

には、精度が不足していた。地震前に得られた結果では、宮城県沖の広い範囲で断層が固着してい

ることを示していたが（図 6）、精度の不足から固着の強さの推定量がそれほど正確ではないと考え

られていた。一方、繰り返し地震から周辺部の滑りを推定し、それからプレートの固着状態を推定

する手法も開発され、固着の強い領域があることが分っていた。しかし、滑り量の推定手法に課題

があり、確度の高い情報は得られていなかった。つまり、プレートの固着状態を測る２つの物差し

を持ち、両者とも震源域で固着が大きいことを示していたが、その推定精度の限界から、固着が強

いということは研究者全体の合意となっていなかった。 

海溝近くでは、海洋プレートが沈み込んでから十分に時間が経過しておらず、プレート境界の場

所も浅くて圧力が低いため、境界面付近が十分に固化していないと考えられていた。このため、境

界面の摩擦は小さく、地震を起こすほどは固着していないと思われていた。それを裏付けるように、

震源域の海溝付近では定常的に微小地震活動は非常に低い。これらから、海溝近くではプレート境

界面の固着が極めて弱く、地震が発生しにくいと考えていた。しかしながら、紀伊半島や四国沖の

プレート境界のようにしっかり固着していて、微小地震活動が低い場合もあり、微小地震活動が低

いことから、プレート境界の固着の強弱を判定することができなかった。更に、東北地方太平洋沖

は伊豆・小笠原～マリアナ海溝沿いのように巨大地震が全く発生しない海域に類似しているという

思いこみもあった。以上のように、既知の情報をすべて駆使しても、マグニチュード 9 の超巨大地

震の発生を事前に予想することは、残念ながら困難であった。地震後に解析された海底地殻変動観

測データにより、今回の地震の震源域では、海溝近くでもほぼ全域で固着している可能性が高いこ

とが分かってきた。海溝付近では摩擦が小さいと考えられるにもかかわらず、固着している可能性

が高い理由については様々な説があるが、いまだ結論が得られていない。 

 

・超巨大地震の発生機構解明に向けて 

 図 3 に示すように、東北地方太平洋沖地震の震源付近では、ここ数十年の間にもマグニチュード

7～8 クラスの地震が何回か発生している。ほぼ同じ領域で、何故少なくとも過去約 200 年間はマグ

ニチュード 7～8 クラスの地震（震源断層が 50km ×50km 程度）が繰り返し、何故今回の東北地方

太平洋沖地震の場合はマグニチュード 9 の地震（震源断層 500km×200km 程度）となったかは、極

めて重要な問題である。これを説明する以下のような考えが提案されているが、これらの発生機構

のどれが有効に働いたか、あるいは複数が関係したかを解明するには今後の研究を待たなければな

らない。 

 もし、東北地方太平洋沖地震の震源域のうち、1981 年のアスペリティの東側で数百年もの長期に

わたってプレート境界が強く固着していたとすれば、西側のより深部では、マグニチュード 7～8

クラスの地震が繰り返し発生したとしても滑り遅れが蓄積されていく。長期間固着していた領域が

破壊されたことにより、マグニチュード 7～8 クラスの地震の発生域に蓄積されていた滑り遅れも

同時に解放されて大きく滑りマグニチュード 9 の地震になったと考えられる。長期にわたってプレ

ート境界が固着していた原因は現時点ではわかっていないが、そこでの摩擦強度が非常に高かった

可能性がある。 

 別の考えとして以下のものがある。一般に、地震は滑りの進行とともに断層面にはたらく摩擦力

が低下して滑りやすくなるために発生する。東北地方太平洋沖地震では、断層滑りが進行するとと
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もに、摩擦力が段階的に低下した。マグニチュード 7～8 クラスの地震では摩擦力は１段階しか低

下しないのに対して、何らかの原因によりさらにもう１段階低下すると、超巨大地震となる。 

 ２段階目の摩擦力の低下の原因は現時点では不明であるが、１つの可能性として、断層運動によ

り発生する摩擦熱の効果が挙げられている。また、摩擦力が大きく低下すると超巨大地震後の応力

が非常に小さくなるために、次の破壊を起こすまでの時間が非常に長時間になり、長期にわたって

プレート境界が固着することになる。 

 

・今後何が起こるのか 

 東北地方太平洋沖地震の発生後、震源断層の周辺、特に陸に近い断層深部を中心に、余効滑りが

発生し、地震時には沈下した海岸沿いで隆起が起こり始めている。余効滑りは数十年間継続して、

地震時に起こった沿岸部の沈降が復元する可能性も考えられる。さらに、震源断層の南側と北側で

も余効滑りが続いており、これらがそれぞれの地域で、巨大な地震を引き起こす可能性もある。海

溝軸外側で発生が懸念される正断層型巨大地震も含めて、今後の地震活動予測に関する研究を一層

推進する必要がある。 

 また、この超巨大地震により、日本列島全域で応力場が変化し、火山地域を含め各地で誘発地震

と考えられる地震が頻発している。内陸で発生する直下型地震は、規模が小さくても大きな被害を

生じることがある。世界的には巨大地震の発生後、近隣の火山で噴火活動が活発化することも知ら

れている。今後数年から数十年はそのような地震や火山噴火の発生の可能性があり、誘発される内

陸地震の研究も重要である。 

 

 

２‐２．平成 23 年（2011 年）霧島山（新燃岳）の噴火 

 霧島山新燃岳（鹿児島県・宮崎県）では、2011 年 1 月 19 日に小規模な噴火が始まり、26 日午後

から 27 日 18 時頃までに高い噴煙を連続的に上げる噴火（準プリニー式噴火）が３回発生した。そ

の後、溶岩が火口に蓄積されはじめ、1 月 31 日まで溶岩が火口全体を埋めるまでに成長した。2 月

1 日以降は間欠的に噴石を飛ばす、1 月よりも規模の小さな噴火（ブルカノ式噴火）を繰り返した

が、その後、次第に頻度は減少し、現在に至っている。霧島山（新燃岳）の本格的なマグマ噴火は

1716～17 年以来、約 300 年ぶりの現象であり、噴火間隔の長い火山の噴火現象発生や推移を理解す

るうえで、今回の噴火過程の解明は極めて重要である。 

 霧島山では火山基盤観測網の整備計画により、噴火前に深度 100～200ｍのボアホール型地震計と

傾斜計を併設した 3 観測点の新設を完了していた。これらの観測点に加えて、新燃岳南東約 8km に

ある高感度地震観測網の観測点も含め、噴火前後の現象を記録した高感度地震計と傾斜計のデータ

は、この噴火現象を解明するうえで貴重な観測データとなっている。さらに、各機関が、広帯域地

震観測網、GPS 観測網、傾斜観測網を整備していたため、火山現象解明に有用な多項目の観測デー

タが取得されている。 

今回の霧島山（新燃岳）噴火の前兆現象と考えられるものとして、2008 年 8 月 22 日の小規模な

水蒸気爆発が最初に挙げられる。この活動の際に噴出した火山灰には、新たなマグマの関与が認め

られなかった。そのことから、この活動はマグマの直接的な関与はなく、高温の火山ガスが地下深

部から供給され、水蒸気爆発を引き起こしたと考えられる。 

GPS 観測データによれば、この水蒸気爆発の 1 年余り後の 2009 年 12 月下旬より、新燃岳北西 7
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～8km の地下約 10km に、マグマの蓄積によると考えられる山体膨張が始まった。この山体膨張は

2011 年 1 月の準プリニー式噴火の開始まで続き、マグマの蓄積速度はほぼ一定であったと見積も

られている。このマグマ蓄積の開始後の 2010 年 3 月から 7 月の間に小規模な水蒸気爆発が 7 回発

生した。5 月下旬に放出された火山灰の中に、ごくわずかながらマグマ起源の火山ガスの泡を含む

黒色のガラス質成分が確認され、噴出物に極めて少量ではあるが新鮮なマグマ物質が混じり始めた

ことを示していた。以上のように、マグマ蓄積が進み、火山噴出物に新鮮なマグマ物質が含まれは

じめたことから、これらの水蒸気爆発は、2011 年 1 月のマグマ噴火に直接つながる準備過程であっ

たと思われる。 

2011 年 1 月 19 日に発生した小規模な噴火では、火山灰の中に含まれる新鮮なマグマ物質の割合

が顕著に増加した。これと同時に火山性の連続微動が発生し始めたことから、この噴火が今回のマ

グマ噴火の活動開始を示すと考えられる。連続微動の振幅は 1 月 26 日 08 時頃から一段階大きくな

った。26 日 14 時 49 分に最初の準プリニー式噴火が始まると同時に、更にもう一段階大きくなり、

噴火が継続していた約 4 時間程度、大振幅の微動が継続した。準プリニー式噴火は、27 日 01 時頃

と 15 時頃にも発生し、26 日 14 時 49 分の噴火と同様に噴火に同期して火山性微動の振幅も大きく

なった。噴火時の傾斜計記録から、準プリニー式噴火時にはマグマ溜まりが急激に収縮し、噴火活

動の停滞期には収縮が弱まる様子が明瞭に捉えられた。これら 3 回の準プリニー式噴火で放出され

た軽石と火山灰は新燃岳周辺地域に堆積し、現地調査によるとその量はマグマ換算で約 1,000 万 m3

と見積もられた。さらに、28 日 21 時頃から 31 日 18 時頃にかけて、マグマ溜まりの収縮がゆっく

り継続し、この間に山頂火口内に溶岩が蓄積された。火口内に蓄積される溶岩の成長は、悪天候の

ために航空機からの目視観測はできなかったが、SAR 画像により明瞭に捉えられ、噴火活動推移の

把握に大変有効であった。また、噴火の様子はドップラーレーダーでも捉えられ、噴煙高度推定、

火山灰の流れの観測に極めて有用であった。2 月 1 日の時点での火口内に蓄積した溶岩の量は、マ

グマ換算で約 1,400 万 m3と推定され、1 月 26 日から 2 月 1 日までの噴火で約 2,400 万 m3のマグマ

が噴出したと見積もられた。一方、GPS 等の観測データから、この期間のマグマ溜まりの体積減少

量を推定すると約 2,400 万 m3となり、噴出量と一致している。これは、新燃岳北西 7～8km 地下約

10km にあるマグマ溜まりから火口へ、マグマが移動したことを定量的に示す貴重なデータである

（図 4）。 

2011 年 6 月中旬まで、新燃岳では小規模なブルカノ式噴火が間欠的に発生した。噴火前に山体浅

部が膨張し、火山性地震の発生回数が増加する。噴火後は膨張した山体は元に戻り、地震数も減少

する（図 5）。これは火口付近の浅部にあるマグマの一部が発泡し、火口を覆う溶岩を噴き飛ばして

いた現象であろう。一方、深さ 10km のマグマ溜まりは 1 月 26 日～31 日の噴火により、2009 年 12

月から１月 26 日の噴火前までに蓄積したマグマの四分の三の量を放出したが、その後、噴火前と

ほぼ同じ速度でマグマの蓄積が続いている。噴出物の分析から 2011 年 6 月下旬からは、これまで

のブルカノ式噴火からマグマ水蒸気爆発に移行しているように思われる。今後の活動推移について

は、準プリニー式噴火（爆発的噴火）が再度発生するのか、溶岩流出（非爆発的噴火）が起こるの

か、マグマ水蒸気爆発が発生するのかなど、いくつかの噴火推移（噴火シナリオ）が想定される。

進行中の噴火活動に対面して、噴火シナリオを準備し、観測・監視することは、噴火事象分岐のメ

カニズムを理解することにつながるので、火山噴火予知研究の中心課題と言える。この噴火活動の

観測研究を一層推進する必要がある。 
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３．平成 22 年度の成果の概要 
 

３‐１．地震・火山現象予測のための観測研究の推進 

 

（１）地震・火山現象のモニタリングシステムの高度化 

地震現象と火山噴火現象の理解を深めるとともに、地震発生および火山噴火の予測精度を向上さ

せるために、これまでに日本列島全域に稠密な地震・地殻変動等の観測網、および全国の主な火山

に地震・地殻変動・重力・全磁力等の火山活動観測網が整備されてきた。これらの既存の観測網を

着実に維持・更新し、得られたデータを活用した地震活動・地殻変動および火山活動のモニターが

進められている。さらに、諸観測網の高密度化および多項目化といった整備・強化、新たな観測手

法・解析手法の導入、観測データの実時間処理システムの開発と整備といったモニタリングシステ

ムの高度化を図る研究が進められている。地殻活動予測シミュレーションに基づく地殻活動の予測、

および噴火シナリオに基づく火山現象の予測に向けた、モニタリングシステムの高度化が進められ

た。 

 

・日本列島域 

 即時的震源情報の提供とそれによる地震・火山現象モニタリングの手法の開発・高度化が行われ

た。例えば、新たな解析手法である地震波干渉法に基づき、地震波形の連続データを用いて地下構

造のモニタリングを行うシステムを構築し、2000 年三宅島噴火や 2008 年岩手・宮城内陸地震に関

連する地震波速度の変化を捉えた。火山におけるモニタリングを促進するために、大学および関係

機関の地震計・傾斜計・空振計等の観測データの共有化・流通を開始した。 

 

・地震発生・火山噴火の可能性の高い地域 

 東北地方太平洋沖では、GPS 観測で得られる変位分布から、プレートが沈み込む方向（西北西方

向）の水平変位速度からのずれの時間変化を求めた（図 6）。定常的なプレートの沈み込み速度から

のずれが大きい地域は寒色で示され、その地域は沈み込むプレートと一緒に動いていない（＝固着

度が低い）ことを示している。例えば、2003 年十勝沖地震（マグニチュード 8.0）の余効滑りの発

生や 2005 年宮城県沖の地震（マグニチュード 7.2）の影響が明瞭に捉えられている。さらに 2008

年頃からは、福島県沖から茨城県沖にかけての地域にも寒色の領域が広がっており、この時期に固

着の弱化があったか、もしくはゆっくり滑りが発生していたことが示唆された。茨城県沖の地域で

は、繰り返し地震の解析からも、この時期には固着の弱化が報告されている。一方、三陸沖から宮

城県沖の地域にかけては、暖色の範囲が広がっており、固着が強まっていたとみられる。 

 

・東海・東南海・南海地域 

各実施機関の観測網によって、2010 年度に四国～東海地域のプレート境界において発生した深部

低周波微動活動のうち、規模の大きなものすべてに対応した地殻変動を検出し、短期的ゆっくり滑

りの断層モデルを算出した。ひずみデータと傾斜データの同時解析による短期的ゆっくり滑り検出

手法を開発した。検出能力の事前評価を行なったところ、東海地方～四国地方の範囲でマグニチュ

ード 5.5 以上の短期的ゆっくり滑りを検知できることがわかった。 
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（２）地震・火山現象に関する予測システムの構築 

 

（２―１）地震発生予測システム 

「地震発生予測システム」研究計画では、地震発生とその準備過程の物理的理解に基づいて構築

された地殻活動予測シミュレーションモデルと、モニタリングシステムから得られる観測データを

統合した地震発生予測システムを開発し、それに基づいて「地震がいつ、どこで、どの程度の規模

で発生するか」の定量的な予測を可能にすることを目指している。このために、シミュレーション

モデルの開発と高度化、シミュレーションモデルと観測データを結び付けるためのデータ同化手法

の開発を行った。さらに、統計モデルを用いて地震活動を予測する手法の開発と検証を進めた。 

 

・地殻活動予測シミュレーションとデータ同化 

 南海トラフで観測されてきた短期的及び長期的ゆっくり滑りと巨大地震を単一の3次元地震サイ

クルシミュレーションにより再現することに成功し、短期的・長期的ゆっくり滑りと巨大地震発生

サイクルの相互作用についての理解が進んだ。シミュレーションによれば、短期的・長期的ゆっく

り滑りの繰り返し間隔は巨大地震が近づくにつれて短くなる。この結果は、ゆっくり滑りの観測か

ら巨大地震に向けた応力蓄積過程についての知見が得られる可能性があることを示す。 

巨大地震発生域を含む大領域を対象とした地殻活動予測シミュレーションを行うためには、従来

の計算手法では極めて大きな計算時間とメモリを必要とする。さらに、データ同化では多数回のシ

ミュレーションを行うことが必要であるため、現実的な予測システムを確立するためには、計算負

荷の少ない手法を開発することが重要である。そこで、階層型行列法を用いたシミュレーション計

算手法の開発を行い、この手法を用いることにより、従来の手法を用いた場合に比べて、計算時間

とメモリ使用量を大きく減少させることができることを示した。 

シミュレーションとデータ同化を組み合わせた予測システムの有効性を検証するために、シミュ

レーションモデルに、人工的に作成した模擬データを同化して地震発生を予測する実験を行った。

東南海地震発生後に南海地震が発生すると仮定して東南海地震後の海底地殻変動の模擬データを

作成し、このデータをモデルに同化することにより、東南海地震と南海地震の発生間隔を推定した。

東南海地震発生から時間が経過してデータが増加するにつれ、発生間隔の推定値は正しい値に収束

し、推定誤差は減少することが示された。この結果は、適切なシミュレーションモデルに十分な観

測データを同化することができれば、的確な地震発生予測を行うことができる可能性があることを

示している。 

 

・地殻活動予測シミュレーションの高度化 

より現実的な地殻活動予測シミュレーションモデルの構築を目指して、従来考慮されていなかっ

た滑りによる摩擦発熱や空隙の生成、流体・熱の拡散を考慮したシミュレーションを行った。その

結果、空隙生成率が十分に大きい場合に、生成された空隙への流体の流入により流体圧が高まり、

ゆっくり滑りに同期して微動が繰り返し発生することを説明できることが分かった。 

 

・地震活動評価に基づく地震発生予測 

地震活動を予測するための統計モデルの予測能力を統一的に比較・検証するために、国際研究プ

ロジェクトである CSEP (Collaboratory for the Study of Earthquake Predictability)と連携し、
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複数の予測領域・予測期間に対して第 1 回地震発生予測検証実験を行った。日本全体の陸域部に対

する 3 か月予測実験では、定量的な評価テストを行い、参加した 9 個の予測モデルのうち 3 個が統

計的に有意な予測性能を持つと判定された。 

 
（２̶２）火山噴火予測システム 

火山噴火の時期や場所については、理解が進み、適切な観測体制が整備されている火山であれば、

ある程度予測することが可能になっている。しかし、一旦開始した噴火の規模や様式、推移を予測

することはいまだ困難である。そこで、対象火山の過去の噴火頻度や噴火パターンから、噴火現象

の変化をもたらす規則性を理解することによって、噴火規模、様式、推移などを考慮した、噴火現

象の分岐を網羅的に示す噴火事象系統樹を作成することができる（噴火シナリオの作成）。さらに、

この噴火シナリオに過去の噴火時の観測データの再検証や研究成果を取り入れて、噴火現象の分岐

の判断を含めることができる（噴火シナリオの高度化）。これらにより、火山活動を評価し、推移

予測を試行することを目指している。 

 

・噴火シナリオの作成 

平成 22 年度は桜島火山（鹿児島県）について噴火シナリオの作成を試みた。桜島火山では、現

在、小噴火が頻発しており、今後、大正噴火のような規模の大きな噴火に至るのか、それとも現在

のような活動がしばらく継続するのか、近い将来の噴火推移が大きな関心事となっている。これま

での噴火記録と観測データに基づいて噴火シナリオを試作し、それを用いて今後の噴火推移予測を

目指した。 

桜島火山では、歴史時代に記録の残っている規模の大きな噴火事例が４つある。これらは、噴火

に至る推移の記録がすべて揃っているわけではないが、桜島の過去 100 年間におよぶ観測研究の成

果から類推して、噴火規模の予測を試みた。桜島火山では下記のように噴火規模をおおよそ４つに

区分できる。 

○巨大噴火：噴出物量が 1km3（10 億 m3）を超える噴火。大正噴火(1914 年)、安永噴火(1779 年)、

文明噴火（1471～76 年）に相当する。 

○大~中噴火：噴出物量が 0.1km3（1 億 m3）程度で、昭和噴火(1946 年)に相当する。 

○小噴火：噴出物量が数 10 万 m3程度で、1975 年～1993 年の南岳噴火（後期南岳噴火）が相当する。 

○微小噴火：噴出物量が 10 万 m3以下の噴火で、高い頻度で起きている。 

 桜島火山の観測結果に基づくと、以下のような噴火の規則性が考えられる。姶良カルデラの地下

には、年間約 1,000 万 m3のマグマが深部から供給されていると見積もられている。100 年以上にわ

たりマグマが蓄積し、一挙に噴出すれば、巨大噴火時に噴出されるマグマ量になる。つまり、巨大

噴火後にマグマの蓄積が開始してから 100 年以上経過すると、巨大噴火が発生する可能性が高い。

また、巨大噴火後にマグマ蓄積が開始しておよそ 30 年で、大~中噴火、あるいは小噴火が繰り返

される傾向がある。一方、最近のような静穏期においては、微小噴火を繰り返しながら姶良カルデ

ラのある地下にマグマ蓄積が進行している（図 7）。 

 これまでの観測事例によると、巨大噴火に先行する現象としては、広域地震活動の活発化（数か

月～数年）、広域地盤隆起、桜島島内での二酸化炭素噴出や火山性地震活動の活発化（有感地震を

含む）、井戸水の水位異常などが考えられ、多量のマグマの上昇により火山体内部圧力が急激に上

昇し、これに伴って発生する現象であると考えられる。大~中噴火に先行する現象は巨大規模噴火



 
 

- 11 - 

の場合よりも小規模であると予想されるが、検知できる可能性が高いと思われる。 

 平成 21 年度に作成した三宅島（東京都）の噴火シナリオでは、三宅島火山が数百年にわたって

比較的単純な噴火を繰り返す活動様式であったため、噴火の周期性を仮定して、過去の噴火事例か

ら、噴火現象分岐の頻度が推定できた。一方、桜島火山は、規模の異なるブルカノ式噴火を繰り返

す火山であり、微小噴火を長期間繰り返す時期がある一方で、プリニー式噴火を伴う大噴火が数百

年周期で発生するなど、その噴火現象を整理して、それぞれの発生頻度を推定するのは極めて困難

である。つまり、桜島の最近の噴火の発生頻度は三宅島より高いが、噴火規模が多様であるため事

象分岐確率の推定は容易ではない。平成 22 年度は噴火に先行する現象の整理までを行った。 

 

・噴火シナリオに基づく噴火予測 

 観測データと噴火シナリオに基づき、火山活動評価及び推移予測を、2011 年 1 月 26 日から噴火

活動が本格化した霧島山（新燃岳）において試行した。噴火の開始直後とその 2 週間後の 2 回、そ

れぞれの時点での火山活動の情報に基づき噴火シナリオを作成した。噴火開始直後に作成した最初

の噴火シナリオは、観測データの蓄積が不充分であり、文献に基づく過去の噴火活動事例のみに基

づいたために、十分な噴火シナリオとは言えなかった。しかし、噴火開始から 2 週間後に作成した

噴火シナリオでは、観測データを考慮し、多くの火山研究者との議論を踏まえ、さらに国内外の類

似火山の噴火事例を参考にすることによって、噴火現象の分岐を考慮した噴火事象系統樹を作成す

ることができた。これを現在進行する噴火活動と比較し、噴火シナリオの改善を検討している。こ

のように作成した噴火シナリオと現在進行する火山活動の比較を行い、必要に応じ噴火シナリオを

逐次改善してゆくことは、噴火シナリオに基づく噴火予測の可能性を検証するうえで重要である。 

 

 

（３）地震・火山現象に関するデータベースの構築 

地殻活動予測シミュレーションモデルの開発のためには、その基礎となるデータが必須である。

地震現象や火山現象に関する予測のために必要な「基礎データベース」を構築するとともに、それ

らに関する情報の統合化を図り、地殻活動予測シミュレーションモデルの構築に資するための「統

合データベース」の構築を目指す。 

 

・地震・火山現象の基礎データベース 

 ひずみ計・傾斜計データの流通・一元化を継続して行った。2011年1月26日から始まった霧島山

（新燃岳）の噴火に際して、機動的地殻変動観測システムの運用実験を行い、現地に設置した臨時

の地殻変動観測システムのデータを含むひずみ計・傾斜計のデータを、リアルタイムで伝送した。

これらの観測データを各機関で参照可能にすることにより、火山活動のモニタリングに非常に有効

であることが確かめられた。活火山データ整備については、火山噴火予知連絡会火山観測体制等に

関する検討会において、日本活火山総覧改訂の基礎資料となる「47火山の観測体制に関する検討結

果のとりまとめ」が作成された。また、42火山の47か所で採取したボーリングの地質コア資料を火

山噴火予知連絡会コア解析グループにおいて解析し、結果を取りまとめてデータベースを構築した。 

 

・地震・火山現象に関する情報の統合化 

「日本列島の地殻構造データベースのプロトタイプの構築」として、南海トラフや西南日本内陸



 
 

- 12 - 

等を初め、各地を対象とした地殻活動シミュレーションや強震動予測シミュレーション等に資する

ための既存研究成果の数値化を行い、日本列島地殻構造データベースとして集約することを試みて

いる。「日本列島下の地震波速度不連続面形状標準モデル」の作成にむけて、西南日本の地殻構造

の既往研究のうち、地殻やマントルの境界面であるモホ面や、地殻内の地震波速度不連続面である

コンラッド面の形状の研究成果と、フィリピン海プレートの研究成果を組み合わせて数値化する試

みがなされた。 

 

 

３‐２．地震・火山現象解明のための観測研究の推進 

 

（１）日本列島及び周辺域の長期・広域の地震・火山現象 

日本で地震や火山噴火が発生するのは、プレートが日本列島下に沈み込んでいることが大きく関

与しているが、プレートの沈み込みによって地震や火山噴火が生じる機構は完全には解明されてい

ない。地震や火山噴火発生の基本的な仕組みを解明し、長期的に見たときに日本列島はどのような

場にあるのかを明らかにすることは重要である。そのため、日本列島及びその周辺域で、長期的な

プレート運動とそれに伴う応力場を明らかにし、上部マントルにおける水の供給・輸送過程と、島

弧の発達過程を規定するマグマの生成・上昇機構に関する理解を深め、これらの流体と地震発生と

の関係を解明することが重要である。このためには、水やマグマ等の地殻流体の分布を含む広域の

地殻・上部マントル構造を明らかにし、プレートの沈み込みによって生成されるという共通の地学

的背景を持つ地震活動と火山活動の相互作用に関する研究を推進する必要がある。さらに、地震現

象の予測精度向上に不可欠な長期的な地震発生サイクルに関する理解を深めるために、アスペリテ

ィやセグメントの破壊様式についての過去の活動履歴を明らかにすると同時に、長期的な内陸の地

殻ひずみの時空間分布を解明する必要がある。 

 

・列島及び周辺域のプレート運動、広域応力場 

 GPSや SARなどの宇宙技術を用いた地殻変動観測と、地震の発震機構解を用いた応力場につい
ての観測研究を実施した。ロシア沿海州における観測により、アムールプレートのユーラシアプレ

ートに対する相対運動速度が有意に大きくなく、アムールプレートをユーラシアプレートからあえ

て独立させる必然性が低いことがわかった。また、四国地方西部から九州地方に至る領域は、南北

張力の正断層型の応力場として特徴づけられるとともに、別府‐島原地溝帯（九州北部）の東部に

おいてせん断応力の空間変化が大きいことが見出された。 

 

・上部マントルとマグマの発生場 

 北海道、東北及び九州地方において、背弧側深部から火山フロント直下へのマントル上昇流が地

震波速度の低速度域として明瞭になった。さらに、マグマ供給経路が地震波速度構造のみならず比

抵抗構造からも、低比抵抗域として捉えられた。また、伊豆弧沿いの火山フロント直下の深さ 50

～100 km の上部マントル内では北部と南部に低速度域が存在し、そこでは地震波の散乱強度も高い

ことが示された。 

 

・広域の地殻構造と地殻流体の分布 



 
 

- 13 - 

 地震は低地震波速度・低比抵抗域を避けて、その近傍の高速度・高比抵抗域で発生するという観

測事例が増えてきた。また、地殻内で発生した大地震の震源直下には局所的に低速度・低比抵抗域

が存在するという観測事例も増えている。低速度・低比抵抗域は流体の存在を示唆しており、地震

発生との強い関連が考えられる。また、地震波速度構造と温度構造と地震発生層の下限の深さに良

い相関があり、地震の発生は温度に主に依存していることがより明瞭となった（図 8）。例えば、日

高山脈（北海道）の南西域や東北地方の太平洋側には低温の領域が分布し、地震発生層の下限が深

い。一方、火山フロント及びホットフィンガーに沿って高温域が分布し、地震発生層の下限は浅く

なる。四国地方の中央構造線に沿って、スラブ由来の流体により地震発生層の下限が局所的に浅く

なる領域も確認された。これらの観測事例を総合的に考えれば、流体があることや温度が高い場所

では地殻は塑性変形しやすく、その結果、周囲の脆性的領域では応力集中が引き起こされ、地震が

発生すると考えることが妥当であると思われる。 

長期的ゆっくり滑りや深部低周波微動が発生するフィリピン海プレート上部の海洋性地殻は、顕

著な低速度・高ポアソン比の異常域として特徴づけられ、高圧流体もしくは大量の流体の存在が示

唆される。これは、ゆっくり滑りの発生に流体が強く関与していることを意味する。また、長期的

ゆっくり滑りの多くは、主として前弧側の上盤プレートと海洋性地殻が接する境界で発生する。一

方、深部低周波微動は、蛇紋岩化したマントルウェッジと海洋性地殻が接する境界で発生すること

が明らかとなった。また、紀伊水道下において、フィリピン海プレートは断裂しているか、あるい

は傾斜が急変するなど周辺域と構造が大きく異なることが示された。 

 

・地震活動と火山活動の相互作用 

伊豆大島（東京都）では、火山周辺の震源分布と地震波速度構造に強い関連が見られる。火山性

地震の活動、及び 2～3 年間隔で発生するマグマ貫入は、Ｐ波速度 5.5～6.0 km/s 層に集中してい

る。1986 年の割れ目噴火時の震源も、上記の層に集中していたと推定される。深部からのマグマ貫

入は、この層で浮力中立となって滞り、その後のマグマの動きが伊豆大島火山の噴火様式を決めて

いると考えられる。火山直下の詳細な速度構造が深部まで推定できた例は少なく、火山活動や噴火

現象の理解に役立つ基礎データが得られた。また、姶良カルデラ（鹿児島県）では、マグマ溜まり

と考えられる低速度領域内の地震活動が極めて低調であることが明らかとなった。 

 

・地震発生サイクルと長期地殻ひずみ 

 千島海溝沿い、日本海溝沿い、相模トラフ沿い及び南海トラフ沿いにおける津波堆積物調査によ

り、過去の巨大地震の地震像が次第に明らかになってきた。特に日本海溝沿いでは、869 年貞観地

震に伴う津波より後に堆積した津波堆積物（13～15 世紀頃の年代）が発見され、広域に堆積物が認

められる津波が 450～800 年間隔で発生していたと考えられる（図 2）。また、千島海溝沿いでは過

去 3000 年間に巨大津波が 6～8 回発生したことが確認され、千島海溝沿いの巨大地震・巨大津波の

発生に関する研究をより一層推進することが重要であることが示された。 

 

 

（２）地震・火山噴火に至る準備過程 

 

（２‐１）地震準備過程 
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地震発生の準備過程を解明するために、地殻とマントルで応力が特定の領域に集中し地震発生に

至る過程を明らかにする。プレート境界地震に関しては、アスペリティ分布の推定精度を向上させ

るとともに、アスペリティ域の物性の研究を進めることにより、アスペリティモデルの高度化を図

る。さらに、プレート境界面上の非地震性滑りの時空間変化を高精度に把握するとともに、アスペ

リティ間の相互作用について理解を進める。内陸地震に関しては、広域応力場によって非弾性的な

変形が進行して、特定の震源断層に応力が集中する過程について定量的にモデル化を行う。地震発

生層（上部地殻）と下部地殻・最上部マントルの不均質とその変形の空間分布を把握し、ひずみ集

中帯の形成・発達と地震発生に至る過程に関する定量的なモデルの構築を行う。また、スラブ内地

震の発生機構を解明するため、スラブ内の震源分布や地震波速度構造を詳細に明らかにすることに

より、スラブ内に取り込まれた流体の地下深部における分布と挙動の解明を図る。 

 

・アスペリティの実体 

自然地震と人工地震探査のデータを合わせた地震波トモグラフィー解析や、地震の発震機構解に

よる応力場の推定を行った結果、宮城県沖におけるプレート間固着の空間変化には、マントルウェ

ッジ内の不均質構造とともに、プレート境界面の形状が影響を及ぼしていることを示唆する結果が

得られた。日向灘南部における精度の良い震源分布、発震機構解を求め、プレート境界の等深度線

を低角逆断層型の地震の発生位置から推定した結果、九州パラオ海嶺とは別の沈み込んだ海山に対

応する境界面の高まりが見つかった。この場所は、1968 年日向灘の地震（マグニチュード 7.5）の

アスペリティの南側に位置しており、同地震ではこの高まりが障壁となり破壊が南側には伝播しな

かった可能性が示唆された。 

 

・非地震性滑りの時空間変化とアスペリティの相互作用 

2003 年と 2010 年に豊後水道で発生した長期的ゆっくり滑りの発生中に、ゆっくり滑りを起こし

ている領域内で発生する微動と足摺岬沖で発生する浅部超低周波地震とが同期していることが明

らかになった(図 9)。これらの活動域は 1946 年南海地震の震源域の西隣に位置し、海溝型巨大地震

の破壊過程の評価や準備過程を監視する上で非常に有用である。また、高感度加速度計（傾斜計）

データにより検出された短期的ゆっくり滑りとそれに伴って発生する深部低周波微動活動の発生

過程について、以下のことが明らかにされた。(1)深部低周波微動は短期的ゆっくり滑りに 1-4 日

先行して活動を開始する。(2)微動活動は短期的ゆっくり滑りの滑り域周辺から開始する。(3)微動

の発生域は時間とともに移動して短期的ゆっくり滑り発生域に達すると活発化し、これに同期して

短期的ゆっくり滑りが発生する。この様な短期的ゆっくり滑り・微動の発生過程は、プレート境界

における滑り特性の不均質性を反映している可能性がある。 

 

・ひずみ集中帯の成因と内陸地震発生の準備過程 

GPS 連続観測網（GEONET）データによる新潟県から福島県に至る地殻変動速度の空間分布につい

て、2002～2004 年と 2008～2010 年の２期間を比較したところ、太平洋側のひずみ速度は、海溝型

地震の発生と余効滑りにより顕著に変化したが、ひずみ集中帯でのひずみ速度はほとんど変わって

いないことが示された。この結果は、ひずみ集中帯での東西圧縮が太平洋プレートの沈み込みとは

直接関係していないことを示唆しており、ひずみ集中帯の成因を考える上で非常に重要な知見であ

る。 
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・スラブ内地震の発生機構  

東北地方中央部～南部の太平洋側、北海道東部太平洋側に面間地震活動が集中していることが明

らかとなり、それらの場所は、海山地形の発達する領域のプレート沈み込み方向延長上に位置して

いる。このことから、面間地震の発生に岩石の脱水反応が関係していることが示唆された。紀伊半

島沖の東南海・南海地震震源域境界周辺において行われたトモグラフィー解析により、南海トラフ

軸周辺から紀伊半島下までの範囲で精度の高い震源を求めた結果、潮岬沖南海トラフ軸から紀伊半

島南西部を結ぶ境界を挟んで、スラブ内地震の深さが、境界より西側ではスラブ内の浅い場所で、

境界より東側では深い場所で発生していることが明らかになった。 

 

（２‐２）火山噴火準備過程 

火山噴火予知研究の進展により、観測網が整備された火山では噴火時期及び噴火場所の予測に目

途が立ち、気象庁が全国の29火山を対象に噴火警戒レベルを発表するようになった。火山噴火予知

研究の一層の高度化のため、噴火規模、様式及び推移の予測を目指した研究に重点を置いて推進し

ている。そのため、噴火現象を支配する物理・化学法則を明らかにし、それらを組み入れたモデル

を構築し、観測データをモデルに当てはめて現象を予測することを目指している。噴火に至るまで

の現象を理解するため、マグマ上昇・蓄積過程の解明、地質調査による噴火履歴の解明、及びマグ

マの発達過程の解明を目指した研究を推進した。 

 

・マグマ上昇・蓄積過程 

観測網の整備により、火山直下のマグマ蓄積過程が観測から明瞭にとらえられるようになってき

た。マグマ蓄積過程の様態と噴火に至るまでの過程の比較は重要であることがわかってきた。岩手

山（岩手県）や伊豆大島（東京都）などの現在静穏な火山では、マグマの貫入による山体の膨張と

収縮を繰り返し、それに同期して火山性地震活動の変化が見られる。一方、2011年霧島山（新燃岳）

噴火では、約1年前から火口から北西方向に7～8km離れた地下約10kmでマグマ蓄積が始まり、約1 年

間マグマ蓄積が継続した後にマグマ噴火を発生した。つまり、1回のマグマ蓄積で一連の中規模マ

グマ噴火を引き起こした。また、桜島（鹿児島県）では2006年以降噴火活動が活発化し、中～小規

模の噴火が続発している。それと並行して桜島島内北岳の北東から北山麓に圧力源は膨張・収縮を

繰り返す一方で、マグマの供給源であると思われる姶良カルデラ内の圧力源は膨張を続けている。

つまり、マグマが継続的に深部から供給され、それが長期間蓄積されず噴火に結びついている。以

上のようなマグマ蓄積の様態の差異と、噴火様式の違いが明瞭に捉えられてきた。この原因は、マ

グマ蓄積速度と火道の状態、つまり、火口とマグマ溜まりが繋がっている解放系であるか、火口が

閉じている閉鎖系であるかの違いを反映しているのかもしれない。このような観点から、火山噴火

準備過程を理解することが重要であると思われる。 
 
・噴火履歴とマグマ発達過程 
火山噴火の規模や様式にはマグマの性質が大きくかかわるので、マグマの化学組成と噴火規模や

噴火様式を比較することが重要である。桜島火山の過去の火山灰層の堆積した順序を調査し、火山

噴出物の化学組成の時間変化を検討した。その結果、19世紀以前の噴火噴出物は珪長質マグマと安

山岩質マグマが混合してできているのに対して、20世紀以降の噴火ではそれらに玄武岩質マグマが
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加わっていることや、玄武岩質マグマの量は最近になるほど増えていることが明らかになった。こ

れは、19世紀以前から姶良カルデラ直下に存在した珪長質マグマと安山岩質マグマの溜まりに、20

世紀以降は玄武岩質マグマが桜島直下で加わり、そのため噴火の様式が変化したものと解釈される

（図10）。すなわち、文明噴火（1471～76年）及び安永噴火（1779年）や、20世紀以降でも玄武岩

質マグマの関与が小さい大正噴火（1914年）では、山腹により多量の溶岩が流出するとともに、火

口から多量の火山灰が噴出する大噴火が起こった。一方、昭和噴火（1946年）や1950年以降の噴火

は、断続的に火山灰を噴出する中～小規模の噴火活動に変化した。また、20世紀以降では一連の噴

火活動の初期に、玄武岩マグマ成分が一時的に増えることも明らかになった。このようなマグマの

化学組成が、噴火様式を特徴づけている可能性が高いと思われる。 

 

 

（３）地震発生先行・破壊過程と火山噴火過程 

 

（３‐１）地震発生先行過程 

地震発生時刻の予測精度を高め、短期予測を可能にするためには、地震発生の直前に発生する非

可逆的な物理・化学過程(直前過程)を理解して、予測シミュレーションモデルにそれらの知見を反

映させ、直前過程に伴う現象を的確に捕捉して活動の推移を予測する必要がある。これまでの研究

によって、地震に先行して発生する現象は多種多様であり、地震発生準備過程から直前過程にまた

がって発生する現象の理解を進める必要性が認識されてきた。このために、地震に先行する地殻等

の諸過程を地震発生先行過程と位置付けて研究し、その発生機構を明らかにし、特定の先行過程が

地震準備過程や直前過程のどの段階にあるかを評価することが重要である。  

 

・ 観測データによる先行現象の評価 
 南アフリカ大深度鉱山内で震源に極めて近い場所に設置したひずみ計では、従来から短期的ゆっ

くり滑りに相当する活動の発生前の前駆滑りが多数検出されていたが、地震の前駆滑りは見つかっ

ていなかった。2010 年に、マグニチュード 0.3 の地震の震源から 20m 以内にあるひずみ計で、明瞭

なひずみ変化が地震発生の 6.5 時間前から捉えられた(図 11)。地震によるひずみ変化の極性と、

地震に先行するひずみ変化の極性が一致していることなどから、天然の地質構造の中で発生した地

震の前駆滑りが、世界で初めて明瞭に捉えられた例である可能性が非常に高い。ただし、室内実験

や数値シミュレーションで示されているような、地震発生の直前に前駆滑りが加速する振る舞いは

見られなかった。また、これまで鉱山内の震源の至近距離観測において、より大きな地震の前にひ

ずみ変化が観測されなかった例も多数ある。どのような場合に前駆滑りが起こるのか、今後良質の

データの蓄積を待って検討する必要がある。 

規模の大きい地震の数日前に電離層に存在する総電子数(TEC)の日変化の振幅が小さくなること

が、海外の大地震について示されている。日本の内陸地震についてその検証を試みた。2007年新潟

県中越沖地震では、TEC 減少が比較的明確に見られたが、2008年岩手・宮城内陸地震では、異常検

出に最も適した太陽活動の最小期であったにもかかわらず、地震と関係ない時にもしばしば起きて

いる程度の異常しか認められなかった。更に他の例を検討する必要がある。また、地震に関連した

異常がなぜ電離層に現れるのか物理メカニズムを調べることが重要である。 
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・ 先行現象の発生機構の解明 
 地震発生サイクルのシミュレーションなどに用いられている従来の摩擦則には、どのような実験

によるデータに対しても共通する系統的なずれがあった。最近、室内実験データの詳細な検討し、

このずれを解消する新たな摩擦則が提案された。この摩擦則を用いて、地震発生サイクルのシミュ

レーションを単一バネ・ブロックモデルで行い、従来の摩擦則によるモデルと比較したところ、サ

イクル後半の固着状態の減少がかなり大きくなることがわかった。もし、この摩擦則が正しいとす

れば、地震発生前の前駆滑りは大きくなるので、観測により検出できる可能性が従来考えられてい

たよりも高いことを示唆している。 

 

（３‐２）地震破壊過程と強震動 

大地震の破壊の様子を詳しく調べることによって、大地震発生の際に震源域において破壊が開始

した地点や、アスペリティ周辺の応力や強度に関する特徴を知ることができる。それらの知見から、

大地震発生による強震動と津波の高精度な予測や評価が正確にできるようになり、災害軽減に結び

つく。また、地震発生直後にその破壊過程を正確に理解し、即時的に強震動予測、津波予測を行う

ための手法開発が必要不可欠である。平成 22 年度は、複数の観測項目のデータを用いた逆解析手

法に基づく震源過程解析手法の高度化と、その解析結果を用いた即時的強震動予測、津波予測を目

指した手法開発とシステム開発を進めた。 

プレート境界型地震の発生メカニズムの理解を深めるために、大地震のアスペリティ領域の高精

度なマッピングと、断層周辺の不均質構造の調査やプレート形状との関連の研究が行われた。宮城

県沖では、海底地震観測データと陸上観測データの併合処理により、宮城県沖地震の震源域周辺で

の高分解能の３次元地震波速度構造推定が行われた。さらに、これらの微小地震の発震機構解とそ

の周辺の応力場の推定が行なわれ、プレート間の固着度が、プレート形状の変化による応力の空間

的な変化やプレート周辺の物性（ポアソン比）の違いによる摩擦特性の変化に依存する仮説が提唱

された。 

大地震とその破壊過程を迅速に理解するため、リアルタイムの震源解析の手法・システムの開発

と高度化をおこなった。強震波形逆解析に基づく震源過程解析の高度化や、曲がった断層面を想定

した曲面断層モデルを用いた震源逆解析手法の改良などに大きな進展があった。また、地震計やひ

ずみ計などの多項目の観測データを用いて、巨大地震の断層滑り分布を地震発生直後（10～20 分）

に即座に推定する手法の開発が進められた。津波の即時予測の高度化に向けて、震源近傍の潮位記

録や沖合にある津波計で時々刻々得られる津波波形データを順次取り込んで、波源推定と沿岸津波

の予測を逐次行い、精度を改善する新しい津波予測手法の開発が進められた。 

これまでの震源解析では、解析に用いた観測項目によって推定された震源モデルに大きな差異が

あり、正確な地震像を理解するのに時間を要した。多項目の観測データから統一的な地震像を得る

ことを目的とし、地震動、水中音波、地殻変動、津波のすべてを同時に評価する新しい計算コード

を開発した（図 12）。これにより、大地震発生時の強震動や津波の予測の迅速化や、それらの結果

を用いた災害軽減を目指した研究が推進されている。 

 

（３－３）火山噴火過程 

噴火規模や様式、噴火推移を支配する要因を理解するためには、（１）火道浅部におけるマグマ

の挙動や（２）火山体構造の状態を把握し、それらと噴火規模や様式との関係を明らかにすること
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が必要である。特に、火道でおこるマグマの挙動を調べるためには、繰り返し発生する火山を対象

として集中的な観測を行い、そこで得られた多量のデータをもとに、噴火機構のモデル化をはかる

ことが重要である。 

 

・噴火機構の解明とモデル化 

 スメル火山（インドネシア）において、短時間に繰り返して発生する小規模な爆発噴火（ブルカ

ノ式噴火）とガス放出（極めて小規模な爆発噴火）に伴う地震と傾斜の観測を行った。その結果、

爆発現象に先行する山体膨張と爆発に伴う地震（爆発地震）の振幅に良い相関があることがわかっ

た。つまり、爆発地震の振幅が大きいほど噴火の規模は大きく、地震の振幅が噴火規模の指標にな

る。さらに、爆発規模が大きいほど、爆発前における地盤の傾斜速度が大きく、最終的な傾斜量も

大きい。このため爆発に先行する傾斜速度を用いて、それに続く爆発規模を予測することが可能で

あることが明らかになった（図 13）。今後、この解析結果と桜島（鹿児島県）や諏訪之瀬島（鹿児

島県）の噴火の解析結果とを合わせてモデル化を進める予定である。 

桜島では、地下構造の時間変化を明らかにするために、地震波による構造探査を実施した。この

結果を用いて、爆発地震の発生源の位置の推定精度が上がると期待できる。また、浅間山（長野県・

群馬県）では 2008 年、2009 年の微噴火に先行して、マグマ溜まりと推定される山体西方地下数 km

付近の地震波速度が約 1.5％低下したことが捉えられた。 

 桜島、諏訪之瀬島、浅間山、新燃岳などの噴火に伴う火山ガスの化学成分の測定から、爆発的噴

火に先行して二酸化硫黄の放出量が減少することが明らかになった。火山ガスの成分変化が噴火に

先行して捉えられることから、火山ガスの常時観測、自動化等の測定手法の改良を進め、噴火発生

予測に役立てるべきである。 

 

・噴火の推移と多様性の把握 

 多様な噴火形態やその推移を支配する要因を理解するため、火山体浅部の熱水系や火道周辺等の

地下構造を調査し、上昇してくるマグマと熱水系や火道構造の相互作用について考察し、噴火様式

の特徴を明らかにすることは重要である。 

 2000 年に噴火した有珠山（北海道）では、規模の小さな軽石噴火の後、水蒸気爆発を繰り返した。

地下構造とマグマの相互作用に注目し、何故、2000 年噴火が大規模なプリニー式噴火に発展しなか

ったのか調査する目的で、マグマが貫入した場所を平成 23 年度に掘削調査する予定である。掘削

位置を決定するため、平成 22 年度は水準測量、SAR 干渉解析、重力測量、全磁力観測からマグマの

貫入位置や形状の推定を行った。これにより、2000 年噴火口近傍の地下約 400~500m に、球状の固

結したマグマが存在することが明らかになり、これを目指して掘削することが適当であることがわ

かった。 

 2010 年 8 月末から噴火したシナブン火山（インドネシア）で地質調査を行い、この火山では、山

体形成後にプリニー式噴火がほとんどなく、水蒸気爆発、溶岩ドーム形成と火砕流発生を繰り返し

ていることを明らかにした。つまり、この火山ではマグマから火山性のガスが抜けやすい条件がそ

ろっていたことを示している。この特徴は有珠山との類似しており、有珠山の掘削による成果と合

わせて、マグマ中から脱ガスしやすい条件を作るメカニズムについて研究を進める。 
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（４）地震発生・火山噴火の素過程 

 地殻・上部マントル構成物質の変形・破壊について、実験・理論的手法により、従来よりも広い

条件範囲にわたって物理的・化学的素過程を明らかにする。地下深部の岩石の物性及び環境をリモ

ートセンシングにより推定することができるようにするため、可観測量との関係を様々な条件の下

で定量的に求める。さらに、室内実験で得られた知見を実際の自然現象に適用できるようにするた

め規模依存性を明らかにする。また、火山噴火の数値モデル作成のために、マグマの分化・発泡・

脱ガス過程について実験・理論的研究を進める。 

 
・岩石の変形・破壊の物理的・化学的素過程 
 ガウジを含んだ断層面の摩擦特性を明らかにするために、多数のガラスビーズからなる模擬ガウ

ジ層を用いて摩擦実験を行った。滑りが高速になると摩擦が滑り速度とともに大きくなる速度強化

が見られた。またガウジ層が著しく膨張することもわかった。併せて数値シミュレーションも行い、

高速域でせん断速度を変化させた時の摩擦抵抗の変化は、低速域で見られるような特徴的滑り距離

ではなく、特徴的時間で規定されることを示した。このことは、自然地震では臨界滑り量が地震の

規模とともに大きくなるとする経験則の、科学的な裏付けを与える可能性がある。 

 断層バルブモデルは内陸地震発生に関する有力なモデルのひとつと考えられている。このモデル

は、地震発生層下部（温度約 300℃の深度）で沈殿などにより流れをさまたげるシールが形成され、

それより深部で間隙水圧が上昇し、そこから破壊が開始するというものである。このモデルの妥当

性を検証するために、地殻内の亀裂を上昇する流体からの鉱物の析出に関する熱力学的シミュレー

ションを行った。鉱物の析出がもっとも顕著なのは、地殻の温度とは無関係に流体が上昇を開始す

る所であり、断層バルブモデルで主張されているような深度でシールが形成される必然性がないこ

とを示した。 

 

・地殻・上部マントルの物性の環境依存性 
 速度構造から地球内部の温度不均質や流体分布を定量的に推定するためには、非弾性の効果を見

積ることが重要である。上部マントルにある岩石のアナログ物質として有機物多結晶体用いて、弾

性定数と減衰の周波数・温度・粒径依存性を調べた。規格化した周波数を使うと、減衰の周波数依

存性は、温度や粒径に依存しないひとつの関数で表せることから、多結晶体の非弾性特性は物質に

よらない普遍性があることを示した。 

 
・マグマの分化・発泡・脱ガス過程 
 マグマの脆性破壊による亀裂の形成は、火道浅部の脱ガスの素過程として重要である。発泡した

流紋岩質マグマの高温封圧下でのせん断変形実験を行い、破壊面に沿って脱ガスが生じることを明

らかにした。さらに、マグマ破断面の癒着実験を行い、癒着に要する時間は亀裂が脱ガスの通路と

して働くのに十分な長さであることを示した。 

 間欠泉アナログ実験を系統的に行い、噴出様式および噴出量を支配しているプロセスについて検

討した。過熱速度及び発泡のしやすさを制御した実験から、噴出様式と噴出量は、マグマ溜まりの

過熱速度によって統一的に整理できることを明らかにした。 
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３‐３．新たな観測技術の開発 

 

（１）海底における観測技術の開発と高度化 

日本列島周辺では、巨大地震はプレートの沈み込みにより発生するため、プレートの固着状態の

モニタリングが重要であり、その手段として海域における地殻変動観測は、今後一層強化する必要

がある。GPS‐音響測距結合方式の海底地殻変動観測技術の開発では、観測誤差を軽減するため海

中音速分布推定法の高度化、GPSによる船位推定精度の向上を目指した技術開発を推進した。また、

三陸沖から四国沖に展開されている精密海底測位用海底局の一部更新が行われた。水圧計を利用し

た海底上下変動観測では、海洋変動による影響を軽減するための補正手法の開発が進められた。 

陸上に比べて観測点が少ない海底地震観測の重要性は広く認識されているが、実用化が進むまで

は、技術的に解決すべき課題が残されている。次世代型広帯域海底地震計では、センサー部をデー

タ収録部と切り離して海底に埋設することにより、10 秒より長周期側では陸上での地震観測に匹

敵する品質の地震記録を取得できることを実証した。東南海地震に備えて、熊野灘における地震・

津波観測監視システムを開発して設置し、良好なデータが得られていることを確認した。平成21年

度までに開発したネットワーク技術を導入した次世代ケーブル式海底地震観測システムを、粟島

（新潟県）の南方の日本海に設置し、実用化のための試験を開始した（図14）。このシステムでは

地震計を小型化し、ノイズの小さい海底に埋設設置できるようにしたため、SN比の高い良質のデー

タがリアルタイムで取得することを可能にした。 

 

（２）宇宙技術等の利用の高度化 

 陸上の地殻変動観測では、GPSや衛星搭載合成開口レーダー(SAR)等の人工衛星を利用した技術が

主流となっているが、高精度化のために解決すべき課題は残されている。GPSやSARの観測精度向上

のため、大気伝搬遅延の推定に数値気象モデルを利用した研究が進められている。また、GPSのマ

ルチパス誤差の定量的評価に関する研究も進められた。さらに、GPSを用いてリアルタイム変位時

系列を検出する手法の開発も進められ、2008 年岩手・宮城内陸地震のデータにこの手法を適用し、

永久変位量を地震後3 分以内に推定することが可能であることを示した。これは巨大地震の即時的

規模推定への応用が期待できる。 

大地震の震源域付近で地盤の大変形が生じ、通常のSAR干渉解析によって地殻変動を推定するこ

とが困難な場合に、ピクセルオフセット解析を併用して、断層運動を推定する手法を高度化した。

また、SAR干渉解析手法を改良し、三宅島では2008 年度まで14cm/年の速度で進行していた沈降が、

2010 年においては、3cm/年にまで減速したことを明らかにした。 

火山噴火の際に火口近傍での各種観測を行えるようにするため、産業用小型無人ヘリコプターを

用いた実験観測を行った。ウインチ等の駆動やデータ伝送系を改良し、無人ヘリコプターを用いて

遠隔で地震計を設置することに目途がついた。 

気象レーダーによる爆発的噴火の観測を試行した。桜島噴火の噴煙の移動を高時間分解能（1 分

毎）、高空間分解能（250～500m）で捉えることができた。また、レーダー画像から、爆発的噴火

の噴煙検出の試みがなされ、走査頻度を増加させれば、小規模な爆発も検出可能であることが判っ

た。このようなレーダーによる噴煙観測技術が向上すれば、降灰予測及び火山灰拡散予測手法の高

度化にも応用できると期待される。 
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（３）観測技術の継続的高度化 

 高エネルギー粒子ミュオンを利用した火山体内部透視装置の開発を推進した。ミュオン検出の計

数機を従来の2 枚から3 枚に増やしたシステムを開発し、性能の向上を確認した。ミュオン透視技

術より明らかにした桜島の火道形状と、絶対重力連続観測の比較を行うことにより、マグマ頭位と

火山活動の対応を見出した。また、ミュオン透視技術による断層破砕帯の観察も行い、表面から破

砕帯内に降水がしみこんでいく様子を捉えることに成功した。 

 可搬性能の高い高精度小型絶対重力計の開発を進めた。装置の運搬中や測定中に起こる問題点の

洗い出しを行った。また、開発した装置の誤差を評価したところ、市販の絶対重力計と同等レベル

であることが検証できた。 

高精度で安定であるレーザー技術を利用した大深度ボアホール内に設置可能な広帯域地震計及

び傾斜計の開発を進めた。温度250℃の環境下と見積られる大深度ボアホールでの設置を想定し、

熱膨張による光学素子の損傷防止、耐高温光ファイバー・光学部品を用い、熱膨張ひずみの影響を

軽減する装置を試作した。 
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４．まとめ 

 平成 22 年度には、大きな地震及び火山噴火が発生した。特に、平成 23 年 3 月 11 日に発生した

東北地方太平洋沖地震では、2 万人以上の犠牲者と行方不明者を数え、改めて地震、津波、火山を

研究する本研究計画の社会的重要性を自覚するとともに、本研究計画を着実に推進し、これらの自

然災害の軽減に資する研究成果を積み上げる責任の重さを実感した。 

 東北地方太平洋沖地震は、マグニチュード 9.0、震源断層の大きさがおよそ 500km×200km という

超巨大地震であった。多くの研究者が、種々の観測データを用いてこの地震の断層滑り量を推定し、

最大滑り量が 50m にも及ぶというモデルも提出されている。いずれのモデルでも破壊開始点付近に

大きな滑り量があったという共通点があるが、詳しく見ると相互に異なり、今後も東北地方太平洋

沖地震の地震像についての研究を推進する必要がある。東北地方太平洋沖地震は、既知のアスペリ

ティの複合破壊では説明できず、これまでの単純なアスペリティモデルの見直しが必要であろう。

その際には、地球物理学の知見だけに頼るのではなく、地質学的情報も十分に取り入れた包括的な

モデルを構築することが重要である。 

 2011 年 1 月下旬に、霧島山新燃岳では約 300 年ぶりに本格的なマグマ噴火が発生し、噴石被害や

土石流の発生の危険から、周辺住民が一時避難する状況となった。噴火前に、火山周辺に基盤的観

測点が新設されていたことから、既設観測網と併せて、有用な観測データが得られた。マグマ蓄積

から噴火に至るまでの状況、爆発噴火時の火道・マグマ溜まり系の内部圧の変化、火山噴出物量と

マグマ溜まりの収縮量の関係、爆発的噴火後の小規模噴火発生現象等について、火山噴火予知研究

に重要な知見が得られている。 

 本計画から本格的に志向している地殻活動予測システムの開発において、以下のような成果が得

られた。地震発生予測では、南海トラフで観測されている短期的及び長期的ゆっくり滑りと巨大地

震を単一のシミュレーションにより再現することに成功し、また、データ同化を組み合わせた予測

システムを開発するために模擬データによる実験を行った。火山噴火予測では、現在噴火活動が進

行している霧島山新燃岳の噴火シナリオを作成し、噴火推移の進行とともに、どのように修正し、

改善して行くかについて、実証的な実験を行っている。 

 地震発生予測に必要な物理モデルの作成のため、地震現象の解明に関する研究を推進した。地震

波速度構造と比抵抗構造の研究が進展し、内陸地震発生に関する地殻内流体や温度の影響の理解が

深まった。西南日本の短期的ゆっくり滑りに関して、深部低周波微動活動が短期的ゆっくり滑りに

先行すること、微動発生域が微小な応力変化に対して非常に敏感に反応することが示された。南ア

フリカ大深度鉱山内の震源極近傍に設置したひずみ計で、地震前の明瞭なひずみ変化が捉えられた。

また、地震波データ、地殻変動データ、津波データを同時に評価する新しい計算コードが開発され

た。 

 火山噴火予測モデル構築のため、噴火頻度の高い火山での地震、地殻変動、火山ガス等の観測研

究を行った。スメル火山（インドネシア）では、ブルカノ式噴火の噴火規模とそれに先行する傾斜

変動速度に相関があり、傾斜変動速度から噴火規模の予測が可能であることがわかった。今後は、

同様の噴火様式の他の火山、特に国内の火山にも適用できるかについて研究を進める必要がある。

長期的な噴火様式の変化には、マグマの化学成分の変化が大きく関与している。20 世紀を挟んだ桜

島火山の噴火様式の変化は、玄武岩質マグマが関与している可能性が示され、マグマ蓄積系の進化

による噴火様式の変化についての知見が得られた。 

 新たな観測技術の開発により、海底地殻変動観測技術、海底地震観測技術の高度化が行われた。
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ネットワーク技術を導入した次世代ケーブル式海底観測システムでは実用化試験が行われ、地震計

の埋設設置によるデータ品質の向上等、その長所が明らかになった。また、GPS や SAR の解析技術

の高度化も継続して行われた。 

 平成 22 年度は「地震及び火山噴火予知のための観測研究計画」に従い、当初から計画された研

究については、順調に研究が進められ、５か年計画の２年度目としての所期の成果が得られた。ま

た、平成 22 年度に発生した東北地方太平洋沖地震は、従来の我々の考えを一変させる可能性のあ

る現象である。この地震についての研究をさらに進める一方、得られた研究成果を元に、必要があ

れば、新しい考え方の枠組みを導入した上で、地震及び火山噴火予知研究をさらに推進する必要が

ある。 

 

 
成果の概要図 地震及び火山噴火予知のための観測研究平成22年度成果のまとめ 

 地震及び火山噴火予知のための観測研究の全体像を描き、その主な成果を吹き出しで記述した。詳しくは吹き出しに記載された頁と

図を参照
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図１．2011 年東北地方太平洋沖地震の破壊プロセス 

強震観測網等の地震波形を解析して推定された 10 秒毎の断層滑り量のスナップショット（左図）と全滑り量の分布（右図）。断層滑り

は破壊開始直後、震源（緑星印）から主として東の海溝側へ伝播していき、80 秒後からは南北に伝播していった。海溝近傍では 30m 以

上の滑り量が推定されており、それが大津波の原因となったと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２．津波堆積物から推定された東北地方太平洋岸で過去に発生した地震 

左図：日本海溝沿いの津波堆積物調査結果から推定された大地震発生年代の広域的な対比。右図：東北地方太平洋沖地震の滑り量分布

と、津波の浸水域に基づいて推定された 869 年貞観地震の震源断層モデル（地震断層の長さ 200 km 以上、幅 100 km 以上、平均滑り量

7 m 以上、マグニチュード 8.4 以上）。 
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図３．2011 年東北地方太平洋沖地震と三陸沖アスペリティ 

上図：20 世紀に発生した大地震のアスペリティ分布。下図：遠地地震波、強震動、GPS、津波の各種データ解析により推定された東北

地方太平洋沖地震の滑り分布。得られた結果は、海溝付近の滑りなど詳しく見ると異なっている点もあるものの、いずれも破壊開始点

付近で大きく滑っているなど共通性が見られ、これまでに存在のわかっていたアスペリティの複合破壊では説明できないことを示して

いる。 



 
 

- 26 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４．2011 年 1 月霧島山（新燃岳）噴火時のマグマの移動 

2011 年 1 月 26 日～31 日にかけて、霧島山新燃岳で約 300 年ぶりに本格的なマグマ噴火が発生した。その際に、火口北西 7～8km 深さ

約 10km のマグマ溜まりから、火口へマグマが移動するようすが明瞭に捉えられた。マグマ噴火を理解するうえで、重要な情報である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５．2011 年 2 月～3 月の霧島山（新燃岳）の噴火活動 

1 月 26 日～31 日のマグマ噴火後は、火山活動は相対的に低下したが、その後も継続している。2011 年 2 月～3 月にはブルカノ式噴火が

発生した。噴火前に山体浅部での体積膨張があり、徐々に火山性地震の回数が増加する。噴火時に地震活動が極大となり、噴火後は地

震活動が低下し、山体浅部も急激に収縮し、元の状態に戻る。このようなサイクルを数日間間隔で繰り返す活動が見られた。 
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図６．東北地方太平洋沖のプレート間固着状態の時間変化 

陸上の GPS データから推定したプレートの沈み込み速度と長期的なプレート沈み込みの平均速度の差を推定し、その時間変化を示した。

暖色ほど速度差が小さく、プレート間固着が強いことを示す。寒色は固着が弱く、プレートがずるずると滑っていることを示す。2003

年十勝沖地震（マグニチュード 8.0）の余効滑り、2005 年宮城県沖の地震（マグニチュード 7.2）の影響が表れている。2008 年頃から

は、福島県沖から茨城県沖にかけての地域は固着が弱まった。一方、三陸沖から宮城県沖の地域は、固着が強まっていたとみられる。 
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図７．桜島火山の噴火シナリオ 

歴史時代に記録の残っている規模の大きな噴火事例を用いて桜島火山の噴火シナリオを作成した。桜島火山では、前回の規模の大きな

噴火からの経過時間によって噴火規模が決まる傾向がある。これは、噴火を引き起こす姶良カルデラ直下のマグマ溜まりに深部からマ

グマが供給され、一定の蓄積速度でマグマが蓄積していることによると考えられる。 

 

図８．地殻の温度場と地震発生の関係 

地震は、地下の物質が脆性破壊を起こす際に発生する。高温や流体の影響を被る場所は、塑性変形しやすく地震は発生しない。一方、

その周囲の領域では応力集中が起こり、地震が発生すると考えられる。左図：震源の分布と温度構造との関係を表す概念図。右図：地

殻熱流量と陸域の地震発生層の下限分布。日高山脈の南西域や東北地方の太平洋側には低温領域があり、地震発生層の下限が深い。一

方、火山フロントやホットフィンガー直下、および流体上昇域に沿って高温域が分布し、地震発生層の下限は浅くなる。 
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図９．プレート境界滑りの多様性と相互作用 

フィリピン海プレートの沈み込みに伴い発生する巨大地震、長期的ゆっくり滑り、短期的ゆっくり滑り、浅部超低周波地震、深部低周

波微動の発生位置とそれらの相互作用について示した模式図。豊後水道で発生した長期的ゆっくり滑り発生域内の微動（★）と、足摺

岬（高知県）沖の浅部超低周波地震（●）は同期して発生する。また、短期的ゆっくり滑りとそれに伴って発生する深部低周波微動に

は以下の関連が見つかった。(1) 深部低周波微動（★）は、ゆっくり滑りより 1-4 日先行して発生する。(2) 微動は短期的ゆっくり滑

り域周辺で発生する。(3) 微動の発生場所は時間とともに移動し、短期的ゆっくり滑り域に達すると活発化し（★）、その後に短期的ゆ

っくり滑りが発生する。これらの振る舞いは、プレート境界における滑り特性の不均質性を反映していると考えられる。 

 

図 10．桜島火山における火山噴出物化学成分の変遷 

19 世紀以前の噴火では、珪長質マグマと安山岩質マグマの混合したマグマによる噴火であったが、20 世紀以降はそれに玄武岩質マグマ

が加わり、噴火様式が変化したと考えられる。19 世紀以前の噴火では、山腹により多量の溶岩が流出するとともに、火口から多量の火

山灰が噴出する大噴火が発生したが、20 世紀以降、特に昭和噴火（1946 年）以降は、玄武岩質マグマの影響で、断続的に火山灰を噴出

する中～小規模噴火となった。 
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図 11．南アフリカ大深度鉱山内で震源極近傍で観測されたひずみ記録 

震源極近傍に設置したひずみ計で、地震前の明瞭なひずみ変化が捉えられた。ただし、これまで極近傍観測において、より大きな地震

に対して先行ひずみが観測されなかった例も多数確認されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12．地震・津波同時計算コードによる地震モデル構築の概念図 

これまでの解析の多くは、地震波データ、地殻変動データ、津波データを別々に解析していた。そのため、解析結果は互いに異なり、

推定される震源モデルに大きな差異がみられ、即時的な強震動予測や津波予測に支障があった。そこで、地震動、水中音波、地殻変動、

津波を同時に評価する新しい計算コードを開発し、実用化を目指している。 
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図 13．スメル火山（インドネシア）における噴火規模予測 

スメル火山の爆発噴火に先行する地盤の傾斜速度は、噴火規模と良い相関がある。噴火前の傾斜速度を観測することにより、噴火規模

の予測が可能になることが明らかになった。 
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図 14．次世代ケーブル式海底観測システムの開発 

ネットワーク技術を導入した次世代ケーブル式海底観測システムを、粟島（新潟県）の南方の日本海で、実用化のための試験観測を実

施した。地震計を小型化し、既存のケーブル埋設装置で、ノイズレベルの低い海底に埋設設置できるのが、このシステムの長所である。

これは、設置経費の削減とデータの高品質化（SN 比向上）に、大きな効果がある。 
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用 語 解 説 

 
 

アスペリティ 

 プレート境界や断層面の固着の強さが特に大きい領域のこと。この領域が地震時に滑ると、滑り量が

周りよりも大きくなり、大振幅の地震波を放出する。 
 
アナログ物質 

 研究対象とする物質に性質や構造がよく似ている物質のことをいう。研究対象の物質を用いた実験が

困難であるとき、性質や構造がよく似ている物質であるアナログ物質を用いて実験を行う。 
 
安山岩質マグマ 

 主成分化学組成が安山岩質のマグマ。安山岩は岩石に含まれる二酸化ケイ素（SiO2）の質量が全体の

質量に対して 52～63%を占める火成岩の一種。 
 
応力 

 物体内部での力のかかり具合を示す、物体内部に考えた仮想的な面を通して及ぼされる単位面積当た

りの力。震源域の応力が破壊強度より高くなったときに地震が発生すると考えられている。三次元の物

質中の任意の応力状態は互いに直交する三つの軸に平行な圧縮と引っ張りで表すことができるが、この

三つの軸を応力の主軸と呼ぶ。 
 
ガウジ層 

 断層運動が激しく起こると、断層面の部分にある岩石が摩擦などによって破壊され粉々になって粘土

状になることがあり、このようになった断層境界面に存在する層。 
 
火道 

 地下のマグマ溜まりから地表へ至るまでのマグマの上昇経路のこと。火道でのマグマの脱ガスや上昇

の仕方が噴火の様式を左右する。 
 
干渉測位法 

 主に測量に用いられる方法で、2台以上の受信機を用いて、搬送波位相を物差しとして 2点間の相対
的な位置関係を求める。電波の行路差（衛星から 2点の受信機までの距離の差）を観測量とする方法。 
 
貫入（マグマの貫入） 

 地殻内でマグマ圧力の急増等によりマグマが周辺岩体を破砕して経路を作り移動すること。 
 

規模依存性 

 現象の規模によって、物理量などがどのように変わるかを記述する法則。例えば、断層の長さや滑り

量が地震の規模にどのように依存するかを記述する法則。 
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逆解析 

 観測データから、それを生じさせる原因となる現象や物質の性質等を推定する解析手法。 
 
強震観測網 

 被害を起こすような強い揺れの地震波形を、振り切れることなく確実に記録できる強震計で構成され

た観測網。これらの観測網のデータ等は、地震ハザード・被害リスク評価などに役立てられている。防

災科学技術研究所の K-NET、KiK-netは全国規模の強震観測網であり、約 1000の観測点からなる。 
 

空振 

 噴火に伴って火山ガス等が火口から大気中に放出されるために発生する空気振動のこと。桜島や浅間

山などで発生するブルカノ式噴火では、空振によって火口から 10km以上も離れた家屋の窓ガラスが破
壊されることがある。 
 
繰り返し地震 

 同じ場所で、繰り返し発生する地震のこと。発生の時間間隔はほぼ一定となることが多い。ここでは

特に、地震波形が毎回ほぼ同一となることから、同じ場所で繰り返し発生していると推定された小さな

繰り返し地震（小繰り返し地震）を指す。 
 
珪長質マグマ 

 固化すると珪長質の火成岩となるシリカ（ケイ酸）と長石成分に富むマグマ。輝石、角閃石などの苦

鉄質鉱物（マフィック鉱物）に乏しく、長石や石英などの珪長質鉱物（フェルシック鉱物）に富む。 
 
玄武岩質マグマ 

 主成分化学組成が玄武岩質のマグマ。玄武岩は二酸化ケイ素（SiO2）の質量が全体の質量に対して

45～52%の火山岩。火山岩とは、マグマ由来の岩石のうち、急激にマグマが冷えて固まったもの。 
 
コア試料 

掘削により採取した岩石試料。 
 
高感度地震観測網 

 人が感じない極めて微弱な地面の揺れまでを記録するために、微動の影響を避けるために設置した高

感度地震計で構成される観測網。この記録は詳細な震源分布の把握や日本列島周辺の地下構造推定など

広く地震研究に活用されている。例えば、独立行政法人防災科学技術研究所の Hi-net は全国規模の高
感度地震観測網であり、約 800の観測点からなる。 
 
広帯域地震観測網 

 広帯域地震計で構成された地震観測網。例えば、独立行政法人 防災科学技術研究所の F-net は様々
な周期の揺れを正確に記録するために全国約 70 か所で横穴の奥に広帯域地震計を設置した観測網。日
本列島周辺で発生した地震のメカニズム解の推定や地下構造の推定、火山周辺で発生する長周期振動、

火山性微動の解析に用いられている。 
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広帯域地震計 

 主として周期約 100秒から 0.1秒までの地面の振動を観測できる周波数帯域の広い地震計。周期数秒
より長い地面の揺れに対しては他の地震計に比べて感度が高い。 
 
コンラッド面 

 コンラッド不連続面とも言い、大陸地殻中に存在する地震波速度が不連続に増大する面を指す。コン

ラッド不連続面は、大陸地殻上部と下部の地球物理学的な境界である。この不連続面は大陸地域各地で

15 - 20 kmの深さで観測されるが、海洋地域では観測されない。また、モホロビチッチ不連続面と比べ
ると明瞭でないし、観察されない大陸地域も存在する。 
 
地震波干渉法 

 物理探査における信号処理技術の一つであり、2 点間で観測された地震記録の相互相関処理により、
一方を震源とし、他方を受振点とする擬似的な合成地震記録を得ることができる手法で、地下構造の推

定に用いられる方法。 
 
地震発生サイクル 

 地震発生後、断層面の強度が回復するとともに、プレート運動などによる広域応力により再びひずみ

エネルギーが蓄積され、次の地震が発生するまでの一連の過程。 
 

シミュレーション 

 実際の事象を、その事象を支配している法則に基づいてほぼ同様となるように組み立てた模擬空間で

再現試行すること。コンピュータを用いた数値シミュレーションを指すことが多い。計画では、強震動

や地震発生サイクル等のシミュレーションが行われる。 
 
蛇紋岩 

 上部マントルを主に構成するカンラン岩が水と反応して生成される岩石で、摩擦強度が低く地震性滑

りがおこりにくい特徴をもつ場合がある。浅部で生成された蛇紋岩がプレートの沈み込みに伴い深部に

運ばれると、高温のため脱水される。この水がスラブ内地震や深部低周波微動の発生に関係するとする

説が提案されている。 

 
準備過程 

（地震準備過程） 

 地震発生直後から次の地震発生に至るひずみエネルギーの蓄積と応力集中の過程。 
（火山噴火準備過程） 

 火山噴火は、火口から溶岩や火山ガスが急激に地表に放出される現象である。その過程として、地下

深部で発生したマグマが、マントルや地殻内を上昇し、地殻浅部にマグマ溜まりとして蓄積される。さ

らに、内部の圧力が高まる等の理由で、マグマが地表へ移動し溶岩や火山ガスとして噴出する。このよ

うに噴火に至るまでの一連のプロセスを意味する。 
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準プリニー式噴火 

 プリニー式噴火とは、数十分から一日程度の間、比較的定常的に火砕物とガスを 100m/s 以上の高速
で噴出し、成層圏に達する巨大な噴煙をあげる噴火のタイプ。準プリニー式噴火とは、プリニー式噴火

の中で、噴煙が広がった度合いを示す分散度が小さなものを準プリニー式噴火という。 
 
水蒸気爆発 

 水が加熱されて起こる爆発的な噴火のこと。水蒸気と粉々になった岩石が火口から激しく放出される。

水蒸気爆発では噴出物にマグマは含まれないが、引き続いてマグマを含む噴火に移行することがある。 
 
スラブ 

 マントル内部に沈み込んだ海洋プレート。このプレート内部で発生する地震をスラブ内地震と呼び、

海溝の近くやプレート境界地震が起こらないような深部で大地震が起こる場合がある。 
 
脆性 

 材料に大きな応力ないしひずみを負荷し、その後、ひずみが元の状態に戻らない性質。固体材料に力

を加えると変形し、加える力を大きくしていくとついには破壊する。材料の変形には、力を取り除くと

元の形に戻る弾性変形と、力を取り去っても変形したままの形を保つ塑性変形とがある。塑性変形をほ

とんど生じないで破壊する場合を脆性破壊という。 
 
セグメント 

 活断層は常にその全長にわたって破壊されるわけではなく、いくつかの区間に分かれて活動するが、

それぞれの区間をセグメントという。 
 
絶対重力／絶対重力計 

 絶対重力とは、基準となる点からの重力差（相対重力）と対をなす概念。観測点における重力加速度

そのものを指す。現在の絶対重力計は、真空中でプリズムなどの反射鏡からなる物体を、投げ上げもし

くは自由落下により運動させて、加速度を計測する。測定精度・確度とも 1マイクロガル（地上重力値
の 10億分の 1）程度である。 
 
前弧 

 島弧‐海溝系において、島弧の火山列より海溝側をさす。 
 
全磁力 

 地球磁場の大きさ。磁場の観測量として、その長期的安定性が最も高い。磁気を帯びた鉱物の帯磁は、

温度や応力によって変化するので、全磁力の変化は地下の温度、応力状態の変動を示唆する。 
 
素過程 

 地震現象や火山現象を理解する際に、それらの現象を支配する基本となる岩石の物性や物理現象のプ

ロセスをさす。具体的には、室内実験や野外観測、あるいはシミュレーションを通して、摩擦・破壊現

象や噴火現象について、岩石の性質や基本となる物理現象をもとに地震現象や火山現象の理解を深める。 
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塑性 

 力を加えて変形させたとき、永久変形を生じる物質の性質のこと。固体材料が力を受けて変形すると

き、力がある限度より超えて変形を与えると、力を除去しても元の形に回復しなくなる。この変形を塑

性変形という。 
 
大気伝搬遅延 

 電波は、大気中を伝搬するとき、空気の屈折で遅延する。この大気による遅延を大気伝搬遅延という。

伝搬速度は、気温や湿度など気象条件により変動する。 
 
脱ガス（過程） 

 マグマが地表に近づいた際に、圧力の低下のために、マグマ中に溶解していた水や炭酸ガスなどの成

分（揮発性成分）がマグマから火山ガスなどとして分離すること。またはその過程。揮発成分の分離す

る割合や仕組みは噴火機構などを左右する重要な要素である。 
 
断層バルブモデル 

 断層運動において、流体が断層に沿って上昇し、シールされた領域があるとそこで間隙圧が上昇する

ことにより、高角の断層でも強度が低下して滑りを生じることができるというモデル。 
 
地殻活動 

 地震のほか、火山活動、断層の滑りや媒質の応力変化などを含めた地殻内での地学現象全般。 
 

地殻熱流量 

 地球内部から単位面積・時間当たりに地表に向けて流れてくる熱量。 
 
低周波地震 

 地震波の低周波成分が卓越し、高周波成分の地震波が相対的に少ない地震のこと。ここでは特に陸域

の地殻深部やマントル最上部付近で発生する地震を指す。活火山ではしばしば低周波地震が観測され、

マグマなどの火山流体の地下での移動や地表への噴出活動と密接に関連していると考えられている。 
 
電離層 

 電離層（でんりそう）とは、地球を取り巻く大気の上層部にある分子や原子が、太陽光線やエックス

線などの宇宙線により電離した領域である。この領域は電波を反射する性質を持ち、これによって短波

帯の電波を用いた遠距離通信が可能である。 
 
同化（データ同化） 

 複雑な現象の高精度予測のために、数値シミュレーションの結果として得られる物理量が観測データ

をなるべく再現できるように、適切な初期値や境界値、各種パラメータを推定すること。 
 
トモグラフィー 
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地下の二次元又は三次元構造を求める手法。地震波速度や減衰構造の推定によく用いられる。医学の

分野において、Ｘ線や超音波で身体の二次元断面を求めるための手法が、地球物理学に応用されたもの。 
 
熱水系 

 マグマから分離上昇した火山ガスが地下で凝縮したり、地下水と接触したりして生じる熱水の生成過

程、移動経路などを含むシステム全体のこと。 
 
背弧 

 島弧‐海溝系において、島弧の火山列より海溝と反対の背後側をさす。 
 
発震機構（解） 

地震の起こり方。地震波の放射パターンなどから求められる震源断層の走向、傾斜角、滑り角を指す

場合が多い。断層に働いていた力の方向を知る手がかりになる。 
 
ピクセルオフセット解析 

 2 枚の SAR 振幅画像中の画素の位置のずれ（ピクセルオフセット）から地殻変動分布を抽出する解析。

精度は InSAR より劣るが、コヒーレンスがなくても地殻変動計測が可能。InSAR と同様に衛星-地表間の

距離（レンジ）変化の他、衛星の進行方向（アジマス方向）の地殻変動成分も得られる。ピクセルオフ

セットは、矩形窓内の相互相関係数分布を計算しそのピーク位置から求める。 

 
非地震性滑り 

 断層やプレート境界における、地震波を放出しないゆっくりとした滑り。 
 
ひずみエネルギー 

弾性体を変形させた時に弾性体中に蓄えられるエネルギー。 
 

ひずみ集中帯 

 測地観測や地形から推定される地殻ひずみが大きい領域。新潟‐神戸ひずみ集中帯など。 

 

比抵抗 

 単位断面積、単位長さあたりの電気抵抗値。電気伝導度の逆数。 
 

不均質構造 

地球内部の物性定数が、空間的に均質ではない状態（構造）。例えば、組成の違いや空隙の分布状態、

流体の含有などによって、物性定数が変化する。応力場も不均一になり、特定の場所に応力集中が生じ

る可能性がある。 
 
ブルカノ式噴火 

 やや粘性の高いマグマによる爆発的な噴火。噴煙高度が 10 キロメートル近くに達することもある。
爆発によって 1メートル径のものが数キロメートルも飛ばされることがある。火山弾はパン皮状のもの
が多く、火口底にあった古い岩塊も放出される。桜島や浅間山などでしばしば発生する。 
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プレスリップ 

 地震が発生する際に、本震に先駆けて起こるある程度の大きさをもつ滑り現象のことで、地震を伴わ

ない滑り現象の場合もある。前駆滑り、前兆滑りとも言う。 
 
プレート 

 地球表面は、地殻と十分に冷却して固くなっている最上部マントルとを合わせた、厚さ 100km 程度
の固い岩石の層で覆われている。この固い岩石の層は、いくつかのブロックに分割されている。それぞ

れの板状（球殻状）のブロックをプレートという。 
 
噴火事象系統樹 

 火山ごとに、可能性のある複数の噴火現象の時間的推移を分岐させて作成した、噴火の推移を示す系

統樹。 
 
噴火シナリオ 

 火山ごとに、噴火で想定される現象の発生推移を時系列的に整理したもの。規模や現象発生パターン

などの分岐判断について示した系統樹を指すこともある。 
 
噴火様式 

 マグマが火砕物とガスとの混合物として噴出する場合、噴火の様子はマグマの性質や破砕の程度など

によって異なり、いくつかのタイプに識別される。その異なる噴火の様子を噴火様式という。 
 
ポアソン比 

 固体の物体を一つの方向に伸ばすと、これと直角の方向には縮む。この縮みのひずみと伸びのひずみ

の比をポアソン比という。 
 
ボアホール 

 地下深部の情報を取得するために掘削される円筒状の穴。直径は 10～20 cm程度のものが多いが、深
いほど大きくするのが普通である。ボアホールは地下深部の岩石のサンプル（コア試料）を取得する目

的のほか、地下深部での地震計やひずみ計、傾斜計などの計測機器の設置、地下水・応力測定などに利

用される。 
 
ホットフィンガー 

 マントル深部から浅部にかけて指のように延びている高温の領域。東北日本において、沈み込み帯に

そった火山の分布、低速度層、ブーゲ異常が系統的に変化している現象がみられ、その現象の解釈とし

て、東北下に指状の熱いマントルの存在を仮定し、それをホットフィンガーと呼んだ。 
 
ボーリング 

 地表からの掘削により柱状試料を採取する手法。トレンチ調査に比べはるかに長い活動時期の地質試

料を入手することができる。ただし、掘削に当たっては櫓を組み、大量の水を必要とするなど大掛かり

な作業が必要となる。 
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マグマ 

 岩石物質の高温溶融体で地表付近にあるもの。マグマが地表に出たものを溶岩ともいう。マグマが地

下で結晶化したり、地殻物質を溶かしこんだりして、多様な組成のマグマができる（分化という）。マ

グマが上昇すると、マグマの中に溶解していた揮発性成分が気泡となり発泡する。火道での気泡の離脱

（脱ガス）の仕方により噴火の激しさが変化する。 
 
マグマ溜まり 

 火山活動の源であるマグマが蓄積されているところ。火山やカルデラの直下にあると考えられている

が、その正確な形状や内部構造は分かっていない。 
 
マントルウェッジ 

 沈み込んだプレートとその上のモホ面に挟まれたクサビ状の部分。 
 
ミュオン（宇宙線ミュオン） 

 宇宙線が大気中の原子核と反応して生成される二次宇宙線の一つで、地上に絶え間なく降り注いでい

る素粒子。透過する物質の密度差によってミュオンの減衰が異なることを利用して、Ｘ線の透視撮影の

ように地殻内部の密度分布を調べる試みがなされている。 
 
面間地震 

 東北地方下においては、沈み込む太平洋プレートに沿って顕著な２つの地震面である二重深発面が観

測される。面間地震は、この二重深発地震面の上面および下面の間に発生する地震。 
 
モホ面 

 地殻とマントルの境界となる地震波速度の不連続面。1909 年にクロアチアの地震学者である、アン
ドリア・モホロビチッチによって発見されたためモホロビチッチ不連続面ともいわれる。 
 
ゆっくり滑り 

 地震波を放射しない、断層面やプレート境界面でのゆっくりとした滑り。ここでは、継続時間が数か

月以上のものを長期的ゆっくり滑り、それ以下のものを短期的ゆっくり滑りと呼ぶ。スロースリップ、

スロースリップイベント（SSE）とも言う。 
 
余効滑り 

 地震の後に震源域あるいはその周囲で発生するゆっくり滑り。 
 
リモートセンシング 

 遠隔観測手法の総称。様々な波長の電波や光を用いて、対象物の地形、温度、物質などを測定する。

人工衛星や航空機から測定することによって広い範囲を速く測定できる。 
 
ＣＳＥＰ 
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 Collaboratory for the Study of Earthquake Predictability の略。米国・欧州・ニュージーランド・
日本を中心として実施している国際プロジェクトで、できるだけ統計学的に厳密な手法で地震発生の予

測を行い、その結果を評価し、統計学的手法による地震発生予測可能性を検証して手法の確立を目指し

ている。 
 
ＧＥＯＮＥＴ 

国土地理院が全国に展開している GPS 連続観測網。平成 18 年時点での観測点（電子基準点）数は
1,231点。1秒ごとの GPS観測データがほぼすべての観測点からリアルタイムでつくば市にある中央局
に送信されている。定常的に 3時間ごと及び 24時間ごとの各点の座標値を計算している。 
 

ＧＰＳ 

 汎地球測位システム（Global Positioning System）の略。地上高約 20,000 kmの高度を航行する GPS
衛星からの電波を地上で受信し、三次元的位置と時刻を正確に計測するシステム。地殻変動計測には干

渉測位と呼ばれる電波の位相を用いた相対測位法が用いられる。 
 
ＧＰＳ‐音響測距結合方式 

海底の地殻変動を観測するための手法の一つ。海上の船舶やブイの位置を GPS によって精密に決定
し、それらと海底に設置された基準点との間の距離を海中音波を用いて測定することにより、間接的に

基準点の変動を推定する。 
 

ＳＡＲ 

 合成開口レーダー(Synthetic Aperture Radar)の略。人工衛星や航空機などに搭載されたレーダーの
移動により大型アンテナと同等の高い分解能を実現したレーダーシステム。SAR(Interferometric SAR、
InSAR)干渉解析は、同じ場所を撮影した時期の異なる２回の画像の差をとる（干渉させる）ことによ
り地表面の変動を詳細にとらえる手法である。 
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項目別の成果 

 

地震及び火山噴火予知のための観測研究計画の推進について（建議）に示されたの実施内容に

ついて、平成22年度の成果の項目別の成果を学術報告としてとりまとめた。この報告は、地震・

火山噴火予知研究協議会＊に設置された12の計画推進部会の各部会長が執筆したものである。こ

の報告に基づいて、難解な学術用語をなるべく言い換え、平易な文章で表現して書き直したもの

が、本編の「平成22年度の成果の概要」である。本編の「平成22年度の成果の概要」に内容につ

いて、さらに詳細を知りたい場合、原著論文を参照したい場合には、この「項目別の成果」をご

参照頂きたい。 

 

東京大学地震研究所 地震・火山噴火予知研究協議会 計画推進部会 

「地震・火山現象のモニタリングシステムの高度化」計画推進部会長 

渡辺俊樹（名古屋大学大学院環境学研究科） 

「地震発生予測システム」計画推進部会長 

鷺谷 威（名古屋大学大学院環境学研究科） 

「火山噴火予測システム」計画推進部会長 

鍵山恒臣（京都大学大学院理学研究科） 

「地震・火山現象に関するデータベースの構築」計画推進部会長 

大見士朗（京都大学防災研究所） 

「日本列島及び周辺域の長期・広域の地震・火山現象」計画推進部会長 

松澤 暢（東北大学大学院理学研究科） 

「地震準備過程」計画推進部会長 

飯尾能久（京都大学防災研究所） 

「火山噴火準備過程」計画推進部会長 

井口正人（京都大学防災研究所） 

「地震発生先行過程」計画推進部会長 

中谷正生（東京大学地震研究所） 

「地震破壊過程と強震動」計画推進部会長 

古村孝志（東京大学地震研究所） 

「火山噴火過程」計画推進部会長 

西村太志（東北大学大学院理学研究科） 

「地震発生・火山噴火の素過程」計画推進部会長 

矢部康男（東北大学大学院理学研究科） 

「新たな観測技術の開発」計画推進部会長 

藤本博己（東北大学大学院理学研究科） 
 
 
＊東京大学地震研究所には、地震及び火山噴火予知のための観測研究計画で立案された研究を推進す
ることを目的に設立された地震・火山噴火予知研究協議会がある。ここでは、地震及び火山噴火予知
研究を行っている全国の大学が連携し、研究機関と協力しながら研究を推進している。また、科学技
術・学術審議会測地学分科会地震火山部会観測研究計画推進委員会は大学、研究機関、行政機関が連
携して計画の推進を図っている。地震・火山噴火予知研究協議会には、地震及び火山噴火予知のため
の観測研究計画の実施内容を、項目別に効率的かつ調和的に研究を推進するために、12の計画推進部
会が設置されている。 
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１（１）地震・火山現象のモニタリングシステムの高度化 
 

「地震・火山現象のモニタリングシステムの高度化」計画推進部会長 渡辺俊樹 
（名古屋大学大学院環境学研究科） 

 
 地震現象と火山噴火現象の理解を深めるとともに、それらの予測精度を向上させるために、

これまでに日本列島全域に稠密な地震・地殻変動等の観測網、および全国の主な火山に地震・

地殻変動・重力・全磁力等の火山活動観測網が整備されてきた。本計画においても、これら

の既存の観測網を着実に維持・更新し、得られたデータを活用した地震活動・地殻変動およ

び火山活動のモニターが進められている。さらに、諸観測網の高密度化および多項目化とい

った整備・強化、新たな観測手法・解析手法の導入、観測データの実時間処理システムの開

発と整備などのモニタリングシステムの高度化を図る研究が進められている。地殻活動予測

シミュレーションに基づく地殻活動の予測、および噴火シナリオに基づく火山現象の予測に

向けた、モニタリングシステムの出力の高度化の検討も開始された。 
 各種観測によって得られた成果は、随時、地震調査委員会や地震予知・火山噴火予知連絡

会などに提供され、会報にまとめられているほか、各機関や関連のウェブで公開されている。

特に顕著な地震や火山活動があった場合には集中的な観測が行われる。平成 23 年 1 月からの

霧島火山新燃岳の噴火活動の活発化に対応して集中的に観測が行われ、結果が迅速に公開さ

れた。 
 
ア．日本列島域 

（地震観測によるモニタリングシステムの高度化） 
 日本列島全域に整備された稠密な基盤的地震観測網の整備が継続的に進められた（防災科

学技術研究所［課題番号：3001］）。気象庁により一元的な震源決定処理が行われており、震

源決定精度、特に地震多発時の自動決定精度の向上、地震活動異常を定量的に評価するシス

テムの構築、CMT 解や遠地実体波を用いた震源過程解析の高精度化が図られた（気象庁［課

題番号：7002, 7003, 7004, 7005］）。 
地震データ流通システムについては、高速広域ネットワークである JDXnet 上のデータ相互

交換システムの改良および多項目観測化について検討を進め、地震観測データのチャネル情

報管理システム  (CIMS)の改良、地殻変動連続観測等データの流通試験、公衆パケット通信

網と連携した機動的地殻変動観測システムの構築を行った。WIN システムの 64 ビット環境

対応を進め、近年一般的になってきた高性能・大容量メモリの 64 ビット環境のコンピュータ

上での使用が可能になった。（東京大学［課題番号：1401］）。 
 グリッド・モーメントテンソル解析およびアレイ解析に基づく超低周波地震（VLFE）活動

モニタリングを継続して実施し、VLFE 自動検知システムの安定稼働を実現した。既知の

VLFE 記録と過去の連続波形記録との相互相関関数解析から未知イベントを検出し、その相

互相関関数の観測点間の位相差から相対的な震央位置を推定する手法を開発し、震央位置の

推定精度が約 30 km から約 10 km に向上した。西南日本で繰り返し発生している短期的ゆっ

くり滑り自動検出システムの運用を継続するとともに高度化し、より安定した短期的ゆっく

り滑りの検出を可能とした準リアルタイムモニタリングシステムの試験運転を開始した（図
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1）。気象庁震源カタログを精査し、東海地震、東南海地震想定震源域ともに、昭和東南海地

震発生後に地震活動パターンの相関係数が一旦低下し、無相関状態が 20 年程度継続した後、

再び相関係数が上昇する傾向を見いだした。（防災科学技術研究所［課題番号：3001］）。 
リアルタイムで流通する高感度地震観測連続データの有効活用を図るため、連続あるいは

イベント波形データに様々な処理を施し、その結果を随時ウェブで閲覧可能とする地殻活動

の現況モニタリングシステムを構築した。地震や火山の長周期波動場のモニタリングのため

に、地震の発生・位置・メカニズム（モーメントテンソル）解を完全自動で決定する GRiD MT 
の改良を進めた（東京大学［課題番号：1401］）。 
 新しいモニタリング手法として、地震波干渉法に基づき、地震波形の連続データを用いて

地下構造のモニタリングを行うシステムを構築した。この手法により、2000 年三宅島噴火の

前後で最大約 2%の地震波速度変化を、2008 年岩手宮城内陸地震の震源域周辺において、本

震震央の南側で 0.1～0.3%程度の地震波速度低下を検出した（図 2）（東北大学［課題番号：

1201］）。 
 
（地殻変動観測などによるモニタリングシステムの高度化） 
 全国の GPS 連続観測網(GEONET)による地殻変動連続観測、水準測量、高度地域基準点測

量、絶対重力観測および地磁気連続観測を実施した（国土地理院［課題番号：6001, 6002, 6003, 
6004, 6005, 6006］、気象庁［課題番号：7007］、 海上保安庁［課題番号：8002］）。潮位連続

観測を実施した（気象庁［課題番号：7001］、国土地理院［課題番号：6005］、海上保安庁［課

題番号：8001］）。 
 電子基準点の次世代 GNSS への対応を考慮し、GPS に加え GLONASS、Galileo、準天頂衛

星を受信可能な受信機への更新（80 点）およびファームウェア更新（320 点）を実施した。

GEONET による地殻変動連続観測を実施し、日本列島全域の地殻変動・火山活動のモニタリ

ングを着実に行った。豊後水道周辺で 2009 年秋頃から非定常的な地殻変動が始まり、2010
年秋頃まで継続したことが捉えられた。この非定常地殻変動は 1997 年、2003～2004 年と同

様にプレート境界面上でのゆっくり滑りによると考えられ、すべりの時間変化の推定を通じ

てプレート境界面での滑りの理解の進展に寄与した。（国土地理院［課題番号：6001］）。 
 霧島山においては、2009年 12月頃から 2011 年 1月の新燃岳の噴火直前までの山体の膨張、

1 月 26 日の噴火直後からの急速な収縮が捉えられ（図 3）、噴火の発生過程の解明に寄与した。

（国土地理院［課題番号：6001］）。 
衛星搭載 SAR（合成開口レーダー）データを使用した干渉解析により、地震による地殻変

動の面的分布の把握および活火山地域における定常的な高精度地盤変動測量を実施した。平

成 23 年 2 月 1 日と 7 日に活動が活発化した霧島山（新燃岳）の緊急観測を行い、噴煙下の火

口内の詳細な地形を明らかにするとともに、数値標高モデルを作成し、2 月 1 日時点で火口

内の新たな溶岩等堆積物の量が約 1,800 万立方メートルであると推定した（図 4）（国土地理

院［課題番号：6006］）。 
 
（火山におけるモニタリング） 
 全国の活火山について、従来から地震計、空振計、GPS 等による連続的な監視観測を行っ

ているが、平成 22 年度は火山噴火予知連絡会で中長期的に観測体制の充実が必要とされた
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47 火山（うち 13 火山は従来連続監視を行っていなかった火山）への地震計・傾斜計等の観

測施設の整備を行った。霧島山（新燃岳）では、地震計、傾斜計、GPS、遠望観測装置、降

灰計を設置し観測施設の強化を図った（気象庁［課題番号：7006］）。 
 活動的な火山地域について SAR 干渉解析を行い、有珠山、吾妻山、三宅島、硫黄島、九重

連山（星生山）、霧島山（新燃岳）等の火山性地殻変動や局所的な火口の収縮・膨張を捉えた

（国土地理院［課題番号：6006］）。噴火の危険がある火山について ASTER を用いた緊急火

山観測計画を立案し、観測を依頼した。火山衛星画像データベースの正式運用を再開した（産

総研［課題番号：5001］）。南方諸島及び南西諸島の海域火山の定期巡回監視を実施し、地磁

気および重力異常を報告した（海上保安庁［課題番号：8003］）。 
 火山におけるモニタリングを促進するために、大学、研究機関の地震計・傾斜計・空振計

等の観測データの共有化・流通を開始した。 
 
イ．地震発生・火山噴火の可能性の高い地域 

（宮城県沖及び周辺地域） 
 宮城県沖において海底地震計による観測を実施した（東京大学［課題番号：1402］、気象庁

［課題番号：7008］、東北大学［課題番号：1202］）。気象庁と東北大学のデータを併合し、地

震波検測と震源計算を実施した。一元化処理データに海域の観測データを加え、海底浅部構

造の補正や観測点補正値を検討することにより、より精度の高い震源を得ることができた。

また、陸上観測点で捉えられなかった地震が多数観測され、宮城県沖地震の震源域での詳細

な地震活動データが得られた（気象庁［課題番号：7008］）。長期観測型海底地震計を用いて

2002 年から 2009 年まで実施した繰り返し観測の記録の整理および震源決定を行い、宮城県

沖地震の震源域周辺のより正確な微小地震活動の分布が得られた（東京大学［課題番号：

1402］）。2005 年宮城県沖地震の発生前後にその震源域の周囲で発生した中小地震の発震機構

解から応力場の推定を行い、震源域周辺の応力場の空間変化は小さいことを明らかにした。

また、2 年間の海底圧力変動のデータから、顕著な年周変化と 0.9 hPa/y の経年変化（増圧）

を見いだした。この経年変化は、陸上 GPS 観測データの逆解析から求められたプレート間固

着モデルから期待される海底鉛直変動（沈降）とよい一致を示した（東北大学［課題番号：

1202］）。 
 GPS 観測で得られる変位速度場から、プレート収束方向に平行な成分の水平変位速度、上

下変位速度の空間勾配を算出した（図 5）。2005 年宮城県沖地震（M7.2）、2003 年十勝沖地震

（M8.0）の余効すべりの発生を捉えるとともに、福島県沖から茨城県沖にかけて 2008 年末

ころから固着の弱化もしくは準静的すべりが沖合で発生していたことが示唆された。これは、

小繰り返し地震の解析から報告された同地域での海溝軸周辺でのすべりの加速に対応してい

る（東北大学［課題番号：1202］）。 
 水位・水温観測の 2 孔井、ラドン・CO2 濃度観測の 3 孔井の体制で「深層地下水変動観測

システム」を連続稼働させた。観測の分解能と観測限界を明らかにした。（東北大学［課題番

号：1202］）。 
 
（伊豆） 
 伊豆半島東部地域において NTT 電話回線を用いた長基線地電位差連続観測とプロトン磁
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力計を用いた全磁力連続観測を行った。2009 年の群発地震の震央の北の ARI（新井）と南の

YOB（与望島）の観測点で、地震活動の静穏化に伴って全磁力のそれぞれ 5nT 程度の急減と

漸増の停止とが見られた。熱供給の停止に伴う冷却や応力解放などの終了などの過程が深さ

2km 程度で生じた結果と想定される（東京大学［課題番号：1402］）。 
 
（火山） 

 活動的な火山において多項目観測によるモニタリングを継続しつつ強化した。樽前山、有

珠山、北海道駒ケ岳、伊豆大島、富士山、伊豆東部、浅間山、霧島山において、GPS 火山変

動観測装置（REGMOS）による連続観測、伊豆大島において APS 観測を継続実施した。有珠

山周辺において水準測量 130.3 キロメートルを実施した（国土地理院[課題番号：6007]）。雌

阿寒岳、十勝岳、吾妻山、草津白根山、三宅島、伊豆大島、阿蘇山において全磁力連続観測

および繰り返し観測を実施し、火口地下の熱活動の経過を分析した（気象庁［課題番号：7009］）。
有珠山（観測点数：1）、岩手山(1)、浅間山(2)、阿蘇山(2)、霧島山(2)に、孔井式地震計、傾

斜計、広帯域地震計、GPS 観測装置を備えた基盤的火山観測施設を整備し、観測を開始した。

特に火山活動が活発化した霧島山においては、噴火活動に伴う地殻変動や地震活動が観測さ

れ、同火山の活動評価に活用された（防災科学研究所［課題番号：3002］）。 
 阿蘇山において、TDM 比抵抗観測システム ACTIVE による比抵抗繰り返し観測を実施し

た。20 時間の連続観測の結果、中岳火口周辺では深夜 4 時間程度の観測で比較的良好なデー

タ取得が期待できること、電流送信の影響で火口近傍に設置された地震計にノイズが乗るた

め、関係機関との調整が必要であることがわかった（京都大学［課題番号：1901］）。 
 
ウ．東海・東南海・南海地域 

 この地域においては、基盤的な地震観測網、地殻変動観測網が特に密に配置されているこ

とに加え、各機関の定常・臨時の観測網が整備され、重点的に観測が実施されている。レー

ザー式変位計、多成分歪計、体積歪計（気象庁［課題番号：7011］）、地下水等総合観測（産

総研［課題番号：5002］）、海底地殻変動観測（名古屋大学［課題番号：1701］）、精密制御震

源（名古屋大学［課題番号：1701］、気象庁［課題番号：7011］）、海底地震計（東京大学［課

題番号：1403］、気象庁［課題番号：7010］）、地磁気、絶対および相対重力観測（東京大学［課

題番号：1404］）海底地形調査（海上保安庁［課題番号：8004］）など多項目の観測が実施さ

れている。 
 地下水等総合観測施設による前兆的地下水位変化検出システムを引き続き東海地方で運用

した。2010 年 4 月～12 月に紀伊半島～東海のプレート境界において規模の大きい深部低周波

微動活動が 4 回発生し、それらすべてに対して歪変化を検出し短期的ゆっくり滑りの断層モ

デルを推定した。産総研の歪等観測データと防災科研の傾斜等観測データを共有して解析す

る共同研究を開始し、データ共有システムが完成した。歪データと傾斜データとの同時解析

による短期的ゆっくり滑り検出手法を開発し、検出能力の事前評価を行なったところ、東海

～四国の広い範囲で M5.5 以上の短期的ゆっくり滑りが検知できることがわかった（図 6）（産

総研［課題番号：5002］）。 
 伊豆諸島の銭州岩礁における GPS キャンペーン観測を実施した。周辺の変位速度ベクトル

と特にかけ離れた値は得られず、南伊豆との間に顕著な変形は見られなかった。駿河湾およ
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び熊野灘において海底地殻変動計測を実施した。移動速度ベクトルの誤差は熊野灘では 0.5
～3 cm/年、駿河湾では 0.3～1.1 cm/年程度で、陸から離れると誤差が大きくなる傾向が見ら

れた（名古屋大学［課題番号：1701］）。御前崎、切山、館山で歪計・水晶管伸縮計・水管傾

斜計等の地殻変動連続観測を実施した（国土地理院［課題番号：6008］）。御前崎における絶

対重力測定を実施し、沈降速度から期待される重力増加の半分以下の重力変化しか生じてい

ないことを再確認した。また、豊橋と菊川における絶対重力測定を実施した。これらの観測

結果を説明するためのモデルの改良に着手した（東京大学［課題番号：1404］）。 
 GPS 観測データによる東海地域のひずみ解析において、解析に用いる観測点を前年度より

30 点近く増やした結果、スローイベント発生中と終了後でひずみの空間分布が明らかに異な

ることが明らかになった。逆解析で推定したアスペリティ分布は、想定されているアスペリ

ティ分布とは異なり一様の固着を示した。今後より詳細な検討が必要と考えられる（東京大

学［課題番号：1404］）。 
 東海地域における電磁気観測点の全磁力差の日別平均値の時間変化を求めた。SHN・FJM
（篠坂・富士宮）を含む東部の観測点では 2005 年以降系統的な増加傾向が継続する一方、

OKY（奥山）を含む西部の観測点では増加傾向は見られない。また、2010 年には HRN（春

野）で、それまで停滞ないし漸減傾向にあった全磁力差変化が顕著な増加傾向を示した。定

性的には流体移動による流動電位起源と考えることができるが、質量移動による重力異常の

時間変化のモデルとの対比が課題である（東京大学［課題番号：1404］）。 
 精密制御震源装置によるモニタリングにおいては、豊橋の震源から 30km 圏内の Hi-net 観
測点への P 波および S 波の走時の時間変化を調べた（図 7）。変化量と距離との間に正の相関

があり、圧縮応力の増加の効果と推測される P 波と S 波の速度増加を検出した。また、東海

長期的ゆっくり滑りの監視に向けて、Hi-net 観測点 10 点を用いると現実的な時間窓のデータ

でプレート境界面の反射係数変化の監視が可能であることがわかった（名古屋大学［課題番

号：1701］）。森町の震源と Hi-net 森観測点間の伝達関数の走時の時間変化と、気圧・気温・

降水量など気象要素との相関を調べ、変動要因分析を行った結果、降水量の影響が最も大き

く、4 段のタンクモデルで説明できることがわかった。リアルタイム能動的監視に向けて、

自動解析・図示プログラムを開発した（図 8）（気象庁［課題番号：7011］）。愛知県新城市に

おいて地震計アレイを 2008 年 9 月より現在まで継続して実施した。2009 年 2 月の深部低周

波イベント（DLFE）のアレイ解析を実施し、到来方向と見かけ速度を安定して推定すること

ができた（名古屋大学［課題番号：1701］）。 
 東海地域の GPS 観測データから短期的ゆっくり滑りを検出するための解析方法を検討し

た。この解析を 2006 年の観測データに適用したところ、ゆっくり滑りによると考えられる 2
～3 mm 程度のステップを 1 月と 8 月の 2 回検出した（図 9）。逆解析を行い推定した滑り領

域と、低周波微動発生域とは一致しなかった。GPS データから短期的ゆっくり滑りによる

2mm 程度の変位が確認されたことは特筆に値する（東京大学［課題番号：1404］）。 
 紀伊半島下のフィリピン海プレートの形状と上部マントルの三次元構造を推定する陸域地

震観測を継続した。レシーバ関数イメージングの結果、海洋地殻の上面（フィリピン海スラ

ブの上面）、スラブ内の海洋性モホ面、島弧側の大陸性モホ面が明瞭にイメージされた（図

10）。紀伊半島中部～西部では、DLFE 発生域から陸側のマントルウェッジが広範囲に低速度

域であり、DLFE 発生域のやや下方で海洋モホ面のイメージが不明瞭、スラブは上に凸に湾
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曲するという特徴が見られた。東部では低速度域は見られず、海洋モホ面およびスラブ上面

も深さ 70km まで一様に明瞭で直線的であった。この違いは、脱水分解を経た後の海洋地殻

内に残留する「水」の量の違いで説明できる（京都大学［課題番号：1801］）。 
 海域においては紀伊半島沖に構築した広帯域海底地震計（3 台）と長期観測型海底地震計

（6 台）を用いた海底地震観測網による観測を継続し、平成 23 年 2 月に地震計を回収して観

測を終了した。この観測により南海トラフ沿いで発生していると考えられる低周波地震を記

録した。同時に精密絶対圧力計による圧力記録も取得した（東京大学［課題番号：1403］）。 
 広域の地殻変動検出手法として SAR 干渉解析を行った。電離層の影響の大きい干渉画像を

除いてスタッキングして得られた画像は、GPS 観測変位からの合成干渉画像と四国側におい

て概ね整合したが、岡山側には電離層の影響が残った（図 11）。電離層ノイズを軽減させる

ことができれば、長スパンの干渉画像からプレート沈み込みに伴う変動を検出できると考え

られる（京都大学［課題番号：1801］）。水準測量の記録を用いて豊後水道における長期的ゆ

っくり滑りについて解析を進め、GPS 観測が開始される以前も、ほぼ一定間隔で同規模の地

殻変動が発生していることを明らかにした（気象庁［課題番号：7011］）。 
 応力場推定のための基礎的なデータ解析である震源メカニズム解決定を 2009 年 9 月から

2010 年 8 月までの期間の地震に対して行った。これまでに蓄積されたメカニズム解と合わせ

て深さ 20km までの地殻応力場を推定し、水平最大主軸方位分布を求めた（図 12）。四国周

辺の地殻応力場は、島弧の直交方向に圧縮軸方位の曲がりを示す変化が見られ、島弧に沿っ

た方向では、紀伊半島から四国中央部までは圧縮場、四国西部では伸長場を示すという 2 つ

の特徴があることがわかってきた（高知大学［課題番号：2101］）。 
 
課題と展望 
 前計画（第 7 次火山噴火予知計画）から今計画にかけて、地震・火山観測網の着実な維持・

更新が図られてきたとともに、予測に用いるためのモニタリング高度化の研究が着実に行わ

れてきた。今計画では、諸観測網の高密度化および多項目化に重点を置くとともに、観測デ

ータの（準）実時間処理システムの開発と整備、さらにプレート境界の固着・すべりに関す

る解析が進められてきた。 
 産総研［課題番号：5002］に示されるように、複数の観測機関の観測網のデータを交換・

共有することにより、互いに補完あるいは拡充を行い、モニタリングの検知能力を高めるこ

とが可能である。今後、研究機関の連携をさらに進めていくことが、限られた資源を最大限

に活用するために必要である。また、一部の課題においては、同一地域を対象として複数の

観測項目のデータの総合的解析とモデル化を進める段階に到達しつつあり、今後、さらに研

究課題間、研究者間で議論を積極的に進めていく必要がある。これにより、モニタリングシ

ステムの出力の高度化、すなわち、データベースあるいは予測シミュレーションシステムへ

の提供を意識した、定期的あるいは準リアルタイムでの各種の観測データおよび科学的知見

の提供が可能になると考えられる。 
 2011 年 3 月の東北地方太平洋沖地震の発生により、東日本における地震および地殻変動な

どの観測点やデータ収集システムに被害が発生した。地震時におけるデータ取得の障害の発

生は重要なデータを取り逃がすことにつながる。モニタリングシステムを維持するために、

観測点の迅速な復旧や強化、障害への耐性の向上、緊急観測の実施といった観点からも検討
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していく必要があろう。一方で、多くの基盤的観測網は被害に遭いながらもデータを収集・

配信し続けることができた。今後、これらのデータも用いて、この巨大地震に先立つ変動か

ら地震後の変動に至るまでの解析を行い、地震の全貌を明らかにするための研究が行われな

ければならない。アスペリティモデルの再検討、地震先行現象の存在の検証などが行われる

必要がある。本稿執筆時点でも、東北地方太平洋沖地震の余震や余効変動が継続しており、

誘発地震の発生や火山活動の活発化も見られる。地震や火山噴火の発生が予想される地域に

おいて、連続かつ稠密な観測が急務である。特に、東海・東南海・南海地域における南海ト

ラフ巨大地震について、従来のモデルを再検証するためにもモニタリングを強化する必要が

あると考えられる。 
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図 1．短期的スロースリップイベント（SSE）自動検出システムによって検出された西南日

本で繰り返し発生しているSSE。(a) 自動検出に使用したHi-net観測点（白三角）とSSE

の断層モデル（白矩形）の分布。(b) 検出されたSSE（黒線）とObara et al.（2010）

による低周波微動活動（灰丸）の時空間分布（防災科学技術研究所［課題番号：3001］）。 
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図 2. 2008 年岩手宮城内陸地震に伴う周期 2-4 sの帯域におけるレイリー波速度変化の空間

分布（高木, 2011）。観測点間経路の線とその中点においた丸印の色で地震波変化を示

す。赤色が地震波速度低下、青色が地震波速度上昇を示す（東北大学［課題番号：1201］）。 

 

図 3. 霧島山の基線長の変化。（左）2005/01/01～2011/02/06、（右）2011/01/01～2011/02/08

（国土地理院［課題番号：6001］）。 
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図 4. 新燃岳火口の断面図。噴火後の平成 23 年 2 月 1 日の航空機SARから観測された数値標

高モデルを使用した（国土地理院［課題番号：6006］）。 
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図 5.  GEONET観測点における太平洋プレート沈み込み方向の水平変位勾配の時空間変化。

横軸は変位勾配を計算するために設定した帯状の各領域（東北日本ではN105°E方向、

北海道ではN120°E方向に設定）の中心線と東経 140 度線との交点の緯度、縦軸は時間

を示す。上段は過去 5 年間の平均変位速度場から、下段は過去 1 年間の平均変位速度

場から、それぞれ変位勾配を計算したもの（東北大学［課題番号：1202］）。 

 

図 6. 産総研のひずみ計と防災科研のHi-net傾斜計を同時解析したときに想定される短期

的スロースリップ検知能力（産総研［課題番号：5002］）。 
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図 7. 豊橋アクロス震源と周辺のHi-net観測点で得られたP波S波の走時変化率の距離依存

性。Rrはラジアル加振でラジアル受信（主にP波）、Ttはトランスバース加振でトラン

スバース受信（主にS波）をあらわす。いずれも震源からの距離に従い、変化率が大き

くなっていることがわかる（名古屋大学［課題番号：1701］）。 

 

 

図 8. Hi-net東栄観測点における森町送信点からのアクロス信号の時間変化。フィリピン海

プレートからの反射波とみられる波群の振幅変化（上）と走時変化（下）を示してい

る。共に、グラフの最初のデータに対する相対的変化を表している（気象庁［課題番

号：7011］）。 
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図 9. 2006 年 1 月 16-22 日に発生した短周期スローイベント前後のGPS時系列（7 日移動平

均操作後）。オレンジ色で示した部分は低周波微動発生時期。右図は東海地域の地図と

GPS観測点分布。時系列で示した観測点を示す。右図オレンジ色の楕円は低周波微動発

生領域（東京大学［課題番号：1404］）。 
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図 10. 沈み込みの方向の 4 測線におけるレシーバ関数イメージ。赤でレシーバ関数の正の

振幅を、青で負の振幅を示す。○は深部低周波イベント、＋は通常の地震、どちらも

気象庁のカタログに基づく。イメージの解釈において、赤線は高速度層の上面、青線

は低速度層の上面を表す。(a)潮岬－田尻測線AA’、(b)新宮－河内長野測線BB’、(c)尾

鷲－京丹後測線CC’、(d)南伊勢－信楽測線DD’。(a)と(b)において、CM：continental Moho、

SW：serpentinized mantle wedge、OC：oceanic crust、OM：oceanic Moho（京都大学

［課題番号：1801］）。 
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図 11. 四国東部パス 417 の 4 年間のデータから作成した干渉画像のうち、短基線のもの 18

ペアをスタッキングして得られた平均視線距離変化の分布。（左）GEONETデータから合

成した平均視線距離変化。（右）PALSAR干渉画像から作成したもの。四国北岸がほぼ 0 

cm/yrと成るように調整している（京都大学［課題番号：1801］）。 

図 12. 応力場のマッピング結果。各領域で数個の応力解を推定し、滑り得る応力場がユニ

ークに決まるケースのみを使って応力場のマッピングを行った。色付きはσ 1、黒線が

σ3、色は応力比（Φ）を表す。 
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１（２）（２−１）地震発生予測システム 

 
「地震発生予測システム」計画推進部会長 鷺谷 威 

（名古屋大学大学院環境学研究科） 
 
 本研究計画では、科学的な地震発生予測の実現を目指して、2 つの異なるアプローチを試

みる。一つは地震発生の物理モデルに基づく予測であり、これまで開発を進めてきた地震発

生予測シミュレーションをモニタリングシステムと有機的に結合し、予測システムの構築を

進める。5 ヶ年の研究でシステムの全体設計、プロトタイプシステムの構築、および予測シ

ミュレーション手法の高度化を行う。もう一つのアプローチは、統計的手法に基づく地震活

動予測の高度化である。検証に用いるデータベース等の共通基盤を整備し、異なる予測手法

の比較実験を実施する。平成 22 年度の研究により得られた成果の概要を以下に述べる。 
 
ア．地殻活動予測シミュレーションとデータ同化 

 本研究計画では、観測網から得られるデータの情報を取り込み、地震発生の物理過程を考

慮した数値シミュレーションを通じて地震発生予測を行うシステムの構築を目指しており、

それは地震予知研究における最重要課題として位置づけられている。予測シミュレーション

の改良・高度化とシミュレーションと観測システムを有機的に結合するデータ同化システム

の開発を２つの柱として研究を実施している。 
 まず、地殻活動予測シミュレーションの開発においては、準静的な応力蓄積から破壊核形

成を経て動的破壊へと至るプロセスから応力状態を引き継いで２サイクル目のシミュレーシ

ョンを行うことに成功した。1968 年十勝沖地震の震源域を想定したシミュレーションを行っ

た結果、２サイクル目の初期には１サイクル目よりも急速に応力蓄積が生じ、結果的に２サ

イクル目では地震発生間隔が短縮される。これは、粘性緩和および粘性応力により駆動され

る余効すべりの影響である（図1、名古屋大学［課題番号：1702］、Hashimoto et al., 2011）。 
 予測シミュレーションでは、プレート境界面を表現する多数のセルですべりの時空間発展

を追跡するために大規模計算が必要となり、その計算量およびメモリ量はセル数の二乗に比

例する。また、摩擦パラメータの推定を行うには、異なるパラメータについて繰り返しシミ

ュレーションを行う必要があるため、計算の高速化・省メモリ化が必須である。平成22年度

は、階層型行列（Hierarchical matrices：H-matrices）法（Hackbusch,1999）の地震サイクルシ

ミュレーションへの適用を試み、メモリ量をO(N)、計算量をO(N)～O(NlogN) に省力化でき

ることを示した（図２、名古屋大学［課題番号：1702］、Ohtani et al., 2011）。 
 シミュレーションによる具体的な観測事例を再現する試みの一つとして、紀伊・東海地域

を対象とした３次元断層モデルとカットオフ速度を持つ速度・状態依存摩擦構成則を用いて、

この地域で発生するゆっくり滑りのシミュレーションを行った。摩擦遷移領域よりも深部に

高間隙圧を仮定し、ゆっくり滑り発生域ではカットオフ速度の効果が顕著になるように設定

することで観測された事象が良く再現された（図６、防災科学技術研究所［課題番号：3004］、
Matsuzawa et al., 2010）。また、東海地域および豊後水道のゆっくり滑りを含む南海トラフの

地震サイクル全体の特徴を再現可能な数値モデルが構築され、安政と昭和のケースのように、

東海地震のアスペリティが２回に１回割れ残り、スロースリップの規模が東海地震のアスペ
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リティの状態に影響されるという結果が得られた（気象庁［課題番号：7023］、弘瀬・前田, 
2010）。 
 現実に即したシミュレーションを行うために必要となるのがデータ同化であり、その一つ

の目的は、観測データに基づいて断層の摩擦パラメータを推定することである。摩擦パラメ

ータの取り得る値を網羅的に調べるのは非効率なため、少ない計算量で摩擦パラメータ推定

を行う手法として、アジョイント法の検討を進めている。平成22年度は、１セルの単純なモ

デルについて、ゆっくり滑りが発生する条件で生成した人工データを用いて摩擦パラメータ

の推定実験を行った。同化解析に用いるデータ範囲を変えてその影響を調べたところ、最初

のゆっくり滑りですべり速度が最大となる付近までのデータを使用することで、その後のす

べり履歴が正しく予測されることが分かった。また、相当程度データを間引いて同化解析を

行ってもすべり履歴の予測にはあまり大きく影響しない（図３、名古屋大学［課題番号：1702］）。
これらは、同化解析に使用するデータが現象の特徴を正しく表していれば、データ量を減ら

せることを表しており、現象の変化が緩やかで、新たな観測データを得たことによる情報利

得が必ずしも大きくない固体地球現象の特徴が現れている。 
 データ同化は、観測データを用いて非線形の数値シミュレーションモデルにおけるパラメ

ータ推定を確率論的に行う枠組みであり、従来の逆問題解析の枠組みでは十分な扱いができ

なかった。平成22年度には、線形パラメータと非線形パラメータを両方含む線形・非線形混

合逆問題について効率的に事後確率分布を推定するアルゴリズムを開発し、大自由度の線

形・非線形混合モデルに対してパラメータの不確定性の完全な定量化、先験情報の重み付け・

複数のデータセット間の重み付けの客観的決定を行うことが可能になった。さらに，様々な

モデルに対してこの手法が適用可能であることを示した（名古屋大学［課題番号：1702］、

Fukuda and Johnson, 2010、Johnson and Fukuda, 2010）。これは，大自由度モデルや複数のデ

ータセットを用いた大規模データ同化の実現につながる成果である。 
 データ同化のもう一つの役割は、刻々と送られてくるデータを処理して、逐次的な予測を

行うことである。こうした観点から、東南海地震発生後に南海地震が発生する場合の海底地

殻変動観測データの同化実験を実施した。南海トラフの地震発生サイクルシミュレーション

結果を用いて、東南海地震後から南海地震発生に至るまでの海底地殻変動（2点）の模擬デー

タを作成し、解析に使用した。東南海地震と南海地震の発生間隔が5.1日および249.8日の場

合の模擬データに対して、粒子フィルターを用いた逐次同化で２つの地震の発生間隔を推定

した結果、ノイズの影響による推定誤差が、データの増加にしたがって減っていくことが定

量的に示された（図４、海洋研究開発機構［課題番号：4001］）。この結果は、十分な観測

情報を予測シミュレーションにリアルタイムで提供できれば、的確な地震発生予測を行える

可能性を示すものである。 
 予測シミュレーション実現のためには、実際に同化させるデータの検討も必要不可欠であ

る。これまでGPSを始めとする地殻変動データについての検討は進んでいるが、地震学的な

データの活用手法はまだ確立していない。こうした観点で注目されているのはプレート境界

で発生する小繰り返し地震である。日本列島全域のデータを精査して小繰り返し地震を抽出

し、琉球海溝沿いおよび千島海溝—日本海溝沿いにおいて、比較的安定した時間間隔で発生す

る地震群を見出した。小繰り返し地震群から推定されるすべり速度は、琉球弧ではプレート

間の相対運動速度にほぼ一致するが、東北日本弧では大地震の余効すべりに伴う時空間変化



65 
 

が見られた。さらに、震源情報を用いた地震クラスターの自動抽出を行い、波照間島沖合で

は、ゆっくり滑りに同期した地震クラスターの活動も見出した（名古屋大学［課題番号：1702］、
Igarashi, 2010）。 
 一方、地震観測データに基づいて地殻内の応力を直接推定する方法の開発も進められてい

る。平成22年度には、地震メカニズム解を用いて３次元的な流体圧分布を推定する手法をイ

タリアで発生したラクイラ地震のデータに適用し、一連の地震活動が流体に駆動された可能

性を示した（図５、名古屋大学［課題番号：1702］、Terakawa et al., 2010）。将来的には、

モーメントテンソルの逆解析等で推定される応力場（Terakawa and Matsu’ura, 2010）に流体

圧分布を加味することで、地震発生条件の判断が可能となる可能性がある。 
 
イ．地殻活動予測シミュレーションの高度化 

 現在開発を進めている地震発生予測システムでは単純化された地震サイクルを仮定してお

り、地震発生に影響する様々な要素が考慮されていない。そうした要素を将来地震発生予測

システムに組み込むための基礎的な研究を進めている。 
 現在のシミュレーションでは考慮されていない断層帯の間隙の効果についてシミュレーシ

ョンによる影響評価を行った。熱多孔質弾性体中に断層を仮定し、摩擦発熱やすべりによる

空隙の生成、流体・熱の拡散を考慮した計算を行ったところ、空隙生成率が十分に大きい時

にゆっくり滑りと同期した微動が起きることが分かった。一方、圧力溶解等の化学変化によ

り沈殿物が生じると間隙体積が減少し流体圧が上昇する。こうした効果は断層を安定化させ

るとともに、見かけのすべり速度が増加して外部から加えたローディング速度を越えてしま

う。ダイラタンシーを考慮して間隙圧を下げることにより、こうした問題が解決できること

が明らかになった（東京大学地震研究所［課題番号：1405］）。 
 一方、地震活動解析への応用を視野に、AEの時空統計性の背後にあるメカニズム解明を目

的としたシミュレーション研究を行った。AE の大きさ・頻度分布はジャミング転移点と呼

ばれるある臨界密度においてのみベキ則になること、また，再来時間の分布関数を表す冪指

数が下限マグニチュードに依存することを発見した．これらは，離散モデルにおけるAE活動

が自己組織化臨界ではなく、ジャミング転移点という特定の分岐点における揺らぎの増大で

あることを示している。さらに，AE イベントのダイナミクスに基づいた摩擦構成法則を理

論的に導出した（東京大学地震研究所［課題番号：1405］）。 
 現在の計画で目指しているのはプレート境界地震の予測システムであるが、将来的には内

陸地震を含めたシステムの検討が求められる。そうした枠組みを作るには日本列島規模で粘

性・強度分布をモデル化することが必要となる。温度構造の推定結果等に基づいて、弾性層

と単一の粘性係数をもつ粘性層の２層に単純化したモデルを構築して有限要素法解析を行っ

た結果，新潟-神戸歪み集中帯付近に歪速度の大きい領域が現れる等，現実の観測データと調

和的な結果が得られた（産業技術総合研究所［課題番号：5003］）。 
 
ウ．地震活動評価に基づく地震発生予測 

 地震活動の特徴や地震発生の統計モデル・物理モデルに基づいて、将来の地震活動を確率

論的に予測する試みが行われており、様々な予測手法が提案されてきた。しかし、従来のこ

うした研究では、解析対象とする地震カタログがまちまちで、公平な手法間の比較が十分に
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行われてこなかった。そこで、地震活動予測手法の比較検証を目的として、CSEP(Collaboratory 
for the Study of Earthquake Predictability)と呼ばれる国際研究プロジェクトが進められている。

本研究計画では CSEPへの取り組みを計画の一部と位置づけ、地震発生予測のアルゴリズム

開発やモデルの比較を進めている。 
 平成22年度は、検証実験は３予測領域・４予測期間の計12クラスに合計91の地震予測モデ

ルが参加して第１回地震発生予測検証実験を実施した。そのうち日本全体陸域部の３ヶ月予

測結果に基づいて各地震発生予測モデルを評価したところ、９つの予測モデルのうち３つが

有意な予測性能を持つものと判断された。一方、関東地方を対象とする予測ではすべての予

測モデルが評価テストをパスできなかった（図７、東京大学地震研究所［課題番号：1406］）。 
 日本周辺の地震活動データの解析から、大地震発生前に前震が発生する頻度が、二つの地

震がランダムに発生する確率よりもはるかに大きいことが分かった。このことを利用し、あ

る地震が大地震の前震である確率をリアルタイムで予測するシステムを構築した（京都大学

防災研究所［課題番号：1802］）。 
 また、地震波速度構造と地震活動との関係に基づいてグリッド毎の速度構造を地震発生率

に変換し、地震の規模別頻度分布に基づく地震発生予測モデルを改良した。その結果、全体

的な予測精度向上が見られた（気象庁［課題番号：7012］、Hirose and Maeda, 2011）。 
 
課題と展望 

 平成22年度までの研究により、準静的な応力蓄積と断層の動的破壊の連成シミュレーショ

ンにより地震サイクルの計算を行うことが可能となった。従来から行われてきた速度・状態

依存摩擦法則による地震サイクルシミュレーションとは異なる考えに基づく予測シミュレー

ションが可能となったことで、同一の事象についても２種類のシミュレーションを行って相

互の比較検証が行えるようになったことは大変重要である。ただ、現在までに行った計算で

は、現実的なプレート形状を仮定しているものの、アスペリティの空間分布については十分

な空間解像度を持つモデルにはなっていない。より現実的な問題設定の計算を行い、摩擦パ

ラメータの最適化を行うためには大量のモデル計算が必要となるため、シミュレーション計

算の高速化が必須の課題であるが、今年度試行に成功した階層型行列を活用するなど計算高

速化の取り組みを一層強化する必要がある。 
 データ同化による摩擦パラメータの推定は、アジョイント法の数値実験によって一定の成

果が得られている。今後、大規模問題で検証を進めていくことが必要であるが、膨大な量の

データを処理する際には、計算規模や計算時間の制約が問題となってくる可能性がある。ま

た、観測システムからのデータ入力による逐次同化の実験の取り組みも始まり有望な結果が

得られつつあるが、様々な事例について多数の検証を進めていくことが今後の課題となる。 
 地震学的なデータの利用の観点では、小繰り返し地震の全国的な分布が明らかとなり、そ

こから推定されるすべり速度とプレート運動速度の対応も見えてきたので、こうした情報を

GPSデータと組み合わせたすべりの時空間分布推定を今後進めていく必要がある。一方、CMT
データ解析による応力場や、今年度開発された手法により推定された流体圧に関する情報の

活用手法を検討していくことも今後の課題である。 
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 確率モデルによる地震発生予測の面では、CSEPの活動が本格的に開始され、予測モデルの

比較検証結果も公開されるなど順調に実験が進んでいる。検証実験を通してそれぞれのモデ

ルに改良が加えられ、予測性能が向上していくことが期待される。 
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図1. 準静的応力蓄積・破壊核形成と動的破壊の連成シミュレーションによる1968 年十勝沖

地震震源域の２サイクル目の応力時空間変化（左）、断層摩擦関係の時間発展（右上）、

および２サイクル分の応力変化（右下）（名古屋大学［課題番号：1702］）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2. セルサイズ(N) に対するメモリ量(a) および計算時間(b, c) の増大。 

H-matrices を適用しない場合（赤）はメモリ・計算量ともO(N2)）。各行列の近似精度

を決めるεに対して、H-matricesを用いた場合メモリ量はほぼO(N)。計算時間はN=105

あたりまでO(N)であるが、それ以上で急増する。この時最外側小行列のランクが大き

くなっている。近似精度εはシミュレーションより10-4を要求されるが、その場合、最

外側小行列のランクを決めるkACA=20 に設定してもシミュレーション結果は変わらず

計算時間を抑えられる(O(NlogN)) 程度)（名古屋大学［課題番号：1702］、Ohtani et al., 

2011）。 
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図3. アジョイント法により推定された摩擦パラメータを用いたシミュレーションと解析に

用いた模擬データの比較。左は同化解析に用いるデータ量（緑で示すデータ）を変化

させた場合、右は解析に使用するデータのサンプリングを変えた場合（名古屋大学［課

題番号：1702］、Sasaki, 2011）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4. 逐次データ同化実験 

逐次データ同化の数値実験によって得られた東南海地震と南海地震の発生間隔の推定

結果。平均値と標準偏差を示す（海洋研究開発機構［課題番号：4001］）。  
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図5. 地震メカニズムトモグラフィー法で求めたラクイラ地震震源域付近の流体圧分布と震

源分布（名古屋大学［課題番号：1702］、Terakawa et al., 2010）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図6. シミュレーションによる深さ30 km でのすべり速度の変化。横方向に線状に明るくな

っているところがゆっくり滑り。短期的ゆっくり滑りが、いくつかのセグメントごと

に数ヶ月周期で発生している（Matsuzawa et al., 2010）。右はObara et al. (2010) によっ

て得られた紀伊・東海地域における微動活動の時系列図（防災科学技術研究所［課題

番号：3004］）。 



72 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図7. 陸域部だけの日本全体・3 か月予測にエントリーされたモデルの発生予測マップ（東

京大学地震研究所［課題番号：1406］） 
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１（２）（２－２）火山噴火予測システム 

            

            「火山噴火予測システム」計画推進部会長 鍵山恒臣 

                     （京都大学大学院理学研究科） 

                        同部会委員 中田節也 

                       （東京大学地震研究所） 

 

火山が、「いつ」、「どこで」、「どのような噴火を」、「どれくらいの規模で」、「ど

のような時間的推移で行うか」を火山噴火予知の５要素という。この５要素のうち、時期や

場所については、十分に観測体制が整備されていればある程度可能になっている。しかし、

一旦開始した噴火の規模や様式、推移を予測することは現在の知見だけでは困難である。建

議では、「より高度な火山噴火予知を目指して、噴火規模、様式、推移の予測を行うには、

噴火シナリオ（予想される噴火前駆現象や噴火活動推移を網羅した噴火事象系統樹）を作成

することが有用である。」と述べられている。すなわち、対象火山の過去の噴火の履歴の発

現頻度やパターンを利用し、噴火事象の変化を支配する機構を科学的に理解することで、噴

火の規模や様式を含む推移予測をある程度を絞むことを目指している。そのため、「地震・

火山現象に関するデータベースを活用するとともに、地質調査・解析によって明らかにされ

た噴火履歴を参照して、噴火シナリオを我が国の主要な活火山について順次作成する」こと、

噴火現象の分岐に「過去の噴火時の観測データの再検証や研究成果を取り入れて噴火シナリ

オを高度化する」ことが求められている。さらには「活動的な火山について、観測データと

噴火シナリオに基づき、火山活動の現状を評価し推移予測を試行する」ことが本研究計画の

ゴールのひとつであり、この研究での成果をマニュアル化し、火山専門家が他の活火山に適

応できる道筋をつけることが重要である。 

平成22年度は、本計画の細目「ア.噴火シナリオの作成」について、初年度の三宅島火山に

続き桜島火山について噴火シナリオの作成を試みた。「イ．噴火シナリオに基づく噴火予測」

については、霧島山新燃岳の噴火災害と防災対策の必要性に対応するため、急遽試作した噴

火シナリオと実際の噴火の推移とを比較して問題点を洗い出す作業を行った。 

 

ア．噴火シナリオの作成 

桜島火山シナリオ作成の作業は、噴火履歴に関する資料を収集した後に、11 月に噴火履歴

に関する認識をグループ全体で共有、課題を明らかにした後、1月にシナリオのたたき台の提

案し、議論の後、修正案を作成し、メール等による検討を加えて成案を作成した。 

桜島のシナリオは、下記の点で伊豆大島や三宅島と異なっており、シナリオを作成する上

で新たに検討すべき課題が明らかとなった。第1に、桜島では日常的に小規模な噴火が発生し

ており、それぞれの噴火にいたるシナリオは既存の手法で作成可能と思われるが、小規模噴

火が発生している中で大規模な噴火が発生する可能性があり、大規模噴火にいたるシナリオ

をどのように組み立てるかが問題である（図1～3）。第２に、明らかとなっている大規模な

噴火の事例は4例しかなく、大規模噴火にいたる推移を十分に記載することが難しい。このよ

うな問題点はあったが、過去100年間におよぶ観測研究から得られる知見をもとに、下記のよ

うな枠組みを設定した。 
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・桜島で発生する噴火は以下の４つに分けられる。 

極大規模噴火：噴出物量が1km3を超える、大正、安永、文明の噴火に相当する。 

大規模噴火：噴出物量が0.1km3程度、昭和の噴火に相当する。 

小規模噴火：噴出物量が数10万m3程度、1975年～1993年の南岳噴火（後期南岳噴火期と呼

ぶ）。 

極小規模噴火：噴出物量が10万m3以下の噴火。 

また、既往研究から以下のことがわかっている。 

・桜島では年間1000万km3のマグマが地下から供給されている。 

・静穏期、あるいは極小規模噴火を繰り返している状態で姶良カルデラ地下においてマグ

マ蓄積が進行する。 

・マグマ蓄積が開始しておよそ30年で、大規模噴火、あるいは小規模噴火の繰り返しで同

等のマグマを噴出する。 

・マグマ蓄積が開始しておよそ100年以上経過して極大規模噴火が発生する。噴火後はマ

グマ蓄積がリセットされる。 

・極大規模噴火に先行する異常現象としては、広域地震活動の活発化（数か月～数年）、

広域地盤隆起、桜島島内での二酸化炭素噴出や火山性地震活動の活発化（有感地震を含

む）、井戸水の水位異常などが考えられ、火山体内部圧力の急激な上昇が起きると考え

られる。 

・大規模噴火に先行する異常現象は極大規模噴火の場合よりも小規模だが、異常現象が検

知されると思われる。 

・極大規模噴火と大規模噴火の切り分けは、たとえば下記の式であらわされるかもしれな

い（図4）。 

マグマ蓄積開始後の年数をｎ年として、Y=（ｎ＋５）／３０を定義し、Y=1になると大

規模噴火に移行しうる。Yが３を超えると大規模噴火に移行する確率が低下し、極大規

模噴火に移行する確率が高くなる。 

以上示したシナリオでは、噴火事象系統樹の分岐をマグマ蓄積開始からの年数と観測され

る異常現象の規模によるとしており、確率的な数値を明示的には入れていない。この是非は

平成23年度以降に検討する予定である。 

 

イ．噴火シナリオに基づく噴火予測 

霧島（新燃岳）において約300年ぶりの本格的なマグマ噴火が発生し、防災のための推移予

測が社会的に重要となった。このような局面で、霧島山新燃岳についても噴火シナリオを急

遽作成し、そのシナリオに基づき活動状況の評価と推移予測、シナリオの逐次的な修正作業

を行った。その過程は「噴火シナリオに基づく推移予測の試行」（東京大学［課題番号：1408］）

において、報告されている。 

霧島火山群新燃岳は、2011年1月26日から本格的な噴火を開始した。これは新燃岳としては

約300年ぶりのマグマ噴火であった。この噴火に先立って、水蒸気爆発が2008年8月に開始し、

2010年までに複数回繰り返した。特に、2010年の噴火はコックステール・ジェットを伴う噴

火であった。また約1年前の2009年12月末から山体が膨張する現象が起っていたことが国土地

理院のGPS観測網で捉えられていた。さらに、2011年1月19日の小噴火で噴出物に約8％の軽石
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が含まれているのが認められ、マグマ物質の関与が確実となった。このように、多くの点で

マグマ噴火を示唆する前兆現象が認められていた。この噴火の開始直後、リアルタイムで噴

火の推移予測を行うために、過去の新燃岳の地質学的研究（主に井村・小林，1991）を基に

噴火シナリオを急遽準備し、実際の噴火の推移に合わせて変更を重ねた。第1版は1月27日に

作成し、2月2日に改訂を加えた。その後、鹿児島大学の最近の地質学的研究の成果を反映さ

せると同時に、国内外の類似火山の噴火様式を参考に第2版を2月14日作成した。 

噴火シナリオ第1版は、井村・小林（1991）の新燃岳の過去の噴火に基づき作成し（図５）、

地質学的には読み取られていなかった進行中の噴火現象に対応し変更を加えたものである。

1716－17年噴火の研究によると、水蒸気爆発の後、数ヶ月の休止期間を挟んで、火砕流噴火

を伴う中規模の軽石噴火が約3ヶ月間継続し、その後、再び休止期間を数ヶ月挟んで、より大

きなマグマ噴火が最終に起きたとされる。しかし、活動の最後に最大規模の噴火が発生し、

そのまま活動が停止することは通常のマグマ噴火の推移では考えにくい。そのため、最後の

噴火後に、火口内に溶岩が流出したものとした。これは噴火前に一旦火口を埋めドレインバ

ックした形状を示す溶岩が存在していたことを反映させている。ここでの欠点は、マグマ噴

火のイベントを一つのボックスにおさめてしまっているために、この中での噴火推移やマグ

マ供給との関係が上手く表現できていないことである。これは実績重視型といえるかもしれ

ない。 

第2版は、筒井ほか（2005）や小林（2011 私信）を加味し、さらに、火口に溶岩蓄積が起

こり、ブルカノ式噴火を繰り返したことのある安山岩火山（類似火山）を考慮しながら作成

したものである（図６）。すなわち、浅間山1973年、2004年噴火、コロンビア・ガレラス火

山の1991年以降の噴火、および、北マリアナ諸島のアナタハン火山との共通点を抽出して作

成した。小林（2011私信）では、約300年前の噴火について、井村・小林（1991）では、古文

書と地質学的情報との擦り合わせに一部違いがあり、最後の活動を規模の大きなマグマ噴火

としていたが、水蒸気爆発と考えられることを指摘している。この考えは、類似火山等に見

られる噴火の推移や、新燃岳が電磁気学的にも帯水層が発達した火山であることからも妥当

な考え方と思われる。 

準プリニー式噴火後の展開はマグマ中の揮発性成分が減少する方向であり、噴火の1 輪廻

に対応する。報告書作成時点（2月20日）では、噴火状態は図６の赤枠で囲んだ位置にあり、

火口溶岩や火道上部に溜まった火山ガスが時折爆発を起こすブルカノ式噴火を繰り返してい

る。地殻変動の解析では噴火に先立って山体が膨張した量の2/3～3/4 は噴火によって収縮し

た。大学の観測研究の結果からは噴出量（溶岩換算量）と収縮量がほぼ一致している。今後

このような噴火を数ヶ月程度繰り返して活動が一旦はおさまると考えられる。その後、新た

なマグマの上昇があれば次の輪廻の活動に移行する。すなわち図６では上のスイッチャーの

場所から「yes」の経路をたどる。アナタハンの場合は1輪廻の活動の末期にマグマ水蒸気～

水蒸気爆発が繰り返された。そこでは火口が海水面以下の高さにあったことや、火口と海と

の距離がわずか1km 程度の至近距離であったことが大きな要因かもしれない。新燃岳ではア

ナタハンほどではないにしても、マグマ供給が途絶えたとしても最後に水蒸気爆発を起こす

可能性がありうることは過去の噴火事例からも示される。この噴火事象系統樹の分岐に確率

的な数値を入れることができなかった。ここではスフリエールヒルズ火山で噴火中に行った

系統樹のように、専門家の投票による数値化も可能であっただろう。 
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課題と展望 

本研究で作成するシナリオに、噴火準備過程（2.(2)(2-2)）や噴火過程（2.(2)(3-3)）の

観測研究とそれに基づく物理モデルを反映することや、逆に、この噴火シナリオの成果を両

観測研究にフィードバックすることが重要である。さらには、これまで作成した噴火シナリ

オで検討されたように、噴火シナリオの分岐の判断を観測結果に基づいて行うために、観測

体制の整備を考慮すること（1.(1)の「地震・火山現象のモニタリングシステムの高度化」へ

のフィードバック）も必要である。桜島火山は近年活発な噴火活動を続けており、作成した

噴火シナリオをリアルタイムに使用してその精度や問題点を確認することで完成度を高めて

いくことが重要であろう。霧島新燃岳へのシナリオの試用は、未完成のシナリオであったが、

系統樹を目の前において観測された資料を検討することで、現象の分岐を明確に意識した議

論が行われ、また不足している情報が何であるか洗い出す効果があった。加えて、防災関係

者・報道関係者とも意識を共有する効果があったと思われる。この計画研究の間に噴火シナ

リオが作成可能な火山は複数である。そのため、我々研究者レベルが要求する噴火シナリオ

を作成するためのマニュアル的なものをこの計画研究の間で準備することが重要である。そ

のようなマニュアルを用いて、本研究の担当者以外の火山専門家が、対象火山について噴火

シナリオを作成できる状況を作ることが好ましい。 
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図1．桜島火山の噴火シナリオを考える上での基本的な考え方 

（東京大学地震研究所［課題番号：1807］） 

 

 

 

図2．桜島火山大正噴火以降の噴火活動推移（東京大学地震研究所［課題番号：1807］） 
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図3．桜島火山1993 年以降の火山活動推移と2011 年以降の予測 

（東京大学地震研究所［課題番号：1807］） 

 

 

 

図4. 桜島火山の噴火シナリオ．極大噴火と大規模噴火の切り分けの考え方 

（東京大学地震研究所［課題番号：1807］） 
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図 5. 霧島火山群新燃岳の噴火シナリオ第 1 版（2011 年 1 月 27 日作成．2 月 2 日改訂）． 

1716－17 年噴火に関する地質学的研究を重視したもの．（東京大学地震研究所［課題

番号：1808］） 

 

図 6. 霧島火山群新燃岳の噴火シナリオ第 2 版（2011 年 2 月 14 日作成） 

（東京大学地震研究所［課題番号：1808］） 
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１（３）地震・火山現象に関するデータベースの構築 

 

「地震・火山現象に関するデータベースの構築」計画推進部会長 大見士朗 

（京都大学防災研究所） 

 

平成 21 年度から始まった「地震予知・火山噴火予知計画」では、地震現象や火山現象に関

する予測のために必要な基礎データベースを構築するとともに，それらに関する情報の統合

化を図り，「地震・火山現象に関する統合データベース」として体系化することを目指して

いる。 

 

ア．地震・火山現象の基礎データベース 

（地殻変動観測に関する基礎データベース） 

 ひずみ計や傾斜計などは，数週間以内の周期帯においてはGPS よりも高感度なセンサーで

あり，地震発生に至るプレスリップやスロースリップの検出において大きな役割を果たすも

のと期待される．また，その特性は，広帯域地震計でも計測が困難な津波地震や連動型地も

観測できるという長所がある．このような特徴を持つデータであるにもかかわらず、地震計

データに比べると、ひずみ計・傾斜計データの流通・一元化は格段に遅れており、これを実

現することが喫緊の課題であった。北海道大学を中心とするグループは、これに取り組み、

平成２１年度に接続・流通を開始した、九州大学・名古屋大学・東北大学・北海道大学・地

震予知総合研究振興会東濃地震科学研究所、国立天文台水沢VERA 観測所江刺地球潮汐観測施

設，東京大学地震研究所の７機関に加え、今年度新たに、京都大学防災研究所・鹿児島大学・

北海道立総合研究機構地質研究所の3機関のデータの流通を開始した。その結果、現在、合計

７４観測点，５０６チャンネルのデータを試験流通させるに至っている。流通しているデー

タは，ひずみ・傾斜のほか，重力計・水位計・気圧計など多項目にわたっている。また、平

成23年1月26日から始まった霧島新燃岳の噴火に際して、機動的地殻変動観測システムの運用

の実験も行い、現地に設置した臨時の地殻変動観測システムのデータを含め、リアルタイム

で伝送、各機関で参照可能にすることにより、火山活動のモニタリングに非常に有効である

ことが確かめられた（北海道大学[課題番号:1001]）。 

 また、国土地理院においては、前計画に引き続き、GPS観測データや潮位観測データの整備

や更新が行われている（国土地理院[課題番号:6009]）。 

 

（地震観測に関する基礎データベース） 

防災科学技術研究所では、高感度地震観測網，広帯域地震観測網，強震地震観測網による

波形データを統合し，日本周辺で発生した地震に対する統合地震波形データベースの構築が

行われている．統合地震波形データベースは，観測記録データベースのみならず，基礎解析

データベースや日本列島構造モデルを利用した地震動計算によるシミュレーション記録デー

タベース等の情報の統合化を指向した作業が行われている。今年度は、巨大遠地地震の波形

記録を周波数領域においてアレイ解析することで表面波の位相速度を測定し、S波速度構造の

改定を行う等の研究を進めた（防災科学技術研究所[課題番号:3007]）．また、気象庁におい

ては、全国の地震カタログ作成（気象庁：[課題番号:7015]）も着実に行われているほか、過
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去の地震のデータベースを改良するための作業も並行して行われており、今年度は1972年の

地震を対象にデータの改訂が試みられた（気象庁[課題番号:7016]）。 

 

（火山に関する基礎データベース） 

気象庁では活火山データ整備（気象庁[課題番号:7016,7018]）として、全国の活火山の過

去の活動についての文献・資料等の再調査や、再編成された観測網等の取りまとめを行って

いる。その内容は火山の資料全般から、週間火山概況、火山活動解説資料等の多岐におよび、

火山に関する統合データベースを目指していることがうかがえる。とくに、今年度は、火山

噴火予知連絡会火山観測体制等に関する検討会において、日本活火山総覧改訂の基礎資料と

なる「４７火山の観測体制に関する検討結果のとりまとめ」が作成されたほか、42 火山の47 

カ所で採取したボーリングコアを火山噴火予知連絡会コア解析グループにおいて解析した結

果を取りまとめ、その報告書が刊行された。また、国土地理院では、火山基本図や火山土地

条件図整備などが行われており、今年度は御嶽山の火山土地条件図の数値データの作成のほ

か、栗駒山の火山土地条件調査を実施するとともに、栗駒山の火山基本図の数値データの作

成が行われた（国土地理院[課題番号:6010]）。 

 

（地球電磁気観測に関する基礎データベース） 

気象庁地磁気観測所では、数少ない地球電磁気観測関連のデータベースのひとつである、

地磁気永年変化のデータベースの整備・構築を行っており、柿岡・女満別・鹿屋・父島の地

磁気 4 成分連続観測データを統一的な形式に整理し、地磁気永年変化データベースに登録す

る作業が続けられている（気象庁[課題番号:7017]）。 

 

イ．地震・火山現象に関する情報の統合化 

構築したデータベースに基づく情報の統合化に関しても、模索が始まっている。 

防災科学技術研究所は、同機関が長年にわたって蓄積してきた基礎データベースから得ら

れた研究成果をもとに、地震波速度・減衰・熱・温度・地質等の総合データベースの構築を

試みている。今年度は、北海道・東北・関東における温度構造データの収集が行われた （防

災科学技術研究所[課題番号:3008]）。 

産業技術総合研究所においても、これまでに活断層関係をはじめとする複数の基礎データ

ベースが構築されてきたが、それらの中の、地殻応力場データベース，活断層データベース，

活火山データベース，火山衛星画像データベースなどを統合して、地震や火山活動に関係す

る地質情報データベースとして統合する試みがなされている。 火山衛星画像データベース

に関しては、本年度、仮サーバから本サーバへの移転が終了し、正式運用が開始された （産

業技術総合研究所[課題番号:5004]）。これに加え、将来噴火の可能性の高い活動的な火山を

数火山選び、火山地質図の整備や、噴火シナリオの作成・高度化等の作業を行っている。今

年度は、噴火履歴調査と火山地質図整備のため、諏訪瀬、九重、蔵王等の火山での野外調査

が行われたほか、伊豆大島でのボーリング調査が行われた（産業技術総合研究所[課題番

号:5005]）。国土地理院では、前計画に引き続き、都市圏における活断層図の整備が行われ

ており、今年度は富良野断層帯及び長井盆地西縁断層帯の２断層帯における活断層図整備が

行われた （国土地理院[課題番号:6012]）。 
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 名古屋大学は、「日本列島地殻活動総合相関評価システムの研究」を進め、地殻内部の構

造や現象に関する情報を集積し、統一フォーマットでのデータベース化と可視化を試みてい

る。平成22年度は、地殻の弾性的な厚さ分布、重力異常分布、地震発生の上限・下限、GPS に

よって得られるひずみ速度分布、地震活動度分布、活断層分布、地温勾配、地磁気データ等

を同様の仕様で可視化した。また、これらのデータを用いた地殻活動モニタリングのための

最適ルールを見出すため、日本列島内陸地域を対象にして、データベース化した地殻変動指

標（面積ひずみ速度・最大せん断ひずみ速度）と地震活動指標（地震エネルギー・地震数）

との間に成り立つ時間空間関係を統計指標で表現して分類した。その結果、地殻変動指標が

減少している時期にM6 以上の内陸地震が発生しやすい等の結果が得られた（名古屋大学[課

題番号:1703]）。 

 京都大学防災研究所では、「日本列島の地殻構造データベースのプロトタイプの構築」を

進め、地殻活動シミュレーション、強震動予測シミュレーション、南海トラフや西南日本内

陸等を初めとする各地を対象としたシミュレーション等に資するため、既往の研究成果の数

値化を行い、日本列島地殻構造データベースとして集約することを試みている。今年度は、

データの生産者であるデータベース部会担当者とその利用者であるシミュレーション部会担

当者の合同のワークショップを行い、問題点の洗い出しをおこなった。その結果として、「日

本列島下の地震波速度不連続面形状標準モデル」を作成していくことが提案され、これに基

づき、西南日本の地殻構造の既往研究のうち、モホ面・コンラッド面の研究成果と、フィリ

ピン海プレートの研究成果を組み合わせて数値化する試みがなされた （京都大学防災研究所

[課題番号:1804]）。 

 

課題と展望 

地殻活動予測シミュレーションモデルの開発のためには、その基礎となるデータが必須で

あることは論を待たない。これまでの地震予知研究計画（地震予知のための新たな観測研究

計画、以下、「前計画」という）においても、この立場から、種々の機関において基礎デー

タの蓄積およびそのデータベース化にかかる研究が着実に推進されてきた。しかしながら、

個別データベースの構築の実績が著しいことに比較すると、相互のデータベースを有機的に

統合して活用するという作業の努力が若干欠落していたため、これらの情報を体系化して地

殻活動予測シミュレーションモデルの構築に資するという最終目標に至ることが難しかった。

これが前計画における反省点であった。この反省に鑑み、平成 21 年度から始まった「地震予

知・火山噴火予知計画」では、地震現象や火山現象に関する予測のために必要な基礎データ

ベースを構築するとともに，それらに関する情報の統合化を図り，「地震・火山現象に関す

る統合データベース」として体系化することを目指すことになっている。 

本計画の最初の2年間の成果をみると、まず、前計画に引き続き、地震観測・地殻変動観測

等の基礎データの蓄積とデータベース化が着実に行われていることは心強いことである。 

また、本計画により、初めて、大学関係のひずみ計・傾斜計データの流通と一元化が図ら

れ、平成23年の新燃岳噴火等に際して、その有用性が確認されたことは意義が深い。ただし、

Hi-net等の大学以外の微小地震基盤観測網の充実により、大学の微小地震観測網が縮小傾向

にある状況で、地殻変動観測網の維持を各大学等がどのように位置づけるか等、今後の長期

の安定運用に関しての解決すべき課題が残されているものと考える。 



83 
 

さらに、本計画の柱ともいうべき、データの統合化に関しては、新しい概念でもあること

から、各機関でこれの指向するところを模索している動きがみえる。それらの中から、基礎

データから導かれた研究成果をデータベース化する試みや、機関横断型のポータルサイト構

築等の試みが現れていることは興味ある成果である。 

しかしながら、本部会の最終的な目標である地殻活動予測シミュレーションモデルの構築

に資するための体系化されたデータベースの構築に関しては、いまだに模索の状態が続いて

いるように見える。ひとつの理由は、現在は、データベース課題担当者がイニシアティブを

とる形で、シミュレーションに資するデータベースの構築を担当することになっているが、

データベース課題担当者は、必ずしも、シミュレーション課題の現状に精通していないこと

が挙げられる。これに加え、データベース構築そのものは、研究の本質を担うものでなく、

後方支援を担当するものであることから、昨今の短兵急に成果を求められる研究者には馴染

みにくいことも挙げられる。 

このような点に鑑み、次期計画での本項に関しては、以下のような検討を求めるものであ

る。すなわち、シミュレーションに資するデータベースの構築は、むしろ、シミュレーショ

ン課題の一部として位置付けるべきことを検討すべきと考える。シミュレーションを実行す

るには、データベース課題の有無にかかわらず、モデルとなる構造が必要であり、構造モデ

ルは研究に必須の産物として生成されるはずである。シミュレーション課題の各担当者に、

そのモデルをデータベースとしてフィードバックしていただけるようなシステムを採用する

ことにより、効率的にシミュレーション研究用のデータベース構築に資することができるの

ではないかと推察するものである。 
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２（１）日本列島及び周辺域の長期・広域の地震・火山現象 

 

「日本列島及び周辺域の長期・広域の地震・火山現象」計画推進部会長 松澤 暢 

（東北大学大学院理学研究科） 

 

 地震・火山現象に関する予測システムを構築するためには、まず何よりも全体の枠組みを

明確にしなければならない。日本列島で地震や火山噴火が発生するのは、日本列島がプレー

ト沈み込み帯に位置しているためであるが、プレート沈み込みによって地震・火山噴火が生

じる機構は完全には解明されていない。その基本的な仕組みを解明し、長期的に見たときに

日本列島はどのような場にあるのかを明らかにすることが、本研究計画の目標である。 

 具体的には、日本列島及びその周辺域で、長期的なプレート運動とそれに伴う応力場を明

らかにし、上部マントルにおける水の供給・輸送過程とマグマの生成・上昇機構を明らかに

して、これらの流体と地震発生との関係を解明することが重要である。このためには、マグ

マ等の地殻流体の分布を含む広域の地殻・上部マントル構造を明らかにし、また、地震活動

と火山活動の相互作用に関する研究を推進する必要がある。さらに、地震現象の予測精度向

上に不可欠な地震発生サイクルに関する理解を深めるために、アスペリティやセグメントの

破壊様式についての過去の活動履歴を明らかにすると同時に、長期的な内陸の地殻歪の時空

間分布を解明する必要がある。 

 このような観点から、本研究計画においては、下記の５項目について観測研究が実施され

ている。 

ア．列島及び周辺域のプレート運動、広域応力場 

イ．上部マントルのマグマの発生場 

ウ．広域の地殻構造と地殻流体の分布 

エ．地震活動と火山活動の相互作用 

オ．地震発生サイクルと長期地殻ひずみ 

 以下では、これらの項目順に従って、平成 22 年度の成果の概略について述べる。 

 
ア．列島及び周辺域のプレート運動、広域応力場 

 本研究項目では、VLBI（国土地理院［課題番号：6013］）、SLR（海上保安庁［課題番号：8005］）、

GPS（北海道大学［課題番号：1002］；東京大学地震研究所［課題番号：1410］）といった宇宙

技術を用いた広域のプレート運動の実測と、地震のメカニズム解を用いた広域の応力場（高

知大学［課題番号：2102］、九州大学［課題番号：2201］）についての観測研究を実施した。 

 VLBI 国内観測をほぼ毎月１回、国際観測を毎週１回の割合で実施し、得られたデータを解

析することで日本列島及び周辺地域のプレート運動の速さと方向を求めた。その結果を図 1

に示す（国土地理院［課題番号：6013］）。  

 モンゴルでの GPS 観測を前年度に引き続き実施し、さらにキャンペーン観測も実施し、周

囲の GPS 観測データも取り込んで統合変位速度ベクトル場を推定することにより、アムール

プレートのオイラーベクトルを推定した。ユーラシアプレートに対するアムールプレートの

オイラー極を推定したところ、Kreemer et al.（2003）に近い値である（60.945±0.683N，

-103.617±1.667E，0.282±0.002deg/Myr）という結果が得られた（東京大学地震研究所［課
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題番号：1410］）。  

 また、ロシア沿海州において GPS 観測を実施し、これまでのデータを統合解析し現時点で

最良の東北アジア地域の速度場を求めた（北海道大学［課題番号：1002］；Shestakov et al, 

2010）。これによると、アムールプレートの運動は当初予想よりもかなり小さいことが示唆さ

れ、シホテリアン断層帯ではほとんどひずみの蓄積が見られないことが明らかになった（図

2）。しかしながら、サハリンや北海道北部と沿海州の間には明瞭な収束運動が見られており、

アムールプレート運動以外の要因を考える必要がある。展開している広帯域地震観測網のデ

ータを用いて推定した上部マントル構造の検討を行ったところ、日本海東縁部から北海道北

部にかけての地震の帯の最上部マントルで特に低速度異常が強いことが明らかになった。こ

の知見は、日本海東縁部にひずみが集中する機構を考える上で重要な情報である（北海道大

学［課題番号：1002］）。 

  一方、応力に関しては、四国から九州にかけて、地震のメカニズム解を用いて広域の応力

場の推定を行った。四国地方西部（高知大学［課題番号：2101，2012］）から九州地方にかけ

ての広い領域で南北張力の正断層型の応力場になっている可能性が高く、これを詳細に調べ

るために、応力場モデル化の手法を開発した（九州大学［課題番号：2201］）。図 3 に示して

いるのは空間的に分布させたグリットポイントの位置図（左）および推定された広域応力場

と各グリッドポイントにおけるモーメントテンソルである。グリッドポイントは火山および

断層、別府島原地溝に分布させて、2 次元問題として解いており、その結果、別府島原地溝

帯東部においては大きなせん断応力変化を起こすモーメントテンソルが得られた。これはこ

の領域が非弾性的に変形している状態を反映していると考えられる。国土地理院が展開する

GEONET 観測点の F3 座標解を使って九州地域の歪変化を求めた結果でも、別府-島原地溝帯を

含む九州中部で南北伸長が卓越するという従来の知見に加え、別府湾から阿蘇カルデラにか

けて最大せん断歪が大きい領域が存在することが明らかになった（九州大学［課題番号：

2201］）。 

 

イ．上部マントルとマグマの発生場 

 日本列島下の構造はこれまで詳細に推定されてきたが、日本列島のデータのみを用いてい

ると日本列島下の構造はよくわからず、グローバルなデータを用いた場合には全体的に分解

能が上がらないという問題があった。本年度、大量の近地・遠地地震データを用いて日本列

島下の深さ 700 km までの 3 次元 P 波速度構造を推定した結果、西南日本下のフィリピン海ス

ラブは深さ 300-500 km まで沈み込んでいることが明瞭にイメージングされ、また、東北地方

のマントル上昇流は日本海下の深部でも存在することが明らかになった（図 4；東北大学［課

題番号：1203］；簗田，2010）。このような背弧側深部から火山フロント直下へのマグマの供

給の様子は、地震波速度のみならず電気比抵抗構造からも北海道（東京大学地震研究所［課

題番号：1411］）や、九州（京都大学防災研究所［課題番号：1805］）でも明らかになってき

ており、また、長期地震観測データの解析から伊豆弧下火山フロント直下 50-100 km の深さ

では北部と南部に低速度域が存在し、そこでは地震波の散乱強度も高いことが明らかになっ

た（海洋研究開発機構［課題番号：4002］；Obana et al., 2010; Takahashi et al., 2011）。

今後、地震波速度構造や地震波散乱構造と電気比抵抗の分布を相互に比較することにより、

マグマの発生場の解明が進むものと期待される。 
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 また、日本海溝から日本海東縁までの P 波速度異方性トモグラフィーを推定した結果、速

い P 波速度方向はマントルウェッジでは東西あるいは北東-南西であり、太平洋スラブの中は

ほぼ南北方向であることがわかった (東北大学［課題番号：1203］；Huang et al, 2010; Wang 

and Zhao, 2010)。さらに、深さの異なる地震（地殻内地震、深部低周波地震、スラブ内地震）

の波形を用いて、S 波スプリッティング解析を行い、深さ方向の異方性構造の分離に成功し

た。その結果、南北の異方性があると考えられてきた前弧側のマントルウェッジでは、異方

性が非常に弱いことが明らかになった（図 5；東北大学［課題番号：1203］；Huang et al., 2011)。

その他の領域の結果は、P 波方位異方性の結果と非常に調和的である。 

 第四紀火山岩の研究については、北海道や西南日本の試料について同位体分析を行い、よ

り明確にスラブ由来流体の組成と分布が明らかになりつつある（東京工業大学［課題番号：

1603］；中村・岩森，2010）。また、海洋玄武岩の同位体を独立成分分析法で統計解析した結

果、二つの独立成分が検出され、これらはそれぞれ溶融と水溶液の関与する元素分別作用に

対応すると推定される（東京工業大学［課題番号：1603］；Iwamori et al., 2010)。 

 

ウ．広域の地殻構造と地殻流体の分布 

 短波長の不均質構造を理解するうえで、散乱波の解析は極めて重要である。強い不均質場

におけるモード変換・P/S エネルギー分配の遷移過程を差分法によりモデル化し、多重等方

散乱の輻射伝達理論解との比較を行った結果、浅間火山における強い短波長不均質によって

震源からの P 波エネルギーが S 波エネルギーに変換され多重散乱していることが明らかにな

った（図 6；Yamamoto and Sato, 2010）。さらに、桜島人工地震探査において捉えられたエ

ネルギー分配の時間変化も平均自由行程約 1km の短波長不均質による P-S 変換で定量的に

解釈可能であることを明らかにした（東北大学［課題番号：1204］）。また、北部伊豆小笠原

弧において、地下の速度ゆらぎの空間分布を解明した結果、火山フロントの第四紀火山群下

では、スペクトルの勾配が緩やかで短波長の速度ゆらぎが大きく、古い島弧が存在すると考

えられている火山フロント前弧側の Frontal Arc High 付近で比較的長波長の速度ゆらぎが大

きいことがわかった（図 7；東北大学［課題番号：1204］；海洋研究開発機構［課題番号：4002］；

Takahashi et al., 2011）。 

 一方、トモグラフィーにより日本列島の３次元構造を推定し、それに基づき震源を再決定

することによって地震発生層の下限の深さ（D90）を詳細に求めた結果を図 8 に示す（東北大

学［課題番号：1204］；Omuralieva, 2010）。四国の中央構造線に沿って下限が浅くなってい

るのは、スラブの脱水に伴って水が浅部に供給されたためと考えられ、実際、水と関係する

と考えられている低周波地震の分布と下限が浅い領域はよく対応している。それ以外につい

ては、この下限の深さは東北日本の太平洋沿岸や関東で深く、火山地域で浅いという特徴が

あり、前者は太平洋プレートの沈み込みに伴って地殻が冷やされたために深くなり、逆に後

者は火山活動によって地殻が熱せられているために浅くなったと考えれば説明可能であり、

実際、Tanaka et al. (2004) が求めた地殻熱流量と良い対応がある。  

 この図で北海道日高山脈の西では、プレート等深線から期待されるよりもさらに下限が深

くなっているように見え、そこでは地殻熱流量も低いように見える。この北海道の温度分布

について、既存の温度検層データと Hi-net 坑井の検層データから求めた地殻熱流量から推定

した結果を図 9 に示す（防災科学技術研究所［課題番号：3009］）。日高山脈の南西側には深
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さ 30km における推定温度が約 200℃程度と極めて低温な領域があることが明確となり、この

付近で地震発生層の下限が深くなるのは基本的に温度場が効いていることがわかった。この

異常に温度が低い領域は、太平洋スラブ直上に地殻物質が厚く分布している領域（東北大学

［課題番号：1208］；Kita et al., 2010；「地震準備過程」の図 20 参照）と一致しており、

この異常構造が温度分布を規定し、この温度分布が地震活動を規定していることが明らかに

なった。 

 同様の地殻熱流量の解析を東北地方でも行った結果、大局的には火山フロントおよびホッ

トフィンガーに沿って高温域が分布するのに対して、前弧側には有意に低温の領域が分布す

ることが分かった（防災科学技術研究所［課題番号：3009］）。この高温の領域では地殻の強

度が低下し、図 8 で示したように地震発生層の厚さが薄くなって、大きな地震は起こしにく

いと考えられる。実際、1885-2008 年の期間に発生した 164 個の地殻内地震（M5.7-8.0）と、

地殻・マントル最上部内の地震波低速度異常域との関係を詳細に調べたところ、大きな地震

はこの低速度異常域の内部では発生せず、それを縁取るように分布していることが明らかに

なった（東北大学［課題番号：1204］；Zhao et al., 2010）。 

 さらに詳細に速度構造と地震発生の関係を調べるために、1995-2008 年に日本列島で発生

した地殻内大地震の発生域における 3 次元地震波速度構造を詳細に検討したところ、いずれ

の大地震においても本震の震源域の下の地殻とマントル最上部において明瞭な地震波低速

度・高ポアッソン比が存在することが明らかになった（東北大学［課題番号：1204］；Zhao et 

al., 2010）。このことは、地震発生層の厚い領域の下で局所的に流体の存在によって地殻の

強度が低下することによって応力が集中して大地震発生に至ることを示唆している。 

 このような地下の流体については電気比抵抗が敏感であるため、北海道（東京大学地震研

究所［課題番号：1411］）、宮城県の蔵王・長町利府断層近傍（東京工業大学［課題番号：1601］）、

和歌山地域（東京大学地震研究所［課題番号：1412］）、鳥取-島根県境付近（鳥取大学［課題

番号：2001］）、九州（京都大学防災研究所［課題番号：1805］）等、様々な地域で電気比抵抗

の分布が精力的に調べられている。このうち秋田県南部では、測線西部（日本海側）の地下

5km より浅い部分は低比抵抗を示し、上部地殻中部に相当する地下 10km 前後で低比抵抗、下

部地殻が高比抵抗、最上部マントルが低比抵抗といった特徴が見られる（図 10；秋田大［課

題番号：1301」）。地震活動はこの上部地殻中部の低比抵抗域の上または下で生じ、低比抵抗

域の中心では地震は発生していない。同様の特徴は和歌山地域（東京大学地震研究所［課題

番号：1412］；Kato et al., 2010a）や鳥取県や島根県東部（鳥取大学［課題番号：2001］）

でも見られる。 

 このような地殻流体と地震発生の関係をさらに詳細に調べるために、長野県西部地域にお

いて、応力場の空間的な不均質性を高分解能でマッピングした（京都大学防災研究所［課題

番号：1806］）。大局的な傾向としては、応力比 ( ) ( )3121 σσσσ −−=R  は北部で小さく南部で

大きい。また、Yukutake et al.（2010）が指摘したように、北部を中心に逆断層型の応力場

が卓越するが、震源断層沿いにおいては横ずれ型の応力場が見られ、そこで応力比が大きく

なっている。より詳しく見ると、ところどころに応力比の小さな異常点があり、その点にお

いては、最大圧縮応力軸が水平から外れたり、その方位が周囲と大きく異なっていたりする

傾向がある。R<0.4 でかつ最大圧縮応力軸の傾斜が 20 度より大きいものについて、周囲の地
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震波速度構造（平成 21 年度報告書参照）との関係を調べてみた。昨年度の研究により、大規

模な低速度域においては地震活動が低く、非弾性的な変形が起こっていると推定されるのに

対して、地震は高速度域内の局所的な低速度域の近傍で発生する傾向にある。応力場の異常

点は、低速度異常域の端付近で地震活動が少し存在するところに対応していることから、図

11 に模式的に示すような可能性が考えられる。低速度異常域の中央部では水が豊富に存在し、

水の効果により、色々な向きを持った多数の小さな断層面で非地震性すべりが起こり、領域

全体として非弾性変形が進行する。大局的な応力場は逆断層型であるので、これは水平方向

には短縮し上下方向に伸びる変形であり、そのため、水平に隣接する領域では水平面内応力

が緩和、鉛直に隣接する領域では水平面内応力が増加すると考えられる。一方、低速度異常

域の端付近では、異常域の中央部に比べて水の量が少ないので、非地震性すべりは限られた

ところでしか発生しない。断層の一部で発生した非地震性すべりはその延長にある固着した

部分に応力集中を起こし、そこで小さな地震が発生する。これらの地震を発生する応力場は、

異常域中央部の応力緩和により、応力比の小さなものとなっていると考えられる。 

 和歌山地域においても、地殻流体と地震の関係を解明するための観測研究が続けられてい

る（東京大学地震研究所［課題番号：1412］）。平成 22 年度は、和歌山地域を横断する長さ約

90km の南北測線上に、計 86 点からなる稠密地震計アレイを 11 月下旬に展開した。このデー

タ解析はこれからであるが、先行研究として実施された和歌山地域における 2006 年小規模・

稠密地震観測データの統合解析が完了し（Kato et al., 2010a）、その結果によれば、非火山

性群発地震の多くは、ポアッソン比が 1.66 と低い領域で発生しており、また群発地震の直下

には、貫入岩を示唆する顕著な高速度体が存在している（図 12c）。このため、貫入岩が引き

起こす熱水循環による流体圧の変化が、広域応力場に調和的な断層面を滑らせることで、非

火山性地震が誘発されるというモデルを提案した。平成 21 年度に実施した比抵抗構造探査か

ら得られた比抵抗分布（図 12b）も、このような流体の存在を示唆している。 

 さらに、2008 年に東海地域で実施した稠密地震アレイ観測のデータ解析が完了し、沈みみ

込むフィリピン海プレートの海洋性地殻内や上盤内の流体分布の推定に成功した（東京大学

地震研究所［課題番号：1412］）；Kato et al., 2010b）。長期的ゆっくり滑りによるモーメン

ト解放量の最も大きな領域は、海洋性地殻内に顕著な低速度・高ポアッソン比の異常域と一

致する（図 13）。この異常域の弾性波速度は、通常の海洋性地殻の速度に比べて有意に低く、

高圧流体、もしくは大量の流体の存在が示唆される。長期的ゆっくり滑りの多くは、前弧側

の上盤プレートと沈み込む海洋性地殻が接する境界で発生する。一方、低周波地震・微動は、

蛇紋岩化したマントルウェッジと海洋性地殻が接する境界で発生する。このように、長期的

ゆっくり滑りと低周波地震・微動の発生域は、同じプレート境界面上に位置するものの、上

盤物質の構成岩石種が大きく異なることが明らかとなった。  

 このフィリピン海プレートは紀伊水道周辺でその沈み込み方向が急変することが知られて

おり、紀伊水道下でスラブが不連続となるようなモデル（Ide et al., 2010) を許容できる

かどうかをレシーバ関数解析から検討した（防災科学技術研究所［課題番号：3009］）。その

結果、従来のモデルにおいて大陸モホ面に分類した変換面の一部を海洋モホ面であると解釈

することにより、新たなスラブ内海洋モホ面形状が提案可能であることが明らかになった（図

14）。一方、兵庫県南部周辺では、海洋モホ面深度に相当する明瞭な変換波は確認出来なかっ

た。このことは、当該地域付近でスラブ断裂、スラブウィンドウの存在、あるいはスラブ傾
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斜の急変等の周辺域と大きく異なる構造的特徴を有していることを意味する。 

 また、房総半島沖ではフィリピン海プレートの火山性砕屑物・火山岩層（VCR 層）が上盤

側プレートに底付けされていることが明らかになっている（Kimura et al., 2010)。この VCR

層を詳しく調べるために、房総半島下で発生する地震の中感度地震観測網（MeSO-net）によ

る記録波形を解析した結果、プレート上面の地震ではＰ波とＳ波の間に１つ（x1）、これより

深い地震で２つの明瞭な位相（x2, x1）が上下動成分の記録に見られることが分かった（図

15）。前者は堆積層基盤（x1）、後者は堆積層基盤（x1）およびプレート境界からのＳＰ変換

波（x2）として説明可能である。さらに、よく見ると x2 は２つのパルスを含み（x2, x2’）、

火山性砕屑物・火山岩層の上面と下面での変換波にそれぞれ対応すると考えられる。変換波

走時の予備的な解析の結果、火山性砕屑物・火山岩層下面からのＳＰ変換波とみられる位相

の走時を説明するには、西に傾斜する変換面が適当であることが明らかとなった。 

 
エ．地震活動と火山活動の相互作用 

 地震活動と火山活動の相互作用を理解するためには、地震と火山の両方の活動が活発な地

域で観測研究を行う必要がある。このような観点から、この相互作用の研究については、主

としてフィリピン海プレート北端部と九州周辺フィールドとして実施されている。 

 2009 年に実施した伊豆大島及び周辺海域の構造探査実験の解析を進め、現在のところ図 16

のような構造が得られている（東京大学地震研究所［課題番号：1413］）。火山の基盤を形成

している第 4 層の地震波速度は 5.8-6.2km/s と推定され、伊豆大島の西南西側に基盤の張り

出しが顕著に見え、一方、島の東北東側では急激に深くなる。2004 年以降、伊豆大島ではマ

グマ貫入によるとみられる間欠的山体膨張が３回観測されており、この時期にカルデラ内と

周辺部で地震活動が高まる。しかしながら、地震活動のパターンが異なっており、カルデラ

内の活動は漸増漸減するのに対し、周辺部の活動はバースト的である。このときの圧力源の

位置は第 4 層内で深さ 5～7km に位置しており、周辺部の地震活動はこの圧力源の西南西の第

4層内で生じているのに対して、カルデラ内地震は圧力源直上の第 3層以浅で発生している。

このことは、第 4 層の非対称な形状も含めて、地震発生が地下構造によって規定されている

ことを強く示唆する。つまり、第 3 層以浅が基盤層（第 4 層）に比べて破壊強度が低いと考

えると、カルデラ内地震は(1) バースト的な活動をせず、(2) 周辺部の地震活動度の高まり

に先行して、山体膨張に同期して発生する、という地震活動パターンを説明できる。カルデ

ラ直下の基盤層内で地震が発生しないのは、マグマ貫入により高温域が広がっているためと

考えられる。 

 伊豆半島東方沖で発生する群発地震については、これまでの系統的な解析により、マグマ

の貫入した先端で地震が発生しており、マグマの貫入量と群発地震の活動度が比例すること

が明らかにされていた。この様な火山噴火予知研究で得た成果に基づき、地震調査本部で「伊

豆東部の地震活動の予測手法」を取りまとめ、気象庁では「地震活動予測情報」を発表する

準備をしている。これは、伊豆東部での地震活動と火山活動の相互作用についての理解が進

み、火山噴火予知研究の成果が群発地震活動の予測に応用されたことを示している。更に、

静岡県危機管理部では、伊豆東部火山群噴火警戒レベル導入に際して、地域防災計画を策定

しているが、その中でこれまでの研究成果を取り入れて、伊豆火山群の噴火シナリオ（噴火

事象系統樹；図 17a）を作成し、行政機関に提供した。この打ち合わせの中で、噴火シナリ
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オの考え方が浸透していない現状では、群発地震発生時に想定される今後の火山活動の発生

頻度の目安を示す図 17b の方が実用的であるとの示唆に富んだ指摘も得られ、今後、地震と

火山の相互作用の研究を進めることにより、この確率評価がさらに信頼度の高いものになり、

また行政担当者との意見交換により、防災に一層役立てやすい情報発信ができるようになる

と期待される（東京大学地震研究所［課題番号：1413］）。 

 また現在、地下水の回復が著しい三宅島でハイブリッド重力測定を実施した（東京大学地

震研究所［課題番号：1413］）。このような地下水の回復現象は終息期の火山活動を理解する

上で重要である。測定の結果、2006 年～2010 年の 4 年間の間に、火口を中心として 20～40

マイクロガルに及ぶ同心円状の重力増加を見出した。この変動は海水準付近の地下水層の回

復としてモデル化でき、SO2放出量の漸減とも整合した結果が得られた。 

 東海地震と連動した富士山の噴火可能性評価のため、東海地震によるフィリピン海プレー

トの運動に伴う富士山地下周辺の静的応力変化を定量的に評価する有限要素法コードの開発

も進めた（防災科学技術研究所［課題番号：3010］）。これをもとに、フィリピン海プレート

の運動に伴う富士山のマグマ溜りにかかる応力変化・分布を求め、また、火道内における気

液二相マグマの上昇過程の数値的・解析的研究を実施した。特に非爆発的噴火から爆発的噴

火への遷移過程を再現する時間発展モデルを開発し、地球物理学的観測データとの比較が可

能な、火道内圧力変動プロセスなどの数値シミュレーションに成功した。また、間欠泉のア

ナログ実験、および過冷却炭酸水の振動→発泡実験を行い、数値シミュレーションの基礎と

なるデータを取得した。 

 九州地域では、霧島(新燃岳)火山が 2011 年 1 月 26 日に噴火活動が活発になり、その北西

約 18km の伊佐観測点において、噴火活動の推移に対応した地殻変動が捉えられた（図 18；

京都大学防災研究所［課題番号：1805］）。このような九州中南部地域下における火山活動の

駆動力となるマグマの生成に関するモデルを構築するためには、フィリピン海プレートから

の脱水やマントルウェッジ内の流体の挙動を解明する必要がある。そのような観点から、稠

密アレイ観測を実施し、レシーバ関数解析から 3 次元速度構造を推定した（京都大学防災研

究所［課題番号：1805］）。 南九州ではフィリピン海スラブの傾斜と深さが大きいため、単純

な水平成層構造モデルではスラブの位置を正しくイメージングできない。そこで、傾斜層を

有する速度構造モデルに対して波面法を用いた波線追跡（de Kool et al., 2006）を行い、

傾斜境界に対してスネルの法則が成り立つような Ps 変換点にレシーバ関数の振幅を投影す

るように手法を改良した。具体的には図 19 に示すように、まず（a）水平成層構造を仮定し

てレシーバ関数をマッピングし、（b）ここで推定された海洋モホ面を組み込んだモデルでマ

ッピングをしなおし、（c）さらにこの作業をもう一度行った。図 19d は、稍深発地震の深さ

分布形状をもとに推定した海洋モホ面を組み込んだモデルを用いたイメージングの結果であ

る。図 19cと図 19dで共通してみられる特徴は、深発地震面が折れ曲がる深さ 90km以深では、

海洋モホ面に対応する赤いイメージがみられなくなるという点である。このことは、海洋地

殻が周辺部に比べて低速度ではないことを意味し、海洋地殻に含まれていた「水」が脱水作

用により解放されたことを示唆する。さらに、九州地域でのネットワーク MT 観測データの

再解析によって大規模比抵抗構造の推定を行った結果、上記の深発地震面が折れ曲がる個所

以西の深部から活動的火山の直下につながる低比抵抗領域が存在することがほぼ確認できた

（京都大学防災研究所［課題番号：1805］）。今後、これらの地震波速度構造と比抵抗構造を
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さらに詳細に解析することにより、九州におけるマグマ生成・供給過程の解明に繋がるもの

と期待される。 

 別府‐島原地溝帯の地殻構造についてもレシーバ関数解析を実施して、当該地域のモホ面

を推定した（九州大学［課題番号：2201］）。別府-島原地溝帯がリフトバレーであるとする研

究（多田，1993）では、この地溝帯がその西側に存在する沖縄トラフの延長であると推測さ

れているため、今年度は沖縄トラフに近い地溝帯西部の地殻構造を推定した。レシーバ関数

から遺伝的アルゴリズム(GA)インバージョンを用いて観測点直下の S 波速度構造を推定した

結果を図 20 に示す。この結果からは、昨年度の別府-島原地溝帯中部（阿蘇周辺）における

結果と同様、別府-島原地溝に対応するモホ面の上昇は見いだせず、この領域がリフトバレー

であるという証拠は得られなかった。しかし、解析領域の西端でモホ面がそれよりも浅くな

っており、沖縄トラフの拡大の影響が別府-島原地溝帯の西縁部にのみ及んでいる可能性を示

唆する。 

 また、姶良カルデラ周辺で 17 点の臨時地震観測点を設置し、2008 年桜島火山構造探査で

得られた P 波初動到達時刻データを加えて、姶良カルデラ周辺の 3 次元 P 波速度構造の解析

を行った（京都大学防災研究所［課題番号：1805］）。その結果、深さ 8km 断面の姶良カルデ

ラ中心部において低速度領域、その東側に高速度領域が見られた。この低速度領域は姶良カ

ルデラ下のマグマ溜りと考えられている位置と調和的である。また、姶良カルデラで発生す

る地震の多くは高速度領域内およびその周辺部で発生していることが明らかになった。 

  さらに、桜島火山を含む南九州地域の ALOS/PALSAR 画像の収集を継続し SAR 干渉解析を行

った（京都大学防災研究所［課題番号：1805］）。2007 年～2010 年の期間における干渉性のよ

い画像についてスタッキングと 2.5 次元解析を行い、準上下方向の地盤変動を計算したとこ

ろ、桜島北部で地盤隆起、桜島東部から南部にかけては地盤沈降が検出された。これらの変

動は、同期間に行われた水準測量結果ともよい一致が見られた。桜島北部の地盤隆起は、姶

良カルデラ地下のマグマ溜りにおける増圧を反映した変動を捉えたものと考えられる。 

 

オ．地震発生サイクルと長期地殻ひずみ 

 近代の地球物理観測でわかっている地震は最近 100 年程度にすぎず、それよりも長いサイ

クルの地震活動については地球物理学的研究では限界があり、地質学的情報が重要となる。

特に過去の津波堆積物の研究は重要であり、その津波を再現するうえで、地球物理学的研究

が有効となる。このように長期の地震発生過程においては、地質学と地球物理学の共同作業

が重要となる。 

 沈み込みに伴う山脈形成において、背弧域における地殻水平短縮が重要な役割を果たして

いることが最近の研究によって分かってきている。このような観点から昨年度に引き続き、

反射法地震探査から得られる地下の地質構造をもとに、東北日本弧の背弧域（羽越褶曲帯～

北部フォッサマグナ）における地殻変形過程を検討した。昨年度の研究により、当該地域に

は中新世の日本海拡大時において非対称リフトが形成され、その構造が鮮新世～現在に至る

この地域の変形様式を強く支配していることが分かった。鮮新世以降の圧縮変形を引き戻す

事によってこの非対称リフトの形状を復元した結果、この構造は羽越～北部フォッサマグナ

堆積盆西縁から盆地下へ西傾斜で延びるリストリック断層とその深部延長に存在すると推定

される水平な detachment 断層上でのすべりによって生じたと解釈された。屈折法地震探査
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のデータによれば東北日本背弧側では広範囲に下部地殻の薄化が起こっているので、上記 

detachment 断層を介して上部地殻と下部地殻とで全く異なる様式の変形が生じていると推

定される（東京工業大学［課題番号：1603］）。 

 このような長期地殻ひずみ蓄積過程を解明するためには、島弧スケールでの広域の地下構

造を明らかにする必要がある。このような観点から、奥羽山脈から太平洋側の活断層帯まで

の調査を行う一環として、会津盆地西縁の活断層帯において、高精度浅層反射法地震探査を

行った。共通反射点重合法による反射法解析の結果、会津盆地および同西縁断層帯の上盤側

に発達する非対称背斜構造の、往復走時 1.5-2.0 秒までのイメージが取得できた。会津盆地

の地下にはほぼ水平な高周波の連続的な反射面群が往復走時約 1.5 秒まで分布しており、盆

地を埋積する鮮新・更新統に対応するとみられる。一方、断層の上盤側では更新統に対比さ

れる反射面群が東側に傾斜している。両者の間に存在する西傾斜の向斜軸の地表延長は、完

新世段丘の分布位置におおよそ対応している。今後は、地下構造断面を作成し、地表地質・

ボーリングとの対比を行い、会津盆地西縁断層帯により形成された褶曲構造の詳細を明らか

にすると共に、断層関連褶曲の構造形態と地層の堆積年代から断層帯の長期的なひずみ速度

を明らかにする予定である（東京大学地震研究所［課題番号：1414］）。 

 地理空間情報活用推進基本法（2007 年）の制定以降、航空レーザー測量や空中写真測量に

よって得られた情報をもとにした詳細な数値標高モデル（DEM）が急速に整備・公開されるよ

うになった。国土地理院が整備している５m および２m メッシュのすべての数値標高モデルデ

ータを用いて、ステレオペア画像を作成し、地理情報システム（GIS）上で活断層地形判読を

行い、断層線を書き入れることで直ちに正確な地理情報データとして管理できるようにした。

都市の立地する平野では、市街化による土地改変や建物等の人工構造物が多いために、空中

写真による地形判読が困難な場合が多い。また、平野の地形は数千年前に形成されたものが

多いために断層変位の累積性に乏しく、変位地形を見いだすことは容易でない。そのため、

建物等を取り除いた地形のみの情報（DEM）から、空中写真以上に過高感が大きくなるステレ

オ画像を作成して、これまで見落とされてきた可能性のある活断層を探し出す試みを行った

結果、京都盆地、濃尾平野、富山平野、新潟平野などで、活断層による地形を新たに見いだ

すことができた（名古屋大学［課題番号：1704］）。 

 石狩低地東縁断層帯の変動地形学的知見は最近蓄積されつつあり、従来指摘されていた西

上がりの逆向き低断層崖が、主として海成段丘からなる地形面を西へ撓み下げ沖積面に没せ

させる東傾斜の低角断層のバックスラストであることが指摘されている（例えば池田・他編，

2002）。断層帯北部末端、岩見沢市周辺の断層変位地形に注目し、断層帯末端での地表形状と

ずれ量分布の詳細の解明を試みた結果、最北部、美唄川以南の山麓線付近（美唄駐屯地～専

修大学短大）の高位段丘面上に、北東～南西走向で延長４km の西向き・比高約３～５m の撓

曲崖を認定するなど新たな知見が得られた（名古屋大学［課題番号：1704］）。 

 横手盆地東縁断層帯は奥羽山脈西縁を限る東傾斜の逆断層であり、1896 年陸羽地震の際に

は、横手盆地東縁部北部において延長約 35 km に地震断層が現れた。池田・他編（2002）な

どの従来の研究においては、横手盆地東縁断層帯は角館から横手に至る約 60 km を活断層と

して認定してきたが、最近の研究では、横手盆地南部において、北北西－南南東走向の活断

層トレースが新たに見いだされている。この活断層の存在を地質学的に裏付け、その活動度

を確認するために、横手市赤川において、５本の群列ボーリングを実施した。地層は上位か
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ら I 層、II 層、III 層に大別され、年代は I 層が約 5,000 年前以降、II 層（扇状地面構成

層）は約 20,000 年前以降、III 層は３万数千年前より古い。III 層上面の高度は撓曲崖（No.3）

を挟んで東上がり約４m の高度差を示し、II 層上面では東上がり約１m である。このことか

ら、最近の数万年間に断層変位が累積していることが確認された（名古屋大学［課題番号：

1704］）。 

 都市域周辺にあたる群馬県太田市龍舞において撓曲崖を横切るトレンチ掘削調査を行った

結果、壁面からは、傾斜する地層とそれらをアバットする地層が認められた。断層面は確認

できなかったものの、地層の変形と傾斜不整合から西傾斜の低角な逆断層が想定される。最

新イベントは、緩く傾斜した腐植層（C 層）の堆積後、水平層（B 層）堆積以前であると考え

られ、現在、サンプルについて放射性炭素年代測定を依頼中である。また、C 層上面が当初

水平であったと考えると、最新活動において、少なくとも 1.4 m の垂直変位が生じたことが

明らかになった（名古屋大学［課題番号：1704］）。 

 1847 年善光寺地震を引き起こしたことで知られる長野盆地西縁断層帯では、最近４回の活

動時期が推定されており、平均的な活動間隔は 800～1000 年程度とされているが、1847 年に

先立つ地震のうち、２回前の活動は 2000～2150 cal BP に限定されているものの、１回前の

活動時期には約 500 年の推定年代幅がある。地震時変位量の繰り返し方や活動間隔の再現性

を厳密に検討するためには、この推定年代幅をより狭くする必要があるため、断層帯中部の

中野市草間において、ハンディジオスライサーとパーカッション式コアサンプラーを用いた

群列ボーリング調査を実施した。その結果、ジオスライサーのコアにおいて、１回前の活動

に対応する可能性が高い傾斜不整合を観察することができた。傾斜不整合の下位は腐植質砂

礫混じりシルト層であり、これを覆って腐植質シルト層・泥炭層が堆積している。現在、放

射性炭素年代測定を実施中であり、今後、最近３回程度の活動について、地震時変位量と活

動間隔を詳しく議論できる可能性がある（名古屋大学［課題番号：1704］）。 

 「糸魚川－静岡構造線断層帯における重点的な調査観測」においては、航測システムや

LiDAR 計測を導入し、活断層分布や変位量等に関する高密度・高精度の情報を網羅的に取得

するとともに、地形面編年等の現地調査を実施し、平均変位速度・地震時変位量を見積もっ

た。得られたデータセットは、地震規模やアスペリティの予測、地震発生の繰り返しパター

ンの検討を可能にするものである。今回、断層帯北部について、 Mo=μ･ D･L･ W、 Log 

Mo=1.5Mw+9.1 の関係式を用い、他の手法によるデータも参照しつつ地下構造を仮定して Mw

を試算した（図 21）。その結果、横ずれがないと仮定した場合（Case 1）には Mw は 7.46、最

大せん断応力の方向にすべると仮定した場合（Case 2）には Mw は 7.55、という結果が得ら

れた。気象庁マグニチュードに換算すると 8.2～8.3 となる。今後、平均変位速度分布と地震

時変位量分布、地表変位量と地下のすべり量の相関の程度を解明し、地下のすべり量分布や

破壊領域の予測精度をさらに向上させる必要がある（名古屋大学［課題番号：1704］）。 

 以上の変動地形学的研究は内陸の地震を理解するうえで重要であるが、海底下で発生する

地震については、過去の津波の解析が極めて重要である。 

 最近スラブ内地震であったとされている 1958 年択捉沖地震について津波波形解析を実施

した。1958 年択捉島沖地震により発生した津波は太平洋を伝播しハワイやグアムでも観測さ

れ、津波の最大波高は色丹島で 4-5 m であった。本研究では太平洋沿岸の検潮所で観測され

た 13 の津波波形を用いて、この地震がプレート境界型地震であるかスラブ内地震であるかの
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推定を試みた。破壊域は 3 日以内の余震分布より 150 km×80 km と仮定した。傾斜と断層の

深さを変化させたプレート境界型地震とスラブ内地震のモデルを用いて津波数値計算をおこ

なった結果、dip = 40゜、depth = 37.5 km とするスラブ内地震モデルから計算された津波

波形が観測波形をより良く説明することがわかった。剛性率を 6.5×1010 N/m2と仮定すると、

このモデルから求められる地震モーメントは 1.5×1021 Nm (Mw 8.1)となる（北海道大学［課

題番号：1002］）。 

 次に昨年度津波波形インバージョン解析による震源過程解析を実施した 1963 年ウルップ

島沖巨大地震（Mw 8.5, Mt 8.1）の最大余震（Mw 7.2, Mt 7.9）の津波波形解析を実施した。

この最大余震は本震の破壊域の南西側で発生したプレート境界型地震で、地震の規模のわり

に大きな津波を発生させた津波地震と言われている。津波の高さはウルップ島で 10～15 m、

択捉島で 7～8 m、津波の高さは大局的に本震の高さの約 0.4 倍であった。太平洋沿岸の 7 つ

の観測点における津波の観測波形と計算波形を比較し、インバージョンによりすべり量分布

を求めた結果、千島海溝付近の海溝よりのプレート境界で、最大すべりが推定された。剛性

率を 4×1010 N/m2 と仮定すると地震モーメントは 1.0×1021 Nm（Mw 7.9）と地震学的に求め

た値より大きくなるため、1963 年千島沖巨大地震の最大余震は、やはり津波地震と考えられ

る（北海道大学［課題番号：1002］）。 

 津波堆積物分布から巨大津波を発生させた地震の震源過程を評価するためには、津波遡上

数値計算だけでなく、その津波による砂移動をモデル化する必要がある。本年度は昨年度開

発した１次元の津波の砂移動の数値計算を用いて、単純な地形に対する砂の浸食・堆積過程

の解析を実施した（Gusman, 2010; 北海道大学［課題番号：1002］）。さらに上記の砂移動の

モデルを２次元に拡張し、実際のデータとの比較を行った。既存の断層モデルから津波遡上

数値計算を実施し、調査地域での津波遡上高が再現できることを確認してから、この津波遡

上数値計算結果を用いて、砂の移動を 2 次元的に数値計算した。津波の堆積物分布は調査結

果が計算結果に比べると滑らかではあるが、厚さはほぼ同程度であり、ある程度再現できて

いるのが分かった。さらに単純な１枚の断層モデルを固定し、すべり量を変化させて津波堆

積物分布を計算し、実際のデータと比較したところ、津波堆積物分布データからある程度す

べり量を推定できることが示された（図 22）。今後は、さらに砂移動の数値計算手法の改善

を行うと同時に、他の津波堆積物データの再現を行う必要がある（北海道大学［課題番号：

1002］）。 

 千島海溝沿いにおいては、十勝、根室、色丹島の臨海低地（昨年度）において野外調査を

おこない、過去約 3000 年の津波堆積物層序を検討した。浦幌では 20m 間隔で 15 地点、根室

では同様に 14 地点において、ハンディジオスライサー（全長 100cm および 150cm）により掘

削した。色丹島ではピートサンプラーを用いた。従来の研究では、層厚や粒径、堆積構造な

どにより、津波堆積物が対比されているが、これらの諸特性は、微地形の影響が大きいため、

距離数十 m 以上にわたる津波堆積物の対比には利用できない。そこで本研究では、津波堆積

物の地点ごとの対比をより確実におこなうために、1/16φ精度の高精度粒度組成や、構成物

（鉱物組成、微化石組成、含有する火山ガラスおよび鉱物の化学組成）を記載することで、

津波堆積物の対比を試みた。浦幌では樽前 b テフラ（1667 年：Ta-b）と樽前 c テフラ（約 2700

年前：Ta-c）の間に最大で 8 層の津波砂層が認められた。Ta-b の直下に 1 層、白頭山苫小牧

テフラ（約 1000 年前:B-Tm）の上位に 1 層、B-Tm と Ta-c の間に 6 層である。根室において
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は、地表面と樽前 a テフラ（西暦 1739 年：Ta-a）の間に 1 層、駒ヶ岳 c2 テフラ（1694 年：

Ko-c2）と Ta-c の間に 7 層の津波砂層が認められた。色丹島イネモシリでは、Ta-c より上位

に、6 枚の砂層を確認した。最上位の砂層は 1994 年北海道東方沖地震津波による堆積物の可

能性がある。以上の調査結果から、津波堆積物調査により確認された過去 3000 年間の津波発

生回数は、浦幌で 8 回、根室で 7 回、色丹島で 6 回であったことが分かった（図 23；北海道

大学［課題番号：1002］）。 

 日本海溝沿いでは、貞観型津波の浸水範囲を広域で解明するため、茨城県日立市において

ハンディジオスライサーやハンドコアラーを用いた津波堆積物調査を行った。採取した柱状

試料から 869 年貞観津波より後に堆積した津波堆積物を少なくとも 2 層検出した。そのうち

の下位の層は 13-15 世紀頃の年代を示し、宮城県石巻市や山元町で見つかっている津波堆積

物の年代に近いため、広域に影響を及ぼす津波がこの時期に発生していた可能性がある（図

24）。この地域では貞観津波のように広域に影響する津波が 450～800 年間隔で発生していた

と考えられる（産業技術総合研究所［課題番号：5006］）。またこれまでの津波堆積物調査で

解明された貞観津波の浸水域に基づいて断層モデルの改良を行い、宮城県沖から福島県沖に

かけてのプレート境界で少なくとも長さ 200km、幅 100km の断層が 7m 滑ったとするモデルが

最適であると推定した（図 25；産業技術総合研究所［課題番号：5006］；行谷・他，2010）。 

 相模トラフ沿いでは三浦半島で離水海岸地形の調査を行い、標高 4m 付近に 4200 年前頃の

年代を示す隆起ノッチを発見した（産業技術総合研究所［課題番号：5006］）。 

 駿河湾から四国にかけての南海トラフ沿いでは、各地で津波と地殻変動の履歴を解明する

ため、掘削調査やコア試料の解析、隆起海岸の調査等を行った。まず静岡県富士市では、沈

降の痕跡を検出して発生履歴の詳細な検討を行うため、ボーリング調査を行った。三重県志

摩市で昨年度までに得られたコア試料についてはより詳細な年代の分析を行い、過去 4500

年間に 9 層の津波堆積物を検出した。特に上位 3 層は 1498 年、1196 年、684 年の歴史地震に

それぞれ対応する可能性が指摘された。和歌山県串本町では津波石と隆起海岸の調査を行い、

1707 年宝永地震と 12-14 世紀頃の年代を示す津波と隆起の痕跡が見つかった。徳島県伊島で

は、ハンドコアラーによる掘削調査で新たに複数枚の津波堆積物を発見した（産業技術総合

研究所［課題番号：5006］）。 

 インドネシアではスマトラ島北部、アチェ州において津波浸水履歴を明らかにするための

堆積物調査を継続して行った（産業技術総合研究所［課題番号：5006］）。 

 
課題と展望 

 列島及び周辺域のプレート運動、広域応力場については、アムールプレートのユーラシア

プレートに対する相対運動速度がそれほど大きくないことが本年度の成果として示されてお

り、ユーラシアプレートからあえて独立させて取り扱う必要は無くなるかもしれない。この

問題は、日本海東縁のテクトニクスのみならず、日本の内陸の地震活動のモデル化において

も重要であり、東北日本弧と千島弧の帰属先がオホーツクプレートなのか北米プレートなの

かという問題もあわせて、日本列島周辺のプレートモデルについて、近い将来には決着をつ

ける必要がある。 
 上部マントルとマグマの発生場の問題については、スラブの上の低地震波速度・低電気比

抵抗域が日本列島全域で明らかになりつつある。今後、この低地震波速度・低電気比抵抗域



96 
 

を定量的に説明するモデルの構築が重要であり、そのためには、スラブの脱水モデルの信頼

度をあげ、また、海洋性プレートへの加水過程についても明確にする必要がある。 
 広域の地殻構造と地殻流体の分布に関しては、地震は低地震波速度・低電気比抵抗域を避

けて、その近傍の高速度・高比抵抗域中で発生している、という事例が増えてきている。ま

た、大地震の震源の直下には局所的に低速度・低比抵抗域が存在すること事例も増えている。

また、地震波速度構造と温度構造と地震発生域の下限の深さに良い相関があり、地震の発生

は温度に強く依存していることがより明瞭となった。これらをあわせて考えれば、水や高温

の影響で塑性変形している場所の周囲の脆性的領域で応力集中を起こして地震発生に至る、

というモデルが最も考えやすい。ただし、たとえば Vp/Vs が大きい場合も小さい場合も流体

に結び付けられており、今後は、散乱や異方性といった別の情報も利用して流体の分布と形

態について明確にしていく必要がある。 
 また、流体の与える影響の整理も必要である。一般に、間隙水圧が増加すれば、有効法線

応力が減少してΔCFF が上昇し、地震活動が活発化すると考えられるが、摩擦構成則の立場

から言えば、有効法線応力があまりに減少すれば、不安定領域が条件付き安定領域になって

しまって地震を起こしにくくなる。また、水の存在は塑性変形を加速するはずで、これもま

た地震を起こしにくくする。ただし、塑性変形が加速している領域の近傍に脆性領域があれ

ば、そこでは応力集中を起こして地震を発生しやすくなる。今後、流体と地震発生の関係を

明確にするためには、低速度・低比抵抗域と地震活動域との相対位置関係についてより高精

度に推定する必要がある。 
 地震活動と火山活動の相互作用については、テクトニックな応力とマグマ貫入の両方の影

響で火山周辺の起震応力場が作られ、地震の起こしやすさや活動の特徴は構造に規定される

ことが明らかになってきた。逆にこれを利用して、群発活動に基づく火山活動予測が実用の

域に達してきたことは極めて重要な成果である。また、火山浅部のマグマ近傍の地震活動は、

高温・低圧の条件下で生じている。フィリピン海プレートの低周波微動が生じているあたり

は、通常の地震を起こしにくいくらい温度も高く、また高間隙水圧となって有効法線応力が

低くなっていると推定されている。つまり、火山で生じる群発的な活動や浅部の微動活動の

理解が、プレート境界深部の低周波微動の理解に役立ち、その逆もありうることになる。今

後、そのような観点から、両方の研究者の交流を進めることも有意義であると考えられる。 
 地震発生サイクルと長期地殻ひずみの問題については、津波堆積物の調査により、過去の

巨大地震の地震像が次第に明らかになってきたことが大きな成果である。貞観の津波につい

ての調査結果を、これから東北地方の防災に役立てようとしていた矢先に今回の東北地方太

平洋沖地震が発生してしまったのは、極めて残念である。地震が起こるのが 10 年後であれば、

状況はかなり違っていたろうと思う。ともあれ、過去の履歴でわかったことは必ず起こると

いうことが明らかになった以上、今後、同じく発生が危惧されている北海道の巨大地震につ

いて、十分な研究を推進し、防災に一刻も早く生かしていくことが必要となっている。また、

日本海溝中央部から南部にかけては M8 相当のアスペリティの存在は知られていなかったの

で、東北地方太平洋沖地震を単純な M8 のアスペリティの複合破壊では説明することは困難

である。巨大なアスペリティを仮定するか、階層構造を持ったアスペリティといった、いず

れにしてもこれまでのアスペリティモデルの拡張が必要とされており、今後、この方面の研

究を推進する必要がある。その際には、地球物理学の知見だけに頼るのではなく、地質学的
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情報も十分に考慮し、内陸の長期ひずみ場もすべて説明できるような包括的なモデルを構築

することが重要である。 
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図 1．VLBI によって推定された日本列島及び周辺地域のプレート運動（国土地理院［課題

番号：6013］）。 

 

 

図 2．ユーラシアプレートを固定した沿海州およびサハリンの速度場（Shestakov et al., 

2010; 北海道大学［課題番号：1002］）。年間変位量は 5mm/yr 以下となっており、当

初予想よりも小さい。 
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図 3．九州における応力場のモデル化の結果（九州大学［課題番号：2201］）。空間的に分

布させたグリッドポイント（左図）におけるモーメントテンソルと広域応力場(右図)

を示す。実線は主軸を表し、青が圧縮、赤が引張を意味する。 

 

 

 

図 4．遠地地震のデータも用いて推定された P 波速度構造と島弧横断断面（東北大学［課題

番号：1203］；簗田，2010）。 
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図 5．東北地方の S 波スプリッティングの解析結果（東北大学［課題番号：1203］；Huang et 

al., 2011）。(a) 東北地方の背弧側、および (b) 前弧側を通過する波線から得られ

た時間差と深さの関係. (c) 東北地方のマントルウェッジの異方性の模式図。 

 

 

 

 

図 6．浅間火山人工地震探査において観測されたエネルギー密度空間分布のスナップショッ

トと多重等方散乱モデルにより得られた空間分布の比較（東北大学［課題番号：1204］；

Yamamoto and Sato, 2010）。震源からのＰ波エネルギーが火山浅部の短波長不均質に

よりＳ波エネルギーに変換され多重散乱していることを示している。 
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図 7．北部伊豆小笠原弧における深さ 0-30km および深さ 30-50km における速度ゆらぎのパ

ワースペクトル密度関数の空間分布（東北大学［課題番号：1204］；海洋研究開発機

構［課題番号：4002］；Takahashi et al., 2011）。(1) 短波長域におけるスペクト

ルの勾配を決めるパラメータの分布。赤いところほどスペクトルの勾配が緩い。(2)パ

ワースペクトル密度関数の平均的な振幅を決めるパラメータの分布。赤いところほど

振幅が大きい。 
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図 8．地震発生層下限の深さ（D90）の分布（東北大学［課題番号：1204］；Omuralieva, 2010）。

（上図）Tanaka et al. (2004）による地殻熱流量の分布。（中図）D90 と低周波地震

（×印）との関係。（下図）D90 と沈み込んだ海洋性プレートの深さ（コンター）との

関係。 
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図 9．地殻熱流量測定から推定された北海道の深さ 30 km における温度分布（防災科学技術

研究所［課題番号：3009］）。既存の温度検層データと Hi-net 坑井の検層データから

地殻熱流量の空間分布を推定し、この地殻熱流量から一次元熱伝導モデルの仮定のも

とで求めた温度分布を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10．秋田県南部における 3 本の東西測線（左図）での 2 次元比抵抗構造断面と地震活動

（右図）。
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図 11．a) 長野県西部地域における低速度異常域とその周辺で生起している現象の解釈の模

式図（京都大学防災研究所［課題番号：1806］）。 ピンク色が低速度異常域。四角は

小さな地震の断層面、赤矢印は非地震性すべり、青矢印は地震すべり、ペアになった

矢印は低速度異常域における非弾性変形による応力緩和。b)推定される応力状態。(1)

通常の領域。(2) および (3)低速度異常域の端付近。 
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図 12．和歌山地域における構造探査の結果（東京大学地震研究所［課題番号：1412］）。

(a)2009 年比抵抗構造探査（紫色太線）と 2006 年稠密地震観測の測線（赤色太線）。

(b)比抵抗構造の深度断面図（NS 走向）。○は気象庁一元化処理震源を表す。(c) 地震

波速度構造（Vp, Vp/Vs 比）の深度断面（W25S-E25N 走向）。灰色○は再決定震源を表

す（Kato et al., 2010a）。 
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図 13．東海地方における構造探査結果（東京大学地震研究所［課題番号：1412］；Kato et 

al., 2010b）。 (a)アレイ地震観測点の分布（緑色太線）、すべり欠損速度分布（赤

実線）、長期的 SSE のすべり速度分布（青実線）、気象庁一元化処理震源による深部

低周波地震の震央分布（点）、および短期的 SSE の震源断層（紫色）。(b) 測線に沿

った長期的 SSE のすべり速度分布。(c)-(f) 地震波速度構造とレシーバ関数の深度断

面。灰色の丸印は、再決定された通常の地震の震源、赤色の星印は、高精度に推定さ

れた低周波地震の震源を表す。
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図 14．レシーバ関数から推定された海洋モホ面深度分布（防災科学技術研究所［課題番号：

3009］。カラースケールおよびコンターは海洋モホ面の深さを表す。点線は想定され

るスラブ断裂線の位置を表す。 

 

図 15．房総半島下で発生した地震の MeSO-net による記録波形の例（防災科学技術研究所［課

題番号：3009］）。挿入図中の矩形領域内に位置する観測点の記録波形を２つの地震

についてそれぞれ示す。地震の震央位置と発震機構解と挿入図中に併せて示す。赤線

は顕著な後続位相の到達を表す。 
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図 16．2009 年に実施した伊豆大島及びその周辺で実施した人工地震構造探査実験より得ら

れた速度構造（暫定解；東京大学地震研究所［課題番号：1413］）。カラースケール

の単位は km/s。 

 

 

図 17．伊豆東部火山群の噴火シナリオと確率。（a）伊豆東部火山群の噴火事象系統樹。（b）

群発地震発生時の噴火事象分岐確率の推定値（東京大学地震研究所［課題番号：1413］）。 
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図 18．伊佐（吉松）観測点における 2011 年 1 月 21 日から 2 月 2 日までのひずみ変化。（左

上）ひずみ計の配置図。①が E1、②が E2、③が E3。1 月 26 日の噴火活動開始以降、

霧島山方向（観測点から見て南東方向）に伸び、これに直交する北東−南西方向に縮み

が観測された。顕著な噴煙活動に伴ってステップ状の変化が見られる。 

 

図 19．定常観測網のデータを用いた九州中部の東南東－西北西の断面におけるレシーバ関

数イメージ。暖色はレシーバ関数の正の振幅、寒色は負の振幅を表す。黒の実線は仮

定した不連続面を、緑の実線と破線は推定された不連続面を示す。丸は地震の深さ分

布を表す。(a)水平成層モデルに対する結果。(b)と(c)それぞれ(a)と(b)で推定された

海洋モホ面を組み込んだモデルに対する結果。(d)稍深発地震の深さ分布から推定され

た海洋モホ面を組み込んだモデルに対する結果。 
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図 20．島原地溝帯周辺のレシーバ関数（RF）によるイメージング。（a）別府-島原地溝帯

を横切る断面への投影図。（b）別府-島原地溝帯に沿う断面への投影図。三角形とバ

ーは遺伝子アルゴリズム（GA）インバージョンにより推定された、モホ面深度とその

推定精度を示す。左側の縦軸はレシーバ関数の時間、右側の縦軸はモホ面深度にそれ

ぞれ対応する。 
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図 21．糸静線断層帯北部の平均鉛直変位速度・地震時鉛直変位量・地震時ネットスリップ

の分布（鈴木・他，2010）。
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図 22．2004 年スマトラ地震の調査により得られた津波堆積物の部分（赤点）と、断層モデ

ルを固定してすべり量（H）を変化させたときに数値計算により推定された津波堆積物

の分布（茶色部）との比較（Gusman, 2010; 北海道大学［課題番号：1002］）。津波

堆積物の分布からすべり量を推定する可能性が示された。 
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図 23．浦幌・根室・色丹島の調査地点での津波堆積物とテフラの層序（北海道大学［課題

番号：1002］））。 
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図 24．東北オ地方南部における津波堆積物の広域対比（産業技術総合研究所［課題番号：

5006］）。 

 

 

図 25．福島県沿岸のデータも加えて検討した貞観地震の断層モデル（産業技術総合研究所

［課題番号：5006］；行谷・他，2010）。 
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２（２）（２－１）地震準備過程 

            

                 「地震準備過程」計画推進部会長 飯尾能久 

                             （京都大学防災研究所） 

 

地震発生の準備過程を解明するために、地殻及びマントルにおいて応力が特定の領域に集

中し、地震発生に至る過程を明らかにする観測研究を実施する。プレート境界地震に関して

は、アスペリティ分布の推定精度を向上させるとともに、アスペリティ域に固有な地殻やマ

ントルの性質の研究を進めることにより、アスペリティモデルの高度化を図ることが重要で

ある。さらに、プレート境界面上で進行する非地震性滑りの時空間変化を高精度に把握する

とともに、アスペリティ間の相互作用について理解を進める必要がある。内陸地震に関して

は、広域の応力によって非弾性的な変形が進行して、特定の震源断層に応力が集中する過程

を定量的にモデル化することが必要不可欠である。地震発生層である上部地殻と、その下層

の下部地殻・最上部マントルの不均質とその変形の空間分布を把握し、ひずみ集中帯の形成・

発達と地震発生に至る過程に関する定量的なモデルの構築を行うことが重要である。また、

スラブ内地震の発生機構を解明するため、スラブ内の震源分布や地震波速度構造を詳細に明

らかにすることにより、スラブ内に取り込まれた流体の地下深部における分布と挙動の解明

を図ることが重要である。 

 

ア．アスペリティの実体 

沈み込むプレート境界におけるアスペリティの実体に関して、これまでに、非地震性すべ

りをおこしている領域では反射係数が大きく間隙水圧が高いと推定されること、断層面の折

れ曲がりがアスペリティ領域と非アスペリティ領域を分けていること、非アスペリティ領域

の上盤側のマントルウェッジが高Vp/Vsであり蛇紋岩化していると推定されることなどの注

目すべき結果が報告されている(平成21年度項目別報告書)。しかしながら、それらと必ずし

も調和的でない結果も得られていたため、平成22年度においても、精力的な観測研究が行わ

れた。 

1978年宮城県沖地震(以下、「宮城県沖地震」と称す)の震源域とその周辺において、海底

と陸上の地震観測のデータを併合し、自然地震と人工地震探査のデータを合わせた地震波ト

モグラフィー解析を行い、プレート境界上盤側のVp/Vsの空間変化がより高解像度で推定され

た。その結果、宮城県沖地震のアスペリティ領域ではVp/Vsが小さいが、その浅部(海溝側)

では大きいことが明瞭になった。この結果は、マントルウェッジ内の部分的な含水化が、そ

の直下のプレート境界における地震すべりを抑制していることを示唆している（図１）。さ

らに、2005年宮城県沖地震の発生後に震源域周囲で発生した中小地震の発震機構解から応力

場の推定を行った結果、最大主応力軸の方向は、太平洋プレートが沈み込む方向とほぼ平行

で、陸側にわずかに傾斜するが、応力場の空間変化は小さいことが明らかになった。宮城県

沖地震の震源域ではプレート境界面の傾斜角が30°以上の高角であるが、それより東側にお

いては20°以下の低角となっており大きく異なることが知られている．その結果、震源域内

では、最大主応力軸がプレート境界面に対してなす角度がその東側より大きくなり（図２）、

震源域内での法線応力が相対的に高いため強度が大きいと推定された。宮城県沖におけるプ
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レート間固着の空間変化には、マントルウェッジ内の不均質構造とともに、プレート境界面

の形状が影響を及ぼしていると考えられる（東北大学[課題番号：1205]）。 

日向灘南部における海底地震観測のデータによるDDトモグラフィー法を用いて、日向灘南

部における精度の良い震源分布、発震機構解を求め、プレート境界の等深度線を低角逆断層

型の地震の発生位置から推定した。その結果、九州パラオ海嶺とは別の沈み込んだ海山に対

応する境界面の高まりが推定されたが、この場所は、1968 年日向灘地震（Mw7.5）のアスペ

リティの南側に位置しており、1968年の地震ではこの高まりがバリアとなり破壊が南側には

伝播しなかった可能性が示唆された（九州大学[課題番号：2202]）。 

日向灘～トカラ列島東方沖～奄美大島域に発生する相似地震群を、その活動様式から、比

較的定常的に繰り返して活動するタイプ(R)、クラスター的に活動するタイプ(C)、いずれに

も判別できないもの(O)の３つに分類し、タイプ別の分布の特徴から当該領域を６つの小領域

に分け、大地震の活動と比較した(図３)。日向灘中部、都井岬沖、奄美大島域（図の小領域B、

D、F）ではR タイプは見られず、Oタイプが卓越しているのに対して、都井岬沖とトカラ列島

東方沖（小領域CとE）ではRタイプの活動も見られた。さらに、日向灘北部（小領域A）では

相似地震群の活動が極端に低調であった。1923 年以降に発生したM7.0 以上の地震は、Rタイ

プが発生していない小領域BまたはDで起こっており、Fでも、1911年に奄美大島近海でマグニ

チード8.0の地震が発生した。一方、相似地震群の活動度が低い小領域Aは、マグニチード7.0

以上の地震が起こっていないだけでなく、時々ゆっくり滑りが発生する特徴を持っている。

以上のような小領域ごとの相似地震活動の違いは、プレート間のカップリングの状況の違い

を反映していると考えられる（鹿児島大学[課題番号：2301]）。 

 海域においてはアスペリティの実体等の解明のために、上記以外にも各種の精力的な観測

研究が行われている。平成22年11月までに実施された海底地殻変動観測により得られたユー

ラシアプレート安定域に対する既設の海底基準点の速度ベクトルを 図４に示す(海上保安庁, 

2010;2011; Sato et al.,2011)。宮城沖では約5～6cm/年の速度で西北西へ、福島沖では約2cm/

年の速度で西へ移動している。「宮城沖2」及び「宮城沖1」海底基準点における移動速度は、

陸上GPSの移動速度（3～4cm/年）や「福島沖」海底基準点の移動速度と比べて有意に大きく、

両海底基準点の周辺では固着が強く、ひずみを蓄積していることが示唆された。相模湾では

約4cm/年の速度で北西へ移動しているという結果が得られた。この結果は、「相模湾」海底

基準点の北西に位置する真鶴GPS 観測局や南西に位置する伊豆大島GPS局と、方向は調和的で

あり、大きさは両GPS観測局の中間にあたる。南海トラフ沿いに設置している6箇所の海底基

準点では、約2～5cm/年の速度で西～北西へ移動しているという結果が得られた（海上保安庁

[課題番号：8006]）。 

熊野灘沖南海トラフの5地点において、地球深部探査船「ちきゅう」による掘削が実施され、

各種の精力的な調査観測が行われた（海洋研究開発機構[課題番号：4003]）。また、房総沖

においては40台の長期観測型海底地震計で得られたデータを取得するとともに、茨城沖海域

に、約7kmと従来のほぼ1/3の間隔で長期観測型海底地震計34台が設置された。さらに、同海

域において短期観測型海底地震計およびハイドロホン・ストリーマーを用いて、エアガンを

人工震源とした海域構造調査が実施された(東京大学[課題番号：1416])。 

 

イ．非地震性滑りの時空間変化とアスペリティの相互作用 
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非地震性滑りの時空間変化とアスペリティの相互作用、およびそれらのメカニズムに関し

て、これまで、三陸沖や南海トラフにおいて重要な知見が得られてきたが、本年度において

も多数の重要な結果が得られた。 

宮城沖の海溝陸側斜面で海底地震計および圧力計を用いた広帯域地殻変動観測により、プ

レート境界型地震に先行する非地震性の地殻変動と考えられる相対水深変化が検出されてい

たが、同時期に陸上のボアホールに設置された体積歪計でも膨張変化が観測されていた。こ

の変動に伴う地震動は、同一地点に設置された短周期および広帯域地震計ではほとんど観測

されていないことから、非地震性のものであると考えられる。そこで、この変動をプレート

境界におけるゆっくり地震によるものと仮定して、断層の位置、大きさおよびすべり量を推

定したところ、海溝軸近く50km×43kmの断層における14cmのすべり量が得られた(図４)。ゆ

っくり地震の終了から約一週間後に震源断層の深部延長部においてマグニチード6.1の地震

が発生した。Matsuzawa et al.(2004)のモデルのように、海溝付近から始まった非地震性す

べりがプレート境界型地震を誘発した可能性を示唆している（東北大学[課題番号：1206]）。 

2003年と2010年に豊後水道で発生した長期的ゆっくり滑り(SSE)の期間に、SSE領域と重な

る場所での微動と、それらから100km以上南に離れた足摺岬沖で発生する浅部超低周波地震と

が、同時に活動していることが明らかになった(Hirose and Obara,2010; Hirose et al.,2010，

Sekine et al.,2010)。これらのスロー地震は1946年南海地震の震源域の西隣に位置し、海溝

型巨大地震の破壊過程の評価や準備過程を監視する上で非常に有用であると考えられる（図

６，防災科学技術研究所[課題番号：3011]）。 

防災科研Hi-netに併設されている高感度加速度計（傾斜計）データを用いて、短期的ゆっ

くり滑りを自動検出する手法が新たに開発された(Kimura et al.,2011)。この手法を2007年

から2008年までの四国周辺の傾斜データに適用した結果、検出された短期的ゆっくり滑りと

それに伴って発生する深部低周波微動活動の発生過程について、以下のことが明らかにされ

た(図７)。(1) 各エピソードで微動活動の開始は短期的ゆっくり滑りの発生に1-4日先行する。

(2) 先行する微動活動は短期的ゆっくり滑りのすべり域周辺で発生する。(3) 微動活動の発

生域は時間とともに移動して短期的ゆっくり滑り発生域に達すると活発化する。またこの時

に短期的ゆっくり滑りが検出される。この様な短期的ゆっくり滑り・微動の発生過程の変化

は、プレート境界におけるすべり特性の不均質性を反映している可能性がある（防災科学技

術研究所[課題番号：3011]）。 

Hi-net連続波形記録の精査により、遠地大地震から近地微小地震まで様々な規模の地震に

よって誘発された微動活動を抽出し、その特徴を調査したところ、誘発された微動活動の位

置は帯状の微動発生域に一様に分布するのではなく局在化しており、そのほとんどが1時間以

内に終息すること、誘発要因となる地震のマグニチュードには震央距離に応じて下限が存在

し、その値は通常の地震の誘発現象で報告されているものより1から3 程度小さいことが明ら

かにされた。このことから微動発生域が微小な応力変化に対して非常に敏感に反応すること

が示唆された（防災科学技術研究所[課題番号：3011]）。 

西南日本の微動については、上記以外にも、精力的な観測研究が行われている。紀伊半島

南部で実施した稠密自然地震観測（約60km区間、観測点間隔：約１km）と定常観測データか

らトモグラフィー解析を実施し、測線下のマントルウェッジに対応する深さ30-35kmのP波速

度は水平方向に大きく変化し、クラスター状に存在している低周波地震発生域近傍でP波速度
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が小さくVp/Vs値が大きくなる傾向が指摘された。これらの結果から低周波地震の発生には流

体の関与が示唆され、フィリピン海プレートから脱水した流体が存在すると思われる領域の

みでマントルウェッジが蛇紋岩化している可能性が示唆された（東京大学[課題番号：1415]）。

Ｓ波の振動方向を活用したメカニズムの解析手法を、2010年5月24日～28日に紀伊半島で発生

した微動活動に適用した結果では、全体として逆断層型が多く、微動は主にプレート境界で

発生していることが示唆されるが、メカニズム解の傾斜角に着目すると、この地域のプレー

ト境界の傾斜角（20°前後）に比べて若干高角である可能性が指摘された（産業技術総合研

究所[課題番号：5007]）。 

三陸沖や西南日本以外の領域でも、非地震性すべりの時空間変化に関係する重要な知見が

多数得られた． 

十勝沖における超低周波地震を波形相関解析によって効率良く検出し、それらのセントロ

イド・モーメントテンソル(CMT) 解を推定したところ、推定された超低周波地震の発震機構

解は低角逆断層型のものが多く、セントロイドの深さも周囲で発生する通常のプレート境界

型地震と矛盾しないことから、十勝沖の超低周波地震はプレート境界型であることが明らか

にされた（図８，防災科学技術研究所[課題番号：3011]）。 

海洋プレートは陸の下に潜り込むときにその最上部がはがれ、上盤側プレートの底に付加

されることが知られており、この現象は『底付け作用』と呼ばれるが、深さ10kmを越える深

部での底付けについては詳細な振る舞いは明らかでなかった。房総半島沖の深部反射法構造

探査の結果と相似地震を、相対比較を積み重ね詳細に比較したところ、相似地震がフィリピ

ン海プレート最上部に分布する火山性砕屑物・火山岩層(VCR 層)の下面に沿って分布するこ

とが明らかとなった(Kimura et al.,2010)。これは、現在活動的なプレート境界がVCR層の下

面に位置することを示しており、深部底付け作用に相当すると考えられる。一方、相似地震

発生域の浅い側は房総スロースリップイベント発生域に対応し、巨大地震発生域の深部延長

に相当する。房総スロースリップイベントは平均6年間隔で繰り返すことから、底付け作用の

進行が間欠的であることが示唆された（防災科学技術研究所[課題番号：3011]）。 

新たに開発した防災科研の震源カタログのすべてのイベントとの処理を行う相似地震モニ

タリングシステムにて、山梨県東部・神奈川県西部の地震密集域にて解析を行った結果、新

たに平均繰り返し間隔1年以上の定常型でスラスト型の発震機構解を持つものが見出され、深

さ方向に約10kmの幅をもつ震源分布を示すことが明らかとなった。関東地方東部ではフィリ

ピン海プレートが沈みこみ、相似地震はプレートの境界に沿って分布し、ほぼすべて定常的

に繰り返し発生するのに対し、関東地方西部では伊豆・小笠原島弧が衝突し、相似地震は伊

豆・小笠原島弧より剥離し衝突付加する上部地殻と中・下部地殻の間で発生する。このよう

な発生場の違いが岩石組成、物理的状態の違いを伴い、相似地震活動の違いを引き起こして

いる可能性が示唆された（防災科学技術研究所[課題番号：3011]）。 

GOENETによる断層すべりの検知能力の検討が行われるとともに、日本列島周辺のプレート

境界面上のすべり欠損分布を小領域６箇所および中領域３箇所の２つの空間スケールで定常

的に推定するシステムの構築が行われた。2003年十勝沖地震の余効変動のモニタリングに関

しては、時間依存インバージョンを用いて、地震発生以後現在まで余効すべり分布を推定さ

れた(図９)。地震発生後７年強が経過しているが、現在も余効すべりは継続しているものと

考えられる。2009年末に発生した豊後水道ゆっくりすべりについても、時空間変化を時間発
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展のインバージョンで推定し、2009年末から2010年３月くらいまで四国の南西部でゆっくり

すべりが発生していたが、時間と共に豊後水道の九州側にすべり領域が拡大していった結果

が示された(国土地理院[課題番号：6014])。インドネシア広帯域地震観測網のデータを、イ

ンターネットを用いて収集し、インドネシアとその周辺で発生したマグニチュードが概ね5

以上の地震についてCMT解を決定してホームページ上で公開した。2010 年10 月25 日にイン

ドネシア・スマトラ沖で発生したマグニチュード7.6の地震の震源解析の結果、約100 秒の震

源時間が見積られたが、この震源時間は、同規模の地震に比べて明らかに長く、この地震が

津波地震だったことが推定された（防災科学技術研究所[課題番号：3012]）。 

 

ウ．ひずみ集中帯の成因と内陸地震発生の準備過程 
これまで、内陸地震の断層直下等に存在する不均質構造や、その変形に起因すると考えら

れるひずみ速度の集中や応力集中が見出されてきたが、平成22年度においても、これまで発

生した内陸大地震の震源域においていくつかの重要な成果が得られるとともに、ひずみ集中

帯の成因に深く関係する重要な知見が得られた。 

北海道東部の活動的火山の間には、東北地方と違って脊梁山脈や火山をつなぐような活断

層が存在せず、内陸地震はカルデラ内部にのみに集中して発生するという特徴があるが、こ

のような特徴を生み出すメカニズムを明らかにするために、弟子屈・屈斜路カルデラ地域を

テストフィールドとして高密度・高精度な震源分布・地殻構造・地殻変動・重力構造・地質

地形・熱構造の解析が行われ、1938年の断層はリストリックな形態で東に傾斜し次第に低角

化し水平に近づくがこの形態は地下に連続しているとは考えづらいこと、1938年の断層域は

カルデラ内でも非常に大きな重力勾配を持ち広域的な基盤構造の構造境界をなしていること、

高比抵抗域の中に低比抵抗領域が存在し、その低比抵抗帯の深さはSAR干渉解析で推定された

変動源の深さとほぼ同じであり、地震の震源は低比抵抗域の直上域に多く分布していること

などが明らかにされた(北海道大学[課題番号：1003])。 

2008年岩手・宮城内陸地震後の長期的余効変動の時空間的変動パターンの特徴から、それ

が下部地殻以深の粘性的応答によるものであると仮定し、最表層を弾性層その下層を粘弾性

層として、弾性層の厚さと粘弾性層の粘性係数をグリッドサーチによって推定し、それぞれ

16-24km、2.6-4.0×1018Pa・sの範囲内に推定された(図10)。本震発生後1.5 年間と2.2年間

の二つの期間に分けて推定された粘性係数を比較したところ、後者のほうが前者よりも約40%

大きくなり、粘性層の構成則が非線形である可能性が示唆された。また、震源域深部に反射

法地震探査により報告されている反射波を確認するとともに、活火山直下や震源域深部に高

減衰域が確認された(東北大学[課題番号：1207])。 

合同余震観測グループによる多数の地震のメカニズム解の空間分布と揺らぎを利用して、

起震応力場と地殻強度から地下の流体の間隙圧の分布を求め、岩手・宮城内陸地震の震源域

において、地殻下部の地震波速度低速域(Okada et al.,2010)の上部に間隙圧が高い領域があ

ることが推定された(図11)。地下の高圧の流体が、本震を引き起こし、さらに本震すべりや

余効すべりに伴って周囲に拡散した流体により、複雑な余震活動が生じた可能性が示された

(東北大学[課題番号：1207])。 

同じく合同余震観測グループのデータにより、2008年6月15日～9月30日の期間に発生した

3000個以上の地震から低周波地震を抽出した結果、高周波地震と低周波地震の分布には明瞭
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な棲み分けが見られ、低周波地震は、震源の深さ方向への広がりの中では相対的に浅い部分

に分布することが示された(図12、小菅,2011)。一方、余震域北端部に分布する低周波地震は、

余効変動から推定された非地震性すべり域の西側深部延長に分布していることが明らかにさ

れた。この領域においては、地震時すべりを生じた断層とその浅部延長にかけて、高周波地

震の発生域、低周波地震の発生域、非地震性すべり域へと系統的に移り変わり、上載圧の減

少と間隙水圧の増加によって準静的すべりが促進されたことが示唆された（弘前大学[課題番

号：1101]）。 

東北日本全域における変形と断層形成過程を解明するために、熱構造を考慮して非線形粘

弾塑性を考慮した有限要素法によるモデル化を行い、東北日本全域において、実際の地形と

ある程度調和的な脊梁山脈の形成や脊梁山脈の両側に沿って断層が形成される様子が再現さ

れた(東北大学[課題番号：1207]）。 

地殻流体に関して、長町利府断層地域の3次元比抵抗構造解析をさらに進め、脊梁の西側で

は下部地殻がほぼ一様に低比抵抗を示すのに対して、長町利府断層深部延長に相当する1998

年の仙台近郊の地震（マグニチード5.0）の震源付近の深度10kmには、低比抵抗異常が存在す

ることが示された。このことは、高角逆断層が破壊するために必要な流体が震源域に実際に

存在していることを示し、またその横方向の空間的な広がりが限られていることが示唆され

た(東京工業大学[課題番号：2903]）。 

新潟-神戸歪集中帯の成因に関して重要な知見がいくつか得られた。 

GEONETデータによる新潟県から福島県に至る地殻変動速度プロファイルから、2002-2004

年と2008-2010年の２期間において太平洋側のひずみ速度は、海溝型地震の発生と余効すべり

により顕著に変化したが、ひずみ集中帯でのひずみ速度はほとんど変わっていないことが示

された(図13)。この結果は、ひずみ集中帯での東西圧縮が太平洋プレートの沈み込みとは直

接関係していないことを示唆しており、ひずみ集中帯の成因を考える上で非常に重要な知見

である(国土地理院[課題番号：6015]）。 

新潟県柏崎-長岡間の水準路線において、平成19年新潟県中越沖地震後初めてとなる水準測

量が実施され、中越沖地震時に成長した小木ノ城背斜周辺では、顕著な地殻変動は見られな

かったが、西山丘陵東部の複数の背斜軸周辺の水準点においてわずかな隆起が観測されてお

り、活褶曲の成長に伴う地殻変動の可能性が指摘された(国土地理院[課題番号：6015]）。 

糸魚川－静岡構造線北部周辺のGPS連続観測点のデータ（1997年～2010年）の統一的な再解

析を実施し、従来の解析では不明瞭であった糸静線北部周辺の上下変動分布が明瞭に求めら

れた(図14)。飛騨山脈は最大4-5mm/年程度で隆起し隆起域の東縁は飛騨山脈と松本盆地の境

界付近であること、松本盆地は東下がりで傾動し松本盆地東縁断層の西側では1-2mm/年程度

で沈降すること、松本盆地東縁断層と小谷‐中山断層に挟まれた大峰帯では顕著な上下変動

は見られないこと、小谷‐中山断層の東側の褶曲帯では1-2mm/年程度の隆起が見られること、

中央隆起帯では顕著な上下変動は見られないことが明らかになった。こうした地殻変動の特

徴は地形・地質構造と整合的であり、飛騨山脈や松本盆地、犀川沿いの褶曲帯などを形成し

たテクトニックな運動が現在も継続していることが示唆された。松本盆地東縁断層を境とし

て上下変動に差異が見られること、断層周辺に集中した水平短縮が見られることなどを勘案

すると、松本盆地東縁断層においては、西北西ー東南東方向の短縮運動が深部クリープなど

の非弾性的なプロセスで賄われているように見えるが、松本盆地の沈降は堆積層の圧密によ
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り生じている可能性も考えられる（名古屋大学[課題番号：1705]）。 

 長野県西部地震の震源断層近傍においても、非弾性的なプロセスに関する知見が得られ

た。地震メカニズム解を用いた応力逆解析により、0.5km刻みのグリッドでの応力場の３次元

的な空間分布を求め、Yukutake et al.(2010) が示したように、長野県西部地域の広い範囲

では逆断層型だが震源断層沿いにおいては横ずれ型の応力場が卓越すること、断層に沿った

鉛直断面における応力場とP 波速度偏差の分布の比較から、地震すべりが起こったと推定さ

れる領域では低速度で横ずれ型であるのに対して、その東側では高速度で逆断層型であるこ

とが推定された(図15)。これらのデータから、長野県西部地域の平均的な応力場はR(応力比) 

が0.5程度の逆断層型であるが、大すべり域では、低速度異常の原因となった水の効果による

非弾性変形が進んで水平面内の応力が減少する応力緩和が起こっていたところに、深部すべ

りによる効果が加わって横ずれ型の応力場が形成されたこと、その東側の高速度領域では応

力緩和が起こっておらず、水平面内最小圧縮応力の大きさが鉛直応力を下まわらなかったた

め逆断層型の応力場であることが推定された（京都大学防災研究所[課題番号：1808]）。 

変形が非弾性的なプロセスかどうかの決め手は応力変化である。阿寺断層周辺で採取され

たコア試料を用いた応力測定結果の再解析を行った結果得られた応力場は、改良された水圧

破砕法により測定された応力場と量的に一致することが示された（Yabe et al., 2010）。こ

のことは、コア試料を用いた応力測定法の信頼性は、改良された水圧破砕法と同程度である

ことが示唆された(東北大学[課題番号：1207])。 

内陸地震の断層への応力集中過程に関する定量的なモデルの構築のために、濃尾地震震源

域で総合集中観測が行われている。広域地震観測網と定常観測網のデータから、断層周辺の

震源分布の全体的な特徴として、震源域北部から南部にかけて地震発生層の下限が徐々に深

くなるとともに活動度が活発化すること、主要断層セグメントに対応して下に凸型の震源分

布を示すことが明らかにされた。断層近傍に設置された稠密アレー観測を加えて断層近傍の

精密トモグラフィー解析を行い、破壊開始点と考えられる震源域北西部（温見断層）の地震

発生層深部には低速度体が存在し、地殻内流体の存在を示唆する結果が得られた(図16)。こ

の低速度体の直上には顕著な高速度体が存在（X=-22～0 km）し、その中では地震活動度が低

調であること、地表変位量が最大値を示す根尾谷断層の中央部でも地震活動度が相対的に低

く、高速度体は深さ10km以深に存在することなどから、これらの高速度体が、アスペリティ

に相当する可能性が高いことが推定された(東京大学[課題番号：1417])。 

定常観測網及び本計画の広域及び稠密地震観測網データを用いたレシーバー関数解析によ

り、震源域の南東部の深さ約40 km付近に沈み込むフィリピン海プレートの海洋性地殻上面と

海洋性モホ面に対応する低速度・高速度の不連続面が明瞭に示された（図17）。東海地域に

おいて、海洋性地殻は傾斜角約15度で北西方向に沈み込んでいるが、濃尾地域ではほぼ水平

に沈み込んでいることが分かった。南東部では深さ約30 kmに島弧側モホ面が存在するが、震

源域北西部に向かってモホ面が約25 kmと浅くなり、この浅くなったモホ面の浅部には、トモ

グラフィー解析で見つかった低速度体が存在することから、濃尾地震の発生には、沈み込む

フィリピン海プレートと島弧側地殻・上部マントルの間の強い相互作用が働いている可能性

が高いことが示唆された。また、メカニズム解の解析により、濃尾地震断層周辺では横ずれ

型と逆断層型の解が支配的で、ほとんどの地震のP 軸の方位は、広域応力場と調和的な西北

西～東南東、東～西、西南西～東北東を向くこと、応力降下量は1.5-30 MPa であることが明
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らかにされた(東京大学[課題番号：1417])。 

前計画で実施した跡津川断層域における総合集中観測については、トモグラフィー解析に

より、10 km程度の分解能で不均質構造が推定され、跡津川断層帯直下の下部地殻は周囲（NKTZ 

内）に比べさらに3-6%ほど低速度になっていること、跡津川直下の下部地殻は2-3 vol%、そ

の周囲のNKTZ下では0.8 vol%程度の流体があればこの速度低下を説明可能であること、NKTZ

の外、NKTZ内、跡津川断層下と、階層構造になっていることなどが示された(東京大学[課題

番号：1417])。 

制御震源構造探査から、跡津川断層直下では基盤層の深さが浅く、深さ15 km程度から厚さ

5-10 kmの顕著なReflective Zone が見られること、Reflective Zone の位置は自然地震トモ

グラフィー解析によって得られたS波の低速度域と調和的であることが示された。また、比抵

抗構造探査から、下部地殻から牛首断層、跡津川断層、高山-大原断層帯へと伸びる3つの低

比抵抗域が得られている。構造探査の反射法解析によって得られた顕著なReflective Zone

が、低速度構造や低比抵抗構造であることから、下部地殻における流体の存在と大きく関係

していることが明らかになった。しかし、流体分布がどの程度局在化しているかどうかは、

各々の観測の解像度を含めて更なる検討が必要である(東京大学[課題番号：1417])。 

GPSによる詳細な地殻変動分布からは、断層の応力蓄積過程を反映した地殻変動分布に加え

て、跡津川断層両端に剪断ひずみの集中が見られること、跡津川断層の南側では西半分だけ

に剪断ひずみの集中が見られることが明らかにされた(Ohzono et al.,2011)。前者は、火山

活動に関係して上部地殻内で非弾性変形が進行していると考えられる。後者は、跡津川断層

の南側に位置する高山-大原断層帯の断層トレースが跡津川断層の西半分の南側に分布して

いることに対応している可能性がある。地殻変動の分布は各断層の地表トレースに対応した

ひずみ速度分布を示すことから、各断層には独立した応力蓄積の仕組みを持っていると考え

られ、下部地殻内における各断層の深部延長で変形集中が生じているとするモデルと整合的

である。また、この速度分布に基づいて各断層で区切られた弾性ブロックの相対運動速度と

して各断層の平均変位速度を推定したところ、跡津川断層で7-9 mm/年、牛首断層で2-3 mm/

年、高山-大原断層帯で2-3 mm/年という値が得られた。これらの値は地質学的に推定された

値と比較して系統的に2-3倍大きい。このことは、地殻で生じる変形のうち長期的に主要活断

層で解消される分は1/2～1/3程度で、残りは他の小断層や地殻全体の非弾性的な変形によっ

て賄われていることを示すと考えられる。こうした傾向はプレート境界域の特徴と異なる日

本列島内陸部の変形の特徴と考えられるが、他地域のデータとも比較した検討が今後必要で

ある(東京大学[課題番号：1417])。 

これまでの観測で得られた知見を元に、内陸地震の応力集中メカニズム解明のため、断層

の下部延長だけでなく断層の両端の不均質構造も考慮できる有限要素モデルが作成された。 

Katsumata et al. (2010) によれば、跡津川断層周辺では横ずれ型、断層から離れると逆断

層型の応力場となるが、このような特徴は、逆断層型の応力場を与えることにより、断層周

辺の横ずれ型応力場を含めて再現できることが分かった。更に、下部延長の粘性の小さな領

域の幅を変えて計算を行ったが、応力場の推定結果の空間分解能が十分ではなく、下部延長

の幅を拘束するには至っていない(東京大学[課題番号：1417])。 

濃尾地震震源域の総合集中観測の一貫として、濃尾地震断層から約20km離れた中竜鉱山坑

道内において、地震計アレイ観測により100 Hzを超えてもなお十分なS/N比をもった記録が得
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られた(図18)。アレイ近傍で発生した2 つの地震の記録から散乱体のイメージングを行い、

濃尾断層と空間的位置が対応する散乱体が深さ10 km 程度に見られること、アレイ直下深さ

22 km 、35 kmにも強い散乱が見られること、これらの比較的深部の散乱体は低周波数帯で顕

著であるがすべての周波数でイメージされることなどから、かなり広い周波数帯域にわたっ

て下部地殻が強い不均質をもつことが示された(九州大学[課題番号：2203])。 

兵庫県南部地震で変位した野島断層の注水実験において、注水に伴い注水孔周辺で観測さ

れる自然電位変動について、注水時に逆センスに変動する電極位置はローカルな自然電位異

常の位置に相当することが示された。このローカルな異常が過去にも存在したのか、あるい

は2004年以降に出現したのか、注水時の変動とどう結びつくのか等について検討により、今

後の自然電位変動のモデリングの改善につながることが期待される。野島断層近傍の地表岩

盤に設置されたアクロス震源の長期連続運転により、P波、S 波走時ともに2000年～2011年に

かけて約0.4 %速くなったこと、振幅については単調な増加・減少のトレンドは見いだせない

こと、 2000年～2010年にかけて偏向異方性には有意な変化は見られなかったこと、後続波部

分における走時変化に関して2000年～2011年にかけて約0.1%速くなったことなどが推定され

た。後続波（散乱波）部分は直達波経路よりも数km 広がった領域の速度変化を反映すると考

えられるので、以上の結果は、野島断層の破砕帯近傍ではその周辺領域よりも速度変化（強

度回復）が大きいことが示唆された（京都大学防災研究所[課題番号：1807]）。 

 

エ．スラブ内地震の発生機構 
北海道を含めた東日本陸域下では、スラブ内大地震の余震域を除いた場合でも、面間地震

活動が明瞭に存在することが示された（図19）。特に東北地方中央部～南部の前弧側、北海

道東部前弧域に集中しており、それらの場所は、海山地形の発達する領域のプレート沈み込

み方向延長上に位置していることから、面間地震の発生に岩石の脱水反応が関係しているこ

とが示唆された。東北地方・北海道両地域でのスラブ内における応力の中立面の位置が、誤

差を考慮しても東北地方と北海道では中立面の深さが異なることが明らかとなった(Kita et 

al.,2010)。大地震の余震域は中立面を越えておらず、スラブ内地震の破壊域の広がりが、ス

ラブ内の応力場により規定されていることが示唆された(東北大学[課題番号：1208])。 

東北日本前弧域における海底地震観測データに陸域地震観測によるデータを統合し、海溝

下の地震の震源決定および発震機構解の推定を行い、海溝下の正断層型のプレート内大地震

である1933年三陸沖地震の震源域において、上面と下面の間にも地震が発生しており、プレ

ート境界から約15 kmを境に浅部側に正断層型、深部側に逆断層型が分布することが分かった。

この観測事実は、海溝近傍のプレート内に形成される二重浅発地震面が、アンベンディング

モデルによって説明可能であることを示している（東北大学[課題番号：1208]）。 

北海道島弧会合部下で陸域定常観測網のデータのほかに合同観測データを加え、地震波速

度構造を求め、スラブ直上に存在する地殻物質の東縁は日高衝上断層に対応していること、

日高衝上断層を西縁とする日高変成岩帯下では、橄欖岩と考えられる地震波速度を持つ物質

が通常の内陸地殻領域まで深部から西に向かって斜めに貫入していること、特異に沈み込む

地殻物質の構造を詳しく見ると、高速度層と低速度層の互層になっていること、その互層の

境界は陸上の地質構造線または活断層の空間分布と対応していることなどが明らかにされた

（図20、東北大学[課題番号：1208]）。 
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紀伊半島沖東南海・南海地震震源域境界周辺において行われた海域地震観測データを用い

たトモグラフィー解析により、南海トラフ軸周辺から紀伊半島下までにわたる範囲で精度の

高い震源を求め、潮岬沖南海トラフ軸から紀伊半島南西部を結ぶ直線を境界として、震源の

主応力軸がおよそ30度回転していることが分かった。この境界を挟んで沈み込むフィリピン

海プレートのスラブ内で発生している地震の深さが、境界より西側ではスラブ内の浅い場所

で、境界より東側では深い場所で発生していることが明らかにされた（東京大学[課題番号：

1418]）。 

 

 

課題と展望 

前年度に引き続き、平成22年度においても、重要な成果が数多く得られた。それらをまと

めるとともに、今後の展望を述べる。 

プレート境界のアスペリティと非アスペリティ領域の構造・状態の違いについて、沈み込

むプレート境界において、断層の反射係数、断層面のマクロな形状、および断層の上盤の物

性という３つの要因がこの問題に関係していることを示唆する観測結果が得られていた。今

年度においては、断層の上盤の物性に関して、より高分解能の速度構造により、1978年の宮

城県沖地震のアスペリティ領域ではVp/Vsが小さいが、その浅部では大きいことが明瞭になっ

た。断層面のマクロな形状に関して、茨城沖では、沈み込んだ海山は、その地域でこれまで

発生した大地震のアスペリティにはなっていないことが報告されていたが、日向灘において

も、プレート境界の高まりがバリアとなり1968年の地震の破壊が南側には伝播しなかった可

能性が示唆された。アスペリティ周辺の応力状態の空間変化に関して、宮城県沖において、

1978年宮城県沖地震のアスペリティでは法線応力が相対的に高いため強度が大きくなってい

たことが推定された。 

このように、これまで発生した大地震のアスペリティについて、プレート境界の上盤側が

蛇紋岩化していると推定される領域はアスペリティにはなっていないこと、プレート境界の

マクロな形状がアスペリティの拡がりを限ること、アスペリティでは法線応力が相対的に高

いため強度が大きくなっていたことが指摘された。 

プレート境界における非地震性すべりの時空間変化について、日向灘から奄美大島におい

て、相似地震群が定常的に繰り返しているかほとんど起こっていない領域では、これまで大

地震の発生は知られていないことが指摘された。また、西南日本の短期的ゆっくり滑りに関

して、深部低周波微動活動がそれに先行することが示された。また、微動発生域が微小な応

力変化に対して非常に敏感に反応することが示唆された。これらの知見は、短期的ゆっくり

滑りの発生機構を解明する上で非常に重要な知見であると考えられる。 

ゆっくり滑りとアスペリティの相互作用に関して、三陸沖において、海溝近くから始まっ

た非地震性すべりが加速して、アスペリティ破壊と相互作用しながら大地震発生に至るとい

うシナリオが提出されている。宮城県沖の海底水圧観測等により、海溝軸近くのプレート境

界断層における数日間のゆっくりすべりで説明可能な変化が観測され、その断層の深部延長

部で約１週間後にマグニチード6.1 の地震が発生した。これは、上記シナリオを支持する重

要な知見であると考えられる。 

内陸の不均質構造に関して、前計画で実施された跡津川断層断層域に加えて、岩手・宮城
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内陸地震、濃尾地震震源域においても、系統的に深部の低速度域が見出された。跡津川断層

断層域では、比抵抗構造探査の結果から、下部地殻から牛首断層、跡津川断層、高山-大原断

層帯へと伸びる低比抵抗域が推定された。低速度域は低比抵抗域や顕著なReflective Zone

と調和的であり、また地殻変動の分布はこれら各断層に対応したひずみ速度分布を示すこと

から、各断層は独立した応力蓄積の仕組みを持っており、下部地殻内における各断層の深部

延長で変形集中が生じているとするモデルと整合的である。また、岩手・宮城内陸地震の余

効変動の解析から、下部地殻の変形特性も推定された。さらに、有限要素法により、メカニ

ズム解の逆解析から推定された応力場を再現するモデルも提出された。  

ひずみ集中帯の成因について、新潟県から福島県に至る地殻変動速度プロファイルから、

太平洋側のひずみ速度は海溝型地震の発生と余効すべりにより顕著に変化したが、ひずみ集

中帯でのひずみ速度はほとんど変わっていないことが示された。この結果は、ひずみ集中帯

での東西圧縮が太平洋プレートの沈み込みとは直接関係していないことを示唆しており、ひ

ずみ集中帯のモデル化を行う上で、重要な拘束条件を与えるものである。 

このように、ひずみ集中帯と内陸地震の発生の準備過程に関しては、下部地殻の不均質構

造の変形による上部地殻の断層への応力集中というシナリオに調和的な結果が系統的に得ら

れ、定量的なモデルの構築も開始されている。不均質構造の形状や物性について、さらに空

間分解能を上げて推定するとともに、より定量的なモデルの構築を行うことが重要である。 

北海道島弧会合部下で、橄欖岩と考えられる地震波速度を持つ物質が通常の内陸地殻領域

まで深部から西に向かって斜めに貫入していることや特異に沈み込む地殻物質の構造を詳し

く見ると、高速度層と低速度層の互層になっていること、その互層の境界は陸上の地質構造

線または活断層の空間分布と対応していることなどが明らかにされた。これらは、当地域で

これまで言われていたモデルとは異なる結果であり島弧の衝突を考える上で重要な知見であ

る。今後の進展を期待したい。 

スラブ内地震については、東北日本・北海道両地域での面間地震の発生に岩石の脱水反応

が関係している一方、スラブ内における応力の中立面の位置が、誤差を考慮しても東北地方

と北海道では中立面の深さが異なることが明らかとなった。大地震の余震域は中立面を越え

ておらず、スラブ内地震の破壊域の広がりが、スラブ内の応力場により規定されていること

が示唆された。三陸沖の海溝近傍のプレート内に形成される二重浅発地震面が、アンベンデ

ィングモデルによって説明可能であることも示された。スラブ内地震の発生ポテンシャル評

価へ向けて今後の成果が期待される。 
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図1．a) 宮城県沖地震震源域周辺におけるマントルウェッジ内のVp/Vs分布。プレート境界から5 km

以上浅部に震源を持つ地震の震央を黒点で示す。赤色コンターはYamanaka and Kikuchi (2004) に

よる1978年宮城県沖地震のすべり量分布（東北大学[課題番号：1205]）。 

 

 

図2．宮城県沖における最大主応力軸（σ1）と最小主応力軸（σ3）がプレート境界面となす角度θ1 

およびθ3 の空間分布。Yamanaka and Kikuchi (2004) による1978 年宮城県沖地震のすべり分

布とプレート境界面の等深線をあわせて示す。右上に角度の測り方を示す（東北大学[課題番号：

1205]）。 
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図3．活動様式で色分けした相似地震群の震央分布（左図）と震央分布図で示されている６つの小領

域ごとの震源断面分布（右図）。◇印は相似地震群の震源で，赤色は繰り返し型(R)，青色はク

ラスター型(C)，白色はその他(O)である。震央分布図の★印は1923年以降に発生したM7.0以上の

地震の震央（気象庁データ）である。また，断面分布図の灰色は鹿児島大学で決定された微小地

震の震源，点線枠はプレート境界外とした領域（鹿児島大学[課題番号：2301]）。 

 

 

図4．ユーラシアプレート安定域に対する速度ベクトル(陸上の黒い矢印は，国土地理院の電子基準点

の速度ベクトル) （海上保安庁[課題番号：8006]）。 
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図5．(左) 海底地殻変動観測点（菱形），体積歪観測点（四角）および推定された断層モデルの分布

図。観測対象領域周辺の地震活動として気象庁一元化震源による震央を灰色の点で示す。海底お

よび陸上で観測された地殻変動後1ヶ月以内に海底観測点周辺で発生した地震の震央を丸で示す。

特にM5.5 を超える４つの地震については防災科学技術研究所F － net により得られたモーメ

ントテンソル解を併せて示す。２観測点間の相対水深変化と観測点周辺の地震活動。(右)２観測

点間の相対水深変化[(a)と(b)] と体積歪変化[(c)と(d)]。それぞれ１日間の平均と標準偏差を

示す。圧力計および体積歪計については機器のドリフトに伴う見かけの変動を取り除いて示す。 

（c）については同一地点で観測された気圧変化（灰色の線）を併せて示す。(a)と(c)に示す期

間について地殻変動が観測されている期間を拡大して(b) と(d)にそれぞれ示す。推定した断層

モデルから予測される圧力差変化および体積歪変化を破線で示す（東北大学[課題番号：1206]）。 

 



131 
 

 

図6．（上）: 2001 年から2010 年はじめまでのスロー地震の活動の推移。（下）: 南海地震とスロ

ー地震群の位置図。（上）黒の点はGEONET大月観測点（位置は下図に表示）の位置の東方向への

動き，赤と青の線は，それぞれ下図の赤と青の点で示した位置の深部低周波微動の積算発生回数，

ピンクの線は下図のピンク色の円で示した場所の浅部超低周波地震の積算発生回数。灰色の影を

つけた期間が，長期的スロースリップイベントの期間を示す。（下）南海地震とスロー地震群の

位置図。紫のコンターは，1946年南海地震の食い違い量分布。深部低周波微動の震央を橙・赤・

青点で示す。豊後水道付近の微動（赤および青点）の活動度を上図に示した。ピンク色の四角の

領域は豊後水道スロースリップイベントのすべり領域。浅部超低周波地震の発生領域を灰色およ

びピンク色の円で示す。そのうちピンク色の円で示した領域の活動度を上図に示した（防災科学

技術研究所[課題番号：3011]）。 

 

 

図7．短期的スロースリップイベントの自動検出例。2007 年3 月のイベント時の1 日毎の結

果。色のついた四角が検出されたSSE 断層の位置で，色はモーメント解放レートを示す。

青丸は深部低周波微動の震央（防災科学技術研究所[課題番号：3011]）。 
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図8．推定された発震機構解の分布。超低周波地震および通常の地震について，CMT解析によ

って推定された発震機構解（最適なダブルカップル解）をセントロイド位置に示す。カ

ラースケールはセントロイド深さを表し，超低周波地震は濃い色で通常の地震は淡い色

でそれぞれ示す（防災科学技術研究所[課題番号：3011]）。 
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図9．2003年十勝沖地震以後の余効すべり分布(国土地理院[課題番号：3012])。 

 

 
図10．岩手・宮城内陸地震の震源域とその周辺におけるN107°E 方向のプロファイル上にプ

ロットされた水平・上下変動成分。期間は本震後60日から547日まで。水平変動成分は

N107°E 方向の成分を示している。赤の曲線は，推定された最表層の弾性層の厚さとそ

の下層の粘性係数によって計算された値を示す(東北大学[課題番号：1207])。 
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図11．岩手・宮城内陸地震の震源域とその周辺における深さ10 km におけるS 波速度偏差と

λ（＝σp/σn）の分布。S 波速度偏差 (Okada et al., 2010) をカラースケールで示す。 色
のついた四角は，λの平均値を求めたグリッドを表わし，カラースケールでλの平均値

を示す。ここではＳ（＝σ3 ／（σ1 - σ3））を1.0 と仮定した場合を示す。本震震央と

火山の位置を，黄色の星と赤色の三角で示す。黒色の太実線・細実線はそれぞれ県境と

活断層を示す(東北大学[課題番号：1207])。 
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図12．岩手・宮城内陸地震の余震分布。平面図において丸印は低周波地震の震央を表す。断面図は平

面図の青枠内の地震を東南東から投影したもので，上から順に，高周波の地震，実体波・コーダ

波ともに低周波の地震，及びコーダ波部分が低周波の地震の深さ分布を示す。灰色の十字は通常

の地震，星印は本震の震源を表す。丸の色は周波数偏差を示す（弘前大学[課題番号：1101]）。 
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図13．  GEONETデータによる新潟県から福島県に至る地殻変動速度プロファイル(国土地理

院[課題番号：6015])。 
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図14．糸静線北部周辺の地殻変動速度分布。赤三角は隆起を，青三角は沈降を表す（名古屋大学[課

題番号：1705]）。 

 

図15．1984年長野県西部地震の断層に沿った鉛直断面における応力場と速度構造。上：応力場に重ね

たコンターはYoshida & Koketsu(1990) によるすべり量分布。下： P 波速度偏差。赤が低速度，
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青が高速度，黒線は精度のある範囲（京都大学防災研究所[課題番号：1808]）。 

 

 
図16．濃尾地震震源断層沿いのP波速度構造の深さ断面図。濃尾地震に関連した主要活断層の

位置と地表変位量を参考のために上図に示す(東京大学[課題番号：1417])。 

 

 

図17．濃尾地域と東海地域で得られたレシーバー関数の深さ断面図。黄色の○印は微小地震

の震源，白い☆印は深部低周波地震（LFE）の震源を表す(東京大学[課題番号：1417])。 
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図18．濃尾地震断層から約20 km離れた中竜鉱山坑道内における地震計アレイ観測による波形。

100 Hzを超えてもなお十分なS/Nをもった記録が得られた  (九州大学[課題番号：2203])。 
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２（２）（２－２）火山噴火準備過程 

            

                 「火山噴火準備過程」計画推進部会長 井口正人 

                             （京都大学防災研究所） 

 

火山噴火予知研究の目標は、噴火の時期、場所、規模、様式及び推移を予測することであ

るが、活動的で数多くの噴火履歴があり、多項目観測や各種調査が実施されている幾つかの

火山であっても、観測と経験則により異常の原因が推定できる段階にとどまっている。これ

を、「現象を支配する物理法則が明らかにし、観測結果を当てはめて、将来の予測ができる

段階」に引き上げるためには、マグマ供給系を含む地下の構造や状態の時間変化の把握によ

りマグマ上昇・蓄積過程と、地質学的調査研究に基づく噴火履歴の解明とマグマの発達過程

を解明し、モデル化する必要がある。火山噴火準備過程研究計画では、「ア．マグマ上昇・

蓄積過程」と「イ．噴火履歴とマグマの発達過程」の研究を2つの柱とし、両者をあわせて考

察することにより噴火現象をモデル化し、それを導入した噴火シナリオの作成に資すること

を目的としている。 

 

ア．マグマ上昇・蓄積過程 

日本の多くの火山では火山性地殻変動を捕捉できる段階にある。例えば、気象庁[課題番

号:7019]は陸域観測技術衛星だいちのSARデータを干渉画像解析し、十勝岳、有珠山など全国

の13火山について火山性地殻変動をとらえた。 

2011年1月26日に準プリニー式噴火が発生した霧島の新燃岳については、噴火前の2009年12

月からの約1年間に新燃岳の北東数kmにある球状のマグマ溜まりが約1500万m3の膨張し、1月

26日以降の約１週間の噴火により約1200万m3の体積減少した（図1）と推定している。噴火前

に蓄積されたマグマが一連の噴火イベントでおおよそ解消された形である（国土地理院[課題

番号:6016]）。 

静穏期にある火山においても特徴的な膨張・収縮が繰り返されており、国土地理院[課題番

号:6016]はGPSデータの解析により伊豆大島が膨張・収縮を繰り返しながら、2004年から2010

年までに約1600万m3の体積膨張したことを示した。また、東北大学[課題番号:1209]は、岩手

山で地盤変動イベント（2009年10月～2010年4月）が発生し、その変動源は1998年活動初期の

震源域の直下に位置することから1998年と同様に浅部へのマグマの供給が繰り返されている

と推定している（図2）。 

桜島においては地盤変動の様式がより複雑となっている。2006 年6 月に昭和火口における

噴火活動が再開した桜島では2010 年には1033 回の爆発が発生し、670 万トンの火山灰が放

出されるなど活発化の傾向にあり、地盤変動様式の複雑は、噴火活動が長期にわたり同時進

行していることによる。2009年10月から2010年5月まで地盤の隆起・膨張から推定されるマグ

マ供給量の増加（20万m3/月→50万m3/月）とともに爆発活動が活発化したが、2010年6月から

10月までは小規模な爆発は発生したが、地盤は急激に沈降・収縮し、マグマ供給はほぼ停止

した（図3、京都大学[課題番号:1809]）。膨張・収縮が繰り返されたことは伊豆大島と類似

しており、現在の桜島はさらに激しい噴火活動の準備期であることが示唆される。また、準

備期といっても新燃岳のように顕著な噴火なしにマグマを蓄積し、それを一連の噴火により
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一挙に開放したものとも異なる。注目すべきは姶良カルデラ内の深さ10kmの膨張圧力源に加

え、桜島島内北岳の北東から北山麓に圧力源が推定されたことである。姶良カルデラ内の圧

力源は膨張を続けているが、北岳の圧力源が膨張・収縮を繰り返している。 

一連の活動の推移の中で本格噴火に先行すると考えられる先行物質の変化が捉えられた。

2009年10月から新鮮なマグマ物質が放出され、活動期においてはSiO2の組成比が減少し、活

動低下期においては増加することが明らかとなり、噴火活動度が上昇するとマグマ組成（火

山ガラス）が玄武岩質に近づく（図4）（北海道大学[課題番号:1004]）。また、一連の活動

期をとおして、火山灰付着成分の水溶性成分のCl/Sモル比は増加を続けている。特に、次の

新たな膨張が検出され始めた2011年12月には、0.5以下で増加していたCl/Sモル比が1以上に

急増した。南岳起源の火山灰よりも高くなっており、火山ガスの高温化とより揮発性成分に

富むマグマが上昇していることが示唆される（図5）。このような塩素の増加は、FTIR分光放

射計を用いた噴煙中の火山ガスHCl/SO2比の測定によっても確認されている。 

このような先行噴出物解析の重要性は山頂北側斜面の噴気帯が拡大し、湯釜東壁において

2011年秋から噴気活動が顕在化している草津白根山でも指摘できる。東京工業大学[課題番

号:1602]は、この異常領域で噴気ガスを繰り返し観測した結果、北側噴気帯から放出される

ガスとは組成が大きく異なり、特に水素の割合が高く、マグマから直達していると考えてい

る。 

 

イ．噴火履歴とマグマの発達過程 
本研究の目的は、伊豆大島、桜島、有珠山などを対象に集中的な地質調査、浅部のボーリ

ング・トレンチ調査、噴出物の化学分析及び年代測定を実施して、噴出量階段図を作成し、

噴火の規則性を理解するとともに、噴出物の分析からマグマ混合や分化過程などを明らかに

し、長期的な火山噴火予知に資することである。 

重点火山のうち桜島について、北海道大学[課題番号:1004]は火山噴火履歴を高精度に復元

するためトレンチ調査を行い、鍵層として1987年噴出物が認識した。また、ボーリング調査

を行い、南岳成長期（～3000年前頃）のテフラ層序を明らかにしつつある。また、桜島の大

正噴火以降の噴出物を分析し、南岳山頂活動期以降についても大正噴火と同様に玄武岩質マ

グマの関与が認められ、それが大きいと噴火規模が大きくなることを示すことにより玄武岩

質マグマの動向を把握することが重要であることを指摘した。伊豆大島について20世紀の噴

出物について組成分析を行い、詳細な試料採取を行い、全岩化学組成の測定・鉱物化学組成

の測定を行った。その結果、1986年のA火口を除く噴出物は、SiO2量が53 wt.%程度のマグマ

と 57 wt.%程度のマグマとの混合によって形成されたこと、また1986年や1951年の噴出物に

含まれる斜長石斑晶は、噴出物よりもCaO量やMgO量が高いマグマから晶出したことなどが明

らかになった。 

重点火山以外では、雌阿寒岳、岩木山について噴火履歴の精密化と物質科学的検討が行わ

れた。 雌阿寒岳については、過去13000 年間の噴火履歴を引き続き検討することにより、マ

グマ噴火が頻繁に発生する活動期と静穏期が4回繰り返され、現在は静穏期にあることが分か

った。また、ポンマチネシリ火山形成期の初期に活動した単成火山である西山と阿寒富士火

山形成期のマグマ供給系について考察がなされた（公募研究[課題番号:2904]）。また、岩木

山においては前年度に推定した形成年代を詳細な調査により補強するとともに、各溶岩ドー
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ム及び付随する噴出物の規模を求めて噴出量積算図を作成した（公募研究[課題番号:2905]）。 

 

課題と展望 

これまでの研究により多くの火山において火山性と考えられる地盤変動が検出された。そ

れをいくつかに分類できる。1）１つは膨張と収縮を繰り返している火山であり、噴火活動の

静穏期にある火山が多い。静穏期においてもマグマの貫入が繰り返されていることが指摘で

きる。2)1 回のマグマ貫入によって蓄積されたマグマが一回（一連の）の噴火で消費される

される場合もある。2011 年新燃岳の噴火については約 1 年かけて貫入・蓄積されたマグマが

一連の噴火でほぼ放出された。少なくとも最近 10 年間の地盤変動をみる限り膨張・収縮が繰

り返されることなく、1 回のマグマ貫入により噴火に至ったように見える。桜島の個々の爆

発についてはこのパターンが多い。3)マグマ貫入と並行して噴火し、かつマグマを蓄積し続

ける場合で、2006 年以降の桜島の昭和火口噴火活動がこのパターンである。前計画（第７次

火山噴火予知計画）では、全国の大学は協力して総合集中観測と火山体構造探査を、毎年対

象とする火山を変えて実施してきたが、このようなマグマ貫入様式の多様性を把握するため

には多数の火山での比較研究を行うことが重要である。 

1)の場合、膨張と同期して火山性地震活動が活発化することが多い。伊豆大島ではよく知

られた事実となっている。問題は、2)と3)の場合であり、顕著な地震活動の変化がみられず、

火山性地震発生による応力の時空間分布を把握することが困難である。いずれも主噴火の前

に先行する噴火活動があり、火道が既に開放している、あるいは完全に閉塞した状態ではな

いと考えられる。このような火山に対処するためには、１つは地盤変動観測の高感度、高精

度化またそれに加えて広域化が必要である。桜島昭和火口の1回の爆発に伴う体積変化量は

103m3のオーダーであるが、この程度でも伸縮計により捉えられているし、近接観測であれば

102m3のオーダーを捉えることもできる。2つ目は地下の構造変化である。準静的に地下の圧

力が変化していくにしてもマグマが貫入してきていれば地下の構造は変化するはずであり、

構造の時間変化を抑えていくことが重要である。また、東北大学[課題番号:1209]の高分解能

トモグラフィー解析によって桜島直下にマントルウェッジから地殻を貫いて地表へ続く低速

度域の存在が示されているが(図6)、その時間変化も追跡していく必要があろう。3つ目は火

道が既に開放している、あるいは完全に閉じた状態でなければ、先行物質としてのマグマ物

質とその量と組成の変化を捉える好機である。従来物質科学では、噴火イベントごとの限ら

れた資料の分析に力がそそがれてきたが、高頻度サンプリングが可能な状況では、多量の資

料の物質科学的解析の迅速化、あるいは準リアルタイム化に向けた開発、体制づくりが重要

である。4つ目は現在の桜島や諏訪之瀬島に特に言えることである。現在の事業計画の部会の

構成は火山噴火準備過程と火山噴火過程に分けられている。過去に発生した噴火したいくつ

かの火山では火山噴火に前駆する過程と噴火中の過程を分けることが可能であるが、上記の2

つをはっきり分けることが難しい。従来は、初期噴火発生後の噴火活動推移の複雑さが強調

されてきたが、火山活動は噴火に先行する時期でも複雑なふるまいをする。両方を統合した

研究体制が望ましいと考える。 
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図1．霧島山2011年噴火に伴う地殻変動と力源モデル（国土地理院[課題番号:6016]） 

 

 

図2．岩手火山で観測された短期地盤変動(a,b)と変動源モデル(b,c)．（東北大学[課題番

号:1209]） 

(a)傾斜・歪連続記録、(b)赤と青のシンボルが2009年10月～2010年4月と4月～6月の変

動量。橙色長方形は前期の変動源モデル。(c)岩手火山周辺のP波速度偏差分布、1998

年の活動(Tanaka et al., 2002)と変動源モデル。 
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図3．桜島山頂へのマグマ供給量の増加（京都大学防災研究所［課題番号：1809］） 

1 段目：昭和火口から2.1km 離れた有村観測坑道における傾斜量の月平均値、 

2 段目：山頂直下の深さ3.5km に茂木ソースを仮定したときの月別体積変化量、 

3 段目：火山灰放出量（鹿児島県の降下火山灰量による）、 

4 段目：桜島山頂への月別マグマ供給量の積算値 

 

 

図4．桜島火山2006年からの噴出物のガラス組成（北海道大学[課題番号:1004]） 
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図5．火山灰付着水溶性Cl/Sモル比の時間変化（京都大学防災研究所［課題番号：1809］） 

青：昭和火口から放出された火山灰，赤：昭和火口 

 

 

 
 

図6．南九州火山地域の速度断面．（東北大学[課題番号:1209]） 

桜島火山(a)ならびに霧島火山(b)下の北西－南東断面における、左から順に，P波速度

偏差，P波速度異方性，S波速度偏差，ポアソン比偏差の深さ分布。 
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２（３）（３－１）地震発生先行過程 

            

                 「地震発生先行過程」計画推進部会長 中谷正生 

                             （東京大学地震研究所） 

 

  地震発生の予測の時間精度を高め、短期予測を可能にするためには、地震発生の直前に発

生する非可逆的な物理・化学過程(直前過程)を理解して、予測シミュレーションモテルにそ

れらの知見を反映させ、直前過程に伴う現象を的確に捕捉して活動の推移を予測する必要が

ある。これまでの研究によって、地震に先行して発生する現象は多種多様であり、地震発生

準備過程から直前過程にまたがって発生する現象の理解を進める必要性が認識されてきた。

このために、1) 地震に先行する地殻等の諸過程を地震発生先行過程と位置付けて研究し、2) 

そのメカニズムを明らかにして、特定の先行過程が地震準備過程や直前過程のどの段階にあ

るかを評価し、 3) 数値モデルを作成し、 4) モデルを予測シミュレーションシステムに組

み込む必要がある。、地震発生予測システムの研究で行う 3)と 4)の研究に資する目的で、

地震発生先行過程に関する研究では、上記のうち 1)と 2)を実施している。 

 

ア. 観測データによる先行現象の評価 

(電磁気学的現象) 

  地震発生に短期的に先行してVHF帯の電波が見通し外に伝播する異常(地震エコー)が観測

されることが国内外で報告されている。2004年から行ってきた、日高山脈を挟んで反対側に

ある広尾放送局のFM放送波を北大えりも観測所構内で受信する観測では、日高山脈周辺で起

こる概ねマグニチュード4以上の地震50例以上についてこの伝播異常が観測され，発生する地

震のマグニチュードとの関係について、1)断続的に観測される伝播異常の出現時間の総和が、

その後発生する地震のマグニチュードの指標になる。2)伝播異常が観測されなくなってから

ある時間の経過後(1日から10日位の範囲)に地震が起きるが、その時間とマグニチュードとの

間には相関は見られないことの2点が示された（北海道大学［課題番号：1005］）。さらに、

この現象の観測を効率的に行うために、擾乱発生位置の特定もできる安価な電波干渉計を開

発し、北海道等に設置してテストしている。予察的な解析ではあるが、散乱波の偏波につい

て着目したところ地震に先行している可能性がある擾乱の場合、受信偏波が送信偏波と異な

っていることが分った（岡山理科大学［課題番号：2913］）。 

  地震の数日前に電離層総電子数(TEC)の日変化の振幅が小さくなることが、海外の大地震に

ついて示されているが、それらはいずれも低緯度地域でおこった地震である。近年日本でも

観測条件のよい内陸浅部で比較的大きな地震がおこっているので、その検証を試みた。2007

年中越沖地震では、中国等で報告されたようなTEC 減少が比較的明確に見られたが、2008年

岩手宮城内陸地震は、異常検出に最も適した太陽活動の最小期に発生したにもかかわらず、

地震と関係ない時にもしばしば起きている程度の異常しか認められなかった。もう少し他の

例を検討する必要があるが、この現象は、低緯度地域でなければ大きなシグナルを出さない

とする理論的モデルも提出されており、日本では利用できない現象である可能性もある（北

海道大学［課題番号：1005］）。 
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  衛星による観測は、電離圏の擾乱の時空間分布を効率よく取得できる。フランスのDEMETER

衛星の2004年から6年間にわたる電離圏観測データについて、昨年度、技術的な問題がないこ

とを明らかにしたが、今年度は、四川地震前の電離圏変動擾乱が震央より南でおこったこと

をつきとめた。一方で、同衛星のデータと日本のひのとり衛星のデータを併せて解析したと

ころ、これまでにしられていなかったタイプの大気圏・電離圏相互作用に起因する電離圏擾

乱で、地震先行電離圏擾乱の変動と類似するものものがみつかった。地震と関連する擾乱を

同定するためには、このような他の原因による変動を順次取り除いていかなくてはならない。

そのような作業のfeasibility studyとして、磁気嵐および赤道ジェット電流か発生していた

ときにおこった皆既日食時のデータを解析し、複雑な変動を起源別に分解することに成功し

た（東京学芸大学［課題番号：2908］）。 

  伊豆諸島では地震に先行するDC-ULF帯の地電位差変動が多数観測されており、異常の性状

によって地震先行異常と、雷・人工ノイズの経験的判別基準が確立している。昨年度に神津

島・新島の観測点を再構築し順調にデータを取得している。本年度は、先行的な地電位差変

動は出現せず、また、経験的にそれが期待されるような大きさ・位置の地震も発生しなかっ

た。人工ノイズが少なく観測条件のよいフィールドでこのようなブランクテストができたこ

とは、この手法のポテンシャルに対して積極的な意味合いをもつ。（東海大学［課題番号：

2501］）。 

  VLF帯の地中電磁波観測では、3成分磁場と鉛直成分電場センサーをボアホール孔底と地表

に設置した和歌山県白浜の新観測点で得られたデータの解析を行った。現在までのところ、

この観測点で確実に地中起源の電磁波と確認された事例はないが、垂直入射モードと表面伝

搬モードの2種類の電磁波伝搬モードがある事がわかった。（東海大学［課題番号：2501］） 

   

(地球化学的現象)   

  本計画で開発・運用をしている地下水溶存ガスの連続観測装置における「観測開始からの

経過時間の増加に対応した大気ガスの混入割合の増加」の原因が、揚水に使用していたペリ

スタポンプのガスバリア性能の経時低下であることを特定し、この部分の改造をおこなった。

この結果、揚水の技術的条件が困難である跡津川断層直上に断層を貫くように掘削された観

測井での連続観測において、これまで S/N=1 程度であった地下水溶存ヘリウムのシグナルが 

S/N=10程度に改善した。また、地下水溶存メタンのピーク解析精度も向上した。地下水流通

経路の亀裂総量のダイレクトな指標である4Heと36Arの絶対濃度まで自動連続観測できる本

装置の性能は、地下水の化学モニタリングの歴史において画期的といえる。また、この連続

観測装置は、将来の多数展開を意識しており、そのための一つの困難が、生スペクトルの解

析を必要とする質量分析計データ解析の自動化であったが、上記の装置改造でデータの安定

性が向上したため、1時間前の結果を初期値にして自動解析ができるようになった。これによ

り、1時間ごとの溶存ガスの主要成分を計算できるようになり、Webに自動表示できるように

なった（東京大学理学系研究科［課題番号：1502］）。 

  ラドン濃度については、地下水の観測だけでなく、大気中での濃度変動にも地震や地殻歪

みに関連するらしき変化がみられることがあり、地下の不均一構造の影響を受けにくいため、

地下水より効率のよい手段であるとも考えられる。兵庫県南部地震の先行現象として観測さ

れた大気ラドン濃度上昇をその他の地殻変動データと詳細に比較検討し、観測された数回の
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顕著なピークは、地殻歪変動・地下水中ラドン濃度変動・地下水湧水量変動のピークとほぼ

一致しているが、地殻歪変動に最も対応している前駆現象は大気中ラドン濃度変動であるこ

とを見いだした。しかし、大気ラドンは確実に気象要素の影響をうけるのでその弁別が不可

欠である。牡鹿半島における大気ラドン濃度連続データを題材に、物理的な要因を考慮して、

変動の気象由来成分を気温および顕熱の観測値から評価することによって、地殻応力による

変動を推定するモデルをつくった（東北大学［課題番号：2906］）。 

 

(地震活動) 

  先行現象として物理的に期待されるもので、微小地震からしかえられない重要な情報の一

つとして、地震発生層の深度での応力場の方位が挙げられる。その推定のためには、多数の

微小地震の断層面解を精度よくもとめることが欠かせない。観測地域中央部における観測点

間隔はほぼ2-3 kmの臨時観測を展開している丹波山地では、M0.5クラスの非常に小さな地震

でもルーチン的に断層面解を決定できるようになった(図1)。定常観測網のデータでは、M2

以上のものしか断層面解をきめられないので、GR則から考えると、応力場推定に使えるデー

タの密度が一挙に30倍増えたことになり、応力場モニターの時空間分解能が30倍改善される

ことになる（京都大学防災研究所［課題番号：1811］）。一方、日本全域をカバーした応力推

定を行うために、国立大学観測網地震カタログ(JUNEC)のP波初動を用いて,1985 年7月から

1998年12月までに日本で発生した約14,000個の地震のメカニズム解を推定し(図2),カタログ

化した. 同様のカタログとして、F-netのデータを用いたものが存在するが、これはM4程度以

上の地震についてだけであり、今回は、M2からの微小地震を含んでいるため、応力場解析に

有利であると考えられる。検証のために、1995年兵庫県南部地震に伴う静的クーロン応力変

化(ΔCFF)と地震活動変化の相関性を、推定されたメカニズム解を用いて計算されたΔCFFの

確率分布の時間変化から検討を行った。本震後に発生した地震の確率分布は本震前に比べて

明らかにΔCFFが正の方向へ移動しており、ΔCFF増加域において活発化、あるいはΔCFF減少

域において静穏化したことが示された（東京大学地震研究所［課題番号：1419］）。 

  南アフリカ大深度金鉱山の誘発地震を対象に行なっている震源のごく近傍で、25kHzの高周

波帯域までのカバーする地震観測では、至近距離(<150 m)で発生したマグニチュード-3～0

の極微小地震について、応力指標パラメータのひとつである静的応力降下を求めることに成

功した。これまでは、観測周波数帯域の制約から、マグニチード-1以下の地震についてはコ

ーナー周波数が求められず関係がわからなかったが、今回の観測により、中大規模地震で知

られている応力降下一定則が、マグニチード-3まで成り立っていることが明らかになった(図

3)。鉱山で大量に観測できる極微小地震が基本的に中大規模地震と相似な剪断滑りであるこ

とを示唆している。さらに、南ア鉱山では大きな地震の直前期に応力降下の低い地震が多発

するようになるといわれているが、より信頼性の高い高周波観測のデータでこの現象を検証

できるはずである（東京大学地震研究所［課題番号：1420］）。 

  2005年宮城県沖地震の震源域の周囲で発生した中小規模地震のメカニズム解を用いて応力

場の推定を行った結果、宮城県沖の応力場の空間不均質は小さいことが明らかとなった。宮

城県沖では震源域の東端を境にプレート境界の沈み込み角度が10 °程度から25 °程度に変

化しており、推定された宮城県沖の応力場は震源域内ではプレート境界に対する法線応力が

その東側よりも大きくなる（東北大学［課題番号：1210］）。 
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  広域地震活動の時間的推移から、大地震の中期的先行過程の進行がとらえるのではないか

という考えが臨界現象の立場から提出され、カリフォルニア等で肯定的な解析例もでている。

最近提唱された、イベントが起こるたびに時間が進むナチュラルタイムという新概念を用い

て、1995年以降のM7以上の日本の大地震である1995年阪神淡路地震、2000鳥取県西部地震、

2003十勝沖地震、2004紀伊半島沖地震、2005年福岡県西部地震、2008岩手宮城内陸地震につ

いて臨界点検知を行った。十勝沖、岩手・宮城内陸を除く大地震については従来の研究と同

様な臨界点と思われる変化が見られた。さらに、地震カタログの一般的統計的性質を検討し、

通常の物理的時間よりも、ナチュラルタイムのほうが、臨界点の検知に有効であるとの知見

をえた（東京大学地震研究所［課題番号：2912］）。 

 

(測地学的現象) 

  GEONETと東北大学のGPS データを統合処理して日々の座標値がルーチン的に算出するシス

テムを開発し、GPS精密暦公表までの14日間をまたずにプレート境界の準静的滑りモニタリン

グを准リアルタイムで運用する目処がたった。また、小繰り返し地震を用いたプレート境界

でのすべりモニタリングにおいては、2010年に東北日本の日本海溝沿いで 249 個の新たな小

繰り返し地震が抽出され、それらの活動から,福島県沖から宮城県沖の海溝に近い場所におい

て2008 年に滑り速度が加速した後、滑り速度がしだいに減速していることが分かった（東北

大学［課題番号：1210］）。  

  南アフリカ大深度鉱山内で震源極近傍に設置したひずみ計では、従来から地震波放射効率

の低いゆっくり地震に相当するイベントについては前駆滑りが多数例検出されている。昨年

度マグニチュード（Mw）0.3の普通の地震について、震源から20m以内にある2台の歪み計で、

本震時の歪み変化の10分の1～数分の1の明瞭な歪変化が6.5 時間前から開始したケースがみ

つかった(図4)。本年度は、この観測の信頼性を吟味した。まず、この6.5 時間の最中にマグ

ニチード（Mw）0.2の地震が近隣で発生しているが、これは先行歪みのトレンドには影響をあ

たえなかった。また、採掘発破がない週末に2台の歪計で記録された潮汐変化が互いに類似す

るなど、歪計の動作や岩盤とのカップリングが安定していることもよく確認され、観測デー

タ自体には問題がないことが確認されている。さらに本震による歪み変化の極性と前駆歪み

変化の極性が一致しており、天然の地質構造の中で発生した地震の前駆すべりが世界で初め

て明瞭に捉えられた例である可能性が非常に高い。（立命館大学［課題番号：2401］）一方で、

これまで鉱山内の至近距離観測において、より大きな地震に対して先行歪みが観測されなか

った例が多数確認されており、どのような場合に先行歪みがおこるのか、今後良質のデータ

を増やして十分検討する必要がある。また、このイベントの発生時期には同じサイトでおこ

なわれていた超微小地震観測（立命館大学［課題番号：2402］）が欠測していたが、同観測で

それ以前の時期に10mX10mくらいの平面的活動の集中があり、この部分がマグニチード（Mw）

0.3の震源になったとすると、coseismicな歪み変化が定量的に説明できることが確認された。

これは、今回の事象の解明には間接的な役割しか果たしていないが、震源極近傍での超高感

度複合観測の有効性を示すものである。現在は、大規模な天然断層を囲む鉱山地下のサイト

に、歪み計、超微小地震ネットワークを含む新たな観測網を構築している。 

 

(地殻構造) 
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  地殻構造の時間的変化を監視する新しい手法として注目されている、地震計の雑微動記録

を用いる地震波干渉法で、従来の主流であるRayleigh波の位相速度ではなく、実体波の反射波を雑

微動の観測点間の相互相関関数(CCF)で検出する試みを行った。使用する観測点の1つを大深度ボア

ホール観測点として15 カ月以上のデータをスタックするとRayleigh 波の基本モード以外の信号が認

められるようになり、既知の構造情報に照らして、これらがモホ面や地殻内反射面からの信号として

解釈可能であることがわかった。（京都大学防災研究所［課題番号：1810］） 

    

イ. 先行現象の発生機構の解明 

(電磁気学的現象) 

  地震の先行現象について、その発生機構が理解されていることは稀であり、このような段

階では、観測データから現象を愚直に遡っていくアプローチが必要とされる。ア.で述べた地

震エコー現象について、8km 間隔で 3 点の受信局を展開した。複数の地震について、地震エ

コーがこの 3 つの観測点全てで観測され、さらに、エコーの開始時刻が西から東へ 15 分ずつ

遅れていることがわかった。エコーの直接の原因である上空の散乱帯の移動速度と整合する

値であり、さらにこのような実験を継続して順次可能性を絞りこむことが望まれる（北海道

大学［課題番号：1005］）。 

  一方で、例は多くないが、大地震に先行する地磁気異常がみられた例が過去に報告された

例もあり、応力の変化により地殻構成鉱物の磁化が変化するピエゾ磁気がひとつの可能なメ

カニズムとして指摘されている。海溝型の巨大地震が想定される道東地域の南岸域には、強

い磁気異常があり、さらにその経年変化には、コア起源の永年変化ではありえない小スケー

ルの地域性があり、プレート運動による巨大地震スケールの応力蓄積過程がピエゾ磁気効果

を通してモニターできる可能性があることが、1990 年代の観測データとモデル計算から指摘

されている。その検証のため、気象庁地磁気観測所と協力して各磁気観測点における地磁気

三成分の絶対測定を行い、1990 年代の観測データでみらた強い地域性が再確認されたととも

に、当時とはパターンがかなり異なってきていることがわかった(図 5)。今後は、海溝型の

巨大地震に伴うコサイスミックな変化が捉えられるかどうかが ピエゾ磁気効果モデルを検

証する上で本質的に重要となる（北海道大学［課題番号：1005］）。一方で、気象庁が伊東

市御石ヶ沢付近でおこなっている地磁気の連続観測については、昨年度の周辺調査データか

らローカルな磁気異常の影響が示唆され、シミュレーション等による影響の除去を試みたが、

地殻変動起因の変動を、信頼性をもって抽出することは困難と結論し、伊東市玖須美元和田

に観測点を移動した（気象庁［課題番号：7020］）。 

  ア.で述べたDC-ULF帯の地電位差変動をもたらしうるメカニズムはいくつも提案されてい

るが、その多くは、先行的な微小破壊を仮定するものであり、一方でそれに対応する微小地

震は観測されていない(小さすぎて観測できないだけかもしれないが)。室内実験で、微小破

壊をともなわない条件で岩石試料を不均一に静的加圧すると、圧縮部から非圧縮部に電流を

流す起電力が発生することが観察された(図6)。この現象は、火成岩( 花崗岩、ハンレイ岩)

の場合にのみおこり、非火成岩(大理石)ではおこらないこと、および、試料内の電位分布か

ら、火成岩鉱物に広くみられる過酸化架橋とよばれる格子欠陥の圧縮で生じた正孔電荷キャ

リアが圧縮部から非圧縮部へ拡散することによるのだとみられ、高い一般性が期待される。
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このメカニズムによれば、DC-ULF帯の地電位差変動は、断層の準静的な局所滑りによる歪み

の再配分自体から直接生じうることになる（東海大学［課題番号：2501］）。 

  断層ガウジ層内に内部構造として発達する剪断集中帯が、震源核形成から本震にいたる一

連の仮定で果たす役割に注目して、内部構造の発達と摩擦電気の発生を同時にとらえる一連

の室内実験を、圧電効果をもたないはんれい岩の摸擬ガウジを用いておこなってきた。実験

結果を総合すると、断層に斜交する剪断帯でのゆっくり滑りが震源核の発達をにない、断層

に平行な剪断帯の形成にいたって本震の高速破壊がおこることになるが、このときの電位変

化は、すべり速度および接触面積(すべり面積)に依存し、本震では、震源核形成段階より1

桁近く大きいシグナルが観測された（東北大学［課題番号：2906］）。 

  また、ギリシャの観測例では、DC-ULF帯の地電位差変動の出現する観測点と、それに関連

するとおもわれる地震の発生場所には、非常に複雑な関係がある。さらに東海大学の伊豆諸

島の観測では、地震の発生場所によって異常の極性がきまっていることがみつかっている。

電磁気シグナルの伝播は非常に難しい問題であるが、地震予知への利用のためには、その具

体的な理解が強くのぞまれる。神津島の詳細な浅部電気伝導度探査と地質調査を並行実施し、

比抵抗は2—3桁の範囲で空間的に異なり、かなりの部分が溶岩の分布に支配されていることが

わかった（東海大学［課題番号：2501］）。一方、地殻内での電磁波透過距離と地殻内物質の

フラクタル構造との関係を理論的に導出し、石英板pin-on-disk実験での岩石摩擦にともなう

発光放電現象研究結果とあわせて、震源が浅所ならば、10−1-10−8 Hz の電磁波が地表に到達

可能であるとの結論を得た（東北大学［課題番号：1502］）。 

  一方で、地震に先行したといわれる電磁気現象に関して、提案されている多くのメカニズ

ムはでコサイスミックに大きな異常が観測されるべきであるのに、多くの場合それが観測さ

れないことが、基本的な不審点として指摘されている。最も代表的なメカニズムである圧電

効果が実際の岩石中でどのように働くか詳細に調べるために、京都大学防災研究所では、室

内実験で磁場と電場を多チャンネルで同時測定するシステムを開発した。検証のために、大

型岩石試料中に地震波を伝播させたところ、それにともなう局所電磁場の時空間分布が検出

できた。（京都大学防災研究所［課題番号：2907］）。 

 

(地震活動) 

  プレート境界での大小地震が入り混じった地震クラスターの相互作用を調べるために、と

くに精度のよいデータがあるマグニチード4.9の繰り返し地震4つについて、近傍で発生した

の微小地震の解析を行い、繰り返し地震のすべり域内に全ての微小地震の震源があること、

それらの微小地震の発生時期が、繰り返し地震のサイクルの後半に多いことが分かった。こ

れらの微小規模地震の活動は,繰り返し地震のアスペリティへの応力集中を表していること

が考えられ、アスペリティの応力レベルを微小規模地震の活動から推定できる可能性を示し

ている（東北大学［課題番号：1210］）。 

   西南日本における深部低周波微動については、その浅部延長にあるプレート境界巨大地震

のアスペリティを載荷する深部の準静的すべりの詳細のモニター手段として注目されている。

プレート境界深部の準静的すべり部の中に、多数の微小なアスペリティを仮定したシミュレ

ーションを行い、深部低周波微動の活動域が10 km/day程度で移動する現象を再現した(図7)。
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シミュレーションでは、巨大地震発生前になると,発生間隔が短く,伝播速度が速く,解放モー

メント率が増加する傾向がみられた（東北大学［課題番号：1210］）。 

  一方で、非クリープ域での大小地震の応力相互作用はスケール間相互作用が大きく、大地

震の予測に本質的な困難をもたらすと考えられている。大規模な離散要素モデルを用いて、

大小の断層が自発的に形成・再活動をする数値モデルを作成し、応力場の時空間発展を広い

スケールレンジにわたって観察した。断層運動があると、断層運動周辺の差応力は確実に減

少するが、その断層を含むより広い領域での差応力の変化量を見る場合、この限りではない。

つまり、広い領域で見ると全体に平均して増加する場合と減少する場合があることが確認さ

れた。局所的な応力減少が広域な応力増加となることがより大規模な断層運動につながる。

このことを局所的な観測量の時系列だけから推定することは不可能だが、応力増加を多点で

観測できれば、地震サイクルより十分短い期間のデータからでも大規模地震の中期的な予測

に資する可能性がある（東京大学地震研究所［課題番号：1421］）。 

   

(測地学的現象) 

  地震発生サイクルのシミュレーションなどに用いられている従来の摩擦則は、どのような

実験によるデータに対しても共通する系統的なずれがあった。最近、室内実験データの詳細

に検討し、このずれを解消する新たな摩擦則が提案された。この摩擦則を用いて、この摩擦

則を用いて、地震発生サイクルのシミュレーションを単一バネ‐ブロックモデルで行い、従

来の摩擦則によるモデルと比較したところ、サイクル後半の固着状態の減少がかなり大きく

なることがわかった。もし、この摩擦則が正しいとすれば、地震発生前の前駆滑りは大きく

なるので、観測により検出できる可能性が従来考えられていたよりも高いことを示唆してい

る（東京大学地震研究所［課題番号：1421］）。 

 

(地殻構造) 

  地殻流体の挙動が地震発生やその先行過程に果す役割は、理論的に考えて大きいはずであ

り、様々な手段で地殻の電気的・力学的構造をモニターすることで、地震に先行する現象が

見つかる可能性がある。下部地殻に流体の可能性が高いS波反射面がみつかっており、また微

小地震活動が異様に高い丹波山地周辺域において行っている、82点の臨時観測点による超稠

密な地震観測で得られた反射波の解析によって、北摂地域で知られていた下部地殻のS 波反射面

は同地域に限定的なもので、丹波山地周辺全域に存在するものではないことがわかった。また、レ

シーバー関数解析によってモホ面やプレート形状のローカルなスケールでの詳細が解明された。沈み

込む海洋プレートから下部地殻への地殻流体の供給は、内陸大地震が多発する新潟—神戸歪み

集中帯(丹波山地域もその一部)の成因であるとも考えられており、このような構造の具体的

な解明は重要である。また、歪み集中帯の成因の鍵である断層の強度の推測や、化学的・水

文学的な先行現象の評価に重要な断層破砕帯等の透水率を計測する新しい手法として、密閉

ボアホールを用いた間隙水圧測定のデータの自然擾乱(大気圧や地球潮汐)に対する応答の解

析を行った。（京都大学防災研究所［課題番号：1811］） 

 

課題と展望 

 本年度は、多くの課題で予察的な結果が得られはじめた。電磁気現象に関しては、VHF 帯
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伝播異常で望まれていた観測データから現象を遡る研究で成果が出始めた。この手法は都市

部でも観測できるので、他地域へ展開して様々なタイプの地震に対するケースを収集するこ

とが比較的容易である。メカニズムに関しては当分解決が困難であろうが、研究を継続する

ことが重要と考える。大気ラドンに関しては気象要素由来の変動の問題がクローズアップさ

れ、それを補正する方法が提案されたのは大きな進歩であるが、強い地域性が期待される観

測項目であるので、様々な場所でのデータを入手して解析することが望まれる。個々の地震

がなぜその大きさとなったか、すなわち大地震発生のための要件はなにかという、地震予知

のための地震発生の物理学が解明されていないので、中期的、短期的にある大きさ以上の地

震に先行することが多いと言われる事象を徹底的に調べあげることは、地震発生の物理的理

解を進めるためにも大きな貢献となるはずである。そのためには、少なくとも観測データの

特性はきっちりと把握し、データの意味するところを明確にさせておく必要があり、現計画

での電磁気現象や地球化学的現象を扱う課題では、その部分が非常にまじめに実行されてい

る。しかし、1 つの地域での大地震の頻度は低いので、今後、可能なものについては、短期

間でケースを増やす方策をとるべきだろう。物理メカニズムがわかるまで待つのではなく、

多数のケースを研究することで先行過程と地震停止のメカニズムを同時に明らかにすること

をめざすべきである。その意味で、南ア鉱山での誘発地震を用いた研究は、先駆的なアプロ

ーチである。 

  小地震の断層面解を用いた応力場のモニターは、(固有)地震サイクルの概念に基く地震発

生予測においては欠かせない要素であるが、まだ未成熟な段階にある。しかし、今年度の成

果でみられるように、相当小さな地震のデータをこれに用いることが十分現実的になってお

り、積極的に推進すべき項目である。マグニチードで 1 小さい地震まで使えれば時空間モニ

タリングの分解能が 10 倍改善され、先行過程を検出できる可能性が高くなる。 

  一方、地震発生数の消長が、応力の少なくともステップ的変化を鋭敏に反映することは明

らかな観測事実であるが、それだけでは説明できない非常に不思議な変化が昔から種々報告

されている。この問題は、多体系のスケール間相互作用を含む本質的に困難な問題である可

能性が高くメカニズムは全く理解されていないが、本年度は、断層の力学的相互作用の本質

的な部分を含む大規模な多体系モデルによるシミュレーションが登場した。計算技術と微小

地震観測データ品質の大幅な向上によって、この分野でブレークスルーが得られる蓋然性は

増している。 

  地震カップリングの低いクリープ性の領域での先行現象の研究は、非常に急速に進展して

いる。繰り返し地震自体は、大地震とは大きく異なる力学的状況下でおこっているが、その

アスペリティ内部は、大地震のアスペリティのモデルとして十分参考になりうる。繰り返し

地震のアスペリティ内部で多数の小規模繰返し地震があること、その発生頻度が繰り返し地

震のサイクルの前半と後半で明瞭に異なることは重要な発見である。一方、巨大地震アスペ

リティ下のクリープは、巨大地震発生確率を確実に変化させるはずのものであり、そのモニ

ター指標となる微動活動を表現できるシミュレーションが登場したことは重要な進歩であり、

この方向での一層の研究の深化を目指すべきである。 

  ロック部の前駆滑りについては、ついに南ア鉱山の誘発地震で明瞭な例がみつかった。し

かし、南ア鉱山でも、他の地域でも、顕著な前駆滑りを伴わないで地震が発生した例も多く、

検出限界のよい事例を増やして、様々なテクトニック環境下で、大地震の前駆滑りが検出可
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能な例がどの程度の割合であるか、狭義の前震との関連はどうか、戦略的な調査を検討すべ

きである。また、実験室でなされたような固着度自体をモニターできれば、前駆滑りよりも

ずっと検出されやすいことが期待できるので、自然地震、人工震源を用いたフィールドでの

固着度変化測定の feasibility study を開始することが望ましい。 
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図 1．発震機構決定に及ぼす稠密観測の効果（京都大学防災研究所［課題番号：18119］）

上段が本研究の稠密観測による決定。下段は同じ地震を定常観測点のみで決定した結

果。押し引きを説明可能な節面のペアをすべてプロットしたもの。(青木、2010) 

 

 

図2．JUNEC の初動より決定されたメカニズム解分布（東京大学地震研究所［課題番号：

1419］） 



161 
 

 

図3．南アフリカ大深度金鉱山での高周波数至近距離観測波形から求めたM-3にいたる極微

小地震コーナー周波数と地震モーメントの関係（東京大学地震研究所［課題番号：

1420］） 

 

 

 

図4．南アフリカ大深度金鉱山での至近距離歪み観測でとらえられた、Mw0.3の地震の6.5時

間前からはじまった先行歪み（立命館大学［課題番号：1420］）。近隣でおこったMw0.2

の地震によるデータへの影響はほとんどない。 
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図5．道東での地磁気観測点での全磁力永年変化率の空間分布(Nishida et al., 2004 に加

筆)。横軸は厚岸から北西方向にとった距離。黒丸 は Nishida et al. (2004) による 

1990 年代の変化率、赤丸は本研究課題によって求めた 2004~2010 年の変化率(DI 補

正後の値 )。（北海道大学［課題番号：1005］） 

 

 

図6．破壊強度よりずっと低いレベルの不均一載荷で火成岩に発生した起電力。(b)の内部

応力分布は計算値。圧電鉱物に拘わらず、同程度の起電力が発生した。（東海大学［課

題番号：2501］） 
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図7．南海トラフの深部低周波微動の摩擦シミュレーションによる再現（東北大学［課題番

号：1210］） 

上段：モデルのセットアップ。 

下段： Dipが115km(図1でSAが分布する領域)でのインターサイスミック (a) および大

きなアスペリティの破壊直前 (b) のすべり速度の時間変化.大地震発生前になると、

発生間隔が短く、,伝播速度が速く、解放モーメント率が増加する様子が分かる. 
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図8．バネーブロックモデルによる地震サイクルシミュレーションにおける摩擦則修正の効

果。Φは任意にさだめた基準滑り速度をおこすのに必要な剪断応力とて定義された断

層の固着度。（東京大学地震研究所［課題番号：1421］） 

左列：従来の摩擦則によるもの。 

右列：修正された摩擦則によるもの。 
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２（３）（３－２）地震破壊過程と強震動 

 

「地震破壊過程と強震動」計画推進部会長 古村孝志 

（東京大学地震研究所） 

 

大地震の破壊過程を詳しく調べることによって、断層面上のアスペリティやその周辺の不

均質な応力降下の分布が得られる。このような情報を蓄積することにより、大地震発生に先

立って震源域における破壊開始点やアスペリティ周辺の応力及び強度に関する特徴を知るこ

とができ、地震発生場の理解と強震動予測の高度化が大きく進む。こうして、アスペリティ

の分布やその破壊の繰り返し及び地震の連動発生条件の理解が進めば、単に地震規模の予測

だけでなく、強震動のレベルとそのバラツキの定量的評価も可能となり、大地震発生による

強震動と津波の高精度予測・評価と、災害軽減に結びつく。これらの知見に基づき、災害軽

減に資するためには、大地震発生後速やかに震源域の広がりを把握して、そして時間経過と

ともに次々と得られる新しい観測データを取り込んだ津波予測のリアルタイム化のための手

法開発が必要である。 

複雑な震源過程により生まれる強震動と津波の予測、そして観測データの逆解析に基づく

震源破壊過程の詳細かつ迅速な推定には、地震波伝播や津波発生伝播に強く影響を与える地

盤・地殻・マントル構造と海底地形モデルの整備や、強震動、津波観測点の拡充と観測継続

など地道な努力の上に成り立っている。このように観測データ解析とシミュレーション技術

の高度化に向けた協調的発展が欠かせない。 

このような観点から、「地震破壊過程と強震動」部会では、三次元地下構造の考慮や、近

地強震記録、遠地実体波波形記録、GPS測地データ、津波波形記録など、複数の地球観測デー

タを用いた逆解析に基づいた震源過程解析の高度化手法をこれまで開発し、国内外の地震へ

の適用を進めて有効性の検証を行ってきた。こうして得られたアスペリティの微細構造や、

地震のスケール依存性は、断層面の強度や摩擦特性を知るための重大な手がかりとなるだけ

でなく、微小地震分布やトモグラフィー、反射法構造探査結果等の測定・観測データを用い

た他の研究成果とあわせて、アスペリティの実体解明と事前推定の可能性が見えてくる。 

こうした震源破壊過程研究の進捗とともに、アスペリティ破壊の多様性・不規則性と、こ

れを作り出す階層構造や複合破壊など、ポスト・アスペリティ仮説の必要性など次の課題も

見えてきている。 

 

ア．断層面の不均質性と動的破壊特性 

（震源の繰り返し破壊とその周期性及び多様性に関する研究） 

プレート境界型地震の発生メカニズムとその繰り返し特性、および震源過程の多様性の理

解の深化をめざし、高精度震源決定法や地震波形および測地データを統合的に用いた高精度

震源過程インバージョンなどの解析手法に基づき、大地震のアスペリティ領域の高精度マッ

ピングと、断層周辺の不均質構造、およびプレート形状との関連の議論が行われた。また、

繰り返し地震の周期性とその多様性に関する観測研究が実施された。 

昨年度に引き続き、岩手県種市沖で発見された中規模（M6程度）のクラスター地震を対象

に、1994年三陸はるか沖地震の最大余震（1995年１月７日M7.2）と、1995年の繰り返し地震
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（M6.2）との関係についてより詳細な検討が行われた。三陸はるか沖地震の発生にかかわら

ず、地震クラスターの発生間隔が崩されなかった原因は、M7.2最大余震の破壊進行方向が、

M6.2地震クラスターの逆方向に進行したこと（東北大学［課題番号：1211］H21年度成果）に

加えて、M7.2最大余震の大きな滑り域はM6.2地震クラスターと重ならないことが明らかにな

った（東北大学［課題番号：1211］）。今後、アスペリティの複合破壊や大地震の連動発生

条件を考えるためには、アスペリティの位置だけでなく、その強度やプレート境界の間隙水

圧の時間変化と地震後の回復過程の理解が重要である。 

 宮城県沖では、海底地震観測と陸上観測データの併合処理により、宮城県沖地震の震源域

周辺での高分解能の３次元地震波速度構造推定が行われた。これらの微小地震のP波初動の極

性と、S波とP波の震幅比を用いて地震のメカニズム解とその周辺の応力場の詳細推定が行わ

れた。二つをあわせて、プレート間の固着度は、プレート形状の変化による応力の局所的な

空間変化と、プレート周辺の物性（VP/VS比）の違いによる摩擦特性の空間変動で規定されて

いる可能性が議論された（東北大学［課題番号：1211］）。 

茨城県沖ではおよそ10年程度の短い間隔でM7級の地震が繰り返し発生しており、地震の繰

り返し性とその多様性の調査のためのデータの蓄積がある。この地震を対象として、昨年度

に引き続き1982年の地震（M7.0）と2008年5月の地震の前震（M6.2）、および本震（M6.8）の

３地震を対象として、経験的グリーン関数法に基づく広帯域強震波形モデリングから３地震

の震源パラメータのバラツキの調査がおこなわれた。強震波形インバージョンにより求めら

れたアスペリティモデルと強震動生成域の関係についての詳しい調査の結果、1982年の地震

と2008年の地震の本震の強震動生成域はほぼ等しく（11 km×11 km程度）、かつ２つの領域

は半分点度重なるなど、地震の繰り返しが確認できた。一方、1982年の地震（64MPa）は2008

年の地震の本震（39MPa）より応力降下量が1.5倍大きく、また滑り量も大きかった。加えて、

強震波形は1982年の地震に波初期破壊があったことを示唆し、さらに2008年の地震は前震の

43分後に主破壊（すなわち本震）が起きるなど、二つの地震の破壊過程の多様性とその原因

を今後検討する必要がある（京都大学防災研究所［課題番号：1812］、瀧口・他,2011）。 

 

（断層面の不均質性と動的破壊特性に関する研究） 

地震断層破壊の不均質性と中小地震のスケール依存性の理解を深めることは、断層の摩擦

や強度、破壊の素過程の物理の理解を深め、そして大地震の破壊過程の予測の高度化に繋が

る。 

平成22年度には（本研究成果のとりまとめが行われた2011年３月上旬までには）、大地震

が発生しなかったことから、主として国外の大地震の震源解析に精力をつぎ込み、地震断層

破壊の不均質性に関する知見を集めた。今年度解析を行った国内外の地震は、2010年中国・

玉樹地震（M6.9）、2010年インドネシア・ムタワイ諸島の地震（M7.8）、2010年小笠原諸島

の地震（M7.4）、2010年ニュージーランド・カンタベリー地震(M7.0)、2010年チリ中部地震

（M8.8）、及び2010年ハイチ地震(M7.0)である（東京大学理学部[課題番号：1422]、Pioiata 

et al., 2010； Yokota et al., 2010; 尹・ほか, 2010）。 

パークフィールド地域の微小地震を対象とした地震破壊過程スケーリングの研究に基づく、

M2～M6地震の統一的な地震破壊の成長モデルも完成した（東京大学理学部[課題番号：1503]、

Uchida and Ide, 2010）。こうした震源過程の解析事例を増やすことにより、中小地震から
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巨大地震のスケーリングのみならず、断層破壊におけるsuper-share、あるいはnear-share

の伝播速度を持ち大加速度を生み出すような地震から、津波地震のように震害を伴わずに大

津波を発生させる、ゆっくり破壊を起こす地震まで、断層破壊現象の多様性とその原因が解

き明かされることが期待される。 

2009年駿河湾地震の初期破壊過程についても再解析が行われ、今年度新たに自治体震度計

ネットワーク（SK-net）の強震波形データを加えた震源解析により、北東傾斜の断層面の破

壊開始から1.3秒後に、もう一つの南東傾斜の断層面の上盤側に破壊が乗り移ったことが明確

となった（九州大学[課題番号：2204]。震源の詳細解析によりこのような、初期破壊が主破

壊から分離して見えるようになってきており、今後、大地震の初期破壊の成因とその成長の

理解に繋がるような知見が多く得られることが期待される。 

震源至近距離の強震観測により震源破壊過程を詳細に捉え、そして震源破壊理論、地震波

形解析、及び室内実験から導かれた仮説を検証する目的で、南アフリカ大深度金鉱山での強

震観測もようやく軌道に乗ってきた。今年度は、過去にM7以上の地震を引き起こしたと考え

られる断層面上に強震観測網を整備し、ここにダイナミックレンジが500 Gにもなる３成分の

強震計（加速度計）を９台新規開発・設置して、25 KHzの高サンプルレートで記録を開始し

た（東京大学地震研究所［課題番号：1423］、小笠原・他, 2010；Watanabe et al., 2010）。 

 

（リアルタイム震源過程解析） 

大地震の震源域の広がりを調べ、そして強震動の分布や今後の余震の推移を予測して地震

防災に生かすために地震発生直後の震源過程解析が求められている。リアルタイムに収集・

配信される高度地震観測データを震源過程解析に即座に取り込んだ震源解析の自動化による、

リアルタイム震源過程解析に向けた解析システムの整備が昨年度に継続して進められた。 

今年度は、防災科研の広帯域観測網（F-net）により即座に求められたモーメントテンソル

解を取り込んで、これを初期条件として強震波形インバージョンに基づく震源過程解析を進

めるシステムや、曲面断層モデルを用いた震源インバージョン手法の改良などに大きな進展

があった。こうした手法に基づき2008年岩手沿岸北部の地震や2009年駿河湾の地震の再解析

が行われ、その有効性が確認された（防災科学技術研究所［課題番号：3013］、Aoi et al., 

2010; 鈴木・他，2011）。 

地震計やひずみ計などの多様な観測データを用いた巨大地震の断層滑り分布を地震発生直

後（10～20分）に即座に推定する手法開発が進められた。たとえば、断層破壊過程を即時的

にイメージするための手法として、短周期地震波形エンベロープを用いた震動源の探索手法

が新たに開発され、1994年三陸はるか沖地震や2003年十勝沖地震の震源過程解析からその有

効性が示された（気象庁[課題番号]：7024）。また、日本付近で起きるM7以上の地震に対し

て、歪み計を用いて破壊方向を推定する手法が検討された（気象庁[課題番号]：7024）。 

 

イ．強震動・津波の生成過程 

（津波予測の高度化・リアルタイム化に向けた研究） 

津波の即時予測の高度化に向けて、震源近傍の検潮記録や沖合津波計で刻々得られる津波

波形を取り込んで、波源推定の精度を逐次改善する新しい津波予測手法の開発が進められた。

釜石沖の２台の海底ケーブル津波計で記録された2005年宮城県沖地震の津波データを用いて、
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地震発生から20分、25分、…、35分後までに得られる観測記録を用いた津波源（海面変動）

のインバージョン解析と沿岸津波予測の精度改善を確認した（北海道大学［課題番号：1006］）。

また、東北地方太平洋沿岸の５カ所のGPS波浪計（全国港湾海洋波浪観測網：NOWPHAS）デー

タを震源解析に加えた場合についての初期波高の推定精度の向上と沿岸津波の予測精度の向

上について、日本海溝のプレート境界地震を想定した数値実験から確認が行われた（図３，

東北大学[課題番号：1212]、対馬・他、2010）。このほか、同様の目的で南海トラフの巨大

地震の津波予測のリアルタイム化に向けた予備研究も始まった（気象研究所[課題番号：

7021]）。 

沖合のNOWPHASで観測した津波震幅から海岸の津波を予測する目的で、近年の津波について

NOWPHASと沿岸の潮位観測記録を用いて、津波第１波の震幅比と到着時間差が行われ、今後の

沿岸津波警報の高度化に向けた基礎研究が開始された（気象研究所[課題番号：7021]、

林,2010）。また、津波警報の適切な解除に必要となる、津波の減衰過程の研究が進められた。

津波の潮位観測記録を用いて津波の時間減衰の近似関数が検討され、これを用いた津波警報

解除の可能性が検討された（気象研究所[課題番号：7021]、林,2010）。 

 

（強震動予測のための地下構造モデルの構築） 

南海トラフの巨大地震による長周期地震動の予測精度の向上を目指して、広帯域地震観測

網（F-net）で記録された長時間（1年間）の脈動データを用いて地震波干渉法に基づく観測

点間のグリーン関数の高精度推定が行われた。屈折・反射法等の物理探査データをもとに構

築された既存の３次元地下構造モデルを用いて差分法により地震波伝播計算が行われ、求め

られたグリーン関数との比較から既存の地下構造モデルの有効性が検証された（京都大学防

災研究所［課題番号：1813］、山下・他, 2010）。現在の地下構造モデルを初期値として、

脈動データの継続解析によりモデルの高精度化が進むことが期待される。 

周期１秒以下の短周期地震動の伝播と散乱に強く影響を与える、スケールが数十～数百

メートル以下の短波長不均質構造の分布を調べるために、Hi-netの３成分地震波形記録を用

いて、P波エネルギーのTransverse成分への染み出し(EP)の距離依存性と周波数依存性の調査

が昨年度に引き続き行われた。特に今年度は、震源距離150 km以遠でEPが急激に増大する性

質を用いて、150 km以遠で初動となるマントル屈折波（Pn波）が伝わる下部地殻の不均質性

強度が、直達P波が伝わる上部地殻のものより大きいという新たなモデルを提唱し、これを短

周期地震波伝播の３次元差分法シミュレーションから検証した（東京大学地震研究所［課題

番号：1424］）。 

また、地下数～数十メートルの表層地盤で強く増幅される周期１秒以下の強震動の予測

精度の向上を目指し、全国のK-NET／KiK-net強震観測点で記録された地震波のＳ波コーダ部

分を用いた解析が行われた。各観測点でのコーダ波の振幅の違いは表層地盤の増幅特性の違

いを表すという特徴（コーダ規格化法）を用いて、全国の各観測点地点における周波数毎の

サイト増幅係数が詳しく求められた。観測データからサイト増幅特性の補正により同心円状

の震度距離減衰が求まることから、従来の手法と比較した有効性の検討が行われた（図４、

東京大学地震研究所［課題番号：1424］、竹本・他, 2011）。 

 

（強震動と津波の大規模並列計算） 
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海溝型地震による強震動と地震地殻変動、そして津波の高精度予測と、強震波形と津波波

形を統合的に用いた詳細な震源過程解析の実現に向けて、重力項を持つ運動方程式の３次元

差分法計算に基づき、地震動、水中音波、地殻変動、そして津波を同時に評価することので

きる新しい計算コードを開発した。複雑な沈み込み帯構造において、周波数帯域の大きく異

なる波動現象を高精度に評価するために、空気（気体）／海水（流体）／海底（固体）の境

界条件の高精度化や、広帯域の波動場に有効なPML吸収境界条件の導入など計算手法の改良を

進めた。2004年紀伊半島南東沖の地震における室戸沖海底ケーブル津波計記録を、地球シミ

ュレータを用いた計算により再現して、観測との一致から本モデルの有効性を確認した（図

５,東京大学地震研究所［課題番号：1424］、Maeda and Furumura, 2011）。このほか、重力

は軟弱な表層地盤における強震動の挙動にも寄与する可能性もあり、強震動予測の高度化に

向けて重力を含む弾性体の方程式の計算コードの開発も平行して進められた（九州大学［課

題番号：2205］)。 

 

課題と展望 

「地震破壊過程と強震動」研究計画の最終目標は、大地震の破壊過程の詳しい理解を通じ

て、アスペリティ破壊の繰り返し性とその階層性・連動発生条件を知り、将来の大地震の発

生シナリオとこれによる強震動・津波の予測に生かすことである。 

近年の高密度強震観測データとGPS高サンプリング観測データによる広帯域地震動と地殻

変動、そして海底ケーブル津波計データを併合した広帯域地震動解析により、大地震の震源

破壊過程を詳しく評価して、高周波地震動を放射する場所、そして大きな滑りと地殻変動、

そして津波を放射する場所の共通性／棲み分けに関する議論が開始された。こうしてアスペ

リティの実体を理解し、地震の繰り返し性と不規則性を考えた大地震発生のシナリオの明確

化への道筋ができつつある。こうした震源解析の成果は本研究課題に止めることなく、たと

えば詳細な反射法探査や地震波トモグラフィーに基づく地下構造調査の最新の研究成果や、

微小地震活動と震源メカニズム解析から推定された地下の応力状態との比較、そして地震発

生予測シミュレーションとの連携など、他の研究部会で現在進められている最新の研究成果

との照らし合わせと互いのフィードバックの仕組みを作って本地震予研究全体の連携強化が

必要である。 

研究成果の中には、すぐに地震防災に活用できるものも出てきている。たとえば、高密度

観測データ解析から求められた表層地盤の増幅特性は、大地震による強震動予測や緊急地震

速報による各地の震度予測の精度向上に直接活用できる。解析技術の実用的活用に向けた技

術移転支援の仕組みも必要であろう。環境アセスメントを目的として、地震活動や震源メカ

ニズム解の分布を用いた地下の応力状態の推定技術や、資源探査を目的とする地震波形を用

いた高分解能の地下構造探査など、地震予知研究以外にも技術移転できるものが多数あるに

違いない。 

また、沖合津波データの逐次解析によるリアルタイム津波予測の研究は、現在進行中の海

底ケーブル津波計のデータを使うことにより実現の目処が得られている。高度津波予測の実

用化に向け高度機器開発と観測点展開の研究グループと解析研究グループの一層の密な連携

が必要である。 

地震動予測の高度化には、地下構造モデルと震源モデル、そしてこれらを適切に組み込ん
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だ高分解能シミュレーション技術の３つの協調的発展にかかっている。特に大規模シミュレ

ーション技術に関しては、現存の地球シミュレータに加えて、2012年の本格運用に向けて調

整中の「京コンピュータ」の実現により、いっそうの加速が期待できる。これに向けて、震

源破壊過程の詳しい理解と不均質地下構造モデルの整備を進め、短周期から長周期地震動を

含めた広帯域強震動予測の実現に向けた一層の努力が必要である。 
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図 1a．主応力軸とプレート境界のなす角度（θi）．θi の分布をカラー，プレート境界の

深さを細い実線，アスペリティを太い実線で示す．（左）最大主応力軸（θ1）．（右）

最小主応力軸（θ3）．（東北大学[課題番号：1211]） . 

 

図 1b．θ i とマントルウェッジ内の Vp/Vs 構造の比較．（左）θ1 分布．（中）θ3 分布（右）

マントルウェッジ内の Vp/Vs 構造（Yamamoto et al., 2008）（東北大学[課題番号：1211]）. 

 

 

 

 

 

 



173 
 

 

 

図 2．被害地震の準リアルタイム震源インバージョン結果  (e.g., Yokota et al., 2010; Poiata et 

al., 2010)。東から西に向かって、2009 年イタリア・ラクイラ地震  (Mw 6.3)、2010 年中

国・玉樹地震  (Mw 6.9)、2009 年インドネシア・スマトラ島北部の地震  (Mw 7.6)、2010

年インドネシア・ムンタワイ諸島の地震  (Mw 7.8)、2009 年インドネシア・Irian Jaya の

双子地震  (Mw 7.7, Mw 7.4)、2009 年駿河湾の地震 (Mw 6.5)、2009 年東海道南方沖の地

震  (Mw 7.1)、2010 年小笠原諸島の地震  (Mw 7.4)、2009 年ニュージーランド・Fiordland

地震  (Mw 7.8)、2010 年ニュージーランド・カンタベリー地震  (Mw 7.0)、2009 年サモ

ア諸島沖の地震  (Mw 8.1)、2010 年チリ中部地震  (Mw 8.8)、2010 年ハイチ地震  (Mw 7.0)。

Mw は Global CMT Project による。(東京大学地震研究所[課題番号：1422]) 
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図３．津波マグニチュード 8.6 のプレート境界地震に伴う津波を，現在稼働中の４点の海底

水圧計の波形データを用いて予測することを想定した数値実験における， 地震発生後

20 分の予測結果．(a) 逆解析で用いた水圧計での観測波形(黒線)と計算波形(赤線)の比

較．(b) 逆解析により推定された初期波高分布．推定量をカラースケールで示した．黒

線は仮想観測データ生成時に与えた初期波高分布を示す．(c), (d) (b)に示した推定波源

モデルから計算した予測津波波形 (赤線 )と観測津波波形 (黒線 )の比較． (c)が本州， (d)

が北海道の沿岸津波観測点での比較．  (a), (c), (d)の緑線は予測を行う時刻を示す．(b)

の星印は震央位置を示し，逆解析における空間ダンプ拘束の基準位置として用いた．

１と同様の地震津波を，現在稼働中の４点の海底水圧計と５点の GPS 波浪計の波形デ

ータを用いて予測することを想定した，地震発生後 32 分の予測結果．(東北大学  [課題

番号：1212]) . 
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図４ . コーダ規格化法により求められた全国の表層地盤（サイト）増幅特性  

(a)周波数 0.75 Hz, (b)周波数 6 Hz における、K-NET, KiK-net 強震観測点毎のサイト増幅

係数。（東京大学地震研究所[課題番号：1424]） . 

 
図５ . 2004 年紀伊半島南東沖地震の地震動ー津波同時シミュレーション  

地震ー津波同時シミュレーションにより求められた 2004 年紀伊半島南東沖地震の地震

動、水中音波、地殻変動、津波の伝播の様子（地震発生後 24 秒後、2 分後、12 分後）。

地球シミュレータにより計算。（東京大学地震研究所[課題番号：1424]） . 
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２（３）（３－３）火山噴火過程 

 

           「火山噴火過程」計画推進部会長  西村太志 

（東北大学大学院理学研究科） 

噴火規模や様式、噴火推移を支配する要因を理解するためには、火道浅部におけるマグマ

の挙動や火山体構造の状態を把握し、それらと噴火規模や様式との関係を明らかにすること

が必要である。本火山噴火過程研究計画では、「ア．噴火機構の解明とモデル化」と「イ．

噴火の推移と多様性の把握」の研究を 2 つの柱とし、両者をあわせて考察することにより噴

火シナリオの作成に資することを目的とする。このような観点から、本計画では、発泡・脱

ガス過程などの火道内マグマの挙動を調べるために、繰り返し発生する噴火を対象として集

中的な地球物理学・物質化学的観測を行い、多量のデータをもとに噴火機構のモデル化を図

る。また、火山体浅部の熱水系や火道周辺構造との相互作用を調べる。さらに、多様な噴火

形態やその推移を支配する要因を理解するために、過去の履歴を地質学的情報に基づき記載

し、その特徴を明らかにする。 

ア．噴火機構の解明とモデル化 

平成11年度の成果として、特筆すべきは噴火の規模や様式に関する予測に関するひとつの

経験則を得ることができたことである。平成24年度から観測を開始する予定であったスメル

山において地震・傾斜観測を先行して実施し、短時間に繰り返し発生したガス噴出現象のデ

ータを数百個以上系統的に解析し、その平均像を明らかにした。その結果、それぞれのガス

噴出の20-30秒前から山体膨脹が始まること、また、噴火規模の指標としてしばしば使われる

噴出時の地震の振幅と比較すると、山体膨脹が大きいほど地震の規模が大きくなることが明

かとなった。さらに、2007年に記録されたブルカノ式噴火のデータに同様の解析を行った。

その結果、爆発的噴火発生の200-300秒前から山体膨脹が加速的に進行し、膨脹量が大きいほ

ど爆発地震の振幅が大きくなることが明かとなった（図１）。これらの結果は、噴火前の山

体膨脹の大きさや時間スケール、時間的な変化から、スメル山の噴火の様式や規模を予測で

きることを示している（東北大学［課題番号：1213］）。 

噴火に伴う火山ガスの放出現象を明らかにするために、昨年度の浅間山と桜島での実施に

引き続き、諏訪之瀬島、霧島新燃岳において観測を実施し、噴火前のガス挙動を定量化した。

その結果、いずれの噴火も、その発生直前に二酸化硫黄の放出率が減少することが明かとな

った。また、このようなガス放出挙動の測定事例を増やすことが重要であるので、自動観測

化に向けて、パニング装置や制御プログラム装置の改良を進めた（東京大学［課題番号：1504］）。 

浅間山では、山腹東と北側に整備した宇宙線ミューオン観測点の解析で得られた密度構造

と長周期パルスのメカニズムや発生場所、火道内部の地震活動を比較する事により、火道浅

部での様相を明らかにした（東京大学［課題番号：1425］）。 

以上の成果の他、諏訪之瀬島火山においては、地震・傾斜観測の拡充および維持、データ

の初期解析、火山灰データの分析を進めるとともに、構造探査により得られた三次元Ｐ波構

造をもとに爆発地震の震源再決定を行った。また、2011年2月には、最近数十年間ないほどの

A型地震活動の活発化、比較的規模の大きい爆発的噴火に関連した規模の大きい山体膨脹現象

を捉えた。霧島山では、2011年1月26日の新燃岳噴火発生直後から地震計アレー観測を開始し
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た（東北大学［課題番号：1213］）。浅間山では、地震波干渉法を利用し、2008年～2009年

の微噴火活動に先行する地震波速度の変化、池の平付近の地下5～10km の深さにマグマ溜り

の存在を明らかにした（東京大学［課題番号：1504］）。また、携帯型マルチセンサーシス

テム(Multi-GAS) の改良したH2O、CO2、H2S、SO2、H2濃度変動の測定を毎日繰り返す連続観測

システムを、浅間山山頂に2点設置し、ネットワーク経由によるデータのダウンロードを可能

とした。三宅島2000年噴火について、噴出物中のオリビン中のメルト包有物分析に基づき、

2000年噴火およびその後の脱ガス過程のマグマ供給モデルを構築した。口永良部島、吾妻山

において、火山ガス組成の繰り返し観測を実施し、地下の熱水系の高温化の傾向を把握した。

口永良部島、富士山におけGPS観測を継続し変動の把握を行った。（産業技術総合研究所［課

題番号：5009］）。個別要素法による3 次元応力場下でのマグマ移動シミュレーションを実

施した。SPH 法を用いて粒子の属性として気体成分を組み込み、その拡散と浸透流による移

動のシミュレーションを行い、静的・動的な応力制御による効果を見積もった。また、汎用

インターフェースによる溶岩流シミュレーションを実施するとともに、火砕流シミュレーシ

ョンについても同じインターフェースで実施するための整備を行った。（防災科学技術研究

所［課題番号：3014］）。 

 

イ．噴火の推移と多様性の把握 

有珠山において、有珠2000 年新山域におけるボーリング探査を基軸として、貫入マグマを

示唆する構造や変動源、水蒸気爆発の発生場や噴火活動後に発達した熱水系の実体を明らか

にするため、本年度は、低高度稠密空中磁気測量、地上全磁力観測、地盤変動観測（水準測

量、精密重力測量、In-SAR 解析）を行い、2000 年新山直下の貫入マグマと考えられる帯磁

源や圧力源の位置を解析した。2010 年9 月の有人ヘリコプターによる低高度稠密空中磁気測

量と2000 年６月の測量の比較から、2000 年新山領域に冷却帯磁を示唆する磁場変化を捉え

た（図２）。「だいち」搭載のPALSAR 画像を用いた干渉SAR 解析結果が示すこの領域の沈降は、

NB 火口付近の深度400～500m に中心をもつ球状収縮源で説明できることが明かとなった。さ

らに、空中赤外熱映像観測による噴気地からの熱放出率は5.6 MWと見積もられ、KB 火口内の

湯沼活動をあわせて考えると、総放熱率は2010 年９月では5.6MW と2006年9月からの４年間

で1/4 となったことがわかった。このような急速な熱放出率の減少は1977 年噴火後の山頂部

における熱活動の推移と大きく異なることが明らかになり、貫入マグマの量の違いがあると

推察された。（北海道大学［課題研究：1007］）。歴史噴火がほとんどない火山を対象に、地質

学的な情報だけからどれだけ噴火事象を数値的に扱えるかを検討するために、有史以来、初

めての水蒸気爆発が発生したインドネシア・シナブン火山を対象にし、インドネシア国火山

地質災害対策局と共同で10 月下旬に地質調査を実施したデータに基づいて、噴火系統樹（ イ

ベントツリー）の作成を試みた。プリニー式噴火を示す堆積物が調査中に確認できなかった

ことなどの地質情報をもとに、分岐の確率を評価した。ただ、噴火記録のない火山の地質ユ

ニットが示す噴火種の頻度に基づく確率評価には不確定さがあり、問題点として残った（東

京大学［課題番号：1426］）。 

 

課題と展望 

スメル山で繰り返し発生するブルカノ式噴火やガス噴出の直前に発現する山体膨脹から、
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噴火の様式や規模を予測できる可能性があるデータが示されたことは重要である。諏訪之瀬

島火山で実施している傾斜・地震観測データについても、限られたデータ数ではあるが、山

体膨脹と地震規模に相関がある傾向がみえる。浅間山、霧島山新燃岳、桜島などでも、類似

の噴火現象が起きている。今後、諏訪之瀬島をはじめとしてデータを蓄積し、多量のデータ

を系統的に解析することが重要である。前年度の成果報告書の課題と展望にも多量のデータ

の系統的解析の必要性を述べたが、噴火規模・様式予測にたたき台となる方法がみえてきた

ことにより、ひとつの具体的な解析手順ができた。今後、山体膨脹現象と噴火地震の規模の

関係の有無を調べ、スメル山で見つかった経験則の成立する範囲を観測データから明らかに

することが、規模・様式の予測方法の構築に欠かせないだろう。 

一方、多項目の観測データにもとづき、火山噴火現象の多様性を定量的に記述することも

不可欠である。これまで進めてきた地震・山体膨脹・収縮、空振などを対象とした地球物理

学的観測とともに、火山ガスモニタリングや火山灰分析などの物質化学的分析を継続して行

い、よりダイナミックレンジの広い噴火のデータを取得することは言うまでもない。前述し

た山体膨脹現象は噴火規模や様式予測のひとつの指標であるが、爆発的噴火直前に発現する

火山ガス放出率の低下なども、別な予測指標となるかデータを調べられるよう、モニタリン

グ技術を高め、データ蓄積を進めることが重要であろう。 

観測データの蓄積よる予測方法の構築だけではなく、それを広く一般化するために、火道

浅部のマグマ上昇過程の物理的・化学的な理解が必要である。そのためには、マグマが蓄積・

上昇する、マグマ溜まりや火道など、噴火を引き起こす舞台の特性を把握することが重要で

ある。有珠山で平成２１、２２年度に進められた、地磁気観測、地殻変動、熱観測に加えて、

２３年度から始まる試錘探査は、水蒸気爆発や溶岩ドーム、あるいはプリニー式噴火という

異なる噴火様式と発生場の関係を調べる第一歩であり、次年度以降の成果が期待される。 
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図１．スメル山で求められた噴火に先行する山体膨脹の振幅（傾斜値）と噴火に伴う地震

の最大振幅の関係．（左）2007年ブルカノ式噴火，（右）2010年ガス噴出のデータ解

析結果． 
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図２．対地高度約200m のリダクション面における2000 年６月から2010 年９月の間の空中

全磁力変化(A)，2000年山地域で地上観測から推定されている球状帯磁源が作るリダク

ション面での全磁力変化(B 左) と測量結果の比較(B 右)，およびNB 火口南側の磁気点

NYC におけるMTY を参照点とした毎5 分単純差の経年変化(C) .(B) および(C) におい

て黄色星は推定されている球状帯磁源の位置を示す . 
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２（４）地震発生・火山噴火の素過程 

 

 地震発生・火山噴火の素過程計画推進部会長  矢部康男 
（東北大学大学院理学研究科） 

 同計画推進部会委員 寅丸敦志 
（九州大学大学院理学研究院） 

  
 より信頼性の高い地震発生モデルを構築するために必要な、地震発生の各過程を支配する

破壊・摩擦構成則の素過程を理解するための実験的・理論的研究を行った。観測可能量から

地震発生場の環境を精度よく推定するために、岩石物性の環境依存性を明らかにすることを

目指した実験・計測をおこなった。時空間的スケールが数桁以上異なる自然地震へ室内実験

の知見を適用することの妥当性を検討するために、摩擦・破壊現象の規模依存性を明らかに

するための実験・観測を行った。火山噴火過程の多様性を支配する要因を明らかにし、噴火

の推移を正確に予測することを目指した実験的・理論的研究を行った。 
 火山噴火素過程研究は、今次の予知研究から新たに始まった課題であり、予知研究の中で

の位置づけや役割について共通認識があるわけではない。そのことを踏まえて、この報告で

は、個々の研究課題の素過程との関わり方に視点を置いて、予知研究の中での各研究課題の

成果を整理してみたい。 

 
ア．岩石の変形・破壊の物理的・化学的素過程 

（ガウジの挙動） 

 ガウジ層を有する模擬断層の三軸圧縮試験をより系統的に行い、固着−すべりの核形成時に

ガウジ層が数％膨張することを確かめた。このことは，固着−すべりの核形成が、ガウジ層内

のリーデルシアに沿ったすべりによって引き起こされるとする仮説を裏付ける（東北大学［課

題番号：1215］）。 

 ガウジ粒子同士の衝突によるエネルギー散逸が摩擦強度に及ぼす影響を明らかにするため、

化学反応を起こしにくいガラスビーズを用いたリング剪断試験を行った。低速域では、ビー

ズ表面の凝着力のため、伝統的な摩擦則に従う振る舞いが見られたが、運動エネルギーが表

面エネルギーよりも優勢となる高速摩擦では、多体系数値シミュレーション（Hatano, 2010a）

と整合する、強烈な速度強化が見られた。粒径や垂直応力に対する摩擦強度の依存性もシミ

ュレーションの予測とよく一致していた。また，高速域でのみ、ガウジ層の著しい膨張が観

察された。これは、高速域での強烈な速度強化が、粒子の集団ダイナミクスの結果であると

いうシミュレーションの考察を強く支持する。さらに、シミュレーションでは、高速域で剪

断速度を変化させた時の摩擦抵抗の変化は、低速域で見られるような特徴的すべり距離では

なく、特徴的時間で規定されることが示された（Hatano, 2010b）。このことは、自然地震で

推定される Dc が、地震の規模とともに大きくなることに対して、ひとつの説明を与える可能

性がある（東京大学地震研究所［課題番号：1427］）。  

 

（中速・高速摩擦特性） 

 アラスカのコディアックメランジで採取した付加体泥岩を用いた中・高速摩擦実験を行っ



183 
 

た。垂直応力１MPa では、泥岩ガウジの摩擦強度が増加するのに伴って，ガウジ層の膨張が

認められた。垂直応力を低下させると、摩擦強度の増加やガウジ層の膨張の程度も小さくな

り、垂直応力 0.4MPa では、いずれも認められなくなった（京都大学防災研究所［課題番号：

1814］）。 

 南海掘削の深さ約 270m でえられた２つの粘土質断層試料を用いた摩擦実験を行った。低速

では、一方の試料は速度強化の摩擦特性を示し、他方は速度弱化を示した。しかし、中速摩

擦実験では両者の挙動は、互いに、きわめて類似していた。これらのことから、低速すべり

では、粒径や組成、組織といった試料の個性が摩擦特性に影響を与えるが、中速ではその影

響が消失することがわかった。その具体的なメカニズムはまだ不明だが、前述した粒子の集

団ダイナミクスと関係しているのかも知れない（京都大学防災研究所［課題番号：1814］）。 

 室温から 1000℃までの背景温度で中速すべり実験を行った。400℃までは温度の上昇にと

もない摩擦強度が低下したが、400～800℃では、温度上昇にともない摩擦強度が増加した。

さらに 1000℃まで温度を上げると摩擦強度は再び低下した（Kanagawa et al., 2010）。摩耗

により生成されたガウジの X 線回折分析から、温度 800℃までの摩擦強度は、ガウジ中の非

晶質物質の含有量と負の相関があることがわかった。一方、800℃から 1000℃への温度上昇

に伴う強度の低下は、軌跡の酸化分解反応生成物の粒状流動に起因していることが、実験後

の断層面付着物の微細構造観察と結晶方位解析から明らかになった。摩擦強度の背景温度依

存性は大きく、従来観察されている、すべり速度の増加に伴う摩擦強度の著しい低下に対し

ても、摩擦発熱による温度の上昇が寄与している可能性がある（東京大学地震研究所・千葉

大学［課題番号：1427］）。 

 回転式高速摩擦試験機の回転側サンプルにつけた 10 個のセンサーから信号が取り出せる

よう、試験機を改造した。これにより、実験中も、断層をまたいだ測定データを得られるよ

うになった。改造によって試験機の特性が変化していないことを確かめた後、高速すべり中

の断層の弾性波透過率や電気伝導度の法線応力依存性を調べた。暫定的な解析では、低速摩

擦で強度が増すと弾性波透過率も増えるのとは逆に、高速摩擦では、強度が増すと透過率が

減少することが明らかになった。このこと、低速摩擦と高速摩擦では、摩擦の素過程が異な

ることを示唆する（防災科学技術研究所［課題番号 3015］）。 

 

（透過弾性波試験） 

 断層面透過波振幅から推定した断層面接触状態の物理的意味づけを明らかにするため、ア

クリル樹脂を用いたすべり実験を行い、光学的に計測された真実接触面積と音波透過率の比

較を行った。その結果、両者の関係は、すべり速度ごとに異なる線形関係に従い、音波透過

率から真実接触面積を一意に推定できるわけではないことが明らかとなった（東京大学地震

研究所［課題番号：1427］）。 

 静的接触時間の増加に伴う断層面強度回復の不均質性を明らかにするために、受信子を面

的に配置して音波透過率の時間変化を計測した。接触開始直後の初期音波透過率は、断層面

形状の凸部同士が接触している場所で大きい傾向があった。音波透過率は接触時間の対数に

比例して増加するが、初期透過率が大きいほどその増加率が大きいことが明らかとなった（京

都大学防災研究所［課題番号：1814］）。 

 三軸圧縮試験での断層面形成に伴う弾性波透過率の変化を定量的に評価するため、計測に
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用いた広帯域圧電センサーの検定を行った。検定結果に基づいて、200kHz～1MHz の帯域での

減衰係数 Q 値を求めたところ，ダイラタンシーが起きるまでは Q～23 で一定であるが、ダイ

ラタンシー開始とともに減少し、試料の降伏時では Q~17.5 であった。降伏荷重以降は、それ

以前に比べて、初動振幅の減少率が増加したが、Q 値にはそのような急激な変化は見られな

かった（Yoshimitsu and Kawakata, 2011）。試験後に回収された試料の X 線 CT 解析によりえ

られた断層等の構造が、弾性波速度不均質としてどのように見えるのかを明らかにするため、

弾性波速度トモグラフィー解析を行った。観測できる周波数帯の制約により、弾性波速度ト

モグラフィーの分解能は 10mm 程度と粗いものの、推定された低速度域の分布は、X 線 CT で

捉えた断層の分布と概ね一致していた（立命館大学［課題番号：2909］）。 

 

 

（岩石−水相互作用） 

 断層バルブモデル（例えば、Sibson et al., 1988）の妥当性を検証するために、地殻内の

亀裂を上昇する流体からの鉱物の析出に関する熱力学的シミュレーションを行った。鉱物の

析出がもっとも顕著なのは、地殻の温度とは無関係に初期モデルに与えた圧力勾配が最大の

所であり、断層バルブモデルで主張されているように、地震発生層最下部（温度~300℃の深

度）でバルブが形成される必然性がないことが明らかになった。今回行ったシミュレーショ

ンでは、溶媒として純水を仮定したが、昨年度の成果で、より一般的な地殻流体である H-

2O-NaCl 系の流体では、300−400℃で石英や白雲母が急激に沈殿する可能性があることが分か

っている。断層バルブモデルの妥当性をさらに検証するためには、今後、塩水溶媒の物理化

学特性を明らかにする必要がある（東北大学［課題番号：1214］）。 

 断層バルブモデルの理論的検証と平行して、実験的検証も行った。シリカに過飽和な超臨

界水をステンレス管中に流してシリカ鉱物を析出させ、流路を閉塞させた。析出するシリカ

鉱物は、シリカの過飽和度と溶液中の不純分（今年度は Al について実験）の濃度に依存して

いることが明らかとなり、その析出速度式を策定することが出来た（Saisyu et al., 2010）。

これは、Rimstid and Barnes (1980)によるシリカ鉱物の析出速度式を 30 年ぶりに改訂する

成果である。実験中、シリカ鉱物の析出等による流路の閉塞に伴う流体圧の上昇と、流路が

再開に伴う流体圧の減少が観察された。流体圧の上昇−下降のサイクルには、特徴的時間が数

時間のものと数分間のものがあった。前者は、シリカ鉱物の析出による流路の閉塞、後者は

破砕したシリカ鉱物が引っかかることによる流路の閉塞によって引き起こされたと考えられ

る。化学的過程による流路閉塞と物理的過程による流路閉塞で、圧力変動の特徴的時間が著

しく異なることは興味深い（東北大学［課題番号：1214］）。 

 

（下部地殻のレオロジー） 

 地殻流体との物理化学的相互作用により岩石の強度が低下し、塑性変形が促進されると考

えられている。しかし、どの程度の水の存在が存在すれば下部地殻岩石の軟化が生じるのか

は未だ明らかではない。そこで、下部地殻の代表的構成岩石である斜長岩のレオロジーにお

ける水の影響を調べるため、下部地殻の温度圧力条件（封圧 1.2GPa、900℃）で変形実験を

行った。含水量が 0.2wt%の実験では、乾燥状態にくらべて顕著な軟化は見られなかったが、

鏡下においては、試料表面部分に局在した著しい塑性変形が認められた。この部分が強い格
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子定向配列（LPO）を持つことから、表面に拡散した水が局所的な塑性変形を促し、塑性歪が

表面に集中したと考えられる。一方、約 1wt%の実験では、強度が著しく低下した。回収した

試料には強い LPO の発達に加え、多数のクラックが認められた。このことは、下部地殻の温

度圧力条件下では 1wt%の水が、斜長岩の水圧破壊を引き起こす可能性を示している（東北大

学［課題番号：1214］）。 

 フィリピン海プレートの地殻下部物質が露出しているフィリピン海パレスベラ海盆のゴジ

ラメガムリオンから採取した塩基性岩と超塩基性岩の構造岩石学的な特徴を明らかにした

（Harigane et al., 2010）。塩基性岩の大部分は無水ハンレイ岩ではなく、角閃石ハンレイ

岩ないし角閃岩であった。角閃岩は、強く剪断変形したマイロナイトを含む岩石であり、含

水鉱物である角閃石に強い結晶方位異方性を発達させたことがわかった。また、海洋底風化

作用によって著しく風化した蛇紋岩化したカンラン岩の微細構造解析から、フィリピン海プ

レートマントル最上部の構造と変形の局在かを明らかにした。来年度、これらを含む岩石の

変形実験と音速測定を同時に行うための装置の改造・調整を行い、その再現性を確かめるた

め、今年度は、メノウとフリントを用いた基礎実験を行った（植田・道林，2010）（東京大学

地震研究所・静岡大学［課題番号：1427］）。 

 比較的低温でも脆性−塑性遷移領域が現れる蛇紋岩を用いて、高温高圧下でのレオロジーを

明らかにし、蛇紋岩の摩擦構成則パラメターのマッピングを完成させた（産業技術総合研究

所［課題番号：5010］）。 

 極細粒高緻密多結晶体の超塑性変形により、最大 500％の伸び変形をした試料の微細構造

解析を行ったところ、多結晶体の粒径が、試料の変形（歪量）とともに増加することが明ら

かになった。実験によりえられた粒径−歪の関係から、断層深部延長でせん断歪が約 15 より

大きくなると、もはや超塑性は発現せず、変形のメカニズムが転位クリープに遷移すること

が予想される（Hiraga et al., 2010）（東京大学地震研究所［課題番号：1427］）。 

 

（地震発生に伴う電位変化） 

 模擬断層にガウジをはさんだ三軸圧縮試験では、断層が先駆的にゆっくりと滑る際に、摩

擦静電気によると思われる電位が発生することを明らかにした（Onuma et al., 2011）（東北

大学［課題番号：1215］）。 

 石英等の圧電効果により、岩石破壊に先行して電位変化が生じることが、これまでに室内

実験で観察されている。石英の結晶軸の方位がそろっていない時には、このような電位変動

の振幅が、破壊の規模によってどのようにスケールされるのかを明らかにするため、南アフ

リカ大深度金鉱山のひとつである Ezluwini 鉱山の地下約 1000m で、高感度のボアホールアン

テナを用いた観測を開始した。これまでに、断層破壊そのものに起因する電位変動は捉えら

れていないが、地震波の伝播により励起されたと見られる信号を計測することに成功した。

アンテナから 90m 程度離れた地震計で観測した波形と比べると、アンテナで観測された電位

信号波形は、地震波の速度波形と類似していた（東京大学地震研究所［課題番号：1427］）。 

 

（摩擦の微視的過程） 

 地震サイクルにおいて大部分の期間をしめる低速すべりが、脆性的な性質と流動的な性質

をあわせもつという重要な特徴は、鉱物硬度オーダーの局所的高圧下における真実接触部分
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での固体流動現象が基礎になっている。そこで、点接触変形に関する基本的な知見を得るた

め、モース硬度が 1−9 の各鉱物の点接触変形試験を行った。点接触変形の加重−圧痕深さ−変

形エネルギーの間には系統的な関係が認められた。岩石摩擦の時間的性質はこれまで、主と

して花崗岩を用いて調べられてきたが、今回発見した加重−圧痕深さ−変形エネルギーの関係

を用いれば、特定の岩種で調べられた摩擦則を他の岩種に拡張することが出来るであろう（静

岡大学［課題番号：2910］）。 

 
イ．地殻・上部マントルの物性の環境依存性 

（巨視的弾性定数の予測モデル） 

 複合媒質の巨視的弾性定数の計算には、一般に、Voigt 平均や Reuss 平均が用いられる。

これらの手法は、鉱物粒子の形状や配列を考慮していないので、それぞれ、巨視的弾性定数

の上限と下限を与えるに過ぎない。カンラン岩のように、構成鉱物の異方性や鉱物種間の物

性コントラストも小さい場合には予測される上限と下限の差が小さく、推定の不確かさは小

さい。しかし、構成鉱物の異方性が強く、また、鉱物種間の物性コントラストが大きい蛇紋

岩では、上限と下限の差が大きいので、蛇紋岩の弾性定数を正確に予測するための計算手法

をあらたに開発する必要がある。その準備として今年度は、蛇紋岩試料中のオリビンやアン

チゴライトの結晶方位分布とこれらの単結晶の弾性定数を用いて推定した弾性波速度と実測

の弾性波速度を比較した。実測値は、予測範囲の下限を与える Reuss 平均の予測とよい一致

を示した。この傾向は、蛇紋岩の面構造に垂直に伝播する波において顕著である。さらに、

固体圧変形試験機内でせん断変形させた蛇紋岩試料内の鉱物粒子の結晶方位を測定して、弾

性波速度異方性に対して変形が及ぼす効果を調べた。鉱物粒子の方位測定には SEM-EBSD 法を

用い、試料表面の処理法を工夫することで、アンチゴライトの結晶方位解析法を確立した。

蛇紋岩は、わずかな歪により地震波異方性が著しく強くなった。この結果を沈み込み帯に適

用すると、沈み込むスラブの角度によって、蛇紋岩の異方性が地上での地震波速度観測に影

響することが予想される（東京大学地震研究所、富山大学［課題番号：1428］）。 

 15km 以深の地殻の地震波速度は、岩石を、鉱物の単結晶の組み合わせとして考えた時の速

度で説明可能である。一方、深さ 15km から地表にかけては、一般に、浅くなるにつれて地震

波速度は緩やかに減少する。これは、15km 以浅の速度構造と理想的な岩石の弾性波速度から

のずれが、浅くなるにつれて顕著になることを意味している。この原因が、岩石で普遍的に

観察される鉱物粒間のクラックの発達にあるとする仮説を立て、その検証のための実験・計

算を行った。地殻の主要構成鉱物である石英の高緻密多結晶体を合成することが出来なかっ

たので、実験には、クラックをほとんど含まない天然のメタチャートを使用した．メタチャ

ートを加熱すると、温度の上昇とともにクラックが増加し、最終的にはほぼ 100％の粒界に

クラックが生じた。クラックの平均長さは、粒界クラックの生成が、温度や圧力の変化に伴

う異方的な鉱物粒子の変形ミスフィットによるものであるとしたモデル計算とよく一致した。

天然岩石の弾性波速度とクラック密度の関係を調べたところ、両者の関係は Hudson's model

によって記述できることがわかった。適当な温度・圧力の深さ分布を仮定して、実験結果を

適用したところ、地殻の弾性波速度分布が、粒界クラックの発達度の深さ分布で説明できた

（東京大学地震研究所［課題番号：1428］）。 
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（多結晶体の非弾性特性） 

 昨年度に開発した、非弾性特性をきわめて広い帯域（0.1mHz-100Hz）で測定可能な実験装

置を用いて、有機物多結晶体（上部マントルにあるオリビンのアナログ物質）のヤング率と

減衰の周波数・温度・粒径依存性を調べた。周波数を、物質のマックスウェル周波数で規格

化すると、減衰の周波数依存性（緩和スペクトル）は、温度や粒径に依存しないひとつの関

数で表せることがわかった。同様に規格化されたオリビン多結晶体の緩和スペクトルも同一

の関数で表せる。このことから、多結晶体の非弾性特性は物質によらない普遍性があると考

えられる。しかし、これまでに明らかになっている多結晶体の緩和スペクトルの帯域は、規

格化された地震波帯域よりも数桁低周波であるため、実験結果を自然地震観測に適用するた

めには、非弾性の適切なモデル化が必要である（東京大学地震研究所［課題番号：1428］）。 

 
ウ．摩擦・破壊現象の規模依存性 

（M2 級地震の余震解析） 

 南アフリカ大深度金鉱山のひとつであるムポネン金鉱山の地下約 3.3km において発生した

地震（Mw1.9）の余震群のマグニチュードを推定した。観測に用いた AE センサーは、高周波

まで感度が高いものの、複雑な周波数特性を持っているので、これまで、電圧出力を物理量

に変換することが出来なかった。観測に用いた AE 観測網には、周波数特性が明らかな三成分

加速度計も埋設されていた。そこで本年度は、加速度計でも明瞭な信号が記録されている帯

域に絞って AE センサーと加速度計の記録を比較して、AE センサーの電圧感度較正を行い、

余 震 の マ グ ニ チ ュ ー ド を 決 定 す る こ と に 成 功 し た 。 余 震 の 規 模 別 頻 度 分 布 は

Gutenberg-Richter の関係にしたがっており、観測網の中心から 100m 以内では Mw=-4 までの

地震がもれなく検知できていたようである。余震群は 5 つの明瞭な空間的クラスターに分類

できる。それぞれのクラスターに対して b 値を推定したところ、本震破壊面に沿って 2 次元

的に分布するクラスターのみが高い b 値（1.41)を示した。同時に、より大規模な AE 観測網

をイズルウィニ金鉱山やモアプ・コツォン金鉱山に展開中である（立命館大学［課題番号：

2402］）。 

 

（実験室での AE 観測） 

 花崗岩試料と砂岩試料を用いて、一軸圧縮試験，三軸圧縮試験，三軸伸張（軸圧が封圧よ

りも小さい）試験を行った。試験開始から終了までにわたって、試料の微小破壊に伴って放

射される弾性波（AE）を連続で観測した。三軸伸張試験でも、初動が全て押しの微小破壊（開

口型）だけではなく、押し引きが混在したものも観測され、せん断型の微小破壊も発生して

いることが示唆された。一軸圧縮試験では、これまでに例のない、広帯域センサーを用いた

長時間連続収録に成功した（立命館大学［課題番号：2402］）。 

 

（高周波波動生成過程） 

 天然の断層の破壊に伴って放射される高周波強震動の生成過程を直接観測するために、

25kHz までフラットな周波数特性を持ち、最大 500G まで観測可能な三成分加速度計を、イズ

ルウィニ金鉱山の地下約 1km に埋設した。これまで鉱山地震観測に用いられてきた加速度計

の容量は 50G であり、今回埋設したものより 1 桁小さい。また、従来の加速度計の孔軸方向
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と孔径方向の成分の周波数特性には、防水・耐圧容器の形状の縦横比が大きいことに由来す

る異方性があった。今回、この問題を解決するために、縦横比を 1 に近づけるように設計し

た防水・耐圧容器を新たに作成した。室内実験での検定により、両者の周波数特性が一致す

ることを確認した（東北大学［課題番号：1215］）。 

 

（断層面外亀裂の再現実験） 

 地震時破壊エネルギーの規模依存性は、地質学的ずれ変位の大部分をまかなう成熟した断

層のコア部分から分岐した多数の副次断層の形成によっている可能性がある．そこで、既存

弱面を持つアガロースゲルの破壊実験により、副次断層の形成を再現する実験を行った

（Kuwano, 2010）。種々の模索の結果、弱面の固着度をコントロールする手法を確立し、様々

な程度の副次断層（面外亀裂）を発生させることに成功した。副次断層は、主断層の破壊先

端近傍の引張場側だけに発生した。まだ、副次断層の生成中は主破壊の伝播速度が低下した。

破壊伝播に伴うエネルギー解放率と副次断層を含めた破壊表面エネルギーとの関係はグリフ

ィスの破壊基準をほぼ満たしており、アガロースゲルの破壊は、地震時の動的破壊と同じ力

学的枠組みに沿ったものであるといえる（東京大学地震研究所［課題番号：1427］）。 

 
エ．マグマの分化・発泡・脱ガス過程 

（素過程に関係づけた観測量解釈の高度化） 

 観測データからマグマ本体の情報を引き出すには高度なモデル化が必要である。火道内マ

グマおよび火山性ガスの上昇・下降を反映している山体膨脹・収縮現象に対する山体地形の

影響を評価することはその一例である。２次元の有限要素法を用いて評価した結果、山体の

傾斜角が大きくなるに従い、変位・傾斜量の最大値が現れる位置は火口中心に近くなり、最

大の変位量や傾斜量は平坦な地形の場合に比べて２～５倍大きくなり、測地データから火道

内マグマの実態を推測する際には、地形を適切に考慮しなければならないことが分かった（東

北大学理学系研究科［課題番号：1216］）。また、前兆現象としての火山性微動データから

流体亀裂の振動を読み解くには、矩形・扁平楕円体など亀裂形状の影響を評価することが必

要である。亀裂の形状を考慮して流体亀裂振動・火道振動からの弾性波放射特性の検討を行

った結果、高次の振動モードにおいては、亀裂先端での変換・放射が顕著になることが分か

り、亀裂と地表面との相互作用による表面波励起などの効果をさらに検討する必要性が示さ

れた（東北大学理学系研究科［課題番号：1216］）。 

 

（噴火現象における素過程の役割と評価） 

 マグマという、力学的に複雑な性質を示す物質において、噴火の爆発性を左右している脱

ガスの機構を明らかにすることは素過程研究の大きな目標の一つである。その視点に立って、

マグマの脆性破壊と火道浅部での脱ガスの関係を明らかにするために、発泡した流紋岩質マ

グマの高温封圧下での剪断変形実験を世界で初めて行った。その結果、 (a)気泡を含まない

マグマに比べ、脆性破壊がより低粘性（高温あるいは高含水量＝火道深部）から開始し、 (b) 

破壊面近傍での圧密とそれに伴う脱ガスが生じることを明らかにした。さらに、マグマ破断

面の癒着（ヒーリング）実験を世界で初めて行い（図１）、癒着の速度がメルトの粘性変形

によって律速されることを突き止めた。その結果、癒着に要する時間スケールは亀裂が脱ガ
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スの通路として働くのに十分であり、典型的な浅部火山性地震の発生間隔と一致することか

ら、火山性地震と脱ガス、メルトの脆性破壊と癒着、の関係についての示唆を得た。また、

二酸化炭素に富んだ流体とマグマとの相互作用（CO2 fluxing）によって気泡の成長が促進さ

れ、噴火がトリガーされる可能性を実験的に示した（東北大学理学系研究科［課題番号：1216］）。 

 噴出様式および噴出量を支配しているプロセスについて、間欠泉アナログ実験によって長

期予測と短期予測の観点から検討した（九州大学大学院理学研究院［課題番号：2206］）。噴

出量の長期的振る舞いについては、爆発的噴出（Jet）としての噴出量の平均値に注目すると、

過熱速度（superheating rate，マグマの場合の過飽和増加速度に対応）が大きくなるほどそ

の値は減少することが分かった（図２左）。噴出様式の長期的統計的振る舞いについては、過

熱速度が小さいときは、Jet がいつも起こるが、ある値よりも大きくなると確率的に非爆発

的噴出（Flow）が起こることが分かった（図２右）。このことは、過熱速度と熱輸送モード（核

沸騰輸送と対流輸送の相対的寄与）との関係、さらに熱水だまり内での過熱度の時間的空間

的不均一性の関係を仮定すると、整合的に解釈できる。また、噴出様式・噴出量の短期予測

の原理を模索するために、噴出前の湯だまり内で起こっている温度・圧力変動を測定し、同

期させた高速カメラ映像でその気泡発生との関係を観察した結果、その励起源（圧力パルス）

が 1 つの気泡の核沸騰であることを明らかにした。核沸騰と過熱速度の関係を考慮すると、

前駆圧力振動あるいは微動とその励起源の確率的振る舞いが、それに続く噴出様式と噴出量

に関係している可能性が明らかになった。 

 

（複雑現象における素過程の整理とメカニズムの解明） 

 爆発現象に伴う音波の放射は複数の要素の複雑な組み合わせからなる。そうした複雑現象

の本質的側面である気泡の振動と容器の共鳴の相互作用を調べるために、実験室に置いて管

の中の液面の高さを連続的に時間変化させ、空気中で計測される音波のスペクトルの時間変

化を見た。その時間変化の特徴を詳細に検討し素過程を整理して有限要素法によりシミュレ

ーションした結果、実験結果を再現することに成功した。また、乱流ジェットによる発生音

波と容器の共鳴の相互作用を調べるために、実験装置を工夫し、連続噴煙のスペクトルを計

測した。1 月に始まった霧島火山群新燃岳噴火において、これまで得られた室内実験の結果

を応用するために空振観測の強化と観測データの解析、地震波形との相互関係の解析を行っ

た（東京大学地震研究所［課題番号：1429］）。 

（素過程データ抽出のための技術開発） 

 噴火前のマグマに溶解している揮発性成分量についてデータを蓄積することは噴火の爆発

性の潜在能力を統計的に知るために重要である。そのための一つの拠り所として、噴出物に

含まれる斑晶のガラス包有物中の揮発成分量がある。顕微赤外分光計（FT-IR）を用いて、ガ

ラス包有物を分析する際にはその周辺の斑晶そのもの分析値への寄与を適切に評価する必要

がある。この研究では、そのガラス包有物分析のための「斑晶量補正方法」をかんらん石に

ついて開発し、揮発性成分量のデータ蓄積のための基礎技術を確立した（東京大学地震研究

所［課題番号：1430］）。 

 

（素過程に注目した支配要因の特定） 
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  噴火様式推移の支配要因を特定するためには、素過程研究の結果を利用した方法論を用い

て、過去の噴出物からマグマの運動やマグマの状態を定量的に推定する必要がある。プリニ

ー式噴火から溶岩流へと噴火様式が変化した桜島大正噴火、およびプリニー式噴火から噴煙

柱崩壊による火砕流へと移行した姶良カルデラ噴火（大隅降下軽石および垂水火砕流・入戸

火砕流）のサンプリングを行い分析した結果、一回の噴火における噴火様式の遷移は、噴火

直前での温度・結晶度・揮発性成分の過飽和度のマグマだまり空間構造にあることを示唆す

る予察的な結果を得た（九州大学大学院理学研究院［課題番号：2206］）。 

 
課題と展望 

 地震発生の素過程については、アナログ物質を使った実験が興味深い成果をあげている。

適切なアナログ物質を使えば、岩石では大がかりな装置が必要になる温度や圧力等の条件下

でのレオロジーを、比較的簡便な装置で測定することが出来る。今後、実験に用いるアナロ

グ物質の種類を増やすことで、より多様な条件下での岩石レオロジーに関する知見が得られ

るものと期待される。一方で、アナログ物質を用いた実験で得られる知見の妥当性を検証す

るため、岩石を用いた実験で実現可能な条件範囲を広げていく努力も欠かせない。 

 断層面の弾性波透過率や電気伝導度の計測，光学的手法による断層面の直接観察などによ

り、これまで概念的にしか理解されていなかった断層の固着度に対して物理的解釈を与える

試みが進んでいる。これまでの成果では、固着度の物理的実体は予想以上に複雑であること

が示された。一方で、高速摩擦実験では、断層の摩擦特性が雰囲気に依存することが示唆さ

れた。固着度の物理的実体解明の困難さはこのようなことにも起因しているのかも知れない。

今後、高速摩擦だけではなく低速摩擦実験においても制御された雰囲気のもとで実験を行い、

このことを検証していく必要がある。このような研究により、断層固着の物理的実体を明ら

かに出来れば、地震波干渉法などによって検出されると期待される地震断層を透過する実体

波から、断層の強度をリアルタイムで連続的にモニタリングするための基本原理を提示でき

るであろう。 

 天然の断層は、室内実験で用いられる人工断層面とは異なる不均質をもつと考えられてい

る。天然の断層における摩擦構成則を直接明らかにするため、鉱山地震の断層直近観測を行

っている。一方で、断層摩擦のもっとも基本的な素過程の一つである岩石の微視的接触変形

の一般的な性質を明らかにするため、様々な鉱物を用いた微視的接触変形実験が行われた。

今後、この成果を、断層面接触の数値モデル（例えば、Yoshioka and Iwasa, 1996）に導入

すれば、任意の不均質をもつ断層面の摩擦挙動を予測することが出来るようになるであろう。 

 岩石−水相互作用の理論的研究からは、断層帯内に高圧間隙水をもたらす有力なメカニズム

と考えられている断層バルブモデルの成立には、地殻流体の化学組成が重要な鍵を握ってい

る可能性が示された。また、実験的研究からは、バルブの形成には、特徴的時間が大きく異

なる複数のメカニズムがあることが示された。このような研究は、断層強度の時間変化につ

いて、摩擦構成則とは異なる観点から手がかりを与えるものである。岩石の摩擦特性を、岩

石の接触だけではなく、より多角的に捉える努力を続けていくことが重要である。 
 断層破壊やその準備過程における電位変化のメカニズムが実験的に明らかになってきた。

また、実験室でえられた知見の地質断層への適用可能性の検証も始まった。地震発生先行過

程部会と協力してこれらの研究を進めることにより、地震発生の直前予知の実現可能性を検
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討することは、予知研究の成果の実用性の観点から重要であろう。 
 火山噴火の素過程に関する個々の研究課題の展望と課題は、各課題の年度末報告書の中で

述べた通りである。ここでは、火山噴火素過程研究全体を通じての取り組みの現状と今後の

展望について述べる。各課題の背後にはもちろん特定の火山噴火なり火山現象があるわけだ

が、素過程研究の特徴と利点は、むしろそうした特定の火山噴火にとらわれない、あるいは

それを題材として、共通に働いている素過程を抽出しその基本的な仕組みと役割を理解する

ことにある。それによって噴火の予知と推移予測のための基礎が提供されるからである。こ

うした視点から、それぞれの課題を素過程との関わり方で整理すると、1)素過程に関係づけ

た観測量解釈の高度化、2)素過程の評価と役割、3)複雑現象における素過程の整理とメカニ

ズムの解明、4)素過程データ抽出のための技術開発、5)素過程に注目した支配要因の特定、

ということになる。このように、これまでの研究は素過程研究の特徴を生かした成果を出し

てきていると評価できるが、素過程の仕組みそのものを理解するための研究がもう少し多く

てもよい。研究の手法としては、観測のみならず実際のマグマやアナログ物質を用いた室内

実験を行うことも素過程研究の特徴である。再現することが難しい複雑な天然現象を、そこ

から素過程を抽出し、マグマや類似物質を用いて実験室で再現することは素過程研究の利点

であり、これまでの研究課題はこの方向性に沿った研究を行ってきている。今後は、この点

をさらに推し進めて、地質学的・地球物理学的観測量の解釈と実験室での素過程の理解を橋

渡しする試みが必要になってくるであろう。特に、1 万年に一度の超巨大カルデラ噴火を視

野に入れた研究が必要であろう。1 万年に一度の噴火であっても、マグマだまりや火道の中

で起こっている過程は、マグマの結晶化・発泡や脱ガスといった共通して起こる素過程であ

り、時間空間スケールと物性量をうまくスケーリングすることによって、こうしたまれにし

か起こらない超巨大噴火の予知と推移予測に素過程研究の成果を少なからず応用できるはず

である。 
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図 1. 900℃におけるマグマ破断面の癒着実験の反射電子像 

(a) 未癒着の亀裂（矢印、圧着 4 時間後)。 左下の割れ目は試料冷却時のもの。 スケ

ールバーは 100μm。 (b) (a)の拡大。亀裂付近は脱水により輝度が上がっている。ス

ケールバーは 20μm。 (c) 亀裂部をまたいだ水の拡散プロファイルから、完全に癒着

したことがわかる部分(8 時間後)。 界面は消失している。スケールバーは 100μm。 (d) 

(c)の高コントラスト像。 癒着した亀裂部がわずかに視認可能。 

 

 

 

 

   

図 2.（左）間欠泉実験における平均過熱速度と平均噴出量の関係。爆発的噴出 Jet では負

の相関があり、非爆発的噴出では正の相関がある。(右）圧力パルスの発生率と振幅の

関係。この二つの量の積は核沸騰による熱供給率の寄与の目安であり、平均過熱速度

（グラフ内の数字）が大きいほど核沸騰モードが卓越し噴出様式が混在するが、極端

に小さい場合（青：熱対流モードが卓越）は Jet のみ起こる。 

 

Flow 
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３ 新たな観測技術の開発 

 

               「新たな観測技術の開発」計画推進部会長 藤本博己 

（東北大学大学院理学研究科） 

 

 「新たな観測技術の開発」研究では、地震･火山噴火予知研究の推進のために、これまでと

らえることが困難、または不可能であった地震及び火山噴火現象を見るための「道具」を開

発することを目指している。観測・実験技術の開発研究は、地震や火山噴火の現象解明の研

究や予測のための研究と共同で実施されることが多く、この部会と関連の深いものであって

も、他の研究計画の中で実施されている技術開発は別に報告されている。ここでは、他部会

で報告されない研究課題の成果を中心にまとめる。 

 

(1) 海底における観測技術の開発と高度化 

日本列島は海に囲まれており、プレートの沈み込みに伴う巨大地震は海域で発生する。ま

た、プレートの沈み込みに伴い、伊豆諸島をはじめ多くの島嶼部にも活動的な火山が存在す

る。そのため、既に高密度・高精度な観測が行われている陸域の観測網と同等の品質で、海

域においてもデータを取得する必要がある。つまり、陸域と同様に地殻変動の低周波数から

地震動の高周波数までの広い周波数帯域で、高ダイナミックレンジの観測を実施する必要が

ある。特に、巨大地震の発生の予測を目指した研究を行うためには、日本周辺のプレート境

界における地震活動及びその固着状態を高精度で知ることが重要であり、そのためには、海

域における地震活動及び地殻変動の実時間観測が不可欠である。 

上記のような研究上の需要があるにもかかわらず、海域の観測に必要な測器は、陸上の測

器のように商業ベースでは開発されていない。地震及び火山噴火予知研究の推進のためには、

海域での観測機器の開発から始める必要がある。  

 

ア．海底地殻変動観測技術 

複数の研究機関が互いに連携し、観測船やブイを用いた海底地殻変動観測を実施するとも

に、観測精度向上に関する研究を進めた。 

海上におけるGPS (汎地球衛星測位システム)測位と海中の音響測位を結合して海底の精密

測位を繰り返す手法は重要な成果をあげつつあるが、音速が水平方向に変化すると測位誤差

が生じるという問題がある。そこで観測船と小型係留ブイの２点において海中音速の差を測

定し、ブイから見た船の方位の正弦波で近似できる場合が多いことを見出した。また、キネ

マティックGPS解析に用いる衛星位置情報等について、数時間後に入手できる超速報暦を用い

ても、その誤差は基線長100 kmでも1mm 程度であることが示された（名古屋大学[課題番

号:1706]）。将来の海底地殻変動の連続観測に向けた技術開発と海中音速の不均質性の特徴を

捉えるため、図1に示す係留ブイによるシステムを開発し、従来の曳航ブイ観測と並行して係

留ブイによる試験観測を水深1450 mの宮城県沖海域で実施した（東北大学[課題番号:1217])。

海上保安庁では三陸沖から四国沖まで海溝沿いにGPS音響結合方式による精密海底測位用海

底局を設置しているが、平成22年度に「福島沖」及び「宮城沖１」海底基準点の海底局を更

新した。新旧の海底局を併用した観測を複数回行い、新旧の海底局アレイによる測位結果の
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違いは1 cm 以下であることを確認した（海上保安庁[課題番号:8006]）。 

海底圧力観測は上下変動の連続観測のために重要な手法であるが、海底圧力データから地

殻変動成分を抽出するためには、海洋変動の影響を除く必要がある。前年度からの研究によ

り、1/12 弧度の格子のシミュレーションが最も適しており、短周期の海洋変動の影響を除去

できることが分かった(東北大学[課題番号：1217])。  

海底での傾斜変動を計測するため、次世代型広帯域海底地震計(BBOBS-NX) の地震センサー

のマスポジション出力から傾斜変動を検出するための試験を実施し、鋸山観測抗の水管傾斜

計と同程度の能力があることを確認した(東京大学地震研究所[課題番号：1431])。 

海底間音響測距装置については、熊野灘の分岐断層沿いに設置した3台の装置の回収に成功

し、960m と720m の２基線の208 日の連続観測記録を得た。日平均時系列の推移から、1cm 以

上の距離変化が生じれば検出可能であることがわかった (東北大学[課題番号：1217])。 

 

イ．海底地震観測技術 

次世代型広帯域海底地震計(BBOBS-NX)のセンサー部をデータ収録部から切り離して海底に

設置することにより、約10 秒より長周期側では、海底堆積物の上の観測においても陸上地震

観測点に匹敵する地震記録を取得できることを実証した。この海底広帯域地震計を無人潜水

艇(ROV) による観測航海において2 台設置し、長期観測を開始した（図2）。海底強震観測に

おいては、水晶発振式の加速度センサーを用いることにより、ノイズレベルをこれまでの海

底強震計の1/10 に下げることができる可能性があることを明らかにした (東京大学地震研

究所[課題番号：1432])。 

 

ウ．海底実時間システム 

 東南海地震に備えて、熊野灘における地震・津波観測監視システム（DONET）の開発を進め

ており、設置された観測点からは良好なデータが得られていることを確認した。またデータ

流通の相互交換・利用について関連機関と連携を図った(海洋研究開発機構[課題番号：4005])。

昨年度までに開発されたネットワーク技術を導入した次世代ケーブル式海底観測システム

(Kanazawa et al, 2010)を、新潟県粟島の南方の日本海に設置した。図3に示すように地震計

4 台を2 次元的な配置に埋設し、観測されたデータは、準リアルタイムで地震研究所に転送

されている(東京大学地震研究所[課題番号：1433])。 

 

(2) 宇宙技術等の利用の高度化 

 GPSや衛星搭載合成開口レーダー（SAR）等の人工衛星を利用した観測技術は、地震及び火

山活動の観測手段として重要な役割を果たしてきており、その解析技術の高度化を一層図る

ことにより、様々な地震や火山活動をより高い精度で把握することが可能になる。その他の

衛星や航空機を利用したリモートセンシング技術の高度化を合わせて、以下のような研究を

進めた。 

 

ア．宇宙測地技術 

 GPSによる測位では、数値気象データから推定される誤差と実データの解析結果との整合度

を評価する指標を試作し、高分解能数値気象データ作成システムを構築した。マルチパス誤
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差の定量的評価も行い、つくばの国際GPS 観測点TSKB についてマルチパス誤差をシミュレー

ションした結果、GPS 上下座標時系列に見られる長周期ゆらぎがマルチパス誤差とよく対応

することが明らかになった（図4，国土地理院[課題番号：6017]）。最新の気象数値モデル等

を用いて、１日以内の準リアルタイムの大気伝播遅延補正を可能にするための手法を開発し

ており、気象庁のメソスケールGPV 気象モデルを用いて、関東地方及び東海・伊豆地域の

GEONET 観測点を、１日以内に準リアルタイムで大気伝播遅延補正を行う実験を行い、現在そ

の効果を解析中である（気象庁[課題番号：3019]）。リアルタイムGPS 時系列に基づく永久

変位検出手法を開発し、2008 年岩手・宮城内陸地震の際の1Hz 時系列に適用し、27 観測点

のうち20 の観測点において永久変位量の推定に成功した。推定完了までの所要時間は約80 

秒であり、後処理キネマティック解析による地殻変動場（Ohta et al., 2008）と水平成分で

2cmという実用的な精度で一致した(図5)。リアルタイムGPS 時系列の長期安定性およびノイ

ズの基線長依存性を調べ、基線長が150km 以下では放送暦および予報暦でその精度の差はほ

ぼ無いことが分かった（東北大学[課題番号：1218]）。 

SARの解析については、数値気象モデルを用いて大気起因の位相遅延量を計算する手法を開

発し、SAR 干渉画像内に含まれる大気遅延誤差の低減処理のための解析環境を整えるととも

に、実データに適用し、低減処理の有効性を確認した（国土地理院[課題番号：6018]）。通

常の干渉SAR 解析によって変動を求めることのできないほどの大変形については、ピクセル

オフセット解析と呼ばれる方法が開発されることにより変動場が求められるようになったが

（Fukushima et al., 2010; Furuya et al., 2010; Takada and Furuya, 2010）、平成22年

度は、ピクセルオフセット法によって求められた変動場と干渉解析によって求められた変動

場両方を用いて断層運動をモデル化する手法を開発した（東京大学地震研究所[課題番号：

1433] ）。SAR干渉解析の改良を行うとともに、三宅島における地殻変動解析を進め、2008 年

度まで14cm/年の速度で進行していた沈降が、2010 年においては、3cm/年にまで減速したこ

とを明らかにした（防災科学技術研究所[課題番号：3017]）。 

 

イ．リモートセンシング技術 

火山噴火の際には、火口近傍での観測は重要であるが、観測者の安全の確保のため、実施

は困難であった。この問題を解決する目的で、産業用小型無人ヘリコプターを用いて観測装

置の設置作業を行うシステムの高度化・安定化を図った。ウィンチ等の駆動系やデータ伝送

系を改良し、地震計遠隔設置作業については実用化の目途をつけるとともに、活動中の桜島

南岳火口周辺において、昨年設置した地震計を回収するとともに、新たに地震計5 台を設置

した (東京大学地震研究所[課題番号：1435])。 

 MODISとMTSAT 用いたリアルタイム観測システムにより、東アジアに分布する活火山の噴火

活動のリアルタイム観測を試行しており（金子ほか、 2010）、2011 年1 月19 日に始まった

新燃岳の噴火では、MTSAT 赤外画像により観測される「熱異常」と「噴煙」の発生状況に基

づいて、活動の推移を３つのステージに分けることができることを見出した。MODISの観測に

より中～長期的な熱異常の時間変化を捉えることが可能であり、噴火の前兆となる熱異常が

現れることなく、1 月下旬に突如噴火が始まったことも分かった(東京大学地震研究所[課題

番号：1436])。航空機リモートセンシングでは、昨年度に開発したARTS の赤外多波長データ

を用いた火山ガス濃度分布把握技術を三宅島の観測データに適用し、火口内のSO2ガス濃度分
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布を把握でき、本手法の汎用化の目処を得た。また、在来型Ｘバンド気象レーダによる桜島

の爆発的噴火の観測は可能であり、高時間分解能の観測（１分毎）や高空間分解能の観測（250m

～500m 間隔）ができることが分かった（防災科学技術研究所[課題番号：3018]）。降灰予測

及び火山灰拡散予測手法に用いる噴煙、移流拡散モデルの改善を進め、桜島の爆発543 例の

種子島気象レーダーデータから、爆発噴煙の検知率を調査し、走査頻度を増せば、小規模な

爆発も検知可能なことが分かった（気象庁[課題番号：7022]）。 

 

(3) 観測技術の継続的高度化 

 地震及び火山観測においては、地下の状態を把握する新たな観測技術を開発して、研究の

推進に役立てることと同時に、従来の観測手法の継続的な高度化も必要である。特に、これ

まで電源や通信事情が悪くて観測ができなかった、山間地・離島・火口近傍等の場所でデー

タを効率よく取得する技術の開発も必要である。このような課題に対して、以下のような研

究を進めた。 

 

ア．地下状態モニタリング技術 

 宇宙空間から地上に降りそそぐ高エネルギー粒子のミュオンによる火山体内部の観測を進

めている(Taira et al., 2010; Tanaka et al., 2010a，2010b; Uchida et al., 2010; Yamashina 

et al.,2010)。今年度は、ミュオン検出カウンターを従来の2 枚から3枚に増やしたカロリメ

ータ方式による観測システムを開発し、性能試験を行った。高い仰角から降り注ぐ荷電粒子

のシャワーによって生じる偽ミュオントラックを取り除く効果があり、高性能化が期待でき

る。ミュオン観測によって桜島火道形状が推定されつつあり、その情報と絶対重力連続観測

から、平成22年度1年間のマグマ頭位の時間変化を求めたところ、火山活動との対応が明らか

になってきた。また、ミュオンによる断層破砕帯の観察も開始し、図6に示すように、表面か

ら破砕帯内に降水がしみこんでいく様子が捉えられた（東京大学地震研究所[課題番号：

1438]）。 

 豊橋市三河地殻変動観測所に設置した2 台の弾性波アクロス震源装置を昨年度に引き続き

1 年間を通じてほぼ連続運転した。また、低周波数送信において回転型震源よりも有利と考

えられる直線加振加振装置を用いた実験を栃木県大谷で行った（名古屋大学[課題番号：

1707]）。 

 

イ．地震活動や噴火活動の活発な地域における観測技術 

 高精度を保ちつつ、フィールドでの利用を考慮して可搬性にも重点を置いた小型絶対重力

計の開発を進めている。実験室外で市販の絶対重力計（ＦＧ５）との並行観測を実施し、性

能評価を行うとともに、運搬中や観測中の問題点を洗い出した。静穏な実験室で装置の系統

誤差の評価を実施したところ、図7に示すように、約2 μgal の再現性が得られ、統計的な誤

差は1 μ gal 未満であった。これらは市販の絶対重力計と同等の精度といえる（東京大学地

震研究所[課題番号：1439]）。 

 火山地域などの悪条件下においての各種観測データの伝送方式の開発を目指して、平成21 

年度に引き続き、携帯電話カードの定額料金プランを用いた地震データ転送、プリペイド式

携帯電話端末を用いたGPS 観測網のテレメータ化、低消費電力の小型小電力無線機を用いた
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無線LAN 装置の開発などのデータ伝送実験を行った。携帯電話データ通信サービスエリア内

であれば3ch100Hz の地震データの他、GPS や傾斜計などの低サンプリングデータを観測拠点

に簡便にリアルタイム伝送をすることができるようになり、現在霧島新燃岳噴火に伴う観測

で実際に使用しているが、非常に順調に動作している。消費電力が1W 程度と非常に低消費で

ある小型無線機を用いて無線LANは、広指向性の平面パッチアンテナを使用しても、見通し範

囲であれば2 kmの距離でも通信が可能である（九州大学[課題番号：2207]）。  

 

ウ．大深度ボアホール計測技術 

 高精度で安定であるレーザー技術を利用した大深度ボアホール内における広帯域地震計

測・傾斜計測法の開発 (新谷、2010) を進めており、今年度は大深度ボアホールを想定して

250 ℃まで温度範囲を拡張した高温試験が実施できるように試験装置開発を行った。具体的

には、熱膨張によって光学素子が損傷するのを防ぐため、石英系の光学部品と高温に耐える

光ファイバーを選定し、さらに熱膨張ひずみを解放する構造の光学素子ホルダーを考案し、

それらを組み合わせた高温試験用の干渉計ユニットを試作した。並行して、前年度に製作し

た小型レーザー干渉型広帯域地震計に制御回路を接続し動作可能な状態に組み上げ、観測坑

内（鋸山観測所）で周波数特性の測定や自己雑音等の評価を実施した（東京大学地震研究所[課

題番号：1441]）。また、地下深部の高温環境下で安定動作する、地震計、傾斜計、強震計の

開発を進め、平成22 年度から高温対応型強震計の試験観測を開始し、データ伝送装置等を行

う試験観測施設の整備を行った（防災科学技術研究所 [課題番号：3020]）。 
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図1. 開発した係留ブイの外形と内部に搭載した電子機器（左）および係留系（右）

の模式図（東北大学[課題番号:1217])。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2. BBOBS-NX の観測時の状態。2010 年6 月に北西太平洋のシャツキー海台西方に

て、自由落下方式で投入・ROV で展開したBBOBS-NX の海底（水深5700m）での

様子。初の本格的運用であり、2011 年6 月に回収予定(東京大学地震研究所[課

題番号：1432])。
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図3. 設置したケーブルルート。地震観測システムのケーブル全長は、25 km であり、

4台の地震計が5 km 間隔に取り付けてある(東京大学地震研究所[課題番号：

1433])。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4. GPS 受信機SNR を用いてシミュレーションしたマルチパス誤差と実際に観測

されたGPS 時系列誤差の比較（上下成分）（国土地理院[課題番号：6017]）。 
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図5. 2008 年岩手・宮城内陸地震による地震時地殻変動の後処理キネマティック解

析による水平変位量（Ohta et al., 2008）(赤色) と本研究で開発した変位量

自動検出アルゴリズムによって推定された水平変位量の比較（青色）（東北大

学[課題番号：1218]）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図6. ミュオンによる糸魚川市の断層破砕帯の観察において、表面から破砕帯内に降

水がしみこんでいく様子が、毎日の透視画像（密度変化画像）からとらえられ

ている。 
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図7. 静穏な実験室における小型絶対重力計の精度評価。2010 年5 月および10 月に

試作絶対重力計の性能評価を実施した。再現性や統計的なばらつきの値から、

市販の絶対重力計と同等の性能と評価された。青は絶対重力値であり、理論潮

汐（赤線）とよく一致している（橙はその残差）。なお、このときの地面振動

を茶色で示す（装置の振動検知機構により測定値から除去される）（東京大学

地震研究所[課題番号：1439]）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図8.  小型レーザー干渉型広帯域地震計に制御回路を接続し、観測坑内（鋸山観測

所）で周波数特性の測定や自己雑音等の評価を実施した。 
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地震及び火山噴火予知のための観測研究計画の推進について（建議）の概要 

－ 科学技術・学術審議会 － 

 

Ⅰ．地震・火山噴火予知研究に関するこれまでの成果と今後の展望  

 

Ⅰ.１．経 緯 

・ 地震予知研究は昭和40年，火山噴火予知研究は昭和49年を始まりとして，当時の文部省測

地学審議会（現在の科学技術・学術審議会）が建議する計画に沿って，大学や関係機関が協

力・連携して，現在も総合的に推進 

・ 現行の二つの５か年計画（地震・火山）が平成20年度で終了になることから，平成19年に

実施状況等レビュー及び外部評価を実施 

Ⅰ.２．現状への基本的認識 

・ 我が国は世界有数の地震・火山国であり，これらの災害から国民の生命・財産を守り，安

全で安心な社会を実現することは，国の基本的な責務 

・ 日本列島周辺では，海洋プレートの沈み込みにより，巨大地震が発生し，また，マグマが

生成されるなど，地震と火山現象で共通の地球科学的な背景が存在 

Ⅰ.３．地震予知研究の成果 

・ 地震発生に至るモデル「アスペリティモデル」の有効性の検証が進展 

・ プレート境界地震について，東海から西南日本にかけてのフィリピン海プレート深部境界

で，短期的ゆっくり滑りと低周波微動の同時発生を発見 

・ 内陸地震の発生準備過程について，地殻・マントルの不均質な粘弾性・塑性変形により広

域応力が特定の断層域へ集中していく機構の理解が進展 

・ 日本列島域の地殻活動予測シミュレーションモデルの原型が完成し，地震発生に至る過去

の巨大地震発生サイクルの特徴が再現 

Ⅰ.４．火山噴火予知研究の成果 

・ 「2004 年浅間山噴火」では，多項目観測により火山体へのマグマ貫入など，噴火の前駆的

な変動把握に成功 

・ マグマ供給系・熱水系がモデル化された火山では，観測データから噴火に先立つ流体移動

の把握が可能 

・ 活動的火山について，活動度把握に基づく火山活動レベル（現在の噴火警戒レベルに移行）

の導入 

Ⅰ.５．今後の展望 

（地震予知・火山噴火予知の統合的研究） 

・ 地震発生と火山噴火は，海洋プレートが日本列島下に沈み込む際に生じる地殻・上部マン

トルの構造不均質と力学的・化学的不安定が原因 

・ これら地震と火山噴火現象に共通な場を理解する統合的研究が必要 

（地震予知研究） 

・ 地震予知研究の目標は，地震現象を理解し，モデル化に基づく予測シミュレーションとモ

ニタリングを総合化した「総合予測システム」を構築。「地震がいつ，どこで，どの程度の

規模で発生するか」の定量的な予測 
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・ 現在の目標到達度は，プレート境界の大地震の場所と規模の予測については，一定の見通

しが得られた段階。時期の予測に関しては，一般に長期予測の段階 

・ プレート境界地震については，予測シミュレーションモデルに観測データを取り込む（デ

ータ同化）研究が重要 

・ 内陸地震については，予測シミュレーションモデル開発のための物理モデルの構築が必要 

・ 海洋プレート（スラブ）内地震については，物理モデルの構築のために，プレートの沈み

込みに伴って発生する諸過程の統一的な理解が必要 

（火山噴火予知研究） 

・ 火山噴火予知研究の目標は，観測データと噴火の物理化学モデルに基づき，噴火の時期，

場所，規模，様式及び推移の予測 

・ 現在の目標達成度は，適切な観測体制が取られた火山では，噴火時期をある程度予測でき

る段階。噴火の推移を予測することは現在も困難 

・ 今後も火山監視観測網の強化及び火山噴火の可能性の高い地域におけるモニタリングの重

点的な強化が必要 

・ 火山活動の現状を評価し，予測される噴火の前兆現象や活動推移を網羅した噴火シナリオ

の作成が必要 

・ 基礎研究の推進によって得られるモデルや噴火シナリオにモニタリング結果を統合し，火

山活動の定量的評価を行う予測システムの構築が必要 

（計画推進のための体制） 

・ 計画全体を組織的に推進する体制や評価する体制の一層の整備が必要 

・ 地震・火山現象を理解し，発生を予測するためには，長期にわたる継続的な観測と研究が

不可欠。それを実現する観測網の整備，若手研究者の養成・確保が必要 

・ 大学の観測網については，基盤的観測網との調和を図りつつ，大学が担うべき観測研究へ

の一層の重点化が必要 

 

Ⅱ．本計画策定の方針と実施内容  

 

Ⅱ.１．計画推進の基本的考え方 

・ 地震及び火山噴火は，同じ地球科学的背景を持った自然現象であり，測地学的・地震学的

手法による共同での観測研究はそれぞれの現象理解に有効 

・ 世界に類を見ない稠密な地震・地殻変動の観測網などの研究資源を地震現象と火山現象の

観測研究に有効活用することにより，効率的で効果的な研究を実施 

・ 両予知研究の戦略や達成度の違いなど，それぞれの特徴を踏まえ，到達度の評価が可能な

具体的目標を設定し，その目標に向けて段階的に計画を推進 

・ これらの状況を踏まえ，現計画の成果を引き継ぎ，地震予知研究及び火山噴火予知研究を

着実に推進するため，二つの計画を発展的に統合し，平成21年度から５年間を見据えた計画

と位置付ける 

・ 本計画では，「予測システムの開発」をより明瞭に志向した研究に重点を置くこと 

とし，以下の４項目を柱として推進 

（1）モニタリングシステムを更に発展させ，そのデータを用いて地震・火山現象の推移予測
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を行うための予測システムを開発する「地震・火山現象予測のための観測研究」 

（2）予測システムの基礎となる「地震・火山現象解明のための観測研究」 

（3）地震・火山噴火予知に資する「新たな観測技術の開発」 

（4）計画を一層効果的に推進できる体制の整備及び観測研究プロジェクトを立案・推進する

ための広く開かれた仕組みの整理を図り，また，成果を社会に効果的に提供するなどの「計

画推進のための体制の強化」 

 

Ⅱ.２．本計画の基本方針と実施内容 

今回策定する計画は，前記の基本的考え方に基づき，以下の基本方針に沿って実施 

Ⅱ.２.(1) 地震・火山現象予測のための観測研究の推進 

地殻やマントルで進行している諸過程の把握により，予測シミュレーションモデルへのデー

タ同化に基づく地殻活動の予測，及び噴火シナリオに基づく火山活動の予測 

《地震・火山現象のモニタリングシステムの高度化》 

・ 日本列島全域に整備された観測網により，地震活動・地殻変動及び火山活動を的確にモニ

ターし，予測に有用な情報を収集 

・ 大地震の発生や火山噴火の可能性の高い地域では，モニタリング観測項目の多項目化，観

測点の高密度化や観測データの実時間処理システムを一層整備 

《地震・火山現象に関する予測システムの構築》 

（地震発生予測システム） 

・ モニタリングによる観測データを予測シミュレーションモデルに取り込む手法を開発し，

データ同化実験により予測を試行 

・ 時空間的に高分解能な地震活動評価を行う手法を確立するため，地震活動予測手法の開発

とそれの妥当性を評価・検証する枠組みを構築 

（火山噴火予測システム） 

・ 地質調査・解析による噴火履歴の解明等に基づき，噴火シナリオを作成 

・ モニタリングによる観測データから火山活動の評価を行い，噴火シナリオに基づく火山活

動の推移予測を試行 

《地震・火山現象に関するデータベースの構築》 

・ 日本列島及びその周辺域の地震・火山現象の基礎データベースを構築するとともに，デー

タの流通を図り，さらに，情報を統合化して，地殻活動予測シミュレーションに活用 

Ⅱ.２.(2) 地震・火山現象解明のための観測研究の推進 

地殻やマントルで進行している諸過程の正しい理解とそのモデル化のため，基礎的な観測研究

を推進 

《日本列島及び周辺域の長期・広域の地震・火山現象》 

・ 日本列島及びその周辺域における長期的なプレート運動とそれに伴う応力場を解明し，上

部マントルにおける水の供給・輸送過程とマグマの生成・上昇機構を解明 

・ マグマ等の地殻流体の分布を含む広域の地殻・上部マントル構造を解明 

・ 地震現象と火山現象の共通原因であるプレート運動の影響を正確に評価するため，地震活

動と火山活動の相互作用に関する研究を推進 

・ 地震発生サイクルの理解のため，アスペリティやセグメントの破壊様式についての過去の
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活動履歴を解明。同時に，長期的な内陸の地殻ひずみの時空間分布を解明 

《地震・火山噴火に至る準備過程》 

（地震準備過程） 

・ プレート境界地震に関し，アスペリティ分布の推定精度を向上させ，アスペリティ域に固

有な地殻やマントルの性質の研究を推進し，アスペリティモデルを高度化 

・ プレート境界面上で進行する非地震性滑りの時空間変化を高精度に把握し，アスペリティ

間の相互作用について理解を促進 

・ 内陸地震に関し，ひずみ集中帯の形成・発達と地震発生に至る過程に関する定量的なモデ

ルを構築 

・ スラブ内の震源分布や地震波速度構造を詳細に明らかにし，流体の地下深部における分布

と挙動を解明 

（火山噴火準備過程） 

・ マグマの上昇・蓄積過程を解明するため，多項目の観測や探査を実施し，火山体構造とマ

グマ供給系及び火山体浅部における火山流体の状態と変動を把握 

・ 地質調査や岩石学的研究により，高精度の噴火履歴を復元し，噴火の推移及びマグマ供給

系の変遷を把握 

《地震発生先行・破壊過程と火山噴火過程》 

（地震発生先行過程） 

・ 地震に先行する地殻やマントルの諸過程を地震発生先行過程と位置付け，その発生機構を

明らかにし，特定の先行過程が地震準備過程や直前過程のどの段階にあるかを評価 

（地震破壊過程と強震動） 

・ 大地震の断層面の不均質性と動的破壊特性及び強震動・津波の生成過程を理解するため，

震源解析及び震源物理に基づく破壊過程の研究を一層推進 

（火山噴火過程） 

・ 火道浅部における噴火過程の詳細を高時空間分解能で解明し，爆発的噴火のモデル化を行

うとともに，噴火推移の多様性を支配する要因を理解 

《地震発生・火山噴火素過程》 

・ 地殻・上部マントル構成物質の変形・破壊について，実験・理論的手法により物理的・化

学的素過程を解明 

・ 火山噴火のモデル化のため，マグマの分化・発泡・脱ガス過程を解明し，マグマ上昇の数

値モデルを構築 

Ⅱ.２.(3) 新たな観測技術の開発 

新たな観測技術の開発や既存技術の高度化により，地震・火山現象に関する理解を飛躍的に促

進 

《海底における観測技術の開発と高度化》 

・ 地震及び火山噴火予知に有用な観測データを安定的に取得するため，海底における地殻変

動観測技術及び地震観測技術の高度化と海底における各種観測データを実時間で利用でき

るシステムを技術開発 

《宇宙技術等の利用の高度化》 

・ GPS や衛星搭載合成開口レーダー（SAR）等の宇宙測地技術を利用した解析技術を高度化 
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・ 地震や火山活動をより高精度で面的に把握するリモートセンシング手法を実現 

《観測技術の継続的高度化》 

・ 地下状態をモニタリングする技術，センサー技術や観測ネットワーク技術など，データを

量・質的に増大させる技術開発を推進 

・ 地震活動の高い地域や噴火活動域近傍など，電源・通信事情などの不十分な場所で効率的

データ取得のためのセンサー技術やネットワーク技術を高度化 

・ 気象変化による擾乱や人工的なノイズを避け，高品質のデータを取得するため，大深度ボ

アホールにおける計測技術を開発 

Ⅱ.２.(4) 計画推進のための体制の強化 

《計画を推進する体制の整備》 

・ 本計画遂行を担う各大学や関係機関が，それぞれの機能に応じた役割分担と密接な協力・

連携の下に，計画全体を組織的に推進する体制の確立及び評価体制の充実 

・ 本計画の実施内容が，地震本部が策定する新しい総合的かつ基本的な施策に反映されるこ

とを期待 

・ 火山監視観測網の整備と火山観測研究の充実を図るために，火山噴火予知連絡会の機能を

強化 

《基礎的な観測研究体制の強化》 

・ 長期にわたる継続的かつ基礎的な観測研究を推進するため，個々の法人の枠を超え全国の

国公私立大学の研究者が連携し，拠点を形成して観測研究を実施 

・ 工学・人文社会科学等の他の研究分野との共同研究を促進 

《計画を実施するための予算的措置》 

・ 国，各大学及び関係機関においては，地震予知研究及び火山噴火予知研究が本計画に沿っ

て着実に推進されるよう，予算・人材面での適切な措置が不可欠 

・ 本計画は長期間を見通しつつ，段階的に予知の実現を目指すため，特に萌芽的な研究や基

礎基盤的な研究等に対しての予算的配慮を期待 

《人材の確保，特に若手研究者の養成》 

・ 地震・火山噴火の予知の実現という最終目標を達成するためには，長期的な観測研究が必

要。これらを担う人材の養成と確保が不可欠 

・ 研究者のキャリアパスの確保と若手研究者支援の方策を検討し，大学院生等の確保に努力 

《国際共同研究・国際協力の推進》 

・ 地震や火山噴火に関する事例を効率的に集積するため，多様な地震・火山活動の比較研究

及び緊急時の国際共同調査研究による研究成果・知識の交換が必要 

・ 国際共同研究の推進，研究者の交流等による研究成果の普及・発信，緊急調査体制の整備，

観測データの継続的な交換と技術支援等 

《研究成果の社会への還元》 

・ 研究成果の普及は，防災意識の向上のためにも重要であり，地震火山に関する普及活動を

組織的に推進 

・ 地震，火山噴火による被害軽減に資するため，情報や報道発表内容の質的向上を図り，的

確かつ迅速な提供に努力 
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地震及び火山噴火予知のための観測研究実施機関 

平成22年9月15日 

 

総務省  独立行政法人情報通信研究機構 

 

文部科学省 国立大学法人等 

北海道大学大学院理学研究院 

弘前大学理工学部 

東北大学大学院理学研究科 

秋田大学大学院工学資源学研究科 

東京大学大学院理学系研究科 

東京大学地震研究所（共同利用・共同研究拠点） 

東京工業大学大学院理工学研究科 

東京工業大学火山流体研究センター 

名古屋大学大学院環境学研究科 

京都大学大学院理学研究科 

京都大学防災研究所（共同利用・共同研究拠点） 

鳥取大学大学院工学研究科 

高知大学理学部 

九州大学大学院理学研究院 

鹿児島大学大学院理工学研究科 

立命館大学総合理工学研究機構 

東海大学海洋研究所 

独立行政法人防災科学技術研究所 

独立行政法人海洋研究開発機構 

 

経済産業省 独立行政法人産業技術総合研究所地質調査総合センター 

 

国土交通省 国土地理院 

気象庁 

海上保安庁 

以上 
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